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序

　

説

　

最近の地方財政の状況

昭和38年度の経済の推移と地方財政

経済の見通しと地方財政計画

　

昭和36年９月から実施された景気調整策の結

果、昭和37年上期には国際収支はその均衡を回復し、同年10月には引締め

政策は解除されるに至ったのであるが、昭和38年度の経済見通しとしては上

期中はなお停滞気味に推移するものと見込まれていた。昭和38年度における

わが国経済の運営については、同年度を「新しい安定成長への地固めの年」と

して社会資本の立ち遅れその他の構造上のひずみの是正に努めるとともに、新

しい国際環境に適応する国内産業体制の確立を図ることを第一義的目標とし、

国民総生産の規模としては20兆3,900億円、前年度と比べて実質6％（名目

3％）程度の成長が見込まれた。

　

この経済見通しの上に立って編成された国の一般会計予算は、健全均衡財政

の方針を堅持し、輸出力の増大、社会資本の充実、産業基盤の強化、減税、社

会保障施策の拡充、文教の刷新充実等の重要施策を着実に推進することを基本

方針とし、前年度当初予算（2兆4,268億円）に比べて4,232億円、17.4％増

加の２兆8,500億円の規模で編成された。

　

この国の予算編成方針と同一の基調により、昭和38年度における地方財政

計画は、健全均衡財政を堅持しつつ、地方行政水準の一層の向上を図り、かっ、

地域開発の促進と地域格差の是正を図ることを目途としてっぎの基本方針に基

づいて前年度（２兆2,850億円）に比べ3,486億円、15.3％増加の２兆6,336

意円の規模で策定された。

１

　

地方税負担の軽減合理化を図るとともに、電気ガス税の減税に伴う地方の

　

減収を補てんするため、たばこ専売益金の委譲により市町村たばこ消費税の

　

税率を引き上げること。

２

　

国民生活水準の向上と産業経済の発達に即応し得るよう環境衛生施設、文

　

教施設、産業関連施設および国土保全施設等の整備を促進するため、公共投

１－



　

資にかかる財源を充実するとともに地方債資金の増額を行なうこと。

３

　

新産業都市の建設その他の地域開発を促進するとともに、地域格差の是正

　

をさらに進めるため、引き続き財政力の貧弱な地方公共団休の財源を充実し

　

て、その行政水準の向上を期するとともに、辺地における公共的施設の整俺

　

を促進すること。

４

　

地方財政の秩序を確立するため、地方公共団休間の負担関係の適正化を期

　

することo

経済の推移と地方財敢運営

　

昭和38年度におけるわが国経済の推移は、当初

の予想を上回つた拡大過程をたどることとなつた。すなわち、個人消費支出、

政府支出、輸出等の堅調な伸びに加え、在庫投資の増大、設俺投資のなだらか

な回復にささえられ、鉱工業生産は、大幅な上昇を示したoこのような経済成

長の結果、国際収支面では輸出が増加した反面、輸入も鉱工業生産の上昇に伴

う原材料輸入の増大等により顕著な増勢を示したため大幅な赤字を招くことと

なつたoこのため、昭和38年末から昭和39年初めにかけて金融引締め政策

が実施され、わが国経済は、早くも調整過程にはいることとなつたo

　

このような経済の推移の結果、昭和38年度の国民総生産は22兆4,538億円

に達し、経済成長率も年度当初の見込みを
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経済二般の推移は上記のとおりであるが、税収入の状況をみると今回の景気

回復期における特徴として企業収益が伸び悩みを呈したこと、企業の業績と納

税期に時期的なずれがあること、給与所得等個人所得は着実な伸びを示したも

ののこの傾向は前年度も同様であったこと等により国税収入において、法人税

および所得税は、景気調整期における前年度の増加率をわずかに上回る程度の

伸びに推移するとともに、地方税収入においても、住民税法人分および事業税

法人分の合計額の対前年度増加率は、前年度を0.4％上回る程度に推移する結

果となった。また、住民税個人分は、税制改正の影響もあって前年度の伸びを

大幅に下回ることとなり、これらの要因のため昭和38年度の地方税収入の伸

びは前年度を下回ることとなった。また、地方交付税も若干ではあるが増加率

が低下した。

　

昭和38年度の地方財政はこのような地方税収入等の伸びの鈍化にもかかわ

らず、人件費、扶助費等の義務的な経費は引き続き増加するとともに、国の財

政施策に沿うための国庫補助公共事業費の増加に対処しなければならないた

め、歳出規模は前年度に引き続き増加し、このため、財政収支は、前年度に比
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べ悪化するとともに財政構造の弾力性が減少し、全般としては、財政の健全性

にっトて極めて警戒を要する局面を呈することとなった。

二

　

昭和38年度地方財政の決算の概況

１

　

昭和38年度の地方財政の決算額を普通会計、地方公営企業、国民健康保

　

険事業会計およびその他の事業会計（収益事業、公益質屋事業、農業共済事

　

業にかかる会計）に区分して示せば、つぎのとおりである。

区

通

　

康
他

　

方
健

　
　

民
の

普
地
国
そ

会

公
保

営

　

企

険

事

事
業

分

業会

　

会

計
業
計
計

歳入（収入）

　　　　　

億円

　　　

33,977

　　　　

7,312

　　　　

1,522

　　　　

2,818

歳出（支出）

　　　　　

億円

　　　

33,088

　　　　

7,333

　　　　

1,492

　　　　

2,759

２

　

昭和38年度の地方財政（普通会計）の状況をみると、純計決算額は歳入

　

３兆3,977億円、歳出３兆3,088億円で、歳入歳出差引額は889億円の黒字

　

であるが、この額から予算繰越等に伴い翌年度に繰り越すべき財源503億円

　

を控除した実質収支は、386億円の黒字となっている。しかし、この実質収

　

支を前年度(535億円の黒字）と比べると149億円黒字が減少している。昭

　

和38年度の地方財政（普通会計）の状況を通観するとおおむねっぎのよう

　

な特徴を指摘することができる。

　

（１）歳入において地方税および地方交付税の増加率が低下したこと。

　

（２）歳出では人件費等義務的経費が引き続き増加するとともに、公共事業

　　

費もかなりの増加を示し、一方単独事業費の伸びは著しく低下したこと。

　

（３）公営企業等の特別会計に対する繰出金が増加したこと。

　

（４）財政規模の増加率が鈍化したこと。

　

（５）財政収支は、悪化したこと。

　

（６）財政構造は、硬直性を増したこと。

　

これらの特徴について説明すると、

　

（１）の歳入における地方税および地方交付税の増加率の低下については、

- ４－

-

　 　

－

　 　

-



昭和38年度の地方税収入額は１兆2,129億円であり、前年度に対し14.8％

増加したが、前年度の増加率（16.6％）より1.8％下回っている。これは、主

として住民税個人分の増加率の大幅な低下その他たばこ消費税等の増加率の低

下によるものである。

　

地方税収入の増加率を団体別にみると、都道府県14.7%、市町村14.8％

で、差異はほとんどないが、地方交付税の増加率は、都道府県においては18.2

％で前年度(21.8%)を下回っだのに対し、市町村においては21.3%で前年

度（20.4％）を上回っている。

　

（２）の歳出における義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の増加と単独

事業費の伸びの大幅な低下については、人件費の増加は、定期昇給、給与改定

（昭和37年度給与改定の平年度化分と昭和38年度給与改定の初年度分）およ

び職員の増加等による職員給の増加、退職年金制度の平年度化に伴う共済組合

負担金、退職手当の増加等によるものであって、前年度の増加（増加額1,643

億円、増加率19.7%)を上回る増加(2,000億円、20.1％）を示したのであ

るが、昭和38年度においては、退職年金制度が平年度化されたことに伴う共

済組合長期負祖金の増加率および退職手当支給率の引上げ等による退職手当の

増加率が前年度を著しく上回ったことが職員給の増加率以上に人件費の増加率

を高めた主な原因になっている。

　

人件費の増加率を団体別にみると、都道府県19.3％、市町村21.9%である

が、市町村の中では中都市（人口10万人以上の都市）の増加率が25.3^で

最も高くなっている。

　

人件費のほかに、扶助費は、生活保護基準の引上げ等により増加傾向を持続

し、公債費も一時借入金の増加による支払利子の増加等により前年度を上回る

増加となっている。この結果、これら義務的経費は、前年度の増加率(17.3%)

を3.7%上回って増加している。

　

また、国庫補助をうけて実施する公共事業費は、前年度より767億円、14.8

％の増加を示し、前年度の増加率（25.5％）を下回ったが、それでもかなりの

増加となった。

　

このように義務的経費、公共事業費等の財政需要が前年度に引き続いて増こ
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うしたため、地方公共団体は、収支均衡を保持するため多額の積立金のとりく

ずし(194億円）を行ない、これに対処してきたが、地方公共団体独自の財源で

実施する単独事業費は、これを極力抑制せざるを得ない状況となり、前年度の

増加（増加額1,112億円、増加率46.8^)を大幅に下回る増加(253億円、7.3

％）にとどまった。また、公共事業の実施にあたっては、通常の地方負担のほ

か実績単価に比べて補助単価が低いこと、公共事業に伴う附帯事業の実施等の

ため多額の負担を余儀なくされていることも単独事業費を抑制せざるを得ない

結果となっている。

　

普通建設事業費の増加率を団体別にみると、都道府県10.7％（補助事業費

14.0％、単独事業費3.8％）、市町村15.2% (補助事業費19.9%、単独事業費

ｎ.7％）で市町村の増加率が都道府県を上回っている。また、都道府県、市町

村とも補助事業費の増加率が単独事業費を上回っているが、特に都道府県の単

独事業費の鈍化が目立っている。なお、市町村の中では大都市の増加率が補

助、単独とも最も高くなっている。

　

（３）の公営企業等の特別会計に対する繰出金の増加については、昭和38年

度の公営企業等の特別会計に対する繰出金の額は580億円で、前年度より93

億円、19.1％増加しており、その主な会計別の内訳は公営企業会計502億円、

国民健康保険事業会計72億円で、公営企業会計に対する繰出金は繰出金総額’

の86.6% i前年度421億円、86.5％）を占め、前年度より86億円増加している。

　

また、国民健康保険事業会計に対する繰出金は、主として当会計の赤字補て

んのために繰り出されていることに留意する必要がある。

　

（４）の財政規模の増加率の鈍化についてみると、昭和38年度の財政規模の･

増加率は歳入13.9X、歳出14.6%で、前年度（歳入18.8%、歳出20.8％）と

比べるとその伸びは鈍化している。地方財政の規模は、国民経済の成長と相ま

って昭和33年度以来順調に伸長してきたが、昭和36年度の増加率（歳入24.0･

％、歳出24. 2%)を頂点として鈍化の傾向に転じ、昭和38年度ではその傾向

が一層顕著となった。

　

財政規模の増加率を団体別にみると、都道府県（歳入13.1％、歳出14.0％）･

より市町村（歳入15.8%、歳出16.1％）が高く、市町村の中では中都市（歳
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a7.8%、歳出18.0％）が最も高くなっている。

地方財政規模の推移について、国民総生産の推移と比較すると、第２図のと

;りである。

　　　　　　　　　　　

第２図
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（５）の財政収支の悪化については、特徴（１）および（２）において述べたよ

･に、地方税収入等の伸び率の鈍化に対して、歳出では義務的経費の増加と公

ﾐ事業を消化するため単独事業費は抑制されたが、歳出の増加が歳入の増加を

澗り、単年度収支では149億円の赤字となった。

財政収支の状況を団体別にみると、都道府県の単年度収支(124億円の赤字）

）悪化と大都市の実質収支（61億円の赤字）および単年度収支（47億円の赤

:）の悪化が著しい。また、赤字団体における赤字額は、前年度より113億円

l加して273億円に達した。これを団体別にみると、小都市を除きすべての団

;における赤字団体の赤字額が増加しているが、なかでも都道府県（赤字団体

団体、赤字増加額41億円）および大都市（赤字団体４団体、赤字増加額49

椚）の赤字の増加が大きく、全休の赤字増加額の80％を占めている。

地方公共団体の赤字額は、戦後最大の赤字をかかえていた昭和29年度では

19億円であったが、昭和30年度以降は財政再建措置がとられたことおよび
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経済成長の影響もあって、昭和36年度には88億円と減少をみ､すこ、しかし昭

和36年度を境に景気調整等による税収入の鈍化および人件費等義務的経費り

増こうにより再び赤字が増加する傾向にある。

　

（６）の財政構造の硬直性の増大については、義務的経費は前年度に引き続

いて増加した反面、投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策

事業費）は前年度を下回る増加にとどまったため、歳出総額に占める義務的経

費の割合は前年度(42.8%)より2.4％高くなり、投資的経費の割合は前年度

（37.0％）より2.0％低くなった。さらに、地方公共団体が自由に使用できる一

般財源の性質別経費への充当状況をみると、義務的経費に53.0％、投資的経

費に21.8％充当しており、前年度と比べると、義務的経費への充当割合が

2.2％上昇し、投資的経費への充当割合が1.0％低下している。

　

また、昭和38年度中に増加した一般財源の充当状況をみると、義務的経費

に66.0％、投資的経費に16.0％充当されているが、前年度より義務的経費へ

の充当割合が16.1％増加し、投資的経費への充当割合が23.4%減少してい

る。これらの諸点から、財政構造の弾力性が低下し、硬直性が増して来ている

ということができる。

３

　

昭和38年度におげる地方公営企業の財政状況をみると、事業数は5,561、

　

決算規模は収入7,312億円、支出7,333億円となっているが、その特徴を指

　

摘すると、つぎのとおりである。

　

（１）地方公営企業は、前年度に引き続きめざましい量的な拡充発展をとげ

　　

た。

　　　

過去数年間、地方公営企業は、わが国経済の高度成長、国民生活水準の

　　

向上、地域産業開発の伸展という四囲の強い要請を背景に事業数、事業量

　　

ともに急速な拡大発展を続けて来たが、この傾向は、昭和38年度にもそ

　　

のまま引きっがれた。昭和38年度末における地方公営企業の総数は、

　　

5,561で前年度末に比べると190事業、3.5χ増加した。増加した事業の

　　

主なものは、水道事業51、観光施設事業47、宅地造成事業43、簡易水

　　

道事業26等である。

　　　

決算規模は、収入7,312億円、支出7,333億円で、前年度と比べると
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収入1,073億円、17.2%、支出1,153億円、18.7%増加した。収入決算

　　

規模は、普通会計の22％に達している。

　　　

また、公営企業会計に属する職員数は、昭和38年度末で約24万８千

　　

人であり、普通会計に属する職員数（教育および警察職員を除く。）の約

　　

30％に相当している。

　　　

なお、地方公営企業法を適用し、企業会計方式を採用する事業数は936

　　

で、前年度末と比べるとnO事業、13.3％増加した。

　

（２）しかし、反面地方公営企業の経営状況は悪化の傾向を強めてきた。す

　　

なわち、昭和38年度末における累積欠損金は、地方公営企業法適用企業

　　

において376億円（前年度末250億円）に達し、年間料金収入の17％に

　　

及んでいる。事業別には交通７割、病院４割、水道３割の事業が純損失を

　　

生じているが、このうち交通事業の経営内容の悪化がとくに著しく、単年

　　

度純損失は132億円、累積欠損金は258億円（年間営業収益の４割）に達

　　

しており、とくに６大都市分の累積欠損金は、221億円（交通全体の累積

　　

欠損金の86％）となっている。

　

また、病院および水道事業にっトては、

　　

とくに小規模市町村の経営内容が悪く、病院にあっては100床未満の小病

　　

院は５割が純損失を、水道事業にあっては給水人口１万５千人未満の小規

　　

模水道は５割が純損失を生じている。なお、法適用企業の累積欠損金に法

　　

非適用企業の赤字額131億円を加えれば、その額は507億円となり、年間

　　

料金収入の15.1%に達している。このような経営内容悪化の原因として

　　

は、最近の人件費、物件費の上昇、資本費の増こう、料金改定かおくれたこ

　　

と、経営の合理化が必ずしも徹底していないこと、さらに最近の経済発展

　　

に伴う都市構造の変化により、大都市における路面交通の渋滞による効率

　　

の低下等企業の立地条件に大きな変化がみえ始めたこと等があげられる。

４

　

昭和38年度における国民健康保険事業会計の決算状況をみると、赤字団

　

体の実質上の赤字額は132億円（事業勘定112億円、直診勘定20億円）に、

　

その赤字団体数は全市町村数の41％に当る1,411団体となっており、赤字

　

額は、前年度より40億円増加し、赤字団体数も664団体の増加をみ、その

　

財政は著しく悪化した。このように財政が悪化した主な原因としては、受診
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率の上昇あるいは給付改善等の影響により医療費が急激に増こうしたのに対

　

し、保険料（税）収入の増加が及ばなかったこと、事務費に対する国庫負担

　

金が充分でなかったこと等が考えられる。

５

　

その他の事業の決算状況については、おおむね順調に推移している。

-

-

- 昭和39年度の経済の見通しと地方財政計画

経済の見通し

　

昭和39年度のわが国経済については、昭和38年度に引き続

き経済の拡大がすすめば国際収支の赤字幅はさらに拡大し、長期にわたる高度

安定成長の基盤が損なわれるおそれがあることにかんがみ、昭和39年度の経

済運営にあたっては、開放経済に対処しつつ経済の安定成長を確保することを

目途として、財政金融政策を中心とする経済政策の適切な運用により内需が適

正水準をこえないよう留意し、国際収支および消費者物価の安定を期するとと

もに経済各分野の質的強化に意を用い、わが国経済の均衡ある発展と国民生活

の向上を図ることを基本的態度とした。昭和39年度の国の予算の編成にあた

っては、この経済見通しと経済運営の基本的態度にのっとり金融面での諸施策

と相まって国際収支の改善と物価の安定を図ることを目途としつつ健全均衡財

政の方針を堅持するとともに、経費および資金の効率的、重点的配分に努め、

大幅な減税を実施するとともに、農林漁業および中小企業の近代化、社会保障

の充実、社会資本の整備等重要施策を着実に推進し、もってわが国経済の安定

的成長と質的強化に資することをもって財政運営の基本とした。

地方財政計画

　

このような国の財政運営の基本方針を背景として、昭和39年

度の地方財政計画は、国と同一の基調により健全均衡財政を堅持しつつ、地方

行政水準の一層の向上を図り、かっ、地域開発の促進と地域格差の是正を図る

ことを目途としてっぎの基本方針に基づき前年度より5,045億円、19.2％増

加の３兆1,381億円の規模で策定された。

１

　

産業経済の発展に即応し国民生活水準の向上を期するため、道路、港湾等

　

の産業基盤施設、下水道等の環境衛生施設および住宅等の整備を促進するた

　

め、補助事業および単独事業を通じて公共投資の充実を図ること。

２

　

地方独立財源を充実しつつ地方税負担の合理化を図るため。
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（１）昭和39年度および昭和40年度の２年度間において、市町村民税の

　　

課税方式を本文方式に統一するとともに、現行の準拠税率を標準税率に改

　　

めること。

　

（２）電気ガス税の税率を1％引き下げるとともに、これによる減収を補て

　　

んするため、たばこ専売益金の委譲により市町村たばこ消費税の税率を

　　

1.6%引き上げること。

３

　

地域格差の是正を促進するため、地方交付税制度を改正して引き続き財政

　

力の貧弱な地方団体の財源の充実を図るとともに、辺地における公共的施設

　

の総合的な整備を促進するため、地方債の増額を図ること。

　

なお、昭和39年度地方財政計画において予定された歳出のほか地方財政計

画策定後における主な歳出の増加の要因として給与改定と現年発生災害とがあ

った。給与改定は、国家公務員について人事院勧告に基づき９月１日から実施

されることとなり、地方公務員についてもこれに準じて行なわれることとなっ

たが、これに要する財源として国庫支出金および補正予算に伴う地方交付税の

増加のほか既定経費の節減ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計における

借入金をもって充てられることとなった。

　

また、現年発生災害については、新潟地震をはじめとして７災害について激

甚災害の指定が行なわれ、現年発生災害の公共災害被害査定見込額は1,391億

円（昭和40年１月現在）にのぼったが、現年発生災害に伴う地方負担の増加

等に対して地方債を140億円追加したほか、特別交付税の配分等によって災害

復旧事業の施行に支障のないよう措置した。

　

昭和39年度の地方財政の状況については、景気調整策の浸透等により税収

入の伸長が期待できない反面、歳出においては給与改定（38年度給与改定の平

年度化と39年度給与改定）に伴う経費、その他義務的経費の増こうが相当多額

にのぼるのみならず、公共投資の増大および社会保障の拡充等により財政需要

の著しい増加が見込まれるため、地方財政の運営は、一層困難な状況にある。

　

また、地方公営企業については、昭和39年度も前年度に引き続き給与改定

による人件費の増こう、施設の建設拡張に伴う資本費の増加がみられたが、さ

らに昭和39年１月25日消費者物価安定の見地から公共料金１年間据置の措置
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が講ぜられたため、これらコスト上昇に対応して料金改定を必要とする段階に

きていた企業にあってもその改定が困難となり、このため昭和39年度におけ

る地方公営企業の経営内容は、全般的にはさらに悪化したものと予想される。

　

このような地方公営企業の現状にかんがみ、その健全な発展をはかるためＯ

あり方および財政再建についての当面とるべき方策を検討するため、昭和39年

７月地方公営企業制度調査会が設置され、同年ｎ月当面とるべき財政再建の

方策についての中間答申がなされたが、基本問題については目下引き続き審議

が行なわれており、昭和40年秋には最終答申が行なわれる予定である。

　

昭和39年度の国民健康保険事業会計は、前年度に引き続きその財政状況は

一層悪化しつつあり、特に給与改定により人件費が増加するとともに世帯主７

割給付の平年度化および昭和40年１月１日から一部の市町村において実施

されている世帯員に対する７割給付等給付改善に伴い保険給付費が増こうする

一方、保険料の増収が一層困難になっており、その赤字団体数および赤字額は

さらに増加するものと思われる。

四

　

昭和40年度の経済の見通しと地方財政計画

経済の見通し

　

昭和40年度のわが国経済については、世界経済の動向等から

昭和39年度における輸出の好調が維持できるか問題があるとともに、国内経

済についても、各種の不均衡が生じていることにかんがみ、経済運営にあたっ

ては、内外の情勢を認識し、財政金融政策を中心とする経済政策の適切な運用

により、経済の安定的成長を図り、国際収支の均衡確保および消費者物価の安

定化に努めるとともに経済各分野における質的充実に意を用い、経済の均衡あ

る発展およびそれと調和のとれた社会開発を推進することをもって基本的態度

とした。

　

昭和40年度の国の予算編成にあたっては、この経済見通しと経済運営の基

本的態度にのっとり、通貨価値の維持と国際収支の均衡を確保しつつわが国経

済の長期にわたる安定成長を図ることを主眼とし、社会、経済の各分野、各地

域にわたり均衡のとれた発展を期するため、国民生活の向上とその環境の整備

等社会開発を推進する重要諸施策を積極的に展開することとし、限られた財源
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の範囲内でこれらの重要諸施策を着実に推進するため、予算は健全均衡財政を

堅持するとともに財政投融資は重点的、効率的運用に配意することをもって財

政運営の基本とした。

　

地方財政計画は、このような国の財政運営の基本と同一基調に立脚し、経費

の重点化、効率化をはかることにより、健全均衡財政を堅持しつつ、社会開発

を推進し、地方行政水準の一層の向上をはかることを目途としてっぎの基本方

針に基づき前年度に比べて4,740億円、15.1％増加の３兆6,121億円の規模

で策定された。

１

　

地方税負担の軽減合理化を推進しつつ、地方財政の健全化と地方行政水準

　

の引上げをはかるため、つぎにより地方財源を充実すること。

　

（１）地方交付税率を0.6パーセント引き上げて、29.5パーセントとする。

　　

こと。

　

（２）前年度に引き続き、住民税負担の軽減を行なうこととし、これによる

　　

減収については、市町村民税臨時減税補てん債により補てんすること。

　

（３）新たに石油ガス譲与税を創設し、自動車税および軽自動車税の税率を

　　

改定するとともに、法人税の税率引下げによる減収を回避するため住民税

　　

法人税割の税率について所要の調整を行なうこと。

２

　

経済の高度成長に伴って生じたひずみを是正し、調和のとれた社会の発展

　

を期するため、つぎにより社会開発を推進すること。

　

（１）地域開発を促進して、地域格差の是正をはかるため、新産業都市の建

　　

設等の事業に対する国の財政援助措置を確立すること。

　

（２）住宅、上下水道等の生活基盤施設の整備を促進するため必要な地方債

　　

を確保すること。

　

（３）過密化した大都市の再開発を促進するため必要な地方債資金の増額を

　　

はかること。

　

（４）地方交付税制度を改正し、前年度に引き続き財政力の貧弱な地方団体

　　

の財源を充実すること。

３

　

その他地方公営企業等の健全化に資するため地方債の充実等所要の措置を

　

講ずること。
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五

　

最近の地方財政の傾向と課題

　

最近の地方財政の状況をみると、普通会計にあっては歳入において税収入等

の伸びが鈍化する反面、歳出面においては義務的経費、公共事業費が増こうす

るという困難な財政事情の下にあって極力国の財政施策に沿い、その財政の健

全詮保持に努力して来たのであるが、そのような財政運営の努力にもかかわら

ず、財政収支の状況は悪化し、赤字団体の赤字額は増大しつつある。今後にお

いても、人件費等の義務的経費の増こうが見込まれており、また、公営企業会

計、国民健康保険事業会計等の赤字の増大に伴う普通会計への依存度が強くな

るとともに、引き続き地方行政水準の引上げ、地域開発、地域格差の是正、社

会開発の推進等の要請はますます高まって行くことが考えられる。このような

事情の下で地方財政の健全性を保持しつつ地方団体が住民の負託にこたえうる

ように行政需要を充足して行くためには、地方団体において経費の効率化、重

点化を図りつつ健全均衡財政保持のための一層の努力が必要であることはもち

論であるが、国の立場からも地方行財政制度およびその運営の改善充実を図る

ことが必要であると考えられる。

　

地方公営企業にあっては、最近における人件費および物件費の上昇、資本費

の増こう等により経営内容の悪化が著しいが、その根本的建て直しのために

は、公営企業のあり方について、この際抜本的な再検討を加える必要があると

考えられる。

　

これらについては、地方公営企業制度調査会の最終答申をまって、国におい

てもさらに所要の措置が講ぜられることが必要であるが、当面さきの地方公営

企業制度調査会の中間答申の趣旨にかんがみ、昭和40年度における収益的収支

の均衡を図ることを目途として、料金の適正化、経営の合理化、負担区分の明確

化を図るよう企業経営健全化の努力が進められている。

　

また、国民健康保険事業会計にあっては、最近においてその財政状況が悪化

しているが、この原因としては、受診率の上昇あるいは給付改善等の影響によ

り医療費が急激に増こうしたのに対し、保険料(税)収入の増加が及ばなかった

こと、事務費に対する国庫負担金が充分でなかったこと等が考えられるが、国

民健康保険の重要性にかんがみ、すみやかにその健全性を回復するよう措置す

る必要がある。
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第一

　

昭和38年度の地方財政の状況

地方公共団体の概況

（一）地方公共団体の数

　

昭和39年３月31日現在における地方公共団体（財産区および地方開発事業

団を除く。）の数は46都道府県、3,399市町村、23特別区および1,538一部事

務組合で総計5,006団体である。

　

その内訳はっぎのとおりで、前年同期と比べると６市増加し（市の増加７、

減少!）、44町村が減少し（町村の増加２、減少46、うち市となったもの3、

市または町への編入等43）、134一部事務組合が増加している。なお、福岡県

北九州市が昭和38年４月１日地方自治法第252条の19第１項の指定都市（以

下「大都市」という。）に指定されたことに伴い大都市は６団体となった。
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一部事務組合をその設置目的別に分けると保健衛生関係667 (101増加）、教J
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育関係229 (10減少）、産業経済関係190（20増加）、土木関係89 (7減少）、

社会および労働施設関係82 (10増加）、消防関係40（増減なし）、その他241

（20増加）となっている。

　

市町村数の推移は第３図のとおりで、町村合併促進法（昭和28年法律第258

号）の施行日の前日である昭和28年９月30日現在(9,895市町村）と比べる

と、約３分の２に相当する6,496団体が減少した（町村の減少6,769、市の増

加273)。

　　　　　　　　　　　　

第３図

　

市町村数の推移
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（二）人

　　　

口

　

昭和38年10月１日現在の推計人口（総理府統計局人口推計による。）は

四､616万人である。前年同期(9,518万人）と比べると98万人、1.0％増加

した。

　

これを都道府県別にみると、人口が増加したのは23都道府県（埼玉県、神

奈川県、大阪府、千葉県、愛知県、東京都、兵庫県、静岡県、奈良県、岐阜県。
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京都府、広島県、三重県、和歌山県、北海道、群馬県、石川県、栃木県、宮城

県、滋賀県、福井県、香川県および青森県)、その増加人口は120万人で、人

口が減少しだのは23県、その減少人口は22万人である。

ニ
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模

　

昭和38年度における地方公共団体の普通会計決算額を単純に合計すると
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入

　　

３兆5,254億円

　　

歳

　

出

　　

３兆4,366億円

で、前年度と比べると歳入4,374億円、14.2％、歳出4,441億円、14.8%増加

し、歳出規模の増加率が歳入規模の増加率を上回っているが、それぞれの増加
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を下回っている。

　

単純合計決算額から地方公共団体相互間の重複額1,277億円を控除した純計

決算額は，

　　

歳

　

入

　　

３兆3,977億円（前年度２兆9,829億円）

　　

歳

　

出

　　

３兆3,088億円（前年度２兆8,874億円）

で，前年度と比べると歳入4,148億円，13.9％，歳出4,214億円，14.6％増加

した。

　

決算規模の増加率の推移はっぎのとおりで，昭和36年度を頂点として下降

している。
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この純計決算額を人口１人当り額でみるとつぎのとおりで、前年度と比べる

と歳入3,995円、12.7％、歳出4,075円、13.4%増加した。
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（注）人口は、各年10月１日現在総理府統計局推計人口（35年度については国勢

　　

調査人口）による。

　

決算規模の推移は第４図のとおりである。これを昭和31～33年度平均規模

を100としてその推移を指数でみると歳入245 (前年度215)、歳出248 (前年

度216)である。
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11.6％（前年度11.6％）に相当する401団体（前年度406団体）が赤字であ

る。

区

　　

分

黒字団体

赤字団体

合

　　　

計

都道府県

　　

市町村

団体数

　

収支額

　

団体数

団体
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4

億円

　　

団体

　　

(1,447)
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(91)
△51
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収支額

　

団体数
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収支額

　

前年度計

団体数

　

収支額

　

億円

　　

団体

　　

億円

　　

団体
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3,506

　　

528

(注) １

　

（

　　

）は、一部事務組合分外書きである。

２

　

昭和38年度末の財政再建債等の未償還額は63億円（都道府県50億円、

　

市町村13億円）で、これを赤字とみなした実質収支は323億円（都道府

　

県199億円、市町村124億円）である。

　

都道府県ではっぎのとおりで、前年度と比べると赤字団体数およびその赤字

額が増加し、黒字団体の黒字額も減少したため全休としては124億円黒字が減

少した。
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休
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団

字
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黒
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団体数
-

　

団体

　

△２

　　

２

　

較

収支額
-

　

億円

　

△83

　

△41

（注）赤字団体は、38年度は埼玉県、東京都、三重県および福岡県、37年度は東

　　

京都および滋賀県である。

　

市町村ではっぎのとおりで、前年度と比べると赤字団体の赤字額が増加し、

黒字団体の黒字額も増加したが、赤字額の増加ことに大都市における赤字額の

増加が著しかったために、全体としては25億円黒字が減少した。
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ａ
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－
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（注）1

　

37年度の団体数および収支額については北九州市を大都市に含めて掲記

　　　　

した（以下同じ。）
２

　

大都市の赤字団体は、37年度、38年度ともに大阪市、名古屋市、神戸市

　

および北九州市である。

　

実質収支に財政再建債等の未償還額を考慮した場合における黒字団体と赤字

団休との内訳はつぎのとおりであり、赤字団体における赤字額（290億円）は

前年度(181億円）と比べると109億円増加した。
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△230
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(1,538)

　　　

(1,538)

　　　

(1,404)
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3,422
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3,468

　　

323

　

3,506

　　

444

卵）（

　

）は、一部事務組合数外書きである。

なお、実質収支の推移は第５図のとおりである。昭和29年度の赤字額649
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億円から昭和36年度まで順調に赤字が解消されてきたが昭和37年度に赤字額

が増加し、昭和38年度も引き続き増加している。

　　　　　　　　　　　　　

第５図

　

実質収支の推移
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場合の全団体の実質収支
-…－うち赤字団体

　

（ニ）単年度収支

　

昭和38年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は

149億円の赤字（前年度は128億円の赤字）である。

　

この単年度収支に、昭和38年度中の積立金の積立額133億円および地方債

の繰上償還額10億円を黒字とみなし、積立金のとりくずし額121億円を赤字

とみなして調整を加えた実質単年度収支は127億円の赤字（前年度は84億円

の赤字）である。

　

実質単年度収支額を団体別にみると、つぎのとおりである。
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赤字団体数は1,926団体（都道府県31団体、市町村1,895団体）で、全団

体数の38.5％（都道府県67.4%、市町村38.2%)である。

　

その赤字団体数の内訳は、つぎのとおりである。
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）は、全団体数である。
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四歳入の状況

　

（一）概

　　　

況

　

昭和38年度の歳入純計決算額は、３兆3,977億円（前年度２兆9,829億円）

で前年度と比べると4,148億円、13.9%増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。

区 分

地

　　

方

　　

税

地方譲与税

地方交付税

小計(一般財源)

国庫支出金

使用料・手数料

金
金
債
他
計

入
越
方
の

繰
繰
地
そ
合

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

38年度37年度増減額

　　

38

　　

37

　　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

12,129 10,567　1,562

　　　

352

　　

308

　　

44

　

5,811

　

4,874

　　

937

　

18,292 15,749　2,543

　

8,157

　

7,081

　

1,076

　　　

956

　　

822

　　

134

　　　

668

　　

617

　　

51

　

1,052

　

1,260

　

△208

　

1,584

　

1,444

　　

140

　

3,268

　

2,856

　　

412

33,977 29,829　4,148

　　

％

35.7

　

1.0

17.1

53.8

24.0

　　

％

35.4

　

1.0

16.4

増減額構成比

　

対前年度

　　　　　　　　

増減率

　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　

％

　　

％

　　　

％

　　　

％

37.6

　

31.9

　

14.8

　

16.6

　

1.1△3.1

　

14.3△32.3

22.6

　

18.2

　

19.2

　

21.3

52.8

　

61.3
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14.4

100.0 100.0 100.0 100.0 13.9

21.9

11.4

42.9

17.0

25.6

20.2

18.8

　

歳入決算額の構成比をみると、一般財源（地方税、地方譲与税および地方交

付税の合算額をいう。以下同じ。）は、前年度を上回っている。一般財源のう

ち、地方税および地方交付税は、ともに前年度を上回り、地方譲与税は、前年

度と変らない。また、国庫支出金は、わずかながら前年度を上回り、繰入金、

繰越金および地方債は、ともに前年度を下回っている。

　

歳入決算額の構成比を団体別にみると第６図のとおりで、都道府県では、地

方税、国庫支出金および地方交付税が前年度と同じく上位を占め、前年度と比

べると地方交付税が0.7％、地方税が0.4％、地方譲与税が0A％それぞれ上

昇したため、一般財源は1.2%上昇するとともに、国庫支出金が0A%上昇

し、繰越金が1.3％低下したほかは大きな変動がない。
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市町村では、地方税が全休の約40％を占め、ついで地方交付税、国庫支出

金が前年度と同じく上位を占め、前年度と比べると地方交付税が0.6％、地方

譲与税が0.1％上昇し、地方税が0.4％低下しており、一般財源としては0.3％

上昇し、繰越金が0.8％低下したほかは大きな変動がない。
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第６図

　

歳入決算額の構成
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昭和38年度の昭和37年度に対する増減額を昭和37年度の昭和36年に対す

る増減額と比べると第７図のとおりである。

　　　　　　　　　　　

第ア図

　

歳入決算額の増減状況

　

歳入決算増減額の構成比をみると、地方税、地方譲与税および地方交付税の

いずれも前年度を上回り、したがって一般財源の構成比は前年度を上回り、使

用料・手数料の構成比も同様に前年度を上回ったが、その他は、いずれも前年

変を下回った。

　

歳入決算の増減率をみると、地方譲与税は、前年度に入場譲与税の廃止があ

ったため、前年度を著しく上回ったが、地方税および地方交付税が前年度を下

可つだため、一般財源の増加率は、わずかではあるが前年度を下回った。

　

また、そのほかについては、使用料・手数料の増加率が前年度を上回つたほ

川ま、いずれも下回っている。

　

歳入決算を昭和31年度から昭和33年度までの平均規模を100とした場合に

ほける指数で、その推移をみるとつぎのとおりで、繰入金および地方交付税の

申びが著しい。
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2
2
0
4

5
2
5
8
2

874

般

　

財

　

源

34年度

数
0
5
1
3
8
7
3
0
8
0
2

　

2
1
3
2
2
1
1
1
9
2
2

数
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

　

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

指
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

35年度

-

　

拍数

36年度

-

　

指数
7
9
6
0
0
3
8
5
8
0
4
1
9
3
0
4
4
3
9
1
8
1

1
1
2
1
1
1
1
2
1
1
1

7
7
8
9
8
9
7
1
0
3
6

4
2
5
4
4
2
2
4
2
5
4

1
1
1
1
1
1
1
1
1
１
１

37年度 38年度

数
9
4
4
0
3
2
9
0
7
2
5

指
2
3
1
2
2
9
2
5
2
5
1
8
2
9
2
0
1
9
2
6
2
4

数
0
8
0
8
4
7
1
5
2
0
5
7
7
6
3
9
8
0
2
9
1
5

指
2
1
2
2

　

２
１

　

2
2
1
2
2

　

１

　

概

　　　

況

　

一般財源の総額は、１兆8,292億円（前年度１兆5,749億円）で前年度と比

べると2,543億円、16.1%増加した。一般財源の内訳はっぎのとおりで、都

道府県においては、地方税および地方交付税の伸びが鈍化し、地方譲与税は前

年度に比べて著しく増加しており、市町村においては地方税の伸びは鈍化した

が、地方譲与税および地方交付税の伸びは前年度を上回っている。
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区 分

都

　

道

　

府

　

県

決

　　　

算

　　　

額

38年度37年度増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円

地

　　

方

　　

税

　

6,605

　

5,756

　　

849

地方譲与税

　　

332

　

292

　　

40

地方交付税

　

3,856 3,262　594

小計(一般財源)

その他の財源

　

歳

　

入

　

合

市

　　

町

計
村

決算額構成比

　

増減額構成比

　　

38

　　　

37

　　

38

　　

37

　　

％　　　％　　％　　　％

(6昌

(3肖

昌Ｏ

10ﾀ793

　

9,310

10,694

　

9,683

21,487 18,993

　　　　

(100.0)

1,483

　　

50.2

1,011

　　

49.8

2,494

　

100.0

地

　　

方

　　

税

　

5,524

　

4,811

　　

713

地方譲与税

　　

20

　　

16

　　

4

　

(35.0)

　　

17.2

(100.0)

　　

49.0

％ ％

34.0

　

25.5 14.7　15.6

　　　　　　　

ご･‘’/~･-･

　

1.6

　

△4.8 13.8 a 33.5

23.8

　

19.1 18.2　1LJ_

59.4

　

39.8 15.9　15.0

51.0 40.6　60.2 10.4△2.1

100.0 100.0 100.0 13.1　19.2

(73.7) (74.7)

　

40.1

　　

40.5

　

37.9

　

38.1 14.8

　

(0.2) (0.3)

　　

0.2

　　

0.1

　

0.2

　

0.0 24.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(26.1) (25.0)
地方交付税

　

1,955 1,612　343　14.2　13.6 18.2　14.4ﾇ.Ｌ3

小計(一般財源)

その他の財源

歳

　

入

　

合

　

計

　　　　　

（100.0）（100.0）
7,499 6,439 1,060　54.5　54.2 56.3　52.5 16.5

　

6,268

　

5,447

　　

82工

　　

45.5

　　

45.8

　

43.7

13,767 11,886 1,881　100.0　100.0 100.0

　

47.5 15.1

100.0 15.8

（注）決算額構成比欄の（

　

）は、一般財源を100.0とした場合の比率である。

さらに、これを市町村の団体別にみると、つぎのとおりである。
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15.7 22.3 16.5 23.7 19.1

　　

（100.0）（100.0）
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54.2

　

54.6

　

51.1 16.8 16.8
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45.8 45.4 48.9 16.5 19.5
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一般財源を昭和31年度から昭和33年度までの平均規模を100とした場合に

おける指数で、その推移をみるとつぎのとおりである。

区 分

都

　

道

　

府

　

県

･地

　　

方

　　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税

　

計（一般財源）

市

　　

町

　　

村

，地

　　

方

　　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税

　

計（一般財源）

31～33年度

　　　　　　

34

　

35

　

36

　

37

　

38

平均規模

　

億円

　

指数

　

指数

　

指数

　

指数指数指数

2,438

　

275

1,348

4,061

100

100

100

100

124

ｎ4

133

126

162

127

157

158

対

34
－
％

204 236 271 15.9

160 106 121　0.3

199 242 286 18.7

199 229 266 15.8

前 年 度

　

35

　

36

　

％

　

％

30.4 26.1

増 減

37
－
％

率

38
％

　　

ﾉﾐ"〃=←｡J¬
（見叫１ヱ）

11.3 25.7△33.5 13.8

17.8 26.8　21Jj器え_

24.8 26.3　15.0 15.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

"9ij'--

2,632 100 n7 133 155 183 210 9.0 13.4 16.9　などに;4. 8

■こ5

　　

9

　

626

3,267

100

100

100

144

127

119

138

159

138

170 180 223 13.6△4.4 23.8

214 257 312 9.5 25.0 34.2

167 197 230 9.1 15.8 20.8

　

5.4 24.工

包Ｊ｡2L3一……

18.3 16.5

　

２

　

地

　

方

　

税

　

（１）収

　

入

　

状

　

況

　

｡地方税の収入額は１兆2,129億円（前年度１兆567億円）で、前年度と比べ

ると1,562億円、14.8%増加したが、その内訳はっぎのとおりである。

区 分

ゝ

　

ヽ

税
税
計
税

県
村

　

国

府
町

　

剛

道
市
合
惨

38年度
-

　

億円
6,055

6,074

12,129

27,317

決

　

算

　　

額

37年度

　　

増減額

　　

億円

　

5,226

　

5,341

10,567

23,907

億円
829

決算額構成比

　

対前年度

　　　　　　

増減率

　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
49.9

　

49.5

　

15.8

　

17.7

3,410 14.3

　

7.3

　

地方税の収入状況を国税（専売納付金および地方譲与税にかかる特別会計分

を含む。）の収入状況と比べると、増加率においては地方税は14.8%で前年度

（16.6％）より1.8％下回ったが、国税は14.3％で前年度（7.3％）より7.0％

上回っだので、地方税増加率は国税の増加率とほぼ同率を示した。

　

また、法人関係諸税の増減状況は、つぎのとおりである。
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区 分

住民税法人分

事業税法人分

法人税(国税)

(参考)法人所得

対前年度増減率

38年度

　

37年度

　　　

％

　　　　

％

　

12.5

　　

10.2

　

11.6

　　

12.1

　

10.6

　　　

9.3

　

18.5

　　

△1.2

　

増減額構成比

38年度

　

37年度

　　

％

　　　　

％

　　

8.9

　　　

6.9

　

18.5

　　

17.8

　

24.2

　　

38.3

　

17.6

　　

△1.8

決算額構成比

38年度

　

37年度
-

　

％

　　　

％

　

10.3

　　

10.5

　

22.8

　　

23.5

　

31.6

　　

32.5

　

15.0

　　

14.5

　

（注）法人所得については、経済企画庁調の国民所得による。

　

個人の住民税は、昭和37年度において道府県民税の改正により増収があっ

たことおよび昭和38年度における市町村民税の税率引下げにより増加率、増

減額構成比ともに前年度を著しく下回ったが、個人の事業税は前年度に税率引

下げがあったため増加率、増減額構成比ともに前年度を上回った。

区 分

住民税個人分

事業税個人分

所得税(国税)

(参考)個人所得

対前年度増減率

38年度

　

37年度

　　

％

24.7

15.3

16.9

14.0

％
４

　

4
8
　

△8.0

　

26.9

　

18.6

　

増減額構成比

38年度

　

37年度

　　　

％

　　　　

％

　

29.7

　　

40.8

　　

1.7

　　

△1.0

　

51.3

　　

24.7

　

108.1

　　

84.4

　

決算額構成比

38年度

　

37年度

　　

％

19.3

　

1.7

24.2

88.0

％

　
８

　
７

　
３

　
７

　

1
7
1
2
2
8
5

（注）１

　

個人所得については、経済企画庁調の国民所得による。

　　　

２

　

所得税および個人所得については、地方税との比較上一年前の計数であ

　　　　

る。

　

（２）道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は6,055億円（前年度5,226億円）で、前年度と比べると

S29億円、15.8％増加した。道府県税の税目別内訳はっぎのとおりであるが、

道府県民税法人分、事業税個人分、料理飲食等消費税、自動車税および目的税

（軽油引取税）の増加率が前年度を上回ったが、そのほかの税目は、いずれも増

加率が鈍化し、道府県税全体では、増加率は前年度の増加率を下回った。
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道府県税収入の増加状況

　

（３）市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は6,074億円（前年度5,341億円）で、前年度と比べると

733億円、13.7%増加した。市町村税の税目別内訳はっぎのとおりであるが、

主な税目中市町村民税法人分、固定資産税、市町村たばこ消費税の増加率が前

年度を上回ったが、そのほかの税目は、いずれも増加率が鈍化し、市町村税全

休では増加率は前年度の増加率を下回った。
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市町村税収入の増加状況

[[ｍ]増加順(38年度－37年度)

□37年度収入額
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績

　

地方税の徴収成績は、地方公共団体の徴税努力により、前年度に引き続いて

わずかではあるが向上した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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（５）超過課税等の状況

道府県における超過課税の状況は、つぎのとおりである。
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（６）法定外普通税

　

道府県における法定外普通税の状況はつぎのとおりで、和歌山県の果実税が

廃止された。
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市町村における法定外普通税の状況はっぎのとおりで、犬税を廃止した団体

が多かった。
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地方譲与税の決算額は352億円（前年度308億円）で、前年度と比べると44

億円、14.3％増加したが、その内訳はつぎのとおりである。
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前年度より100億円の繰越が行なわれるとともに翌年度へ137億円繰越した。
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国庫支出金の決算額は8,157億円（前年度7,081億円）で、前年度と比べる

と1,076億円、15.2%増加した。国庫支出金の内訳はつぎのとおりで、前年

度に引き続き普通建設事業に伴うものの増加が著しい。
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市町村の歳入決算における都道府県支出金は785億円（前年度650億円）で、

前年度と比べると135億円、20.9％増加した。

　

都道府県支出金のうち、普通建設事業に伴うものが48.7% (前年度44.8%)

に相当する383億円で、災害復旧事業に伴うものが16.7％（前年度21.1％）

に相当する131億円である。
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使用料、手数料の決算額は956億円（前年度822億円）で、前年度と比べる

と134億円、工6.2％増加した。使用料、手数料の内訳は、つぎのとおりである。
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繰入金の決算額は668億円（前年度617億円）で、前年度と比べると51億

円、8.4％増加した。

　

繰入金の内訳はつぎのとおりで、収益事業会計および準公営企業会計からの

繰入金の増加が著しト。
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140億円、9.6％増加した。

　

昭和38年度における普通会計分の地方債の許可状況（枠外債および交付公債

を除く。）は、一般補助事業債202億円、災害復旧事業債266億円、義務教育

施設事業債212億円、高等学校施設整備事業債109億円、清掃事業債72億円、

一般単独事業債232 ft円、オリンピック施設整備事業腹60億円、辺地対策事

業債10億円、退職手当債35億円、直轄事業債130億円、地域開発事業廣７億

円、特別地方債60億円で合計1,395億円となっている。

　

昭和38年度における地方債の発行状況および年度末の現在高をその発行目

的別および借入先別にみるとっぎのとおりで、都道府県では土木債および災害

復旧債、市町村では教育債および土木債がその中心をなしている。

区

発行目的別

分

債
朧
債
債
朧

ｔ

　
　
　
　
　

済

会
通
育
木
経

　
　
　
　
　

業

般

　

教
土
産

　

普

一

社会及び労働施設債

借
交
枠
転
１
　

　

そ

　　　

の

災

　

害

　

復

　

旧

　　　　

替

　　

付

　　

公

　　　　

外

　

貸

　

債

　

モ

　

Ｏ

借入先別

他
債
侃
侃
債
他
計

金
部
局
行
流
債
他
計

資
用
険
銀
公
募

　

巡
保

　
　

公
の

府
金
易
中
付

　
　
　
　
　

場

　

資
簡

政

　
　

市
交
市
そ
合

発

　　

行

　　

額

都道府県

円

　

7
6
5
8
1
6
6
1

　

一
9
0
5
1

億

　

7
0
5
1
1
2
2
3
4
4
6
1
9

　
　
　

2
2
7
6

市町村

　　

計

億円

6
6
8
9
7
7
5
0

　

一
９
２
４
ｔ
↓

7
4
6
7
2
5
1
5
1
5
1
8
7

　

3
6
2
8
7

1
3
8
1
9
1
9
1

5
7
3
7
1
9
1
1
3
1
1
3
8
7

3
5
4
7
8
8
1
3
9
一
0
4
6
1

－42－

　　

億円

1,453

1,192

　　

383

　　

397

　　

58

　　

103

　　

251

　　

261

　　　

－

　　

48

　　

82

　　

49

1,632

6
0
6
4
8
1
3
2

0
2
8
2
4
1
4
3

1
7
3
2

　
　
　

２
６

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　　

38年度末現在高

都道府県

　

市町村

　　

計

　

億円

4,034

2,606

　

417

6
6
4
3
8
2
0
8
5
9

4
8
7
8
2

　
　

8
9
2
3

4
2
2
1
4

　
　

５

　
　

２
９

１

　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　

４

3，

2，

814

305
9
0
0
2
3
9

0
9
8
0
5
3

5
2
5
1
1
9

1

　
　
　
　
　
　

４

3，

3，

1，

億円

683

129

507

599

2
8
3
4

　

一
1
9
0
3

7
4
0
5

　
　

9
2
5
5

　
　

り
ｏ

-
-
Ｏi
n

o
j

Ｏ
]

t
Ｍ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

3,457

2,223

1,234

　

337

　　

91

　　

76

　

292

4,253

7

，

5

，

工

，

2

，

億円

717

735

924

045

C
Ｏ

C
M

e
n

(
N
l

L
O

C
＼
l

Ｏ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

り
Ｑ
″
り
７
Ｑ
Ｊ

2
2
1
7
5
2

8

　
　

7
2
7
9

0
^

C
O

C
O

M
*

r
-
Ｈ

１

　
　
　
　
　
　

ｅ
ｎ

7,271

4,528

2,743
７
１
Ｃ
Ｏ

L
O

り
乙
７
７
４

″
り
｛
ｎ
｝
１
４
咄

9,192



で直円）

2,000

500

０

△500

第10図

　

地方債現在高等の状況
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その他の収入

　

その他の収入の決算額は3,268億円（前年度2,856億円）で、前年度と比べ

ると412億円、14.4%増加した。

　

その他の収入の内訳はつぎのとおりで、貸付金回収金および財産収入の増加

が著しい。
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昭和38年度の歳出純計決算額は３兆3,088億円（前年度２兆8,874億円）

で、前年度と比べると4,214億円、14.6％増加した。その目的別内訳は、つ

ぎのとおりである。
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決算額の構成比を前年度と比べると、わずかではあるが、庁費、保健衛生費

および産業経済費が高くなり、反面土木費ならびに社会及び労働施設費が低下

している。なお、警察消防費および教育費は変わっていない。

　

団体別に決算額の構成比をみると、都道府県では教育費、土木費、産業経済

費および庁費が前年度と同じく上位を占め、前年度と比べると庁費が0.5％、

教育費が0.6％上昇し、土木費が1.6％低下したほかは、ほとんど変動がな

い。市町村では庁費、教育費、土木費および社会及び労働施設費が前年度と同

じく上位を占め、前年度と比べると庁費が0.6が上昇し、教育費が1.1％低下

したほかは大きな変動がない。

　

さらに市町村について団体別にみると、各団体とも教育費の決算額構成比が

低下し、庁費の決算額構成比が高くなっており、土木費の構成比は大都市で高

くなり、その他の団体では同等かまたは低下している。また、前年度に引き続

き大都市における土木費、中都市におげる社会及び労働施設費および町村にお

ける教育費の構成比が他団体に比べて大きい。
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決算額の増減状況は第12図のとおりである。増減額の構成比においては、

庁費、公債費、産業経済費、警察消防費等が前年度を上回っているが、土木費

の低下が著しい。増減率においては、公債費、前年度繰上充用金が前年度の増

加率を上回ったが、その他はいずれも前年度を下回っており、特に土木費、保

健衛生費の､増加率の減少が著しい。

　

主な経費について、増加額の主な内容および増減率を前年度の増減率と比べ

た場合、著しく相違しているものについてその理由をみると、おおむねっぎの

とおりである。
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第12図

　

目的別歳出決算額の増減状況

　

歳出のうち主なものについて昭和31年度から昭和33年度までの平均規模を

100としてその推移を指数でみると、つぎのとおりで、土木費、保健衛生費お

よび産業経済費の伸びが著しい。

区 分

　　

31～33年度平均規模

庁

　　　　　

費

警察消防費

土
教
杜
労
保
産
そ
歳

木
育

　

会

　

及
働施設

　

の

出

　

合

費
費
び
費
費
費
他
計

　　

億円
1.835

　　

854

1,933

3,859

1,4工9

　　

378

　

1,457

　

2,010

13,745

数
０

　

０
０

　

０

　

０

　

０
０

　

０
０

ヒ
0
0
0
0

　

0

　

0
0
0
0

指
1
1
1
1
よ

　

－

　

1
1
1
1

34年度

-

　

指数

　

124

５
0
8

　

5

　

0
8
1
2

1
4
1

　

2

　

1
2
1
2

1
1
1

　

1

　

1
1
1
工
１

35年度 36年度 37年度

数
7
5
2
5

　

4

　

6
6
8
8

　

1
8
0
0

　

0

　
　
　

3
6
1

指
2
1
3
2

　

2

　

2
4
2
1
2

数
５
５

　

９
９

　

９

　

２
４
８
０

ｂ
７

　

５
３
６

　

６

　

７

　

９
５
８

指
１
１
２

　

－

　

－

　

１
１

　

Ｉ
Ｉ

数
0
3
7
0

　

5

　

7
8
5
5

ヒ
4
3
7
4

　

3

　

2
5
3
4

指
1
1
1
1

　

１

　

1
1
1
1

（注）都道府県決算額と市町村決算額の単純合計額による。
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目的別歳出の内容
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（１）警察費の内容と財源
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警察費の決算額は1,354億円（前年度1,142億円）で、全額都道府県の経費

である。前年度と比べると212億円、18.6％増加した。
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警察費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりである。
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都道府県の警察職員のうち、警視正以上の階級にある地方警務官（定員300

人）は国家公務員であるが、それ以外の地方警察職員のうち警察官については

政令で定員を142,410人（前年度137,410人）とし、階級別定員についてもそ

の基準が定められてトる。昭和39年５月31日現在の地方警察職員は16万４

千人（前年同期15万９千人）で、うち警察官は14万２千人（前年同期13万

７千人）である。

　

２
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防

　

費

　

（１）消防費の内容と財源

　

消防費の決算額は483億円（前年度429億円）で、その大部分が市町村の経

費である。前年度と比べると54億円、12.6％増加した。

　

消防費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、人件費の増加が著し

tヽ。

50－



性

区 分

　　　

決

　

算

　

額

　　　

決算額構成比

38年度37年度増減額

　

38

　　

37

億円

　

億円

　

億円

訳
費
費

内別
件
件

質
人
物

普通建設事業費

他
計
訳
金
債

・

　

∴

方

　
　

源
庫

そ
合

　

国
地

　
　

財

その他特定財源

一般財源等

合

　　　　　

計

4
7
5
1
3
5
4

　

0
0
4
5
8
5
4

2
6
2
6
1
8
4
2
2
4
2
9

　

t
-
-
2
3
2
6
3
7
3
4
2
9

9
6
3
5
3

　
　

7
3
2
1
3

3
0
6
8
2
4
8

　
　
　

2
2
4
3
4
8

％

63.9

13.6

17.2

　

5.3

Ｏ

　

　
４
７
　
７
I
Ｍ
　
０

0
0

　

1
4
4
8
9
0
0

　　　

％

　

61.0

　

14.1

　

19.6

　

5.3

100.0

　

1.6

　

5.3

　

6.2

　

86.9

100｡0

増減額構成比

　

38

　　

37

　

％

　　

％

　

87.4

　　

9.1

　

△1.7

　　

5.2

100.0

　

0.3

　

△0.4

　

△7.7

107.8

100.0

　

67.5

　

5.4

　

23.9

　

3.2

100.0

　

0.3

　

6.7

　

8.7

　

84.3

100.0

　　

％

18.1

　

8.1

△1.1

12.2

12.6

　

2.5

△0.9

15.6

15.7

12.6

％

20.6

　

6.3

23.2

10.4

18.3

　

3.4

24.4

27.3

17.6

18.3

　

（２）消

　

防

　

職

　

員

　

昭和39年５月31日現在の消防職員は４万６千人（前年同期４万４千人）で

ある。

　

（３）消防施設の状況

　

昭和38年度末の消防ポンプ等の保有台数は83,045台である。前年度末と比

べると、消防ポンプ自動車、可搬動力ポンプ、梯子車、救急車が増加し、手引

動力ポンプ、腕用ポンプ等が減少し、機動力が強化された。
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504億円、8.9％増加した。増加率は前年度(26.1%)と比べると大きく減少

しているが、これは主として普通建設事業費、特に単独事業費の増加率の鈍化

と災害復旧事業費の減少のためである。

　

土木費の目的別内訳はつぎのとおりで、道路橋りよう費および都市計画費の

増加額が大きく、災害土木費は減少している。
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区 分

費
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費
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土木費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別内訳では普通

建設事業費の増加額が大きいが、その増加率は前年度を下回り、災害復旧事業

費は前年度より減少している。財源内訳では一般財源等の増加が著しい。
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（２）道路橋りよう費（街路事業費を除く。）

（ア）道路橋りよう費の内容

　

道路橋りよう費の決算額は2,355億円（前年度2,055億円）で，前年度に
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比べると300億円、14.6%増加した。

　

道路橋りよう費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費の単独分

の増加率の低下が著しい。

区 分

普通建設事業費
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受

助
独
託
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そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比
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47.2
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23.8

29.7

(イ)道路の現況

　

昭和39年３月31日現在の道路の現況はつぎのとおりで、逐年わずかずつ

であるが整備されている。しかし、国内貨物輸送実績の増加率(38年度トラ

ック、トソ・キp 21. &%)、国内旅客輸送実績の増加率(38年度バス、人・

キロ20.7%)等の状況よりみると、まだ極めて低い水準にとどまつている。

　　

区

　　　　　

分

国道（地方公共団体が維
持管理しているもの）

主

　

要

　

地

　

方

一般都道府県

一

　

般

　

市

　

町

　

村

合

道
道
道

計

昭和38年度

末実延長

一

　　　

km

　

20,162

　

23,998

　

95,167

　

828,621

　

967､948

改

　

38

-

　

％

52.1

50.7

24.2

10.9

14.0

― 53 ―

率

　

3
7

良

　　

％

52.0

46.6

22.3

10.9

13.8

　　

％

39.7

22.1

8.6

2.3

4.2

　　

％

36.4

18.8

7.2

2.5

4.1

　

％

0.5

1.9

7.4

44.8

39.1

　　

％

　

0.5

　

1.9

　

8.0

46.1

40.6



100

０
0
0

C
7
i

C
O

r
-
^

０
０
０

ｒ
ｎ
り
ｒ
Ｑ
４

0
0
0
0

3
2
1

第13図道路の現況
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道主要地方道石詣守９４石田鴇道

　

合計

（ウ）橋りようの現況

　

昭和39年３月31日現在の橋りようの現況は、つぎのとおりである。

区 分

国道（地方公共

団体が維持管理

しているもの。）
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38年度末の現況

橋

　

数

　　

延

　

長

　

永久橋の比率

　　　

重量制限橋の比率
橋数

　

延長

　

橋数

　

延長
38

　

37

　

38

　

37

　

38

　

37

　

38

　

37

　　

橋

　　　　

ｍ

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

％

19,164

　

323,735 90.6 88.7 93.8 92､6　5.4　7.2　3.6　5.0

21,140

　

313,606 86.0 83.7 85.5 83.0 8.0 9.7 7.9 9.4

79,676

　

988,208 72.5 69.4 69.0 65.6 14.2 16.7 16.4 18.4

441,079 3,177,220 51.9 50.8 42.0 40.7 17.3 19.2 19.8 21.1

561,059 4,802,769 57.4 55.9 53.9 51.9 16.1 18.0 17.2 18.7

　

（エ）道路橋りようの整備状況

　　

昭和38年度において行なわれた道路橋りようの整備状況はっぎのとおり

である。
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（３）河

　

川

　

費

（ア）河川費の内容

　

河川費の決算額は624億円（前年度559億円）で、前年度と比べると65

億円、11.7％増加した。

　

河川費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）河川施設の整備状況

　

昭和38年度において行なわれた河川施設の整備状況は、つぎのとおりで

ある。
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（４）砂

　

防

　

費

　

砂防費の決算額は179億円（前年度150億円）で、前年度と比べると29億

円、19.4^増加した。

　

砂防費り性質別内訳は、､つぎのとおりである。
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（５）港

　

湾

　

費

（ア）港湾費の内容

　

港湾費の決算額は405億円（前年度364億円）で、前年度と比べると41

億円、11.1％増加した。

　

港湾費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）港湾施設の現況とその整備状況

　

昭和38年度末における港湾総数（管理者数）は1,050港で、うち特定重

要港湾ｎ港、重要港湾82港、地方港湾957港である。

　

これらのうち地方公共団体の管理する施設の昭和38年度末の現況および

昭和38年度において行なわれた港湾施設の整備状況は、つぎのとおりであ

る。
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区

　　　　　　　

分

防波堤等外かく施設の延長（km）

けい船岸の延長（km）

臨港道路橋りよう延長（km）

臨港鉄道軌道の延長（km）

役務提供用船舶（隻）
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（６）都市計画費

（ア）都市計画費の内容

　

都市計画費の決算額は1,286億円（前年度1,165億円）で、前年度と比べ

ると121億円、10.3％増加した。

　

なお、都市計画費中の街路事業費は841億円で、全体の65.4%を占めて

いる。

　

都市計画費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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12.4

　

8.5

10.3

　　

％

36.5

39.3

29.8

26.3

27.2

36.0

(イ)都市計画事業の進捗状況

　

昭和39年１月１日現在の都市計画法適用市町村は、559市(前年同期559

市)、755町村(町村総数の26.5%、前年同期753町村)合計1,314団体(前

年同期1,312団体)である。

　

昭和38年度における都市計画事業の進捗状況は、つぎのとおりである。
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区

街

都

区

　　

38年度実

　　　　

38年度進捗率別団体数
分

　

施事業量

　

20％以下

　

40％以下

　

60％以下

　

80％以下

　

画

　

整

　

理

　

45,045千m2

　

113

　　　　

48

　　　　

41

　　　　

67

路新設改良

　　

945 km　261　　　159　　　93　　　85

市下水路

　　

186 km　　85　　　72　　　63　　　50

こ
○

を
も

賢

C
Ｏ

l
O

O
O

C
N
J

.
―
I

Ｏ
Ｏ

―
―

　

４

　

教

　

育

　

費

　

（１）教育費の内容と財源

　

教育費の決算額は8,924億円（前年度7,767億円）で、前年度と比べると

1,157億円、14.9%増加した。

　

教育費の目的別内訳はっぎのとおりで、全日制高等学校費が増減率、増減額

構成比いずれにおいても前年度を大きく下回ったことが目立っているが、これ

は主として生徒数の急増に対応するための事業費等が漸次減少してきたことに

よるものである。

区

　　

分

小・中学校費

　

小

　

学

　

校

　

中

　

学

　

校

高等学校費

　

全

　

日

　

制

　

定

　

時

　

制

大

　

学

　

費

社会教育費

モ

　

の

　

他

　

合

　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円
5,919

　

5,１７７　　７４２

3,528

　

3,027

　　

501

2,391

　

2,150

　　

241

1,833

　

1,577

　　

256

　

全

　

日

　

制

　

1,615

　

1,380

　　

235

　

定

　

時

　

制

　　

218

　　

197

　　

21

大

　

学

　

費

　　

121

　　

110

　　

11

　

185

　　

173

　

866

　　

730

8,924

　

7,767

　　

12

　

136

1,157

決算額構成比

　

38

-

　　

％
66.3

39.5

26.8

20.5

18.1

　

2.4

　

1.4

　

2.1

　

9.7

100.0

37

増減額構成比

　

38

　　

37

　

一

％
６

　

6
6
　

38.9

27.7

20.3

17.8

　

2.5

　

1.4

　

2.2

　

9.5

100.0

％
0

　

49.

43.3

20.7

22.1

20.3

　

1.8

　

1.0

　

1.1

　

11.8

100.0

33.

％
６

３

16.3

34.4

32.9

　

1.5

　

1.2

　

2.7

　

12.1

100.0

度
率
3
7

ぴ

　　

％

14.3

16.6

11.2

16.2

17.0

10.8

10.5

　

7.2

18.6

14.9

　　

％

15.0

17.7

11.5

42.5

48.3

11.7

16.6

27.6

29.3

21.3

　

教育費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、前年度に著しく増加

した普通建設事業費は、前年度と比べてほとんど増加せず、その増加率も前年

度より著しく減少している。
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性

区

質 別

件
件

人
物

　　　　

決

　　

算

　　

額
分

　

38年度37年度増減額

　　　　

億円

　　

億円

　　

億円

訳
費
費

内

維持補修費

6,133

　

706

　

105

普通建設事業費1,702

5,131

　

1,002

　

629

　　

77

　　

98

　　　

7

1,667

　　

35

災害復旧事業費

　　

37

　　

51

　

△14

モ

　　

の

　　

他

　

241

　　

191

　　

50

合
源

　

財

　

計

　　

8,924

　

7,767

　

1,157

内

　

訳

国庫支出金2,224

義務教育費国

庫負担金

　

そ

　

の

　

他

使用料，手数料

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

1,961

　

263

　

241

　

433

　

391

5,635

8,924

1,876

1,654

2
8
8
1

　
　

7

2
9
9
5
収
6

2
1
3
4
8
7

　
　
　
　
　
　
　
　

４
７

８

　

7

　

1
3
5
0
1
7

3
4

　

3
0

　

4
4
3
6
7
9
1
5

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　
　

タ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ー

決算額構成比増減額構成it ｙ■軍

　　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

68.7

　

66.1

　

86.6

　

58.2

　

19.5

　

18.3

　

7.9

　　

8.1

　

6.7

　

7.0

　

12.4

　

18.0

　

1.2

　　

1.2

　

0.7

　

1.3

　

7.9

　

23.0

　

19.1

　

21.5

　

3.0

　

31.7

　

2.1

　

35.0

　

0.4

　　

0.6△1.2△0.4△27.5△10.3

　

2.7

　　

2.5

　

4.2

　

2.2

　

25.8

　

18.9

100.0

　

100.0 100.0 100.0　14.9　21.3

　

24.9

　

22.0

　

2.9

　

2.7

　

4.9

　

4.4

　

63.1

100.0

24.1

21.3

30.1

　

19.0

　

18.6

26.5

　

17.3

　

18.6

　

2.8

　

3.6

　

1.7

　

18.5

　

2.5

　

3.7

　

1.3

　

21.8

　

5.1

　

3.1

　

7.9

　

8.8

　

5.9△5.2

　

6.2△13.4

　

62.4

　

68.3

　

65.6

　

16.3

100.0 100.0 100.0　14.9

16.0

16.7

11.7

　

9.8

37.3

23.0

22.7

21.3

　

（２）教育関係職員

　

昭和39年５月31日現在における教育関係職員は93万２千人（前年同期90

万７千人）で、そのうち教員は73万３千人（前年同期71万７千人）である。

　

（３）小・中学校費

　

（ア）小・中学校費の内容

　　

小・中学校費の決算額は5,919億円（前年度5,177億円）で、前年度と比

　

べると742億円（うち、小学校費501億円、中学校費241億円）、14.3%

　

（うち、小学校費16.6％、中学校費11.2％）増加した。

　　

小・中学校費の性質別内訳はつぎのとおりで、人件費は前年度に引き続き

　

増加が著しいが、普通建設事業費はほとんど増加せず、そのうち単独事業費

　

は前年度より減少している。
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区 分

費
費

件
件

人
物

普通建設事業費

　

補

　　　　

助

　

単

　　　　

独

災害復旧事業費

助
独
他

　
　
　
　

計

　
　
　

の

補
単

　

合

　
　
　

そ

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

4,442

　

3,756

　　

686

　　

417

　　

385

　　

32

　　

871

　　

866

　　　

5

　　

505

　　

489

　　

16

　　

366

　　

377

　

△11

　　

31

　　

39

　

△

　

8

　　

13

　　

21

　

△

　

8

　　

18

　　

18

　　　

0

　　

158

　　

131

　　

27

5,919

　

5,177

　　

742

決算額構成比

　　

38

　　

37

　　　

％

　

75.1

　

7.1

　

14.7

　

8.5

　

6.2

　

0.5

　

0.2

　

0.3

　

2.6

100.0

　　　

％

　

72.5

　　

7.4

　

16.7

　

9.4

　

7.3

　

0.8

　

0.4

　

0.4

　

2.6

100.0

増減額構成比

　

38

　　

37

対
増Ｖ

38

度
率
3
7

　　

％

　　　

％

　　

％

　　

％
92.5

　

82.9

　

18.3

　

17.6

　

4.3

　　

7.1

　

8.3

　

14.2

　

O､8

　　

6.9

　

0.7　5､7

　

2.2

　

。7.5

　

3.3 ^ 9.4

△1.4

　

14.4 ^ 2.9　35.0

4 1.1　a0.2△21.2△3.7

a 1.1　　0.2△41.2　5.3

　　　

O

　

△0.4 A 3.2△12.8

　　

3.5

　　

3.3

　

19.8

　

20.4

100.0

　

100.0

　

14.3

　

15.0

（イ）教員数等の推移

　

昭和39年５月１日現在の小・中学校の教員数・生徒数等の状況はつぎの

とおりで、前年同期と比べると小学校においては児童44万２千人、中学校

においては生徒45万９千人それぞれ減少している。また、教員数は小学校

において３千人増加し、中学校においては４千人減少している。

区

　

分

　　

‰な才騎竹

(C)

小鮮ぎ

　　　　　　　

38

　　　

37

　　

38

　　

37

　　　

38

　　

37

　

38

　　

37

　　　　　　

人

　　　

人

　

千人

　　

千人

　　

学級

　　

学級

　　

人
小学校339,683 336,659 9,935 10,377 276, 330 275,395 1.23

中学校232,502 236,294 6,232 6,691 147, 383 152,550 1.58

　　

人

1.22

1.55

　

人

　　

人
36.0 37.7

42.3

　

43.9

（注）38年度は39年５月１日現在、37年度は38年５月１日現在の文部省「学校

　　　

基本調査」による。

　

また、最近の小･中学校における教員数および児童生徒数の推移は、第14図

のとおりである。
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小・中学校教員数等の推移

小学校児童数

尹≪を

31

　

32

　

33

　

34 37

０

教

　
　

員

数

（ウ）学校施設の現況とその整備状況

　

昭和39年５月１日現在の小・中学校の施設の現況および昭和38年度にお

いて行なわれた施設の整備状況はっぎのとおりで、不足面積の割合は小学校

7.1％（前年同期9.9％）、串学校工3.9％（前年同期18.4％）、危険校舎の割

合は小学校16.7％（前年同期18.2％）、中学校6.1％（前年同期7.1％）と

なった。

　　

区

施設の現況

　

学校数(本校のみ)

　

校舎面積

　　

うち非木造

　　　　

(比

　

率)

　　　　

危険校舎

　　　　

(比

　

率)

施設の整備状況

分

　

小

　　

学

　　

校

38年度

　

37年度

　

(校)

(千m2)

(千が)

　

(％)

(千m2)

　

(％)

　

‘取得

　　

（千が）土べ

処分

　　　

（千m2）

　　

新

　

築

　　　　

（千㎡）

建物

|

改

　

築

　　　　

（千m2）

　　　

新

　

築

　　　　

（千㎡）

建物

|

改

　

築

　　　　

（千m2）

　　　

購入・用途変更（千m2）
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中

38年度

22,467

47,279

　

7,782

　　

16.5

　

8,624

　　

18.2

3,264

　

536

1,688

　

110

11,068

26,918

　

7,212

　

26.8

　

1,647

　　

6.1

4,780

　

706

1,327

　

374

　　

47

学

　　

校

37年度

11,215

26,908

　

6,256

　　

23.2

　

1,921

　　

7.1

4,563

1,140

1,978
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（４）高等学校費

（ア）高等学校費の内容

　

高等学校費の決算額は1,833億円（前年度1,577億円）で、前年度と比べ

ると256億円、16.2％増加した。

　

高等学校費の性質別内訳はつぎのとおりで、前年度急激に増加した普通建

設事業費は本年度はほとんど増加せず、単独事業費は前年度より減少した。

区 分

人

　　

件

　　

費

物

　　

件

　　

費

普通建設事業費

　
　

の

補
単

　

合

　
　

そ

計

助
独
他

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

1,121

　　

895

　　

226

110

574
9
5
8

9
7
2

1
3

1,833

　

88

　　

22

562

　　

12

150

　　

49

　

412

　　

32

1,577

・37

△

　

4

　

256

決算額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

61.･1

　

56.7

　

6.0

　　

5.6

　

31.3

　

35.7

　

10.9

　　

9.5

　

20.4

　

26.2

　

1.6

　　

2.0

100.0

　

100.0

増減額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

88.3

　

30.6

　

8.7

　

4.4

　

4.5

　

64.1

　

工9.0

　

15.5

△14.5

　

48.6

△1.5

　　

0.9

100.0

　

100.0

　　

％

　　

％

25.3

　

19.2

25.4

　

30.7

　

2.1 115.2

　

32.5

　

94.8

　

△9.0 123.8

△工2.3

　

15.5

　

16.2

　

42.5

（イ）教員数等の推移

　

中学校卒業者の高等学校への入学率は逐年上昇の傾向を示し、昭和31～33

年度平均の53.6%から昭和39年４月工日現在68.5%に達している。

　

昭和39年５月１日現在の教員数等の状況は、つぎのとおりで、前年同期

と比べると生徒数において42万１千人、教員数において１万３千人増加し

ている。

区 分

31～33年度平均

　　　

34

　　　

35

　　　

36

　　　

37

　　　

38

　　　

39

(注)
１

２

教

　

員

　

数
(本務のみ)

　　　

人
94,822

98,904

100,875

102,948

107,853

工21,240

134,304

生

　

徒

　

数

　　　

千人

　　

2,183

　　

2,299

　　

2,301

　　

2,236

　　

2,324

　　

2,683

　　

3,104

学校数
(本校のみ)

　　

校
2,435

2,499

2,514

2,543

2,619

2,791

2,841

入学率

一

　　

％
53.6(39.2)

56.8(39.4)

59.9(42.4)

66.3(49.1)

64.8(43.5)

67.9(44.7)

68ぷ(47.5)

　

入学率は、国立、公立および私立の全休の率で、当該年度の高等学校入

学者数を前年度の中学校卒業者数で除して得た率である。

　

入学率の（

　

）は、公立学校のみである。
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高等学校教員数等の推移
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（ウ）学校施設の現況とモの整備状況

　

昭和39年５月１日現在の高等学校の施設の現況および昭和38年度におい

て行なわれた施設の整備状況は、つぎのとおりである。

　　　　　

施

　

設

　

の

　

現

　

況

　　　

施設整備状況
¨腸詰で辿万感戸呂はム乙ｎ‰応崇

　　　　　

校

　

千m2

　

千m2

　　

千m2

　　　　

隻

　

千m2千m2

　

千m2千m2

　

千m2
38年度

　

2,841 14,876　6,044　1,328　　　64　6,058　382　1,556　202　n8

　　　　　　　　　　

(40.6) (8.9) (8,975総トン）

37年度

　

2,791 13,545 4,493　1,531　　　65 8,022 510　゛‾て而jブ　19037年度

　

2,791 13,545　4,493　1,531　　　65　8,022　510

　　　　　　　　　　　

(33.2) (11.3) (8,700総ｂン）

（５）社会教育費

（ア）社会教育費の内容

　

社会教育費の決算額は185億円（前年度173億円）で、前年度と比べると

12億円、7.2％増加した。

　

社会教育費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費は前年度より

減少した。
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区 分

物

　　

件

　　

費

補

　

助

　

費

　

等

普通建設事業費
モ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

億円
1
4
0
0

5
2
6
5

185

億円

　　

億円

　

45

　　　

6

　

22

　　　

2

　

66

　　

△6

　

40

　　

10

173

　　

12

決算額構成比

　　

38

　　

37

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

・

　

一

7
2
2
7
0

2
1
3
2
0

　
　
　
　
　
　

１

％
3
9
6
2
0

　　

％
26.1

13.0

38.2

22.7

100.0

増減額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

43.4

　

18.3

　

12.4

　　

6.4

△45.0

　

60.2

　

89.2

　

15.1

100.0

　

100.0

度
率
3
7

サ

　　

％

　　

％
12.0

　

17.9

　

6.9

　

11.9

△8.5

　

51.7

28.4

　

16.9

　

7.2

　

27.6

（イ）社会教育施設の現況

　

昭和38年度末現在において地方公共団体が管理する社会教育施設の主な

ものの現況（箇所数）は、つぎのとおりである。

区

公
図
博
公
休

分 都

　

道

　

府

　

県

所
一
8
7
1
6
1
5
0
4

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　

箇所
0
6
7
3
1
9
如
一
6
5

C
O
　
t
ｏ
　
i
-
Ｈ
　
C
-
-
　
Ｃ
Ｏ

７
り

　
　
　
　

Ｌ
．

（注）「博物館」には、博物館法に定める博物館および博物館相当施設のほか、美

　　　

術館、動物園、資料館、水族館等博物館に類似する施設を含む。

５

　

社会及び労働施設費

　

（１）社会及び労働施設費の内容と財源

　

社会及び労働施設費の決算額は3,206億円（前年度2,827億円）で、前年度

と比べると379億円、13.4％増加した。

　

社会及び労働施設費の目的別内訳はつぎのとおりで、生活保護費および児童

福祉費の増加が著しい。
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100.0
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2
2
1
2
4
2
4
6
1
5
5
0
0

篇警束
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％

　　

％
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△36.1.△76.2

　

14.6
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書

　　　

館

　　

物

　　　

館

　　

会

　　　

堂

育

　

施

　

設



　

社会及び労働施設費の性質別内訳および財源内訳はっぎのとおりで、性質別

では、扶助費、補助費等の増加は前年度を上回り、反面、普通建設事業費は前

年度の増加率を著しく下回った。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円
性質別内訳

　

扶助費，補助費等1,351

　

投資的経費1,480
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建
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財
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42.2
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％

64.8

　

29.0

　

22.2

　

14.4

31.7

　

67.6

　

8.8

　

31.4
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0.4 A 2.7△2.8 a89.6△53.7
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10.9
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5.4
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100.0 100.0 100.0　13.4
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100.0 100.0 100.0
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13.4

　

4.0

20.5

19.2

　

7.4

13.1

31.8

28.8

22.2

20.5

　

（２）社会および労働関係職員

　

昭和39年５月31日現在の社会および労働関係職員は12万６千人（前年同

期11万７千人）である。

　

（３）生活保護費

　

（ア）生活保護費の内容

　　

生活保護費の決算額は1,037億円（前年度886億円）で、前年度と比べる

　

と151億円、17.0％増加した。

　　

生活保護費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

扶助費、補助費等
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の

　　

他

　

合

　　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額
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1,010
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100.0

増減額構成比

　

38

　　

37

　　

％

　　

％

　　

％
96.5 103.5　96.4
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100.0 100.0 100.0

　　

％
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16.8

17.0

　　

％

13.7

14.1

13.7

（イ）被保護者等の推移

　

昭和38年度における被保護人員は１ヵ月平均175万人（前年度167万人）

で、保護率は人口1,000人につき18.1人（前年度17.6人）となった。被保

護人員および保護率の推移は、第16図のとおりである。
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被保護者の各扶助別の状況について、昭和31～33年度平均規模を100と

してその推移を指数でみるとつぎのとおりである。
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生活扶助の支給基礎となる生活保護基準は、東京都標準５人世帯当りの昭
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和37年４月の基準は13,470円、12月の基準は13,780円であったが、４月

の基準に対し１７％　ｒ＞引上げが行なわれた結果、昭和38年４月から同地標

準４人世帯当り14,289円に改定された。

　

これら生活保護基準改定の推移は、第17図のとおりである。

　　　　　　　　　　

第17図

　

生活保護基準改定の推移

　

(円)

16,000

15,000

０

　
　

０

４

　
　

３

１

　
　

１

12,000

11,000

!0,000

9,000

　　

ご

　　

０

筒

児
童
諸
費
増
額
（
３
３
・
４
・
１
）

米
価
補
正
豆
・

1 0
・
士

第

1 4
次
号
・
４
・
１
）

)･･･引上串

第
1
6
次
（
や
４
・
１
）

第
1
5
次
（
3
4
・
４
・
Ｉ
）

第
2
0
次
（
3
9
・
４
・
―
）

第
1
9
次
（
3
8
・
４
・
―
）

米
価
補
正
（
3
7
1
2
上

第
1
8
次
（
3
7
・
４
・
―
）

第
１
７
次
補
正
（
3
6
・
1
0
上

第
1
7
次
（
3
6
・
４
・
―
）

（注）生活保護基準は、昭和38年３月31日までは東京都標準５人世帯当りの基準

　　

であり、38年４月１日以降は同４人世帯当りの基準である。

（ウ）生活保護施設の状況

　

昭和39年５月31日現在における生活保護施設の主なものは、つぎのとお

りである。
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（４）児童福祉費

（ア）児童福祉費の内容

　

児童福祉費の決算額は349億円（前年度285億円）で、前年度と比べると

64億円、22.4%増加した。

　

児童福祉費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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2
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0.5

26.8

（イ）児童福祉施設の状況

　

昭和39年３月31日現在における児童福祉施設の主なものは、つぎのとお

りである。

　

区

　

分

　　

保育所

箇所数（箇所）

　

6,339

専任職員（人) 30,956

母子寮

　　　

494

　　

1,295

助産施設
-

　

175

　

576

養護施設精神薄弱児施設教護院

　　

99

1,329

　　

83

1,373

　

54

1,121

（５）住

　

宅

　

費

（ア）住宅費の内容

　

住宅費の決算額は795億円（前年度754億円）で、前年度と比べると41

噫円、5.4％増加した。

　

住宅費の性質別内訳はつぎのとおりである。
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100.0

　

100.0

　

5,4

　

37.4

（イ）公営住宅等の現況と整備状況

　

昭和39年５月31日現在の公営住宅戸数は74万７千戸であり、昭和36～

38年度の公営住宅建設第４期３ヵ年計画では、計画戸数17万１千戸に対し

て16万１千戸（計画戸数の94.3^)が建設された。

　

昭和38年度において行なわれた公営住宅等の整備状況は、つぎのとおり

である。

区 分

　　

38年度建設戸数

宅
宅
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住
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営
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公
改
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合 計

　　　

戸
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戸

　

数

木造住宅

　　

非木造住宅

　　　　

計

　　　　　

戸

　　　　　　　　

戸

　　　　　　　　

戸

　

387, 671　　　　　299,149　　　　　686,820
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11,812

　　　　　

12,624

　　

35,334

　　　　　

12,446

　　　　　

47,780

　

423,817

　　　　　

323,407

　　　　　

747,224

（６）災害救助費

（ア）災害救助費の内容

　

災害救助費の決算額は５億円（前年度７億円）で、前年度と比べると２億

円、36.1%減少した。

　

災害救助費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

扶助費、補助費等

モ

　　

の

　　

他

　

合

　　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

３

　　　

３

　　　

０

　　

２

　　　

４

　　

△２

　　

５

　　　

７

　　

△２

決算額構成比増減額構成比毎月1茫肇

　　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

53.5

　

46.8

　

34.8

　

40.6△26.9△73.6

　

46.5

　

53.2

　

65.2

　

59.4△44.2ム78.2

100.0

　

100､0 100.0 100.0△36.1 A76.2

（イ）災害救助法の適用状況

　

昭和38年度中の災害救助法の発動都道府県数は延19道県（前年度延40

道県）、適用市町村は延74市町村（前年度延203市町村）である。

　

昭和38年度中の主な災害としては、つぎのようなものがあった。

　　

区

　　　　　　

分

昭和38年６月４日

　　　　

６月30日～７月１日

　　　　

７月11日

　　　　

８月９日～11日

　　　　

８月14日～18日

災 害 名 救助法発動(適用)団体

台風第２号による水害

豪雨による水害(九州豪雨)

豪雨による水害(西日本集中豪雨)

台風第９号による水害

豪雨による水害

２県

　

９市町

２県

　

６市町村

３県

　

19市町村

２県

　

17市町村

１県

　

12市町村

（７）失業対策費

（ア）失業対策費の内容

　

失業対策費の決算額は577億円（前年度532億円）で、前年度と比べると

45億円、8.6％増加した。

　

失業対策費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

失業対策事業費

補
単

そ

　　

の

　

合

助
独
他

　　

決

　

算

　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

569

　　

529

　　

40

　　

469

　　

439

　　

30

計

0
5
5

1

　
　

4

0
3
2

ｑ
1

Ｃ
Ｏ

　
　
　
　
　

１
０

０
０
０

ｆ
-

０

　
　

７

ｌ

　
　

L
Ｏ

決算額構成比

　

38

　　

37
-

　

％

　　　

％
98.7

　

99.4

81.3

　

82.6

17.4

　

16.8

　

1.3

　　

0.6

100.0

　

100.0

（イ）日雇登録者等の推移

　

日雇登録者等の推移は、つぎのとおりである。

70－

増減額構成比

　

38

　　

37

　　　

％

　

90.3

　

66.1

　

24.2

　　

9.7

100.0

度
串
3
7

ヅ

　　

％

　　

％

　

98.6

　

7.8

　

49.0

　

6.4

　

49.6

　

12.4

　

1.4 138.1

100.0

　

8.6

　　

％

16.3

　

9.1

71.0

48.1

16.4

-



区 分

　　

31~33年粟34年度

　

35年度

　

36年度

　

37年度

　

38年度

日雇登録者（月平均）（千人）

　

485

　　

535

　　

545

　　

566

　　

503

　　

400

失対吸収人員（１日平均）（千人）

　

241

　　

258

　　

240

　　

233

　　

230

　　

213

　

うち一般失対（千人）

　

202

　

218

　

200

　

198

　

203

　

203

平

　　

均

　　

賃

　　

金（円）

　

297

　　

306

　　

334

　　

386

　　

425

　　

458

月平均就労日数C 0 ) 21.0　21.5　21.5　21.5　22.0　22.0

６保健衛生費

（１）保健衛生費の内容と財源

　

保健衛生費の決算額は1,123億円（前年度887億円）で、前年度と比べる

と236億円、26.6%増加した。

　

保健衛生費の目的別内訳はっぎのとおりで、結核予防費および清掃事業費

の増加が著しい。

区

　　

分

保健所費

伝染病予防費

結核予防費

環境衛生費

　

清掃事業費

　

そ

　

の

　

他

そ

　

の

　

他

　

合

　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

億円

　　

億円

　　

億円

38

　　

37

64

　　

63

　

362

　

408

　

349

　　

59

　

251

1,123

5
1
6
5
1
7

4
3
7
5
1
8

2
3
2

　
　

２
８

　

1

　

1

117

　

77

　

73

　

4

　

40

236

決算額構成比

　

38

　　

37

％
４

　

３
　

　　

5.7

　

32.2

　

36.3

　

31.1

　　

5.2

　

22.4

100.0

％
Ｃ
<
1

　

４

　　

7.1

　

27.6

　

37.3

　

31.1

　　

6.2

　

23.8

100.0

増減額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

0.4

　　

2.4

　

0.4

　

△0.2

　

49.6

　

38.9

　

32.6

　

32.5

　

30.9

　

29.8

　

1.7

　　

2.7

　

17.0

　

26.4

100.0

　

100.0

度
率
3
7

ヅ

％
８

　

－

　

２

％
５

　

Ｑ
り

　

1.8

47.5

23.2

26.4

　

6.9

19.0

26.6

△0.8

76.9

36.8

42.0

15.7

52.5

44.8

　

保健衛生費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では扶

助費、補助費等、財源では国庫支出金、地方債および一般財源等の増加が著

しい。
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区 分

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

性質別内訳

　

物

　　

件

　　

費

　

扶助費､補助費等

　

普通建設事業費

そ
合

の

財

　

源

　

国庫支

　

訳

他

　
　
　

金

　

計
内
出

使用料、手数料

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

一般財源等

合

　　　　

計

億円

301

517

１
4
3

　
　

8
0
6
3
6
3

7
3
2

　
　

1
2
8
6
3
2

2

　
　

1

　
　

4
1

　
　
　
　

4
1
-
(

　
　
　
　

Ｉ
Ｉ
゛

　
　
　
　
　
　
　
　

１

円

　

3
2
1
1
7

　
　

6
4

　

3
6
8

　

7

　
　
　

7
5
3
3
8

　
　

8
1
6
5
6
Q
）

億

　

２
３
２

　

８

　
　

２
１

　
　
　

３
８

億円

　

28

165

　

40

　

3

236

132

　　

6

3
7
8

2

　
　

６

236

決算額構成比

　

38

-

　　

％

26.9

46.0

24.1

　

3.0

100.0

　

37.2

　

10.7

　　

7.7

　　

5.6

　

38.8

100.0

37

－
％

増減額構成比

　

38

　　

37

　

％

　　

％

　

30.8

　

11.9

　

8.9

　

39.7

　

70.2

　

60.6

　

26.1

　

16.8

　

29.1

　　

3.4

　

1.1

　

1.4

100.0 100.0 100.0

　

32.2

　

56.1

　

49.5

　

12.8

　

2.7

　

4.9

　　

7.1

　

9.7

　

6.8

　　

6.4

　

2.7

　

2.6

　

41.5

　

28.8

　

36.2

100.0 100.0 100.0

　　

％

10.3

47.1

17.1

　

8.8

26.6

46.3

　

5.7

36.2

n,4

18.4

26.6

　

％

　

9.8

89.7

52.7

14.8

44.8

90.6

13.3

41.2

14.7

37.1

44.8

　

（２）保健衛生関係職員

　

昭和39年５月31日現在の保健衛生関係職員は10万２千人（前年同期９万

８千人）である。

　

（３）保健衛生施設等の状況

　

昭和38年における保健衛生施設等の状況は、つぎのとおりである。

区 分 25年

　　

30年

保

　

健

　

衛

　

生

　

施

　

設

　

保

　　　

健

　　　

所（箇所）

　

704

　

公営病院病床数（床）

　

一

　

公営診療所病床数（床）

　

一

　

公営隔離病舎病床数（床）

　

一

保

　

健

　

衛

　

生

　

水

　

準

　

平

　

均

　

寿

　

≪濡

　

出生率（人口千人対比）

　

死亡率（人口千人対比）

　　

伝染病死亡率

　　

結

　

核

　

死

　

亡

　

率

乳児死亡率（出生千人対比）

58.0

61.5

28.1

10.9

　

3.9

　

1.464

60.1

　　　

783

116,984

　

8,089

　

12, 898

63.6

67.8

19.4

　

7.8

　

1.6

　

0.523

39.8

35年

　　　

793

161, 636

　

9,141

　

15,924

65.4

70.3

17.2

　

7.6

　

1.2

　

0.341

30.7

36年

　　　

796

工69,092

　　

8,791

　

15,868

66.0

70.8

16.9

　

7.4

　

1.0

　

0.295

28.6

37年

　　

38年

　　　

803

176,916

　　

8,636

　

16,230

　　

810

184,295

　

8,587

　

16,594

66.2

71.2

17.0

　

7.5

　

0.4

　

0.292

26.4

67.2

72.3

17.2

　

7.0

　

0.3

　

0.242

23.2

（注）保健衛生施設は年末の計数、保健衛生水準は年平均の計数である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－72－



　

（４）結核予防費

　

結核予防費の決算額は362億円（前年度245億円）で、前年度と比べると

117億円、47.5%増加した。

　

結核予防費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

扶助費、補助費等

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

337

　　

217

　　

120

　　

25

　　

28

　　

△3

　　

362

　　

245

　　

117

決算額構成比

　

38

-

　

％
93.1

　

6.9

100.0

37

増減額構成比

　

38

　　

37

　　

％

　　

％
88.4 103.1 101.

％

　　

％

　　

％
3

　

55.4

　

99.2

　

11.6△3.1△1.3△12.7△4.7

100.0 100.0 100.0　47.5　76.9

（５）環境衛生費

（ア）環境衛生費の内容

　

環境衛生費の決算額は408億円（前年度331億円）で、前年度と比べると

77億円、23.2％増加したが、その大部分は清掃事業費の増加である。

　

環境衛生費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

普通建設事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

216

　　

174

　　

42

　　

192

　　

157

　　

35

　　

408

　　

331

　　

77

決算額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

53.0

　

52.5

　

47.0

　

47.5

100.0

　

100.0

増減額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

55.3

　

69.7

　

44.7

　

30.3

100.0

　

100.0

対前年度
増

　

減

　

率

　

38

　　

37

　　

％
24.4

　

55.

21.8

23.2

％
５

20.8

36.8

（イ）し尿処理施設およびごみ処理施設の状況

　

昭和38年度末のし尿処理施設およびごみ処理施設の状況は、つぎのとお

りである。
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区 分

特別清掃地域人口

収

　

集

　

人

　

ロ

普

　　

及

　　

率

年間総排出量

年間直営収集量

収
運

　　

38

　　　

年

　　　

度

し尿処理施設

　

ごみ処理施設

　　　　

61,593千人

　　　　

54,872千人

　　　　　

89,1％

　

25,550千k1　　13,137千t

　

19,279千k1

　　

10,888千t

　　　

75.5％

　　　　

82.9％

　　　

3,537台

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

6,512台

　　　　

98隻

　　　　　　

－

　　

37

　　　

年

　　　

度

し尿処理施設

　

ごみ処理施設

　　　　

55,254千人

　　　　

48,492千人

　　　　　

87.8％

　

22,389千kl

　　　

12,326千t

　

16,884千kl

　　　

10,224千t

　　　

75.4％

　　　　

82.9%

　　　

3,076台

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

5,790台

　　　　

136隻

　　　　　　

－

　

７産業経済費

　

（１）産業経済費の内容と財源

　

産業経済費の決算額は3,596億円（前年度3,074億円）で、前年度と比べる

と522億円、17.0％増加した。

　

産業経済費の目的別内訳はっぎのとおりで、農業費以外の経費においては前

年度に対しておおむね増加率が下回っているが、農業費は著しく上回ってい

る。

区

　　

分

農

　

業

　

費

耕地事業費

開拓事業費

畜産業費

費
費
費
費
計

Ｉ
‘
業
業

ぱ
業
産
工

治
林
水
商
合

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

675

　　

534

　　

141

　　

843

　　

733

　　

110

　　

125

　　

ｎ4

　　

ｎ

　　

136

　　

121

　　

15

　　

150

　　

128

　　

22

　

328

　

263

1,076

3,596

　　

278

　　

243

　　

923

3,074

Ｏ
Ｏ
Ｃ
Ｏ

ｌ
ｏ

Ｃ
Ｏ

m

　
　
　
　
　

１

522

決算額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

18.8

　

17.4

　

23.4

　

3.5

　

3.8

　

4.2

　

9.1

　

7.3

　

29.9

100.0

　

23.8

　

3.7

　

4.0

　

4.2

　

9.0

　

7.9

　

30.0

100.0

増減額構成比

　

誕

　

38

-

　　

％
27.1

21.0

　

1.9

　

2.8

　

4.4

　

9.8

　

3.7

29.3

100.0

　

37

-

　　

％

工2.2

17.0

　

4.7

　

4.5

　

2.8

　

7.1

10.9

40.8

100.0

V

38

　　

％

26.6

15.0

　

8.9

11.9

17.8

18.3

　

8.1

16.6

17.0

度
率
3
7

　　

％

13.7

13.9

27.8

23.9

12.9

15.6

30.7

30.3

20.6

産業経済費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では、普
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集

　　

率

　

搬用器材

バキューム車

ごみ運搬車

し尿運搬船



通建設事業費および補助費等の増加が大きく、財源では国庫支出金および一般

財源等が前年度に引き続いて増加した。

区 分

性質別内

　

物

　

件

　

補助費
経
建
復
対

的
通
害
業
付
の

資
普
災
失

投

　
　
　

貸
そ

　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円

　
　

8
4
9
7
7
4
4
3
2
8
3
8
4
5
7
9
6

　
　

C
<
1
Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

l
O

<
^

Ｏ
Ｏ
ｉ
―
I
L
O

訳
費
等
費
設
旧
策
金
他

｀

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

分担金、負担

　

金、寄付金

雑

　

収

　

入

その他特定
財

　　　　

源

一般財源等

　

合

　　

計

　

267

　

332

1,598

4
1
3
5
2

5
4

　
　

4
3

2
3

　
　

7
1

－

3,074

1,198

　　

98

　

852

　

269

1,179

3,596

1,020

17

65

6
9
3
0
9
5
2

7
8
1

　
　

3
2
2

2
2

　

△

　
　

１

　
　

５

178

２

　

１

　

０
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（２）農

　

業

　

費

　

農業費の決算額は675億円（うち、蚕業費27億円）で、前年度（農業費5n

億円、蚕業費23億円、合計534億円）と比べると141億円、26.6%増加し

た。

　

農業費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費および補助費等の増

加が著しい。
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（３）耕地事業費

　

耕地事業費の決算額は843億円（前年度733億円）で、前年度と比べると

nO億円、15.0％増加した。

　

耕地事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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20.0
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（４）開拓事業費

　

開拓事業費の決算額は125億円（前年度114億円）で、前年度と比べると

ｎ億円、8.9％増加した。

　

開拓事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（５）畜

　

産

　

業

　

費

　

畜産業費の決算額は136億円（前年度121億円）で、前年度と比べると15

億円、11.9％増加した。

　

畜産業費の性質別内訳はっぎのとおりであり、増加率では普通建設事業費が

前年度を下回り、補助費等は前年度を上回った。
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（６）治

　

山

　

費

　

治山費の決算額は150億円（前年度128億円）で、前年度と比べると22億

円、17.8％増加した。

　

治山費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（７）林

　

業

　

費

　

林業費の決算額は328億円（うち、造林費131億円、林道費126億円、その

他林業費71億円）で、前年度（造林費108億円、林道費n3億円、その他林

業費57億円、合計278億円）と比べると50億円、18.3％増加した。

　

林業費の性質別内訳はっぎのとおりであり、増減率をみると、造林関係の普

通建設事業費においては前年度を大きく下回り、林道関係の普通建設事業費に

おいては前年度の増加率を上回っている。
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（８）ﾌlく

　

産

　

業

　

費

（ア）水産業費の内容

　

水産業費の決算額は263億円（漁港費163億円、その他水産業費100億

円）で、前年度（漁港費149億円、その他水産業費94億円、合計243億円）

と比べると20億円、8.1％増加した。

　

水産業費の性質別内訳はつぎのとおりで、漁港関係の普通建設事業費の増

加が大きい。
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（イ）漁港の現況とその整備状況

　

昭和39年３月31日現在の漁港数は2,767港で、うち第１種漁港2,194

港、第２種漁港406港、第３種漁港94港、第４種漁港73港で、前年同期

より15港増加している。

　

昭和38年度末の漁港施設の現況及び昭和38年度中の整備状況は、つぎの

とおりである。
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（９）商

　

工

　

業

　

費

　

商工業費の決算額は1,076億円（前年度923億円）で、前年度と比べると

153億円、16.6％増加した。

　

商工業費の性質別内訳はつぎのとおりで、貸付金が前年度に引き続いて増加

した。

区 分

補

　

助

　

費

　

等

普通建設事業費

貸

　　

付

　　

金

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

決

　

算

　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

125

　　

109

　　

16

　　　

99

　　

99

　　　

0

　　

759

　　

641

　　

n8

　　　

93

　　

74

　　

19

　

1,076

　　

923

　　

工53

（三）性質別歳出の概況
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昭和38年度の歳出純計決算額３兆3,088億円（前年度２兆8,874億円）の

性質別内訳は，つぎのとおりである。
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歳出決算額の構成比は第18図のとおりで、人件費の構成比が最も高く、普

通建設事業費がこれに続き、両者で歳出総額の65.5％を占めている。

　

経費の構成比を前年度と比べると、人件費、扶助費、補助費等、繰出金およ

び前年度繰上充用金が高くなり、物件費、維持補修費、普通建設事業費、災害

復旧事業費、失業対策事業費、積立金および出資金が低くなっているが、なか

でも人件費の構成比が高くなり、普通建設事業費の構成比が低くなったことが

注目される。

　

これを都道府県と市町村とにわけてみると、都道府県では人件費の構成比が

最も高く、普通建設事業費がこれに続き、市町村ではこの順位が入れ替ってい

る。また前年度と比べると都道府県、市町村とも人件費の構成比が高くなり、

普通建設事業費の構成比は低くなっている。

　

さらに市町村について団体別にみると、人件費の構成比は各団体とも高くな

り、普通建設事業費は大都市および町村が若干高くなっているが、中都市は低
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第18図

　

性質別歳出決算額の構成
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決算額の増減状況は第19図のとおりで、増減額の構成比は人件費が最も高
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く、普通建設事業費がこれにっづき、両者で全休の71.７％を占めている。増

減額の構成比を前年度と比べると、人件費をはじめ扶助費、補助費等、繰出

金、貸付金、公債費および前年度繰上充用金が高くなり、物件費、維持補修

費、普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費、積立金および出資金

が低くなっているが、なかでも人件費の構成比が高くなり、普通建設事業費の

構成比が低くなったことが注目される。

　　　　　　　　　　

第19図

　

性質別歳出決算額の増減状況
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用金が前年度を上回る伸びをしめしているが、そのほかはいずれも前年度を下

回っている。特に前年度繰上充用金および公債費の伸びの増加と出資金および

普通建設事業費の伸びの低下が著しい。

　

なお、普通建設事業費の増加率について補助事業費と単独事業費とにわけて

みると、両者とも前年度の増加率を下回っているが、特に単独事業費の低下が

著しい。

　

歳出のうち主なものを昭和31～33年度の平均規模を100として、その推移

を指数でみるとっぎのとおりで、出資金・貸付金、普通建設事業費および扶助

費・補助費等の伸びが著しい。
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義務的経費および投資的経費の状況

　

歳出のうち硬直性のきわめて強い経費である人件費、扶助費および公債費の

合計額（以下「義務的経費」という。）と、普通建設事業費、災害復旧事業費お

よび失業対策事業費の合計額（以下「投資的経費」という。）とについて、決算

額構成比、増減額構成比および増減率の推移をみると、つぎのとおりである。

　

決算額構成比では、昭和37年度以前は年々義務的経費の割合が低下し、投

資的経費の割合が上昇したが、昭和38年度は、前年度と比べて義務的経費の

割合が高くなり、投資的経費の割合が低くなった。増減額構成比でも、昭和34

年度以降は投資的経費の方が上回っているが、昭和38年度は逆に義務的経費

が投資的経費を大幅に上回った。

　

また、増減率では、昭和32年度以降は常に投資的経費が義務的経費を上回

ってトだが、昭和38年度においては逆に義務的経費が投費的経費を大幅に上

回った。
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第20図

　

義務的経費および投資的経費の推移
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一般財源の充当状況

　

昭和38年度の一般財源は１兆8,292億円（前年度１兆5,749億円）で、前

年度より2,543億円、16.1%増加しているが、一般財源の経費への充当状況

はつぎのとおりで、義務的経費に53.0％（義務的経費に経常費的な性格の強い

物件費、維持補修費、補助費等を加えた経常的経費に69.6%)、投資的経費に

21.8％を充当しており、前年度と比べると義務的経費への充当割合が増加し、

一方、投資的経費への充当割合は低下している。

　

また、増加一般財源についてみると、義務的経費に66.0%、投資的経費

に16.0X充当されているが、人件費および公債費への充当増加が目立ち、モ

の反面、普通建設事業費への充当が大幅に減少していることが注目される。

区 分

　　　

一

　　

般

　

38

　

年

　

度
充当額

　

構成比

一

財

　　

源

　　　　

増

　

加

　

一

　

般

　

財

　

源

　

37年度

　

38年度

　

37年度
充当額

　

構成比充当額構成比充当額構成比

　　　　　　　　　

億円

　　　

％

　　

億円
般

　

財

　

源18,292

　

100. 0 15,749

9,680

3,992

　

普通建設事業費3,641

　

災害復旧事業費

　　

96

　

失業対策事業費

　

255

その他の経費3,936

　

うち積立金

　

114

歳

　

出

　

合

　

計17,608

歳計剰余金

　

68４

石§で‾4）8,002

45.7

　

1.8

19.9

　

0.5

　

1.4

21.5

　

0,6

96.3

　

3.7

（四）性質別歳出の内容

6,889

　

252

　　

102

　　

238

　

3,389

　　

126

14,976

　　

773

　　

％

　　

億円

　　　

％

　　

億円

　　　

％

100.0

　

2､543

　

100.0

　

2,213

　

100.0

1.6

　

0.7

　

1.5

21.5

　

0.8

95.1

　

4.9

1,678

1,467

　　

73

　　

138

　　

407

　　

396

　

△

　

6

　　

17

　

547

　

△12

2,632

　

△89

66.0

　

1,104

57.7

　

1,167

　

2.9

　　

65

　

5.4

　

△128

16.0

　　

871

15.6

　　

858

△0.2

　

△

　

22

　

0.6

　　

35

　

21.5

　　

434

△0.5

　

△

　

14

103.5

　

2,409

△3.5

　

△196

　

49.9

　

52.7

　

2.9

△5.7

　

39.4

　

38.8

△1.0

　　

1.6

　

19.6

△0.6

108.9

△8.9

１

　

人

　

件

　

費

（１）人件費の内容と財源

人件費の決算額は１兆1,969億円（前年度9,969億円）で，前年度と比べる
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義務的経費

　

人

　　

件

　　

費

　

扶

　　

助

　　

費

　

公

　　

債

　　

費

投資的経費



と2,000億円、20.1％増加した。

　

これに事業費支弁の人件費223億円（前年度184億円）を加えた人件費の総

額は１兆2,192億円（前年度１兆153億円）で、前年度と比べると2,039億

円、20.１％増加した。

　

人件費の内訳は、つぎのとおりである。

　

区

　　　　

分

　　　

決

　　

算

　　

額

　　　　　　　　　

38年度37年度増減額

　　　　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円
人

　　

件

　　

費（事業費支弁を除く。）

　

都

　

道

　

府

　

県

　

8,370

　

7,015

　

1,355

　

市

　　

町

　　

村

　

3,599

　

2,954

　　

645

　　　　

計

　　　

11,969

　

9,969

　

2,000

事業費支弁人件費

県
村

府

　

町
計

道都
市

計
県
村

　

府

　
　

町
計

　

道

　

都
市

合

7
2
9

2
1
3

2
2
4

4
4
8

1

　
　

1

9
4
3

6
5
2

1

　
　

２

　

8,539

　

7,157

　

3,653

　

2,996

12,192 10,153

1,382

　　

657

2,039

決算額構成比

　　

38

　　

37

　　

％

　　　

％

　

69.9

　

30.1

100.0

75.9

24.1

100.0

　

70.0

　

30.0

100.0

　

70

　

29

100

　

77

　

22

100

　

70

　

29

100

４

６

０

１

９

０

５

５

０

諭
ご

　

67

　

32

100

　

70

　

29

100

　

67

　

32

100

７

３

０

７

３

０

８

２

０

額
比
3
7

減
成

　　

％

66.1

33

100

９

０

　

79.1

　

20.9

100.0

66

33

100

４

６

０

Ｖ対
増

　

38

-

　

％

捺_旦

21.9

20.1

19.7

27.5

21.5

度
率
3
7

％

18.3

23.2

19.7

20.5

17.9･

19.9

19.3 18.4
へ､.
21.9

　

23.1
／-
20.1

　

19.7

べ

　

事業費支弁職員の人件費を除いた人件費について、団体別にみるとっぎのと

おりである。

　

決算額構成比では、都道府県が最も高く、ついで中都市、大都

市、小都市、特別区・一部事務組合の順となっており、町村が最も低くなって

いる。増減額構成比では、都道府県が著しく高く、前年度に比べ19.0％増加

している。また、増減率では、特別区・一部事務組合および中都市の伸びが大

きい。都道府県の決算額構成比が高いのは、義務教育関係および高等学校の教

員ならびに警察職員の給与を支弁しているためである。
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区 分

県
村
市
市
市
村

府
町
都
都
都

道

　
　

大
中
小
町

都
市

特別

　

区・

一部事務組合

決算額構成比

38年度37年度

％
　
9
c
≫

　

3
9
2
6

28.0

29.5

27.1

24.3

26.4

％
2
5
9
8

　
　

一

　

一

　

一

　

一

　

8
5
6
7

　

3
2
2
2

25.9

23.3

24.7

増減額構成比

38年度37年度

　　　

％

　　　

％

　

52.5

　

33.5

　

34.7

　

28.3

　

34.3

　

22.5

　

39.0

　

34.3

}29

°9

　

31.7

　

29.9

　

34.8

　

18.9

　　

対前年度増減

38年度37年度3轟4?

　　

％

　　　

％

　　　

％

　

j隻Jしユ１ｊ。14.0

　

JL且、μ４.16.1

　

20.7

　

18.9

　　

16.2

　

25.3

　　　　　

18.0

　

21.8

}20'1

　　

16.5

　

18.9

　

18.7

　　

13.9

　

28.4

　

23.1

　　

20.1

　　

％

21.4

20.5

22.9

20.8

17.0

32.4

（注）中都市および小都市の昭和37年度における増減額構成比および対前年度増減

　　

率は、昭和36年度において都市を中都市および小都市にわけて調査していない

　　

ので、両者をまとめて計上してある。

　

人件費がこのように増加したのは、定期昇給、給与改定の実施（昭和37年10

月実施分の平年度化分と昭和38年10月実施分の初年度分）、昭和37年12月から

実施された退職年金制度の平年度化に伴う共済組合負担金の増加、退職手当支

給率の引上げおよび高等学校教職員、警察職員その他法令の改正による職員数

の増加等によるものである。

　

人件費の細目および財源内訳は、つぎのとおりである。

　

区

　　　　

分

人件費細目

　

議員委員等
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手

　

当
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算

　　

額

38年度37年度増減額

　　

億円

　　

億円
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職
職
負
退

　

員
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担

　

金

職

　

金
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合
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の

　　

他
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計

　

11,969

財

　

源

　

内
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8,551

　

240

C
Ｏ

O
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2
2
1

り
ａ
４
１

9,969

訳
金 2,088

　

1

使用料，手数料

　　

323

その他特定財源
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一般財源等9,370

合‘

　　　　

計

　

11,969

770
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7,787

9,969

　　

9

1,464

Ｏ

　

1
7
2
0
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0
9
5
0

　
　
　

2
1
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△

　

タ

　
　
　
　
　
　
　
　

２
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55

　　

44

1,583

2,000

決算額構成比

　

38

　　

37

　　

％

　

2.8

　

0.8

83.7

６

　

4
2
5
0

2

　

4
5
0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　

0

　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

　　

％

　

2.3

　

0.9

85.8

　

2.4

　

3.2

　

4.3

濤

38

　

％

　

5.5

　

0.5

73.2

額
比
3
7

減
成

　　

％

　

2.4

　

0.7

82.6

対
増Ｖ

　

38
-

　

％

48.4

11.0

17.1

　

3.5

　

2.5

　

29.4

10.0

　

4.4

　

62.1

　

9.8

　

7.3

　

45.8

　

1.1・2.5

　

0.1 a46.7

100.0 100.0 100.0 20.1

17.4

　

17.8

　

15.9

　

15.7

　

2.7

　　

2.7

　

2.8

　

1.9

　

1.6

　

78.3

100.0

　　

1.4

　

2.2

　

△0.8

　

78.1

　

79.1

　

83.2

100.0 100.0 100.0

18.0

20.6

30.5

20.3

20.1

度
率
3
7

　　

％

20.8

14.1

18.9

21.1

28.6

38.6

　

2.5

19.7

17.1

12.8

△7.9

21.3

19.7

(注) 38年度の議員委員等報酬手当には非常勤職員等に対する報酬手当を含む。
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（２）職

　

員

　

給

　

一般職員の職員給（１兆15億円）と事業費支弁職員の職員給(223億円）

との合計額１兆238億円（前年度8,735億円）の細目および団体別・職種別内

訳は、つぎのとおりである。

区 分

職員給細目
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本

　　

給
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合
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体
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計
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育
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計

基

　

本

　

給

　

その他の手当 計 左の構成比

38年度37年度38年度37年度

　

38年度37年度38年度37年度

億円

　　

億円
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7,050

　

6,148

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

3,188

7.050

　

6.148

　

3､188

5,089

1,961
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2,785

2,538
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678
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3
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1
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3
6
6
7
″
Ｄ

　
　
　

６
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１
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７
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6､148

2，

3，

2，

2，
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６

　

９

　

7
2
5
0
0
0

0

　

６

　

6
0
3
6
0
6
5
0

2

　

６

　

５
１

　
　

５
５

　
　

１

6,148

2,248

　

940

3,188

1,286

1,487

1,135

２
3

　

2

　

8
5
4
0
2
7
3
4
8

0
3
1
0

　

3
3

　

2
7

　

2
3
2
9
3
8

L
．

3.188

ｆ

　

・

2,587

2,587

1,846

　

741

2,587

1,026

1,224

　　

947

　　

867
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２

　

9
3
5
4
7
7
3

6

　

1
4
1
6
3
2
7

2

　

２

　
　
　
　

２
２

2,587

- 90－

　

3，

10，

億円

　　

億円

050

　

6,148

188

　

2,587

238

　

8,735

　

7,337

　

2,901

10,238

3,904

5,111

3,920

3,570

　　

350

1,128

6,335

2,400

8,735

3,275

4,413

3,432

3,146

　

286

　

931

６
５
０

　
　

７
７
｛
j

8
4
5
2
4
3
8
9
｀

７
１

　
　

８
７

　
　

2

6
2
3
4
1
3
9

5
7
6
6
6
0
5

9
1

　
　

9
8
1
2

10,238 8,735

％

　

68.9

　

31.1

100.0

　

71.7

　

28.3

100.0

38.1

49.9

38.3

34.9

　

3.4

n.0

　

9.3

　

1.7

6
4
4
0
6

　

■

　

一

　

欄

　

■

　

一

〇
9
8
1
2

100.0

　　

％

　

70.4

　

29.6

100.0

　

72.5

　

27.5

100.0

　

37.5

　

50.5

　

39.3

　

36.1

　

3.2

　

10.7

　

9.0

　

1.7

　

0.5

　

9.5

　

8.4

　

1.1

　

2.5

100.0



　

その他

基本給（

消防職員

　　

そぴ
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（３）地方公務員の数

　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和39年５月31

日現在で191万人（前年同期185万１千人）で、前年同期と比べると５万９千

人増加した。

　

職員数の職種別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

一

　

般

　

職

　

員

教

　

育

　

職

　

員

　

義務教育学校

警

　

教

　　　

員

　

そ

　

の

　

他

義務教育
以外の学校

教

モ

　

の

員
他

学校関係以外

警
そ

察

消

　

防

　

合

員
官
他
員

職
察
の
職

計

千人

3
0
8
一
二
一
5
7
8
1
3

　

1
6
4

　

1
3
3
3
1
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4
4
2
2
2
1
0

1
1

1､239

千人
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95

　

1
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31

2
2
9
1
2

　

I

　

一

　

一
3
6
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千人
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5
0
4
4
2

5
4
1
6
4

1

　
　
　
　

１
１

2
2
4
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％

42.1

46.9
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5.6
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8
6
4
2

　

一

　

一

　

一

　

一

〇
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７
１
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741

589

577
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1
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9
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1
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1
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－
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合
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0.7

　

－

　

159

　

8.6

　

－
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－
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％
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物

　

件

　

費

　

物件費の決算額は2,430億円（前年度2,197億円）で、前年度と比べると

233億円、10.6％増加した。

　

物件費の内訳は、つぎのとおりである。
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３維持補修費

　

維持補修費の決算額は610億円（前年度557億円）で、前年度と比べると

53億円、9.5％増加した。

　

維持補修費の内訳は、つぎのとおりである。
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扶助費の決算額は1,707億円（前年度1,300億円）で、前年度と比べると

407億円、31.3%増加した。

　

扶助費の内訳はつぎのとおりで、生活保護費が増加しているのは、保護基準

の引上げ（昭和37年12月引上げの平年度化分と昭和38年４月引上げ分）お

よび保護人員の増加によるものである。
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５

　

普通建設事業費

　

（１）概

　　　

況

　

普通建設事業費の決算額は9,700億円（前年度8,680億円）で、前年度と比

べると1,020億円、ｎ.8％増加した。

　

二れを補助事業費と単独事業費におけると、つぎのとおりである。
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額
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37年度増減額

　　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円
補助事業費
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14.8 ･25.5

単独事業費
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3,487

　

253

　

11.3

　

12.1

　

6.0

　

22.4

　

7.3 46.8

合

　　　　

計

　

9,700

　

8,680

　

1,020

　

29.3

　

30.1

　

24.2

　

43.7

　

11.8 33.3

(歳出総額)(33,088)(28,874)(4,214)(100.0)(100.0)(100.0)(100.0)(14.6)(20.8)

(注)補助事業費には，国直轄事業負担金および受託事業費中の補助事業費を含

　　

み，単独事業費には，受託事業費中の単独事業費を含む。
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増減額構成比および増減率については、補助事業費、単独事業費ともに前年

度を下回り、特に単独事業費の低下が著しい。また、決算額構成比については、

補助事業費は前年度と同率であるが、単独事業費は前年度を下回っている。

　

このように単独事業費の増加が前年度と比べて著しく減少したのは、国の財

政施策に沿って国庫補助を伴う公共事業の実施に努力した結果、単独事業費は

極力これを抑制することを余儀なくされたためである。公共事業の実施にあた

っては、通常の地方負担のほか、実績単価に比べて補助単価が低いこと、公共

事業に伴う附帯事業の実施等のため、多額の負担を余儀なくされていること

も、単独事業費を抑制せざるを得ない結果となっている。

　

普通建設事業費の事業費別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。
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（２）普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳はっぎのとおりで、増減率では一部の費目を除

き全般的に前年度を下回っているが、なかでも教育費とくに高等学校費の増減

率の減少が著しく。一方、道路橋りよう費、清掃事業費および産業経済費はか

なりの増加を示している。
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普通建設事業費の目的別構成
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なお、普通建設事業費を都道府県と市町村とにわけるとっぎのとおりで、都

道府県では土木費の構成比が最も高く、ついで産業経済費、教育費の順となっ

ているが、増減率では耕地事業費、治山費、水産業費および庁費の増加が著し

'い。市町村においても土木費の構成比が最も高く、ついで教育費、産業経済費

の順となっているが、増減率では砂防費、港湾費、清掃事業費、耕地事業費お

よび林業費の増加が著しい。
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（３）補助事業費の内訳

　

国直轄事業負担金および受託事業費を除いた補助事業費の決算額は5,428億

円（前年度4,721億円）で、前年度と比べると707億円、15.0％増加した。

　

補助事業費の目的別内訳はつぎのとおりで、高等学校費、清掃事業費および

耕地事業費の増加が著しい。
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（４）国直轄事業負担金の状況

　

国直轄事業負担金の決算額は410億円（前年度341億円）で、前年度と比べ

ると69億円、20.1％増加した。

　

（５）単独事業費の内訳

　

受託事業費を除トだ単独事業費の決算額は3,579億円（前年度3,367億円）

で、前年度と比べると212億円、6.3％増加した。

　

単独事業費の目的別内訳はっぎのとおりで、各費目とも前年度の増減率を下

回っており、特に高等学校費は前年度より減少している。しかし、道路橋りよ

う費、都市計画費、住宅費および耕地事業費はかなりの伸びをしめしている。
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６

　

災害復旧事業費

　

（１）概

　　　

況

　

災害復旧事業費の決算額は1,274億円（前年度1,420億円）で、前年度と比

べると146億円、10.3％減少した。

　

災害復旧事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　　

決
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失業対策事業費の決算額は625億円（前年度580億円）で、前年度と比べる
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（２）災害復旧事業費の目的別内訳

災害復旧事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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（３）公共土木施設災害の推移

　

公共土木施設にかかる災害復旧事業費の年災別の推移は、第25図のとおり

である。

　　　　　　　　　　　

第25図

　

公共土木施設災害の推移
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と45億円、7.8％増加しすこ。

　

失業対策事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。
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Ｕ.0

△6.9
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８

　

繰

　

出

　

金

　

繰出金の決算順は580億円（前年度487億円）で、前年度と比べると93億

円、19.1％増加した。

　

繰出金の繰出先別内訳および繰出目的別内訳はっぎのとおりで、公営企業

（法適用外の公営企業および準公営企業を含む。）に502億円、全休の86.6%

が繰り出されているとともに、これらの会計に対する繰出金増加額は全体の

87.1%を占める80億円となっている。また、国民健康保険事業会計に対する

繰出金は72億円で、前年度よりｎ億円増加しているが、その繰出目的は主と

して当会計の赤字補てんのために繰り出されたものである。
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積立金の決算額は223億円（前年度245億円）で、前年度と比べると22億
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円、8.9河減少した。

　

決算積立金に歳計剰余金の処分による積立金を加え、この額から主として建

設事業の財源に充てるためとりくずした積立金のとりくずし額を差し引いた昭

和38年度の積立金の純積立額は41億円（都道府県△１億円、市町村42億円）

である。

　

なお、積立金の積立額およびそのとりくずし状況は、つぎのとおりである。
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昭和38年度末の積立金め現在高は754億円（前年度末713億円）で、その

目的別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

基

　

本

　

財

　

産

財政調整資金

減

　

債

　

基

　

金

その他特定目的

合

　　　　　　

計

38

　　

年

　　

度

都道府県

Ｅ
。

2
8
0
。
こ
こ
一
一

市町村

円
7
0
3
6
6

億
4
1
1
1
1
6
3
3

末

合 計

閤
3
9
0
6
7
2
4
4
7
5
4

37年度末

　

増減額

瓢
3
7
1
6
6
2
2
7
ｍ

この積立金の現在高を歳出規模等と比べると、つぎのとおりである。
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積立金の現在高の推移は、第26図のとおりである。

　　　　　　　　　　

第26図

　

積立金現在高の推移
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出資金の決算額は97億円（前年度138 ft円）で、前年度と比べると41億

円、30.2％減少した。

　

出資金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和38年度末の出資金の現在高は602億円（前年度518億円）で、前年度

末と比べると84億円増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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貸付金の決算額は1,261億円（前年度1,101 £t円）で、前年度と比べると160

億円、14.5%増加した。

　

貸付金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和38年度末の貸付金の現在高は1,460億円（前年度末1,211億円）で

前年度末と比べると249億円増加した。

　

その内訳は，つぎのとおりである。
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公債費の決算額は1,269億円（前年度1,087億円）で、前年度と比べると

182億円、16.8％増加した。

　

公債費の細目および財源内訳はっぎのとおりであり、増減率についてみると

前年度において12.1％の減少であっだのに対し、本年度においては16.8％Ｏ

上昇をしめしており、なお、昭和38年度の一時借入金の借入総額は4,580億

円で、前年度(3,149億円）よりもかなり増加したため、一時借入金の利子支

払額も前年度を17億円、36.0％上回ることとなった。
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公債費のうち転貸債にかかるものおよび一時借入金利子を除いた公債費の一

般財源に対する割合は、つぎのとおりである。
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（３）地方債現在高の推移

地方債現在高の推移は、第27図のとおりである。
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六

　

決算と地方財政計画との比較

　

昭和38年度の純計決算額（歳入３兆3,977億円、歳出３兆3,088億円）と

地方財政計画額（当初計画額２兆6,336億円）とを比べると、決算額においで

歳入7,641億円、歳出6,752億円とそれぞれ地方財政計画額を上回った。

　

この決算額において、地方財政計画額を上回るものとしては、つぎのよう堡

ものがある。
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当した各科目

繰出金、積立金

公債費中繰上償還

分、枠外債分および

転貸債分ならびに一

時借入金利子

　

昭和38年度決算額と地方財政計画額とを科目別に比べると、つぎのとおり

である。
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Y五万

　

入

　　　

金「

一 一 一

　 　 　 　 　

一
一 一 一 一 一 一

　 　 　 　 　

一 一 一 一



　

昭和38年度の普通会計における一時借入金の借入および返済の状況はつぎ

のとおりで、前年度より借入額は増加した。
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歳

　　　　　

入
区

　　

分

　

純

　

計地方財政

　　

．、

　

区

　　　　　　

決算額計画額比較

12,129

　

10,582

　

1,547

5，

8，

億円
129

352

811

157

６

　

4
2
8

1
0

０
０

U
O

(
Ｏ

Ｑ
１

L
O

o

t
ｒ
>

　
　
　

１
１

億円

　　

億円

　

358.△6

5,503

　　

308

6
0
5
9
9
7

　

持
資

公
維
投

8
7
5
2
6
8

5
0
6

7､224

そ

　　

の

　　

他
(雑収入ほか)

-

3,268

　　

1,067

１

933

351

2,201

歳 入

-
(注)

合

一
１

不交付団体におけ
る平均水準をこえ
る必要経費

-

積

　　

立

　　

金

繰

　　

出

　　

金

繰上充用金

5
3
0
2

2
2
8
2

6
2
5
1

803

492

　

－

1,269

9,291

　　

7,427

　

1 4
6
3
3
0
2

6
6
3
2
8
2

8
4
1
2
5
1

直轄事業負担金

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

費
費
費

　

修
経

債
補
的

　　　

－

　　　

－

1,044

　　

225

　　

634

　

△24

9,143

　

2,456

　　

421

　

△7

　

1,358

　

1,269

　　

610

11,599

　　

414

給与関係経費

一般行政費

　

物

　　

件

　　

費

　

扶助費、補助費等

　

出資金、･貸付金

　　

億円

　　　

億円
11,969

　　

9,821

　

6,716

　　

5,416

　

2,430

　　　　

－

　

2,928

　　　　

－

　

億円
2,148

1,300

　　

－

分

　　　　　

出
地方財政

　　

較計画額比

　　

歳
純

　

計
決算額

278

　

a 278

計33,977 26,336　7,641歳　出　合　計33,088　26, 336 6,752

２

　

上の表に掲げる計画額のほかに、当初計画策定後において給与改定等給

　

与関係経費475億円、災害復旧事業費384億円その他国の補正予算に伴う

　

もの179億円、合計1,038億円の計画額増加要因があり、これが財源は地

　

方交付税308億円、国庫支出金500億円、地方債98億円および地方税132

　

億円で措置された。

　

不交付団体における平均水準をこえる必要経費については、純計決算額

では各項目に含まれている。

七

　

資金収支の状況

地

　　

方

　　

税

地方譲与税

地方交付税

国庫支出金

使用料および

手

　　

数

　　

料

地

　

方

　　

債

繰

　

越

　　

金

繰

　

入

　　

金



区

　　

分

第1・4半期

第2・4半期

第3・4半期

第4・4半期

　　　

借

　　

38

　

年

都道

　

市町

府県

　

村

　

億円

　　

億円

　

352

　

676

　

358

　　

575

　

489

　　

829

　

496

　

748

出納整理期

　　

3

　　

54

合

　　

計1,698 2,882

度

　

計

　

億円
1,028

　

933

1,318

1,244

　　

57

4,580

入

37年
度

億円
549

521

3,149

36年
度

円
1
1
9
5
6

　

2
8
8
4
2

億
4
2
5
6

1,962

　

1

　

昭和38年度における普通会計（総計）

りである。

区 分

収

　　

入

　　

額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

　　　　

計

支

　　

出

　　

額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

　　　　

計

　　　　

38

都道府県

　　　

億円

　　

4,524

　　

4,355

　　

6,202

　　

5,794

　　

2,298

　

23,173

3,909

4,392

6,503

5,641

2,786

23,231

　

年

市町村

-

　　

億円

　

3,055

　

3,252

　

4,293

　

3,896

　

2,412

16,908

2,578

3,158

4,299

4,006

2,830

16,871

　

38
都道
府県

一一
徳円

7
4
9
7
1
8

5
5
9
1
7
9

2
1
3
1
8

　
　

６

返

　

か 度

　

計

済
Ｐ 箭

鴇

2
2
9
2
9
6
8
3
4
4
2
3
9
6
1

　
　
　
　
　
　
　

I

E
2
4
0
4
1
6
4
7
8
3
7
5
一
一
一
1
4
9

　
　
　
　
　

L

　
　

3
　
。

習

8
0
0
6
8
4
8
2
4
1
n
5
7
9

　
　
　
　
　

L

　
　

4
　

部

4
4
6
一
一
3
0
0
7
7
0
4
8
8
1

　
　
　
　
　

L
c
m
"

の４半期別収支状況は、

度

　

計
-

　

億円

7,579

7,607

10,495

　

9,690

　

4,710

40,081

　

6,487

　

7,550

10,802

　

9,647

　

5,616

40,102

　　

37

都道府県
一

　　

億円

　

3,740

　

3,593

　

5,325

　

4,674

　

2,414

　

19,746

3,155

3,593

5,700

4,640

2,747

19,835

年

市町村

-

　　

億円

　

2,567

　

2,671

　

3,697

　

3,253

　

2,157

14,345

2,168

2,660

3,767

3,367

2,437

14,399

つぎのとお

度

　　

計
-

　　

億円

　

6,307

　

6,264

　

9,022

　

7,927

　

4,571

　

34,091

5,323

6,253

9,467

8,007

5,184

34,234

（注）収入は、歳入、歳計金貸付金回収金および他会計借入金ならびに一時借入金

　　

借入額の合計額であり、支出は、歳出、歳計金貸付金および他会計借入金返還

　　

金ならびに一時借入金返済額である。

　

この４半期別収支状況および収支に含まれる一時借入金についての借入およ

び返済の状況をみると、第28図のとおりである。
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八

　

地方財政と国家財政

　

１

　

国民の租税負担と地方税

　

昭和38年度の租税総額は３兆9,446億円（前年度３兆4,474億円）で、前

年度と比べると4,972億円、14.4％増加した。

　

これを国税と地方税とに分けるとつぎのとおりで、前年度と比べると国税は

3,410億円、14.3%、地方税は1,562億円、14.8%増加した。

区 分

税
税
税
税
計

　
　

県
村

　

方
府
町

　
　

道
市

国
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38年度
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億円
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12,129
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39, 446

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年度

37年度増減額

　

38

　

37

　

38

　

37
雲゛ﾘ§

　　

億円
23,907

10, 567
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5,34工
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69.
％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

3

　

69.3

　

68.6
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14.3

　

7.3

1,562

　

30.7

　

30.7
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48.0

　　

829

　

15.3

　

15.2

　

16.7

　

25.1

　　

733
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14.7

　

22.9

4,972 100.0 100.0 100.0 100.0

14.8

15.8

13.7

14.4

16.6

17.7

15.5

10.0

　

租税総額の国民所得に対する割合（租税負担率）はっぎのとおりであり、前

年度と比べると、その負担率は、地方税ではかわらず、国税では0.2％低くな

ってトる。

国
地

合

区

道
市

分

方

県
村

府
町

２

　

租税の実質的配分

税
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度
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21.9

　

租税総額に占める国税と地方税との割合は69.3%対30.7％（前年度69.3％

対30.7％）である。しかし、国税として徴収した額の一部を地方交付税、地方

　　　　　　　　　　　　　　　　

－n6－



譲与税および国庫支出金として地方公共団体に交付し、地方公共団体は地方税

､として徴収した額の一部を直轄事業負担金等として国に納付している。このよ

うな関係を調整して租税の実質的な配分状況をみると、収入の割合とは逆転し

て地方公共団体２兆5,891億円、65.6％、国１兆3,555億円、34.4^ (前年度

‘地方公共団体２兆2,553億円、65.4％、国１兆1,921億円、34.6％）となって

いる。

区，

　　

分

　

租税総額

　

租税内訳

国

　

税

　

地方税
（Ａ）

　

（Ｂ）

国から地
方への

　

交付額

　

(Ｃ)

地方から
国への

　

負担額

　

(Ｄ)

リ

　

(Ｂ)･

!分

方

十剛

　

一(勁

昭和31年度

２

　
　

３

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

均平３

　
　

４

　
　

５

　
　

６

　
　

７

　
　

８

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

C
O

C
O

Ｃ
Ｏ

C
Ｏ

１

｀
・
ノ

　

り
７
ｊ
ｏ
ｊ
８
ｊ
８
ｊ
３
う
７
り
２
り
４
ｘ
ｌ
ノ
６

％
円
０
６
０
９
０
４
０
６
０
３
０
５
０
４
０
７
０
４

。
億
・
３

　

・
２

　

・
３

　

・
６

　

・
８

　

・
４

　

・
３

　

・
４

　

・
４

ぐ

　

Ｏ
ヌ
Ｏ
タ
o

　

7
0
7
0

　

7
0
1
0
－
0

　

7
0
1

　
　

0
5
0
7
0
7
0
6
0
9
0
5
0
1
0
4
0
9

　
　

I
I

　

1
1

　

1
1

　

1
1

　

1
1
1
2

　

1
3
1
3
1
3

　
　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

ｊ

　

ｊ
８
り
８
り
８
ｊ
８
ｊ
４
ｊ
５
ｊ
７
う
７
り
７

°
円
7
6
5
1

　

6
0
6
9
2
2
8
1
1
7
3
0
3
1

％
億

　

’
８

　

’
Ｏ

　

’
９

　

’
５

　

’
７

　

°
Ｏ
‘
２
‘
９

　

’
3

C

　

0
1
9
－
８
ｙ
９

　

－
９
７
０

　

Ｉ
ｌ

　

ｉ

　

９

　

ア
９
－

　
　

7
0
6
2
6
1
よ
6
1

　

6
3
7
8
7
2
6
3
6
7

　
　

ぐ
Ｉ
ぐ
Ｉ
ぐ
１
ぐ
Ｉ
ぐ
１
ぐ
１
ぐ
２
ぐ
２
ぐ
２

｀
ノ

　

り
９
り
２
ｊ
ｏ
ｊ
ｏ
ｊ
ｇ
ｊ
２
ｊ
５
ｊ
７
ｊ

°
円
3
9
5
7
4
4

　

4
7
8
0
2
4
9
6
7
6
7

％
億

　

’
４

　

’
２

　

゛
４
‘
Ｏ

　

’
１

　

°
４
‘
Ｏ
‘
５

　

’

ぐ

　

９
７
０

　

Ｉ
Ｉ

　

タ

　

0
1
0
1
9
－
8
1
0
ク
0

　
　

2
4
3
5
3
5
3
5
3
6
2
7
2
9
3
0
3

　
　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ
Ｉ
ぐ

　　

億円

4,895

5,460

5,951

5,435

6,935

　

8, 450

10,112

12,089

12,129

　

13,869

一
ｒ
2
3

４

　
　

９

Ｃ
Ｏ

C
Ｏ

２

　
　

３

　
　

３

Ｃ
Ｑ

C
C

t
＞
-

ｑ
1

C
Ｏ

９

　
　

０

　
　
　
　

Ｉ

107

質
的

　
　

魏
品
品
魏
品
昌
志
温
総

実

　

一
心
一
匹
E3

5
3
6
3
5
3
6
3
6
3
9
3
2
3
1
3
3

　

㈲

　
　
　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

Ｃ

　

ぐ
１
ぐ
Ｉ
ぐ
Ｉ

訟
ｊ
ｌ
ｘ
Ｉ
ノ
８
ｊ
２
ｊ
３
ｘ
’
ノ
ー
り
9
j
8
j
3
j
1

0
7
9
9
4
5
8
7

　

5
8
1
1
9
7
4
5
6
9

　

・
３

　

’
６

　

・
３

　

・
４

　

’
９

　

・
８

　

・
Ｏ

　

・
５

　

一
０
０

１

　

･
^
1
-
i

r
.
５
７
２
　
－
５
タ
２
　
７
０
－
5
　
7
5
　
7

6
9
6
0

　

6
1

　

6
0
6
2
6
5
6
9
6
2
6
5

ぐ

　

ぐ
Ｉ
ぐ
Ｉ

　

ぐ
１

　

ぐ
Ｉ

　

ぐ
１
ぐ
１
ぐ
９
〃
ぐ
２

（注）１

　

「国から地方への交付額」は、地方交付税、地方譲与税および国庫支出

　　　　

金の合計額である。なお、地方交付税は国税三税（所得税、法人税および

　　　　

酒税の最終予算額）に対する当該年度最終予算の繰入率による額におきか

　　　　

えたものであり、地方譲与税は国の決算によった。

　　　

２

　

「国税」は、専売納付金、交付税及び譲与税配付金特別会計中の入場税

　　　　

（37年度以降は一般会計）、地方道路税および特別とん税を含む。

　　　

３

　

（

　

）は、構成比をしめす。

－n7－

-



３

　

純

　

計

　

規

　

模

　

昭和38年度における国の一般会計（交付税及び譲与税配付金特別会計を含

む。）と地方との純計規模は４兆9,062億円（前年度４兆2,380億円）で，前

年度と比べると6,682億円，15.8％増加した。

区 分

国の一般会計（歳出）（Ａ）

地方普通会計（歳出）（Ｂ）

総
重

計（Ａ）十（Ｂ）（Ｃ）

複

ら
か
模

か
方
規

国
地
計

　
　

純

　

額(Ｄ)

地方へ

ら

　

国

　

へ

(Ｃ)－(Ｄ)

38

　

年

　

度

　　　

億円

30, 401

33,088

63, 489

14,427

14,320

　　　

107

49,062

37

　

年

　

度

　　

億円
25,872

28,874

54,746

12,366

12,263

　　

103

42,380

36

　

年

　

度

-

　　

億円

　

21,200

　

23,911

　

45,111

　

lQ,381

　

10,282

　　

99

　

34,730

　

この純計規模を最終支出者としての国と地方とに分けるとつぎのとおりで、

前年度と比べると、国は2,472億円、18.2％、地方は4,210億円、14.6％増加

した。

純

区

㈲
地
原

　　　　　　　　　　

純

　　　　

分

　　　　　　

38年度

　　　　　　　　　

億円
計

　

規

　

模

　

49,062

　

国

　　　　　

16,081

　

成

　

比

　

%) (32.8)

　　　　　

方

　

32,981

　

成

　

比

　

%) (67.2)

37年度
-

　　

億円

　

42,380

　

13,609

　

(32.1)

　

28,771

　

(67.9)

36年度

~

　

億円

　

34,730

　

10,918

　

(31. 4)

　

23,812

　

(68. 6)

31～33年度平均規模
を100とする指数
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皿
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7
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・

1
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・

鸚

1
9
5
・
2
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6
・

詰
呵
一
一

2
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8
・

　

また、純計規模の国民所得に対する割合はつぎのとおりで、前年度より0.1刄

上昇した。
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純
国

区

　　　　　　　　

分

　

計

　

規

　

模

　

(Ａ)

　

民

　

所

　

得

　

(Ｂ)

　

(Ａ)/(Ｂ)×100(Ｘ)

九

　

地方財政と国民総支出

38

　

年

　

度

　　　

億円

　

49,062

181,886

　　

27.0

37

　

年

　

度

　　　

億円

　

42,380

157,750

　　

26.9

36

　

年

　

度

　　　

億円

　

34,730

141,964

　　

24.5

　

１国民総支出

　

昭和38年度の国民総支出は22兆4,538億円（前年度19兆3,148億円）

で、前年度と比べると３兆1,390億円、16.3％（実質では12.1％）増加してい

る。

　

国民総支出の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　　

38年度

　

37年度

　

増減額

億円 億円

個人消費支出

国内民間総資本形成

　

個

　

人

　

住

　

宅

　

生産者耐久施設

　

在庫品増加

経常海外余剰

政府の財
ビ

　

ス

　

地

　　　　

国

合

一
入

サ貨
購

方

118, 609 102, 668

　

62,516

　

49,491

　

7,394

　

5,413

41,489

　

38,284

13,633

　

5,794

°3,617

　　　

69

47,030

　

40,920

22,350

　

19, 241

24,680

　

21, 679

計224,538 193,148

　　

億円

　

15,941

　

13,025

　

工,981

　

3,205

　

7,839

△3,686

　

6,110

　

3,109

構成比

38

　　

％

52.8

27.8

　

3.3

18.5

　

6.1

△1.6

　

37

-

　

％
53.2

増減額構成比

　

対前年度

　　　　　　

増減率

　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　　

％

　　

％
50.8

　

85.6

　　

％

　　

％
15.5

　

15.1

25.6

　

41.5 a58. 1　26.3△15.6

　

2.8

　

6.3

　

5.8

　

36.6

　

20､4

19.8

　

10.2△16.4･

　

8.4

　

△6.3

　

3.0

　

25.0△47.5 135.3△56.4

　

0.0△ｎ.8

　

23.1

　　

－

　　

－

21.0

　

21.2

　

19.5

　

49.4

　

14.9

　

23.5

10.0

　

10.0

　

9.9

　

22.2

　

16.2

　

22.2

　

3,001

　

11.0

　

11.2

　

9.6

　

27.2

31,390 100.0 100.0 100.0 100.0

13.8

　

24.7

16.3

　

8.9

２

　

地方財政の財貨サービス購入額

　

昭和38年度の普通会計における地方の財貨サービス購入額は１兆9,776億

円（地方公共団体の歳出純計額（３兆3,088億円）から地方公共団体が最終需

要者として購入しない経費（国と地方との決算重複額および地方決算の扶助
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額》で、前年度（１兆7,334 ft円）と比べると、2,442億円、14.1%増加して

いる。

　

普通会計における財貨サービス購入額はつぎのとおりであり、経常支出の倅

びが増加し、資本形成の伸びが低下している。

区 分

　　

38年度

　

37年度

　

増減額

出
成
計

支
形

常
本

経
資
合

　　

億円

11,994

　

7,782

19,776

　　

億円
10,012

　

7,322

17､334

構成比

38

　　

37

増減額構成比

　

38

　　

37

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
1,982

　

60.6

　

57.8

　

81.2

　

42.1

　　

460

　

39.4

　

42 2　18.8　57.9

2,442工00.0 100.0 100.0 100.0

　　

％

19.8

　

6.3

14.1

　　

％

15.4

33.4

22.3

　

普通会計のほか、事業会計および収益会計を加えた地方財政全休の財貨サー

ビス購入額は２兆2,350億円（前年度１兆9,241億円）で、前年度と比べると

3,109億円、16.2％増加しており、事業会計の伸びが著しい。

　

また、地方財政全体でも、経常支出の伸びが増加し、資本形成の伸びが低下

している。

区 分

　　

38年度

　

37年度

　

増減額

計
計
計
計
出
成

会
会
会

　

支
形
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業
益

　

常
本

　
　
　
　

経
資

普
事
収
合

　　　

億円

19, 776

　

2,270

　　　

304

22, 350

12,298

10,052

　　

億円
17,334

　

1,661

　　

246

19,241

10,258

　

8,983

構成比

38

　

37

増減額構成比

　

38

　

37

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
2,442

　

88.5

　

90.1

　

78.5

　

90.7

　

609

　

10.1

　

8.6

　

19.6

　

9.1

　　

58

　

1.4

　

1.3

　

1.9

　

0.2

3,109 100.0 100.0 100.0 100.0

2,040

　

55.0

　

53.3

　

65.6

　

38.4

1,069

　

45.0

　

46.7

　

34.4

　

6t.6

　　

％

14.1

36.7

23.6

16.2

19.9

14.4

　　

％

22.3

23.5

　

3.7

22.2

15.0

31.5

　

昭和38年度の国民総支出（22兆4,538億円）中に占める地方財政財貨サー

ビス購入額（２兆2,350億円）の割合は10.0％（前年度10.0％）で，国の財

貨サービス購入額の割合はｎ.0％（前年度ｎ.2％）である。

　

なお，事業および収益会計を除いた普通会計の財貨サービス購入額（1兆，

9,776億円）の国民総支出に占める割合は8.8％（前年度9.0％）であり，前
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年度より0.2％低下している。

　

国民総支出の増加額中に占める地方財政財貨サービス購入額の増加額の割合

は9.9％（前年度22.2%)で、前年度より大きく下回った。

　

これに国の財貨サービス購入額の増加額を加えた政府の財貨サービス購入額

の増加は6,110億円となり、国民総支出の増加額に占める割合は19.5% (前年

度49.4%)となっている。
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第二 昭和39年度の地方財政の状況

昭和39年度の地方財政計画

（一）昭和39年度地方財政計画の策定方針

　

昭和39年度の国の予算編成に当っては、「昭和39年度の経済見通しと経済

運営の基本的態度」にのっとり、IMF 8条国移行、ＯＥＣＤ加盟後における

わが国の国際的立場にかんがみ、金融面での諸施策ともあいまって、国際収支

の改善と物価の安定を図ることを目途としつつ、

　

（１）いやしくも財政が景気に対して刺激的要因となることを避けるため、

健全均衡財政の方針を堅持するとともに、経費および資金の効率的・重点的配

分に努め、

　

（２）将来にわたる国力発展の基盤を充実し、国民負担の軽減を図るため、

画期的な大幅減税を行なうとともに、経済各部門の均衝ある発展に資するた

め、農林漁業および中小企業の近代化、社会保障の充実、社会資本の整備等重

要施策を着実に推進し、

もって、わが国経済の安定的成長と質的強化に資することを財政運営の基本と

された。

　

このような国の財政運営に関する基本方針を背景として、昭和39年度の地

方財政計画の策定に当っては、つぎのような基本方針をとっだ。

　

（１）産業経済の発展に即応し、国民生活水準の向上を期するため、道路、

港湾等の産業基盤施設、下水道等の環境衛生施設および住宅等の整備を促進す

るため、補助事業および単独事業を通じて公共投資の充実を図ること。

　

（２）地方独立財源を充実しつつ地方税負担の合理化を図るため、

　　

（ア）昭和39年度および昭和40年度の２年度聞において、市町村民税の

　

課税方式を本文方式に統一するとともに、現行の準拠税率を標準税率に改め

　

ること。
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てんするため、たばこ専売益金の委譲により市町村たばこ消費税の税率を

　

1.6％引き上げること。

　

（３）地域格差の是正を促進するため、地方交付税制度を改正して引き続き

財政力の貧弱な地方団体の財源の充実を図るとともに、辺地における公共的施

設の総合的な整備を促進すため、地方債の増額を図ること。

（二）地方行財政制度の改正

　

このような策定方針に基づいて地方税法、地方財政法、地方交付税法等の一

部が改正されたが、その概要はっぎのとおりである。

　

（１）地方税法の改正

　　

（ア）市町村民税所得割について、低所得者の負担の軽減と市町村聞の不

　

均衡是正のため、昭和39年度においては、本文方式のほかに、ただし書方

　

式を本文方式に近づけるための経過的方式として扶養親族についての税額控

　

除が所得控除に改められ、専従者の税額控除について最低限の金額を法定す

　

ること(153億円の減収）とし、昭和40年度分以後においては、ただし書方

　

式を廃止して本文方式に統一するとともに、現行の準拠税率制度を標準税率

　

制度に改め、市町村は標準税率の1.5倍をこえて市町村民税所得割を課する

　

ことができないものとされたこと。

　　

（イ）個人事業税の事業主控除額を２万円引き上げて22万円とし（13億

　

円の減収）、法人事業税の軽減税率の適用範囲が拡大されたこと（30億円の

　

減収）。

　　

（ウ）不動産取得税については新築住宅にかかる基礎控除を150万円（現

　

行100万円）に引き上げる等新築住宅の促進を図る見地から軽減措置が拡充

　

されたこと。

　　

（エ）固定資産税については新固定資産評価制度の実施に伴い、昭和39

　

年度から昭和41年度までの各年度分の固定資産税に限り、農地は昭和38年

　

度分の課税標準額、農地以外の土地はその1.2倍の額によって算定した税額

　

以上にならないよう税負担の調整を行なうとともに、新築住宅に対する一定
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期間の軽減措置が定められたこと。

　　

（オ）電気ガス税の税率を1％引き下げて7％とし（66億円の減収）、こ

　

れに伴い、市町村たばこ消費税の税率を1.6％引き上げ15％とされたこと

　

（66億円の増収）。

　　

（カ）軽油引取税について、道路整備計画の改定に伴い、税率を20％引

　

き上げて１キロリットルにつき１万５千円とされたこと（87億円の増収）。

　　

その他、オリンピックの開催に伴い、外客に対する料理飲食等消費税を一

　

定期間に限り非課税とされたこと（10億円の減収）。

　

……（地方税法改正による地方税の減収額は361億円、国税の改正に伴う減

収額130億円、以上減収額合計491億円、増収額153億円、差引338億円の減

収）

　

（２）地方財政法の改正

　

市町村民税所得割における課税方式の統一および標準税率制度の設定に伴う

減収（平年度減収296億円）を補てんするため、昭和39年度および40年度に

おいてそれぞれの減収額として政令で定める方法によって算定した額の地方債

を起こすことができることとし、更にこの後４年間にわたり当該減収額を順次

２割ずってい減した額の地方債を起こすことができることとされたこと。

　

（３）市町村民税減税補てん債償還費に係る財政上の特別措置法の制定

　

地方税法の改正による市町村民税の減収額を補てんするため市町村が起こし

た地方債の元利償還に要する経費のうち、３分の２に相当する額については国

が元利補給金を交付し、３分の１に相当する額については地方交付税の算定に

用いる基準財政需要額に算入するものとされたこと。

　

（４）地方交付税法の改正

　　

（ア）･公共施設等の整備を引き続いて促進するため道路、河川、港湾、環

　

境衛生施設等の整備に要する投資的経費を増額するとともに、新たに住宅関

　

係経費を基準財政需要額に算入するものとされたこと。

　　

（イ）基準財政需要額の算定内容の充実ともあわせ、市町村相互間の財源

　

の均衡化を一層推進するため、市町村分の基準税率を100分の75（改正前

　

100分の70）に引き上げるものとされたこと。
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（ウ）前年度に引き続き財政力の貧弱な市町村の財政基盤を充実し、地域

　

格差の是正を図るため、補正方法を改善するものとされたこと。

　　

（エ）その他給与改定の平年度化、生活保護基準の引上げ等に伴う関係費

　

目の単位費用の引上げを図るものとされたこと。

　

（５）地方自治法の改正

　

都と特別区の間において、その事務および税源の合理的な配分を図るととも

に、都と特別区および特別区相互間の連絡調整を促進し、あわせて特別区の議

会議員の定数について定限に関する規定を整備し、昭和40年４月１日から施

行するものとされたこと。

　

（６）自治省設置法の改正

　

地方公営企業制度に関する重要事項を調査審議する地方公営企業制度調査会

を、昭和41年３月31日まで設置することとし、住居表示審議会は廃止するも

のとされたこと。

　

（７）地方公務員共済組合法の改正

　

地方関係団体の職員について、年金制度を新設するとともに、地方公務員の

退職年金についても、外国特殊機関の職員の在職期間を通算するものとされた

こと。

　

（８）消防組織法の改正

　

非常勤消防団員が退職した場合、市町村は条例で定めるところにより退職報

償金を支給しなければならないものとされたこと。

　

このほ力ヽ、地方財政に関連する行財政制度の主な改正は、つぎのとおりであ

る。

　

（１）文

　

教

　

関

　

係

　　

（ア）義務教育諸学校施設費国庫負担法の改正

　　

国庫負担の対象に特別教室の不足の解消を含め、公立小学校における屋内

　

運動場の新・増築に要する経費については３分の１、学校統合に伴うものは

　

２分の１の国庫負担を新たに行なうこととし、校舎の工事費の算定方法を児

　

童、生徒の数を基準とする方法から学級数を基準とする方法に改めるものと

　

されたこと。
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（イ）公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律

　

および市町村立学校職員給与負担法の改正

　

小・中学校の学級編成基準を１学級あたり50人を45人とし、教職員定数

の標準を改め、その総数を政令で定めた数を標準として定めるものとされた

こと。

　

（ウ）義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律の制定

　

義務教育諸学校の教科用図書を無償給付することとし、これに伴う必要な

規定を設けるものとされたこと。

（２）厚

　

生

　

関

　

係

　

（ア）国民年金法および児童扶養手当法の改正

　

障害年金等および児童扶養手当の支給の対象となる範囲を、結核、精神病

などの内科的疾患に基づく障害者にまで拡大するとともに、支給制限を緩和

するものとされたこと。

　

（イ）母子福祉法の制定

　

国および地方団体は、母子家庭の福祉を増進する責務を有することが明ら

かにされ、都道府県に母子相談員を置くとともに、都道府県は母子家庭に資

金の貸付けを行なうことができ、貸付原資の３分の２は国が無利子で都道府

県に貸しつけるものとされたこと。

　

なお、この法律の制定に伴レ「母子福祉資金の貸付等に関する法律」は廃

止｀された。

　

（ウ）重度精神薄弱児扶養手当法の制定

　

重度精神薄弱児の養育者に対して月1,000円の手当を支給するとともに、

受給資格の認定、その他手当支給に関する事務については都道府県知事また

は市町村長に委任し、手当の支給に要する費用および手当の支給に関する事

務の処理に要する費用は、国が負担するものとされたこと。

　

（エ）保健所において執行される事業等に伴う経理事務の合理化に関する

　

特別措置法の制定

　

保健所において執行される事務に対する各補助金、負担金を一括して交付

するとともに、補助、負担率も各種の補助負担率を加重平均した率一本にす
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るための特例を定めるものとされたこと。

（３）農

　

林

　

関

　

係

　

（ア）農業改良資金助成法の改正

　

無利子資金である農業改良資金の種類として、農家生活改善資金および農

業後継者育成資金を加えることとし、また、農業改良資金の償還期間の最高

を５年（改正前３年）に引き上げるものとされたこと。

　

（イ）漁業災害補償法の制定

　

都道府県の区域により漁業共済組合を設け、漁業共済事業（漁獲、養殖、

漁具の共済）を行なうこととし、共済金または再共済金の支払を円滑にする

ため、国が２億５千万円、都道府県および共済団体が２億５千万円ずつ出資

して漁業共済基金を設置するとともに、国は漁業共済団体の事務費および小

規模漁業者の純共済掛金等の一部を補助するものとされたこと。

　

（ウ）林業基本法の制定

　

国の林業に関する政策の目的を明らかにし、その目標達成上必要な林業構

造改善等の国の施策を列挙するとともに、地方公共団体は国の施策に準じて

施策を講ずるよう努めることとし、また政府は国の施策を実施するために法

制上、財政上および金融上の措置を講ずるものとされたこと。

　

（エ）土地改良法の改正

　

土地改良事業に、草地の改良、開発および保全に関する事業を加えるほ

か、国は土地改良長期計画を樹立するものとし、また土地改良事業の施行お

よび国・県営事業に要する費用の負担方式にっトて、改正が行なわれたこ

と。

･（４）通

　

産

　

関

　

係

　

（ア）金属鉱物探鉱融資事業団法の改正

　

事業団の業務に地質構造調査を加え、これに要する費用は、国の補助金、

都道府県および鉱業権者の負担金（負担割合は国６割、都道府県２割、鉱業

権者２割）をもって充てるものとされたこと。

　

（イ）中小企業近代化資金助成法の改正

　

中小企業高度化資金の貸付対象として商店街の近代化に要する資金を追加
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するものとされたこと。

(５)建

　

設

　

関

　

係

　

(ア)道路整備緊急措置法等の改正

　

建設大臣は、新たに昭和39年度を初年度とする道路整備５ヵ年計画を作

成しなければならないものとし、昭和39年以降５ヵ年間における地方公共

団体に対する道路の改築で土地区画整理事業に係るものに関する国の負担金

の割合または補助金の率については土地区画整理法の規定にかかわらず３分

の２以内とすること。そのほか、昭和39年度以降の毎５ヵ年を各一期とし

て、積雪寒冷地域道路交通確保５ヵ年計画を作成するものとされたこと。

　

(イ)奥地等産業開発道路整備臨時措置法の制定

　

奥地等における産業の総合的な開発の基盤となるべき奥地等産業開発道路

の整備を促進するため、奥地等産業開発道路の指定、同整備計画の作成およ

びこれが実施に関する国の特別の4J成措置ヽ関係行政機関の長および関係地

方公共団体の協力等所要の規定を設けるものとされたこと。

　

(ウ)河川法の制定

　

河川を水系別に一級河川および二級河川とし、一級河川は建設大臣、二級

河川は都道府県知事がそれぞれ管理し、管理に要する費用については、原則

として、一級河川は国、二級河川は都道府県が負担することとし、建設省に

河川審議会を設置するとともに、都道府県に都道府県河川審議会を設置する

ことができるものとされたこと。

　

(エ)河川法施行法の改正

　

昭和45年３月31日までに施行される一級河川の改良工事に要する経費の

国の負担割合を４分の３とすることのほか、新河川法の施行に伴う経過措置

等を定めるものとされたこと。

　

なお、旧河川法は廃止するものとされたこと。

　

(オ)道路法の改正

　

一級国道および二級国道の区別を廃止して一般国道とするとともに、一般

'国道の管理および管理に要する費用の負担は従来の一級国道のとおりとする

｡が、一般国道のうち従来の二級国道については、当分の間、都道府県知事また
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は指定市の長にその新設･改築を行なわせることができるものとされたこと。

　　

（ヵ）土地収用法の改正

　　

海面の埋立て等に伴う漁業権等の収用等を認め、また政令で定める都道府

　

県においては収用委員会に常勤の委員、専任の職員を置くことができるもの

　

とする等、収用対象の範囲、収用手続、収用委員会の機構等の整備を行なう

　

ものとされたこと。

　　

（キ）住宅地造成事業に関する法律の制定

　　

人口の集中に伴う住宅用地の需要の著しい都市等の区域を都道府県の申出

　

に基づき、住宅地造成事業規制区域として指定することができ、その区域内

　

において、政令で定める規模以上の一団の土地について住宅地造成事業を施

　

行する者に対し、国および地方公共団体は、技術上の助言または資金上の援

　

助に努めるものとされたこと。

　

（６）そ

　

の

　

他

　

工業整備特別地域整備促進法の制定

　

①内閣総理大臣は、関係県知事および地方産業開発審議会の意見を聞いて、

鹿島地区、東駿河湾地区、東三河地区、播磨地区、備後地区および周南地区に

係る地域を工業整備特別地域として定めるものとすること。②国および地方公

共団体は、整備基本計画の達成のため必要な施設の整備を促進することに努め

るとともに、これらの経費に充てるために起こす地方債についても特別の配慮

をするものとすること。③地方公共団体が工業整備特別地域内に工場を新増設

する者に対して不動産取得税または固定資産税の減税をしたときは、当該地方

公共団体に交付される地方交付税の算定基礎となる基準財政収入額の算定につ

き、特別の措置を講ずるものとされたこと。

（三）地方財政計画の概要

１

地方財政計画の概要

　

昭和39年度の地方財政計画の規模は３兆1,381億円（前年度２兆6,336億

円）で，前年度と比べると5,045億円, 19.2%増加した。これは国の一般会計
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予算の規模の増加(4,054億円、14.2％）を上回っている。

　

地方財政計画の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

歳

給与関係経費

一般行政費

公

　　

債

　　

費

維持補修費

　　

計

　

画

　

額

　　

計画額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　　

39

　　

38

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％
11,225

　

9,821

　

1,404

　

35.8

　

37.3

　

6,572

　

5,416

　

1,156

　

21.0

　

20.6

1,143

　

1,044

　　

792

　　

634

　

投資的経費

　

11,371 9,143
出

　

不交付団体にお

　

ける平均水準を

　　　

278

　　

278

　

|

こえる必要経費

　

合

　　　　

計

　

31,381 26,336

歳

入 使用料、手数料

雑

　　

収

　　

入

合

　　　　　

計

12,903 10,582

　　

452

　　

358

　

6,351

　

5,503

　

8,594

　

7,224

　

1,304

　　

997

　　

635

　　

605

　

1,142

　

1,067

31,381 26,336

　　

％

　　

％
27.8

　

39.6

対前年度
増減率

　

39

　

38

　

％

　　

％
14.3 16.4

22.9 21.7 21.3 16.2

　　　

99

　

3.6

　

4.0

　

2.0

　

2.6

　

9.5

　

9.5

　　

158

　

2.5

　

2.4

　

3.1

　

1.7 24.9 10.5

2,228

　

36.2

　

34.7

　

44.2

　

34.4 24.4 15.1

　　　

0

　

0.9

　

1.0

　

0.0

　

0.0

　

0.0

　

0.0

5,045 100.0 100.0 100.0 100.0 19.2 15.3

2,321

　

41.1

　

40.2

　

46.0

　

36.5 21.9 13.7

　　　

94

　

1.5

　

1.4

　

1.9

　

1.3 26.3 14.7

　　

848

　

20.2

　

20.9

　

16.8

　

26.5 15.4 20.1

1,370

　

27.4

　

27.4

　

27.1

　

29.8 19.0 16.8

　　

307

　

4.2

　

3.8

　

6.1

　

3.4 30,8 13.4

　　　

30

　

2.0

　

2.3

　

0.6

　

1.6

　

5.0 10.1

　　　

75

　

3.6

　

4.0

　

1.5

　

0.9

　

7.0

　

3.1

5,045 100.0 100.0 100.0 100.0 19.2 15.3

（注）上の表に掲げる計画額のほかに計画策定後において、①昭和38年度におい

　　

ては、給与改定等給与関係経費475億円、災害復旧事業費384億円、その他国

　　

の補正予算に伴うもの179億円、合計1,038億円の計画額増加要因があり、こ

　　

れが財源は地方交付税308億円、国庫支出金500億円、地方債98億円および

　　

地方税132億円で措置された。②昭和39年度においては給与改定等給与関係

　　

経費739億円、災害復旧事業費289億円その他国の補正予算に伴うものおよ

　　

び既定経費の節減額の差引額△265億円、合計763億円の計画額増加要因が

　　

あり、これが財源は地方交付税309億円、国庫支出金220億円、地方債120億

　　

円および地方税等114億円で措置された。

　

なお、この地方財政計画策定後において、給与改定、災害復旧をはじめ、昭

和39年度国庫予算の補正に伴い地方財政に対してつぎのような措置が講ぜら

れた。

　

（１）給与改定等

　

昭和39年度においては昭和39年８月12日人事院勧告（俸給表の7.9％引
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上げ、期末手当および勤勉手当のそれぞれ0.1月分の増額、宿日直手当の引上

げ、通勤手当の増額等）に基づいて、地方公務員についても９月１日から給与

改定が行なわれることとなったほか、寒冷地手当の改定、共済負担率の改定お

よび管理職手当等の改定が行なわれることとなった。これらのための財源所要

額は739億円（うち、国庫支出金139億円、一般財源600億円）と見込まれた

が、国庫における財源難もあって地方の一般財源については補正予算による地

方交付税の増加(159億円）のほか、国の経費節減に準じて既定経費の節減

(181億円）、税収入の増加（nO億円）によるほか不足額150億円については

交付税及び譲与税配付金特別会計において借入れを行なうことにより措置され

た。なお、この借入金は、昭和40年度以降５年間に返済することとし、その

利子は国において負担することとされた。

　

（２）現年発生災害

　

昭和39年に発生した災害のうち、主なものはっぎの表に掲げるとおりであ

るが、これらの災害についてはそれぞれ激甚災害の指定が行なわれ、当該災害

について同表に掲げる措置が適用されることとなった。

　

災

　　　

害

　　　

名

　

｜

　

地

　　　　

域

　

｜

　　　

適

　　　

用

　　　

措

　　　

置

　

４月および５月の降霜

　

宮城､山形､福島、天災による被害農林漁業者等に対する資

　

および低温による災害

　

群馬、山梨､長野、金の融通に関する暫定措置法（以下「天

　　　　　　　　　　

岐阜、滋賀、京都

　

災融資法」という。）による特例措置。

　　　　　　　　　　

および奈良の各県

　

６月の新潟地震による

　

新潟県

　　　　　　

天災融資法による特例措置のほか、公共

　

災害

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

土木施設災害復旧および農地等の災害復

　　　　　

自尚1TI゛゛宍恋恋1

一一一¬-

　

4月から５月上旬まで

　

愛媛､高知､佐賀、

　

天災融資法による特例措置。

　

の長雨および高温によ

1

長崎､熊本、崎お

　

る災害

　　　　　　　　

よび鹿児島の各県

１

　

７月２日から同月19日

　

石川県および島根

　

天災融資法による特例措置のほか、公共

　

までの豪雨による災害

|

県（天災融資法の

　

土木施設災害復旧および農地等災害復旧

　　　　　　　　　　

み適用）

　　　　

|

の補助の特例措置等。

　

７月から10月までの期

　

北海道および青森

　

天災融資法による特例措置。

　

間内における長期にわ

　

県

　

たる低温および降霜に

　

よる災害

-
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台風20号による災害

　　

兵庫、和歌山、岡

　

天災融資法による特例措置のほか、開拓

　　　　　　　　　　　

山、徳島、愛媛、

　

者施設の災害復旧の補助措置および罹災

　　　　　　　　　　　

|

高知､大分、宮崎お

　

者公営住宅建設の補助の特例措置。

　　　　　　　　　　　　

よび鹿児島の各県

８月下旬から10月上旬

　

宮城県および福島

　

天災融資法による特例措置。

までの長雨による災害

|

県

　　　　　　　

１

　

現年発生の公共災害の被害査定見込額は1,391億円（昭和40年１月現在）で

あるが、現年発生災害に伴う昭和39年度災害復旧事業費は289億円（公共災

害223億円、単独災害66億円）であり、地方負担の増加等に対して地方債を120

億円追加したほか、特別交付税の配分措置等によって災害復旧事業の施行に支

障を生じないよう措置された。

　

（３）その他医療費の緊急是正（昭和40年１月１日から9.5％引上げ）

　

に

伴う生活保護費等の増加17億円（財源、国庫支出金14億円、地方交付税等３

億円）および消費者米価改定（昭和40年１月１日から）に伴う生活保護基準

等の引上げによる増加４億円（国庫支出金３億円、地方税等１億円）の国の補

正予算に伴う計画額増加要因かおる。

　

２

　

地方税の収入見込

　

丿

　

昭和39年度の地方税の収入見込額は１兆2,903億円（前年度１兆582億円）

で、前年度と比べると2,321億円、21.9%増加した。

　

昭和39年度においては、住民負担の軽減合理化を図るため、昭和39年度お

よび昭和40年度の２年度聞において市町村民税の課税方式の本文方式への統

一および現行の準拠税率を標準税率に改めるための経過的措置として課税方式

の改正が行なわれたほか、固定資産税における評価制度の改正に伴う負担の調

整、電気ガス税の税率の引下げを行なうとともに市町村たばこ消費税の税率の

引上げ等が行なわれたのであるが、地方税の収入見込の状況はつぎのとおりで

ある。
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区

　　　　　

分

昭和38年度当初収入見込額(Ａ)

自

　　

然

　

増

　

収

　

額(Ｂ)

　　　　　

(Ｂ)/(Ａ)×100(％)

　

(前

　　　　

年

　　　　

度)

税制改正による増減額(Ｃ)

昭和39年度収入見込額

　　　

(Ａ)十(Ｂ)十(Ｃ)(Ｄ)

増

　　

減

　　

額

　

(Ｄ)－(Ａ)

道府県税
-

　　

億円

　

5,240

　

1,571

　　

30.0

　

(13. 8)

　

a 106

　

6,705

　

1,465

市町村税
-

　　

億円
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856

昭和39年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである。
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23.4

　

9.5
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8.0

　

6.3

　

25.6

　

23.3
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17.4

100.0
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13.9

17.4

　

4.5

17.4

13.9

n.8

26.0

12.9

13.8
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３

　

地方譲与税の収入見込

　

昭和39年度の地方譲与税の収入見込額は452億円（前年度358億円）で、前

年度と比べると94億円、26.4%増加した。

　

地方譲与税の内訳は、つぎのとおりである。

区

地

特

合

方

別

分

道

と

路

ん

譲

譲

与

与

収入見込額

39年度

　　

38年度

税

税

計

円
３
ｑ
‘
２

　

２
２
５

億
４

　
　

４

増減額

円
５
３
０
０

　

４
１
５

億
３

　
　

３

円
８
６
４

億
７
１
９

対前年度増減率

　

39

-

　

％
22.9

115.8

26.4

　

38
-

　

％
15.0

8.3

14.7

　

４

　

地方交付税の積算基礎

　

昭和39年度の地方交付税は6,351億円（前年度5,503億円）で、前年度と比

べると848億円、15.4%増加した。

　

昭和39年度の地方交付税の積算基礎は、つぎのとおりである。

　　

区

　　　　　　　　　

分

国

　　

税

　　

三
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地

　　

方

　

交

　

付

　

税(Ｂ)

　　

(Ａ)×28.9%

　

{
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。

　

。

臨時地方特別交付金精算分(Ｃ)

前年度からの繰越分(Ｄ)

合

　　　

計(Ｂ)十(Ｃ)十(Ｄ)

　　

普

　　

通

　　

交

　　

付

　　

税

　

{

特

　　

別

　　

交

　　

付

　　

税

(注)昭和38年度の地方交付税の最終額は、

５地方債計画
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5,812億円である。

増減額

　　

億円
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△

　

昭和39年度の地方債計画の総額は3,984億円（前年度3,150億円）で、前年

度と比べると834億円、26.5^増加した。
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区 分

一般会計債

準公営企業債

公営企業債
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合
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計
訳
金
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内
資
資

計

　

画

　

額
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増減額

億円
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323
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346

計画額構成比
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％

　　

％
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23.3

　

24.1
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増減額構成比
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％

　　　

％
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42.1

　

38.7
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6.3
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100.0
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41.5

　

63.7
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増Ｖ
39
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５

　

3
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29.4

度
率
3
8

　　

％

11.1

63.6

31.2

14.3

28.6

14.3
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（注）１

　

昭和38年度の地方債の最終計画額は3,248億円である。

　　　　

２

　

昭和38年度および昭和39年度の計画額には、それぞれ外貨債162億円

　　　　　

が含まれている。

　

一般会計分の地方債計画はつぎのとおりであるが、地方債計画のうち、地方

財政計画の歳入に掲げられるものは、一般会計債の1,218億円（前年度930億

円）、地域開発事業債の一部７億円（前年度７億円）および特別地方債の一部

79億円（前年度60億円）の合計1,304億円（前年度997億円）で、前年度と

比べると307億円、30.8％増加した。とくに一般会計債のうちに市町村民税の

減税に伴う減収を補てんするために必要な措置として臨時減税補てん債の枠が

設けられた。
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６

　

歳出の増減状況

　

昭和39年度の地方財政計画の規模は、前年度と比べると5,045億円増加し

たが、歳出の主なものの増減状況は、つぎのとおりである。
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増減事由欄の（

　

）は，一般財源等の増減額を示す。

－137

由

851

355

133

　

46

　

億円

(699)

(288)

(n5)

(42)

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ヽ
ヽ
ノ

0
1
0
6
5
1

5
1
1
ｒ
、
２
２

ぐ
ぐ
ぐ

　

ぐ
１

　
　
　
　
　
　
　
　

ぐ

6
7
7
0
0
1

4
4
4
3
5
6

　

917 (414)

　　

70（18）

　　

6

　

（1）

1,134(1,134)

　　

16 (16)



　

二

　

昭和39年度地方財政運営の概況

　

（一）一般の状況

　

昭和39年度は景気調整策の影響等により税収の伸長が期待できない反面、

前年度の給与改定の平年度化、定期昇給等による人件費の増加等義務的経費の

増こうが多額にのぼるのに加えて、先に述べたように年度途中において人事院

勧告に基づく給与改定が新たに実施されるとともに新潟地震等の現年災害等財

政需要の著しい増加が見込まれており、このため地方公共団体は財政の健全性

を保持しつつ地方行政水準の確保向上のため最大の努力を払いつつある。

　

（二）予

　

算

　

規

　

模

　

昭和39年９月末現在における地方公共団体の普通会計予算総額（都道府県、

市町村（特別区、一部事務組合を含む。）の普通会計予算単純合計額）は３兆

9,918億円（前年同期３兆3,718億円）で、前年同期と比べると6,200億円、

18.4％の増加である。

　

これを都道府県および市町村に分けると、つぎのとおりである。
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毎年度の９月末現計予算額の推移は、第29図のとおりである。
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（三）歳

１

第29図

　

現計予算額の推移

その１
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入

歳

　

入

　

予

　

算

　

歳入予算の内訳はっぎのとおりで、前年度の９月末現計予算と比べると、増

減率においては地方税、地方交付税、使用料、手数料および繰入金は前年度を

下回り、その他はいずれも前年度を上回っており、歳入総額においては前年度
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区 分
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税
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額

　

予算額構成比増減額構成比
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9,419

　

8,008

　

1,411

　

1,023

　　

894

　　

129

　　　

422

　　

558

　

△136

　　　

944

　　

913

　　

31

　

2,685

　

1,975

　　

710

　

5,57工

　

4,427

　

1,144

39,918 33,7工8　6,200

　　

％

33.2

　

1.1

15.4

49.7

23.6

　

2.6

　

1.0

　

2.4

　　

％

　　　

％
33.5

　

31.7

　

1.0

15.7

50.2

23.7

　

2.6

　

1.7

2.7

　　

6.7

　

5.9

　

14.0

　

13.2

100.0 100.0

　

1.3

14.0

47.0

22.8

　

2.1

△2.2

対
増Ｖ

39

度
率
3
8

　　

％

　　

％

　　

％
39.6

　

17.4

　

17.6

　

0.9

　

22.6

　

11.7

22.0

　

16.4

　

21.5

62.5

　

17.2

　

18.6

20.6

　

17.6

　

12.3

　

2.8

　

14.4

　

15.4

　

0.7△24.4

　

5.4

　　

0.5

　

△4.1

　

34.0 Alfi.O

　

11.4

　

4.4

　

36.0

　

10.6

　

18.4

　

13.1

　

25.8

　

14.4

100.0 100.0　18.4　14.4

　

２

　

地方税の収入見込

　

０）道

　

府

　

県

　

税

　

昭和39年度の道府県税の収入見込額は6,705億円（前年度対比28.0％増加）

であるが、12月末現在の徴収状況はっぎのとおりで、収入済額について前年同

期と比べると664億円、15.4％増加している。

区

　

同

　

年
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ぐ

調

　
　

収

(対前年同

分
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期比増減率％）
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期比増減率％）

　　　　　

(Ｂ)/(Ａ)×100

財政計画(国当初予算)収入見込額
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74.2
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年
末
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3
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抑
一

円
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億
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14.3

　　　

－
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70.8

　

税

38
12月

年
末

億円

18,289

　

15.0

23,411

　

78.1

道府県税のうち法人関係分（道府県民税法人分および事業税法人分）の徴収
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状況はつぎのとおりで、収入済額において229億円、9.5％増加している。

区 分
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（対前年同期比増減率％）

収

　　　　

入

　　　　

済

　　　　

額（Ｂ）

　

（対前年同期比増減率％）

　　　　　

(Ｂ)/(Ａ)×100

財政計画(国当初予算)収入見込額

　　　　　

(Ｂ)/(Ｃ)×100

(％)

(Ｃ)

道府県税法人関係分

　

39

　

年

　

38

　

年

　

12月末

　

12月末

　　

億円

3,122

　

10.5

2,648

　　

9.5

　

84.8

3,553

　

74.5

　　

億円

2,826

　

10.0

2,419

　

12.6

　

85.6

2,718

　

89.0

　

法

　

人

　

税

39

　

年

　

38

　

年

12月末

　

12月末

　　

億円

　　

億円

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　　　

－

7,259

　

6,518

　

11.4

　　

10.2

10,150

　

71.5

7,605

　

85.7

　

（２）市
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昭和39年度の市町村税の収入見込額は、6,198億円（前年度対比16.0％増

加）であるが、９月末現在の徴収状況はつぎのとおりで、前年同期と比べると

調定額において747億円、13.9％、収入済額において401億円、14.6％増加し

ている。
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地方交付税の交付状況
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国の当初予算における昭和39年度の地方交付税の総額は6,351億円で、こ

のうち普通交付税は5,970億円(94.0％)、特別交付税は381億円(6.0％)であ

り、普通交付税の算定に当っては、前年度に引き続き公共施設の整備を促進す
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るため投資的経費の増額を図り、住宅関係経費を基準財政需要額に算入すると

ともに、市町村相互間の財源の均衡化を前進させ、あわせて基準財政需要額の

算定内容の充実を図るため市町村分の基準税率を75％に引き上げ、また財政

力の貧弱な市町村の財政基盤を充実し、地域格差是正のため補正方法の改善を

行なったほか、給与改定、生活保護基準の引上げなどに伴う関係費目の単位費

用の増額が図られた。

　

その後人事院勧告に基づく給与改定等の財源措置として309億円（うち150

億円は交付税及び譲与税配付金特別会計において借り入れることとされた。）の

国の補正予算が組まれ、昭和39年度中に交付される地方交付税の総額は6,660

億円（うち普通交付税6,270億円、特別交付税390億円）と見込まれる。普通

交付税の再算定後の配分結果は、つぎのとおりである。
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地方債の許可状況
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16,490

　

12,398

　

10,575

　

6,042

　　

442

　

(172)

　

6,356

(3,273)

　

6,270

　

昭和39年度の地方債は当初計画では一般会計債1,218億円、準公営企業匯

930億円、公営企業債1,584億円、特別地方債252億円、合計3,984億円（う

ち、普通会計分1,304億円）であった。

　

その後一般補助事業のために７億円、災害復旧事業のために133億円の修正

計画が組まれ、総額4,124億円となった。昭和40年１月末現在の地方債の許

可状況は、つぎのとおりである。
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なお、地方自治法の改正により、昭和39年度の予算から款の区分が改めら

れたので、昭和39年度の目的別歳出予算を改正前の区分におきかえて、前年

度の９月末現計予算と比べると、つぎのとおりである。
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の改正、地方財政計画等に伴う必要経費の予算措置が９月末現在における年度
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区 分

費
費
費

　
　

修

件
件
補

　
　

持

人
物
維

扶助費、補助費等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

公
積
出
貸
繰

債
立
資
付
出

費
金
金
金
金

前年度繰上充用金
予

　　

㈲

　　

費

合

　　

予

　　

算

　　

額

39年度38年度増減額

　　

億円

　　

億円
13,256 11,381

　

2,762

　

2,448

　　

631

　　

593

　

4,001

　

3,295

13,096 10,659

　

1,409

　

1,268

　　

618

　　

608

1,423

　

1

　

155

　

n4

1,569

　

1

　

649

　

167

　　

68

309

132

　

80

4
2
8
1

0
5
2
6

2
5
1

計39,918 33,718

昌

3
1
4
3
8
7
0
6

2,437
1
0
4
3
4
5
7
9
7
0

4
1
1
2
3
6
9
3

　

0

1

　

1

　
　

3

　
　
　
　

2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

″
り

-

％
2
9
6
0
8
5
6
6
4
3
9
6
4
2
0

　
　

I

　

■

　

一

　

一

　

一

　

一

　

争

　

Ｉ

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

－

　

I

　

3
6
1
0
2
3
1
3
0
0
3
1
0
0
0

　

3

　
　

1
3

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

144

％
2
1
6
4
3
3
2
8
4
5

　
　

一

　

Ｉ

　

一

　

Ｉ

　

Ｓ

　

欄

　

ａ

　

一

　

暉

　

一

　

〇
5
0
1
9
2
0
1
0
0

　

C
O

.
-
ＨＣ
Ｏ

％
7
3
7
8
6
8
8
9
4
2

　
　

一

　

一

　

一

　

一

　

を

　

一

　

一

　

幽

　

－

　

一

　

3
7
1
9
1
3
1
3
0
0

　

C
O

Ｃ
Ｏ

　

3.6

　

1.6

　

0.4

　

0.2

100.0

　

5.9

　

1.6

　

0.6

　

0.1

100.0

％
3
4
6
2
9
3
0
6

　
　

一

　

Ｉ

　

一

　

一

　

－

　

一

　

I

　

I

　

7
5
1
6
4
8
1
4

　

4

　
　

1
2
△

a 0.

△1.

　

5.

２
０
１

　

2.3

　

0.9

　

0.2

100.0

度
率
3
8

膠

％
5
8
4
4
9
1
6
7
4
5

　
　

一

　

一

　

一

　

Ｉ

　

暉

　

一

　

Ｉ

　

一

　

一

　

一

　

6
2
6
1
2
1
1
只
1
　
t
-
２

　

１
１

　

２
２
１

　
　

１
４

30.3
17.6
30.5
n.5

18.4

％
5
4
6
3
0
7
7
6
0

　
　

一

　

Ｓ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

響

　

一

　

響

　

欄

　

I

　
　

1
0
2
6
1
1
7
7
7

　
　

2
1
1
2
1
2

　

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　
　

△

リ心
２

21.8

40.0

19.3

14.4



-

-

- 財政再建団体の状況

（－）財政再建団体の数

　

昭和29年度の赤字団体（34府県、2,247市町村）のうち、財政再建団体とな

ったものは18府県、570市町村であった。その後財政再建の完了および町村合

弁の進行により、再建団体数が減少する反面、昭和30年度以降の赤字団体で

林政再建を行なう準用団体が加わった結果、昭和39年４月１日現在の団体数

および昭和39年度中の再建完了団体等の予定は、つぎのとおりとなった。

再

　　

建

　　

法

　

全部適用団体

　

一部適用団体

　

準用団体

合

　　　　　

計

39年４月
１日現在

39年度中
完了予定

匹

　

一

　

一

　

一

　

一

匹
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ズ
Ｅ
ｍ

匹

　

！
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″
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丿
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3

（ニ）財政再建債等の状況

39年度新規準用申出市町村

体

　

一

　

一
1
7
1
7

団体

一

　

一
２
２

　

（１）昭和39年度中の歳入欠かん補てん債の償還見込額は県分２億円、市町

吋分６億円、合計８億円である。この結果、昭和39年度末の未償還額は県分１

意円、市町村分７億円、合計８億円となり、当初借入額423億円に対し98.2%、

116億円を償還したことになる。

　

また、昭和39年度における財政再建債の利子補給交付金は５千５百万円で

ある。

　

（２）昭和34年度以降の市町村にかかる準用団体に対してその赤字額のっ

なぎ資金として政府資金の融通をつぎのとおり行なっている。

区

　　　

分
-
市

　

町

　

村

　

数

融通額(億円)

34年度

9
0
4
3

35年度

　　

36年度

　　

37年度

　　

38年度

　　　

94

　　　

121

　　　　

116

　　　

100

　　　

39

　　　　

47

　　　　

42

　　　　

36

（注）準用団体の昭和38年度末における赤字額は55億円である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－145－

39年度
-

　

96

　

48

U5.

　　　　

ﾉﾝ

　　　　　

ＡＭク乙1二こ

　　　　

フUJ rMこ　　　　　　40　2

　　　　　　　　　　　　　　　

県

　

市町村

　　　

県

　

市町村

　　　　

１萱現品

　　

申出予定



-

第三 昭和40年度の地方財政計画

昭和40年度地方財政計画の策定方針

　

昭和40年度の国０予算編成に当っては「昭和40年度の経済見通しと経済運

営の基本的態度」にのっとり、通貨価値の維持と国際収支の均衡を確保しつ

つ、わが国経済の長期にわたる安定成長を図ることを主眼とし、社会・経済の

各分野、各地域にわたり均衡のとれた発展を期するため、

　

（１）国民生活の向上とその環境の整備、低生産部門の近代化等経済構造の

是正、地域格差の解消、過密都市対策の促進等社会開発を推進する重要諸施策

を積極的に展開することとし、

　

（２）限られた財源の範囲内で、これらの重要諸施策の着実な推進を図るた

め、

　　

（ア）予算については、健全均衡財政を堅持しつつ、不急経費を極力削減

　

するとともに、新規の経費は特に重要かっ緊急なものに限定すること等によ

　

り、予算の合理化とその規模の圧縮を図り、

　　

（イ）財政投融資については、民間資金の活用をはかりっっ、その重点

　

的、効率的運用に配意する

ことを財政運営の基本とした。

　

このような国の財政運営の基本と同一基調に立脚し、経費の重点化、効率化

をはかることにより、健全均衡財政を堅持しつつ、社会開発を推進し、地方行

政水準の一層の向上をはかることを目途として、つぎの基本方針に基づいて地

方財政計画が策定された。

　

（１）地方税負担の軽減合理化を推進しつつ、地方財政の健全化と地方行政

水準の引上げをはがるため、つぎにより地方財源を充実すること。

　　

（ア）地方交付税率を0.6％引き上げて29.5％とすること。

　　

（イ）前年度に引き続き、住民税負担の軽減を行なうこととし、これによ

　

る減収については、市町村民税臨時減税補てん債により補てんすること。
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（ウ）新たに石油ガス譲与税を創設し、自動車税および軽自動車税の税率

　

を改定するとともに、法人税の税率引下げによる減収を回避するため住民税

　

法人税割の税率について所要の調整を行なうこと。

　

（２）経済の高度成長に伴って生じたひずみを是正し、調和のとれた社会の

発展を期するため、つぎにより社会開発を推進すること。

　　

（ア）地域開発を促進して、地域格差の是正をはかるため、新産業都市の

　

建設等の事業に対する国の財政援助措置を確立すること。

　　

（イ）住宅、上下水道等の生活基盤施設の整備を促進するために必要な地

　

方債を確保すること。

　　

（ウ）過密化した大都市の再開発を促進するため必要な地方債資金の増額

　

をはかること。

　　

（エ）地方交付税制度を改正し、前年度に引き続き財政力の貧弱な地方団

　

体の財源を充実すること。

　　

（オ）その他地方公営企業等の健全化に資するため、地方債の充実等所要

　

の措置を講ずること。

二

　

地方財政計画の概要

　

（－）地方財政計画の概要

　

昭和40年度の地方財政計画の規模は３兆6,121億円（前年度３兆1,381億

円）で、前年度と比べると4,740億円、15.1％の増加である。

　

地方財政計画の内訳は、つぎのとおりである。
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（二）地方税の収入見込

　

昭和40年度の地方税の収入見込額は１兆4,948億円（前年度１兆2,903億

円）で、前年度と比べると2,045億円、15.8％の増加である。

　

昭和40年度においては、前年度に引き続き住民税負担の軽減合理化をはが

るため、市町村民税の課税方式の本文方式への統一および準拠税率を標準税率

に改めること、自動車税および軽自動車税の税率を改定すること、法人税の税

率引下げによる減収を回避するため住民税法人税割の税率について所要の調整

を行なうこと、大規模償却資産に対する市町村の課税限度額の引上げ等の改正

がなされる見込であるが、地方税の収入見込の状況は、つぎのとおりである。

区 分

昭和39年度当初見込額(Ａ)

自

　

然

　

増

　

収

　

額(Ｂ)
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年
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3
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930

昭和40年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである。
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（注）税制改正分のうち、道府県税のその他普通税９億円の減収見込額は固定資産

　　

税（特例分）、市町村税のその他普通税４億円の増収見込額は軽自動車税であ

　　

る。

（三）地方譲与税の収入見込

　

昭和40年度の地方譲与税収入見込額は528億円（前年度452億円）で、前

4£度と比べると76億円、16.8％の増加である。

　

地方譲与税の内訳はつぎのとおりで、石油ガス譲与税が創設され、昭和40

4£度において４億円の収入が見込まれている。
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（四）地方交付税の積算基礎
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昭和40年度の地方交付税は7,132億円（前年度6,351億円）で、前年度と

比べると781億円、12.3％の増加である。

　

昭和40年度の地方交付税の積算基礎はつぎのとおりで、地方交付税率を

0.6％引き上げて29.5％にすることとされている。
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（注）昭和39年度の地方交付税の補正後の額は、6,660億円である。

（五）地方債計画
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昭和40年度の地方債計画の総額は4,849億円（前年度3,984億円）で、前

年度と比べると865億円、21.7％増加し、財政投融資資金計画の総額１兆

6,206億円（前年度１兆3,402億円）の29.9％（前年度29.7％）を占めてい

る。

　

昭和40年度地方債計画の内訳はつぎのとおりであるが、新産業都市建設事
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lおよび工業整備特別地域整備事業を積極的に推進するため、一般会計債のう

ﾂに新たに新産業都市等建設事業債40億円の枠が設けられ、また、昨年度と

に年度において行なわれる住民税負担の軽減合理化のための税制改正による市

r村民税の減収を補てんするための市町村民税臨時減税補てん債262億円が計

1されている。
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昭和40年度の地方債計画において前年度まで一般会計債に含まれていた

　

清掃事業が特別地方債に移されたので、39年度計画額についても清掃事業

　

にかかる額を一般会計債から控除し、特別地方債に加算してある。

２

　

昭和39年度の地方債の昭和40年１月末現在における修正計画額は4,124

　

億円である。

　

このうち、地方財政計画の歳入に掲げられるものは、一般会計債1,398億円

前年度1,128億円）および特別地方債の一部232億円（前年度169億円）の

「計1,630億円（前年度1,304億円）で、前年度と比べると326億円、25.0%

）増加である。
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昭和40年度の地方財政計画の規模は、前年度と比べると4,740億円の増加

であるが、歳出の主なものの増減状況はつぎのとおりである。
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第四

　

昭和38年度の地方公営事業決算の状況

地方公営企業

（一）地方公営企業の概況

１

　

概

　　

要

（１）事業数および経営規模

地方公営企業には、（１）地域住民の生活に直結した水道事業、公共下水道

i:業、交通事業、ガス事業、病院事業等と、（２）産業基盤の育成、産業の振

腿）ための電気事業、工業用水道事業、港湾整備事業等の各種の事業かおり、

これぞれ地域住民の福祉の向上のために活動を続けているが、近年、地方公営

≧業は、都市人口の増大、国民生活水準の向上、生活環境の整備等、四囲の強

ヽ要請を背景に年々めざましい伸展をみせており、昭和38年度の決算におい

:は、地方公営企業の事業数は前年度の5,371から5,561と3.5％（190事業）

）増、決算規模（歳出総額）は前年度の6,180億円から7,333億円へと18.7%

）増、設備投資額（建設改良費）は前年度の2,995億円から3,468億円へと

5.8％の増、職員数では前年度の23万３千人から24万８千人へと6.1％の

9加をみせた。その内訳は、つぎのとおりである。
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こ牡を昭和34年度と比較すると、事業数では4,454事業から5,561事業へ

と毎年おおむね300程度の事業が新たに増加しており、また、決算規模では昭

和34年度に比べて３倍に増大しており、年平均３割乃至４割増となっている。

また、職員数も、昭和34年度末の18万人から38年度末には25万人近くに達

し、４年間で４割以上の増加をみせている。
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(２)地方公営企業の普通会計に対する地位

この結果、地方公営企業が地方公共団体の行政において占める地位は、決算

膜においては、普通会計、純計決算規模(歳出総額)に比べて22.2^に相

iし、前々年度の20.5％、前年度の21.4％に比べて年々その比重が増加し、

犬、職員数についても、普通会計職員(ただし、警察および教育職員を除く。)

･約３割に達している。

(３)事業別の状況

昭和38年度末の地方公営企業数5,561について事業別にみると

(ア)事業数では簡易水道事業1,981 (地方公営企業全体の35.6％)が最も

多く、つづいて上水道事業1,137 (同20. ＼%)、病院事業794 (同14.3％)、

と畜場事業479 (同8.6％)、宅地造成事業248 (同4.5％)、交通事業164 (同

2.9％)となっている。

(イ)経営規模(決算規模)では、水道事業(簡易水道事業を含む。) 1,986

億円(地方公営企業全体の27.1%)､病院事業1,158億円(同15. &%)、交通事

業1,126億円(同15.4%)で、この３事業で全体の６割近くを占めている。

(ウ)職員数では、病院事業91,103人、交通事業73,431人、上水道事業

50,417人で、この３事業で全体の９割近くを占めている。

　

なお、現在のところその占める比重はそれ程大きくなトが、工業用水道事

業、観光施設事業、宅地造成事業が、最近の地域開発、観光開発の動向を背

景に急速な伸展をみせている。事業数においては昭和38年度中に増加した

190事業のうち、約６割までがこれらの事業によって占められ、また、前年

度に対する事業数増加率においても観光施設事業30.5％の増、工業用水道

事業24.5%の増、宅地造成事業21.0％の増というトずれも大きな伸びを

みせ、経営規模においても、前年度に比べ工業用水道事業66.5％の増、宅

地造成事業４７.７％の増と大きな伸長をみせている。昭和35年度に比べる

と、この３年間に事業数ではおおむね２倍から３倍に、経営規模では３倍か

ら７倍となっている。
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第34図事業数でみた地方第35図

　　　　

公営企業の状況

宅地

経営規模でみた地第36図

方公営企業の状況

職員数でみた地方

公営企業の状況

　

（４）公益事業の中で占める地方公営企業の地位

　

昭和38年度において、地方公営企業が、公私営を含めた全休の公益事業･

中で占める地位は、

　

（ア）水道事業（簡易水道事業を含む。）は、事業数3,130のうち、民営Ｊ

　

を除いた3,118が公営

　

（イ）工業用水道事業は全部公営

　

（ウ）電車事業は、乗車人員では全休の27.4%が公営

　

（エ）バス事業は、乗車人員では全体の28.3%が公営

　

（オ）病院事業は、病院数では全休の15.4%、病床数では全休の21.3%;

　

公営

となっている。

　

（５）経理体制の整備

　

昭和38年度において、地方公営企業法を適用し、企業会計方式を採用レ

いる事業数は、前年度の826から936へと13.3%の増加をみせ、総事業部

占める比率においても前年度の15.4%から16.8％へと増大した。 35年度（

法適用企業数402事業に比べると僅か３年間で２倍半に増加したことになり、

公営企業の経理体制が近年急速に整備されてきたものといえる。事業別にか

と昭和38年度はとくに病院事業の増加が著しい。

　

２
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営

　

状

　

況

(1)

(ア)

法適用企業

収益的収支
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このよりな地方公営企業のめざましい拡充発展の反面、その経営状況はさ

らに悪化した。当年度純損失を生じた事業数は昭和38年度において全体の

４割、その純損失額は189億円(前年度119億円)、累積にして376億円に

達し、年間営業収益の17.2%に及ぶにいたった。前年度の累積欠損金250

億円、前々年度130億円に比べて年々120億円前後の赤字が累加されてきて

おり、この結果、総収益対総費用比率(MM卜×100}も前年度の97.7%

からさらに低下して96.0％とたった。その内訳は、次のとおりである。
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（注）（

　　

）内は事業数を示す。なお、この事業数には建設中の事業は含まない。

　

事業別にみると、とくに交通、病院、水道の３事業がいずれも前年度にひ

きっづいて悪く、交通は７割、病院は４割、水道は３割の事業が赤字であ

り、その累積欠損金は交通258億円（年間営業収益の39.1%)、水道65億

円（同8.2％）、病院26億円（同8.2％）であり、前年度に比べていずれも

６割乃至７割の増加を示している。この結果、総収益対総費用比率も、交通

（84.5％）、病院(99.1%)は前年度にひきっづいて100％の線を下廻り、水

道（100.2％）は辛うじて100％の線を維持している状態になっている。そ

の内訳は、次のとおりである。
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（注）（

　　

）内は事業数を示す。ただし、この事業数には建設中の事業は含まない。
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し、35年度に比べその伸び率においても費用の中では支払利息と並んで

87.5%という高い伸びとなっている。
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料金収入に対する職員給与費の割合は、交通事業では昭和38年度は79.8%

（前年度74.8%)に達しており、病院は49.0％（前年度49.7^)、水道は

39.3％（前年度38.4%)となっている。
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料金収入に対する職員給与費の割合の推移
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また、料金収入に対する支払利息の割合は、水道は昭和30年度の12.3％

から、38年度には21,4％に、下水道は30年度の10.5％から38年度に

は57.3％に、地下鉄は昭和30年度の7.6％から38年度には57.3%に

増大している。
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料金収入に対する支払利息の割合の推移
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主要法適用事業の総収益対総費用比率の推移

31 32

　　

33

　　　

34

　　　

35

　　

36

　　

37

　　

38年度

　　　　　　

－166－

　

‘１

　　　

１

　　　　

１

　　　

；

　　　　

１

　　　

１

　　　　

１

　　　

１

　　　

１

　

’

　　

１

　　　　

１

　　　

１

　　　　

ｊ

　　　

ｌ

　　　

ｌ

　　　

ｌ

　　　

ｌ

　

１

　　　

１

　　　　

１

　　　

１

　　　　

１

　　　

Ｌ

　　　　

｜

　　　

｜

　　　　

１．__ｉ_--皿皿皿㎜--

　

---I--〃-皿〃

　

皿-･皿-

　

四〃〃㎜-㎜--

　

〃皿-㎜

　

｜

　

汐、１

　　

１

　

［

　　

１

　　

１

　　

ト≪ill

　

i.ｊ____.

　

｜

　　

__1_._--

　

-〃---

　　

〃･〃･-1一一一一一十----ﾄｰ-

　

SJ

　

｜

　　　

｜

　　

-yj
^ll.B

　　

川.8

　　

111.8

　　　　　　　　　　

1

　　　　

川3､2
._ﾕ､__」

　

___4__.ご二｀こ７こﾆﾆ２ｔヽ二.--↓----

　

一一一」
･077T

　　　　

｜

　　　

｜

　　　　

降事斟叩6図訟ﾀﾞ82 1タ　、諮

子翠半幕蕪谷誤蒸器

十･▽／---i--一一ｽ元号ヽく:ヶ耳広

-十一一一十一一丁一一十-一一十一一丿―一一9･ｊ

　

斗陽一一一I

－トートづ一一一仁･－ニーート斗

二淵

平ド84.5

☆十づ一一一|一一万一一一一ﾄｰ--」･---ﾄﾞｰ--べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

51,6

　

7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

41.1

　　

。

臨

　　　　　　　　　　　　　　　　　

32.9

　　

×万口

　　　　　　　　　　　　　

20.9

　　

メ
ズ

6

73

　　　　　　

15･0
18.5　｡ｼﾆ118　　18.8　20ヽ8

'゛

_‾゛10.5

　

゛‾‾ﾐ石

　　

16.5

　

17.1

　　　　

□二£



(イ)資本的収支と資金不足の状況

　

資本的収支においては、最近の地方公営企業の急速な伸展を背景として、

昭和38年度は建設改良費及び企業債償還金が大巾に増加した(前年比27.4%

及び38.4%増)が反面、その財源の面では収益的収支の悪化のため内部資

金比率(Wjﾂも貪吏×100)が低下(前年度の19.1％から17.4%へ低下)

し、このため資本的支出にあてる財源にn4億円(資本的支出に対して4.6％)

の不足が生じ、この額は結局一時借入金等の短期資金によってまかなわれた

ことになった。また、この財源不足額は前年度の98億円に比べて16億円

増加し、とくに、交通は52億円(資本的支出の13.8％)、水道は35億円

(同3.7％)、病院は８億円(同12.4％)、ガスは１億円(同５｡7％)に及ん

でいる。

　

資本的収支の内訳は、次のとおりである。
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（ウ）借入資本金（企業債現在高等）

　

昭和38年度末の地方債現在高は9,551億円であり，前年度末7,522億円

に対して2,029億円，26.5％の増，前々年度の5,567億円に対しては71.6％
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の増である。

　

これを事業別にみると、水道が最も多く2,995億円（全休の

31.4％）、つづいて港湾整備1,474億円（同15.4%)、電気1,430億円（同

15.0％）、交通982億円（同10.3％）となっている。また借入先別では、政府

資金が全休の約半ば4,865億円（50.9％）を占め（うち、資金運用部30.8

％、簡保16.7％）、つづいて市場公募債1,546億円（16.2％）、公営企業金

融公庫1,046億円（ｎ.0％）となっている。

　

このような借入金の増大の結果、昭和38年度末の貸借対照表では、法適

用企業にあっては、借入資本金は総資産の半ば以上(55.2%)に達し、自己

資本金は約４分の1（24.8％）となっている。この結果、自己資本構成比率

（｛ﾄﾙFﾘﾚ×100｝は昭和30年度の67.9%から37年度31.9％、38年

度28.8％とここ数年間急速に低減してきている。

　

なお、貸借対照表の資産の中では、固定資産が約９割（86.4％）を占めて

い乱、
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自己資本構成比率の推移
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地方公営企業の貸借対照表
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（エ）資金ぐりの状況

　　

またヽ一時借入金の増大を反映していわゆる不良債務の額（流動負債から

　

流動資産を控除して得た額）も、累積欠損金とほぼ同額の384億円（営業収

　

益の17.6％）となり、前年度275億円に比べて約４割(39.1%-)の増となっ

　

ている。とくに交通235億円（営業収益の35.6%)、病院59億円（同18.6％）、

　

水道59億円（同7.6％）が大きい。

　　

この結果、資金繰り、支払能力の状況をあらわす流動比率（11MI蕊×

　

100）も、交通及び病院は、企業経営上一応の限界と考えられる100％の線

　

を大きく割り、それぞれ32.1%、62.4%と低率であり、水道事業も100％

　

の線を一応維持しているとはいうものの昭和35年度の200％台から38年

　

度にはn4.8％へと急激に低下してきている。また固定資産対長期資本比率
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％を上廻ってそれぞれ117.2%およびn6.3％となっており、このことは固

　

定資産の一部が一時借入金等の短期資金の回転によってまかなわれているこ

　

とを示している。

　

（オ）一般会計からの繰入れの状況

　　

このような経営悪化に対応し、一般会計からの補助金、負担金、出資金

　

（とくに病院事業）が増加し、収益的収支に対しては前年度の31億円から

　

47億円（料金収入の2.2％）に、資本的収支に対しては前年度の117億円か

　

ら155億円（資本的支出額の6.2％）へといずれも増加をみせた。

　

（２）法非適用企業

　

企業会計を適用していない法非適用企業は4,625事業であるが、これを実質

収支でみると3,760事業（法非適用企業の81.3％）が黒字(142億円）、865事

業（同18.7％）が赤字(131億円）となっている。いま、これを法適用企業の

総収益対総費用比率にほぼ相当する収益的収支比率（収益的娶jy器jk晨還

元蚤×100）ｔヽみると全事業平均モヽは121.9％（前年度n9.4％）であり、事業

別にみると100％以上のものは港湾整備事業272. Wo、宅地造成事業252.0%、

観光施設事業115.8％、ガス事業n0.8％、簡易水道事業107.1%、市場事業
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106.6％、電気事業103.7％、水道事業100. ＼%であり、100％未満のものは交

通事業97.3％、病院事業96.9%のほか、と畜場事業88.9%、公共下水道事業

88.5％、工業用水道事業83.9%となっている。

（二）事業別状況

１

水道事業（上水道事業および簡易水道事業）

（１）事業数および経営規模

（ア）昭和38年度末の水道事業の事業数は3,118 (法適用企業444、法非

　

適用企業2, 674)で前年度末(3,041)より77事業2.5％増加した。事業

別では、上水道事業1,137 (うち法適用企業427)、簡易水道事業1,981 (う

ち法適用企業17）であり、経営主体別では都道府県営10、大都市営７、市

営769、町村営2,274、一部事務組合営58である。上水道事業では､約45％

が市営、50％が町村営であり、簡易水道事業では80％以上が町村営となっ

ている。

（イ）水道事業は都市人口の増大、一人当り使用水量の増加等、都市構造の

変化、国民生活水準の向上に対応してその建設拡張がここ数年来、急速に進

められてきているが、設備投資額においては、昭和30年度の159億円から

38年度には７倍近I. 1,010億円に達している。また、これに対応してその

主要な財源である企業債の額も3（y年度の136億円から38年度には７倍近

い824億円と伸長をみせており、企業債については38年度の対前年度増加

率は５割となっている。

　

また、同時に給水人口、配水量ともにめざましい伸びをみせており、昭和

38年度末においては給水人口は5,650万人で前年度(5,275万人）に比べ

て7.1%の増、配水量は57億4,750万m3で前年度（52億8,727万m3）

に比べて8.7％の増となっている。これは昭和34年度と比べると、この４

年間で給水人口は３割５分の増、配水量は４割５分の増となっている。

　

これを事業別にみると、38年度末の給水人口は、上水道事業4,998万人

（全給水人口の88.5%)、簡易水道事業625万人（同ｎ.5％）であり、配水
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量については上水道事業54億4,589万m8（全配水量の94.8%)、簡易水道

事業３億161万m3（同5.2％）となっている。

　

規模別にみると、上水道事業の総配水量54億4,589万m3のうち７大都

市が42.3%を占め、給水人口15万人以上が21.4％、同10万以上15万

未満6.8％、同５万以上10万未満6.6％、同３万以上５万未満゛7.0％、同

３万未満15.9%となっている。

　

なお、昭和39年４月１日現在の全国推計総人口(9,665万人）に対する

普及率は58.5％（前年度55.1%)であり、また、有収水量は41億467万

m3、有収率GMI回Naｻ×100）は71.4%である。

　

有収水量の用途別内訳

は、家庭用53.3%、営業用13.4%、官公署学校用7.2％、工業用12.2％等

となっている。

　

しかし、このようなめざましい設備投資の増勢、これに伴う配水量の著し

い増加にもかかわらず、水の需給関係はなお不十分な状態にあり、とくに大

都市にあっては夏季ピーク時におげる需給アンバランスを解消することが当

面の大きな問題として残されている。

（２）経

　

営

　

状

　

況

（ア）法適用企業

　

（ｉ）水道事業のうち、法適用企業については総収益810億円、総費用

　

808億円であり、この結果、総収益対総費用比率は100.2%で前年度

　

（101.9％）に比べて1.7％低下した。

　　

これを純利益、純損失別にみると、439事業中296事業（67.4％）が純

　

利益（36億円）を生じ、143事業(32. &%)が純損失（34億円）を生じ、

　

前年度に比べて純利益において２億円の増、純損失において13億円の増

　

となっている。この結果、累積欠損金は前年度の41億円から65億円へ

　

と６割の増加となり、年間営業収益の8 no/となっている。その内訳はっ

　

ぎのとおりである。
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比

　

率

累積欠損金比率((ａ)ﾉ(ｃ)×100)

不良債務比率((b)/(ｃ)×100)

総収益対総費用比率

　

決

38年度

円
0
8
j
6
j
4
5
9
4

　

1
0
6
3
3
3
6
5
8

億
８
８
９

　
　

４

　
　
　
　
　

７

　
　
　
　

２

　
　

１

　
　
　
　

ぐ

　

ぐ

　　　

％
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37年度

昌
6
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温
言
4
1
ご
ｇ

　　

％

　

31.7

　

6.0

　

8.5

101.9

対前年度

増減率

~

　　

％

　

17.0

　

19.0

　　

5.工

63.3

59.6

　

3.9

17.3

％
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９
７

　
　

Ｉ

　

一

　

一

　

・

　

O
C
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O

t
-
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△

　

△

（注）（

　　

）は事業数を示す。ただし、この事業数には建設中の事業は含まない。

　　

いi）水道事業の経営状況を都市規模別にみると、概して小規模市町村

　

の財政の悪化が著るしく、とくに給水人口３万未満の市町村においては純

　

損失を生じた事業が４割に達し、不良債務額は給水人口1.5万未満市町村

　

では営業収益に対して4工｡6％にものぼっている。

　　

(iii)なお、38年度中に料金改訂を実施した事業数は、上水道事業で

209事業（うち法適用企業76）あり、これは上水道総事業数1,137 (うち

法適用企業427)の18.4% (法適用企業は17.8％）にあたっている。改訂

巾は都市によって異るが平均して３割乃至５割の改訂率となっており、そ

の実施時期は殆んどの都市が38年度の後半となっている。

　

（iｖ）次に費用の面では、支払利息が34年度から38年度までの伸び率

において2.6倍と最も高く、費用構成においても34年度の15.8％から35

年度16.2％、36年度17.3%、37年度17.9％、38年度18.1％と急速に増

大している。

　

費用構成の内訳は、次のとおりである。
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100.0

　　

％
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14.7

20.4

17.7
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また、企業債元利償還金の料金収入に対する割合も昭和36年度の26.9%

から37年度31.6％、38年度32.1％と増こうしており、とくに小規模水

道事業、たとえば給水人口３万未満1.5万以上の市町村では41.8%、1.5

万未満では56.9％となっている。

　　　

第44図

　

水道事業の企業債元利償還額の料金収入に対する比率

％
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また、職員給与費も毎年の給与改訂によって費用構成では35年度の32.6

％から36年度33.2%、37年度33.2%、38年度33.8％と年々上昇の一途を

辿っており、34年度以降の伸び率においても、支払利息に次いで大きい。

　

（ｖ）このような収益的収支における経営悪化を反映して、資本的収支

における内部資金比率も前年度の25.5%から17.1%へと低下し、これと

ともに資金不足額も前年度の20億円（資本的支出に対して2.9％）から

35億円（同3.7％）に増大し、資本的収支における不健全化がさらに進行
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した。また、この資金繰り措置として借り入れられる一時借入金の額がさ

らに増大し、昭和38年度末にはその額は累積欠損金とほぼ同額の65億円

（営業収益の8.3X）となり、その結果、不良債務額も59億円（営業収益

の7.6％）となっている。資本的収支の内訳は次のとおりである。
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なお、固定資産対長期資本比率は98.9％で一応100％の線を下廻って

　

はいるか個々の企業についてみた場合、100％を越えるものが150事業

　

（33.8％）あり、これらの企業にあっては固定資産の一部が一時借入金等

　

の短期資金の回転によってまかなわれている状態となっている。また、流

　

動比率は114.8％で一応100％の線を上廻ってはいるか前年度の132.3%、

　

前々年度の175.6%に比べると急速に低下しており、資金繰りが年々苦し

　

くなってきていることを示している。

（イ）法非適用企業

　

企業会計を適用していない法非適用の水道事業については、上水道事業は

710事業のうち507事業（71.4％）が黒字（８億円）、203事業（28.6％）が

赤字（19億円）であり、簡易水道事業は1,964事業のうち1,772事業（90.2％）

が黒字（６億円）、192事業（9.8％）が赤字（５億円）であり、収益的収支
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比率は、上水道事業では、100.4％（前年度100.3％）、簡易水道事業では、

107.7% (前年度104.9％）ぶなっており、全般的には経営状況は前年度と

ほぼ同様の横ばいの状態にあるといえる。

２

　

工業用水道事業

（１）事業数および経営規模

　

（ア）昭和38年度末の工業用水道事業の事業数は、61（法適用企業41、

法非適用企業20）で前年度末49より12事業24.5%増加した。

　

また、給水

会社数は734箇所で前年度の661より73箇所ｎ.0％増加した。

　

経営主体別は都道府県営30、大都市営5、市営22、町村営1、一部事務組

合営３となっている。

　

（イ）昭和38年度中の総配水量は12億75万m3で、前年度（ｎ億2n

万m3）より9,864万m8、9.0％増加した。

（２）経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）工業用水道事業のうち、法適用企業については、総収益63億円、

総費用61億円であり、総収益対総費用比率は103.4％で前年度(99.2%)に

比べて4.2％の上昇となっている。これを、純利益、純損失別にみると建設

中のものを除き、28事業中19事業（67.9％）が純利益（5億円）、９事業

(32.1%)が、純損失（３億円）であり、前年度に比べて純利益を生じた事業

数４、純利益２億円の増加となっている。この結果赤字事業数比率は前年度

の34.7％から32.1％に減少し、営業収益に対する累積欠損金の割合も前年

度の20.0％から17.7％へと低下した。

　

しかし、資本的収支においては、４億円（資本的支出の1.3％）の資金不

足を生じたため、不良債務額は前年度の３億円（営業収益に対して9.0％）か

ら８億円（同18.9％）に増大し、資金的には幾分悪化の傾向をみせている。

収益的収支の内訳は次のとおりである。
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（注）（

　　

）内は事業数を示す。なお、この事業数には建設中の事業は含まない。

　

なお、費用の面では最近における工業用水道事業の急速な建設改良の伸展

を反映して、それに伴う支払利息、減価償却費の比重が年々増大しており、

費用構成では支払利息は23.3% (前年度23.1%)、減価償却費は12.9％（前

年度9.7％）となっている。

　

また資本的支出においても建設改良費は事業数

の増加による面もあるが前年度に比べて82.5％の増、企業債償還金は80.4％

の増となっている。

　

（イ）法非適用の工業用水道事業については、20事業中17事業（85.0％）

が黒字（2千万円）、３事業（15.0％）が赤字（５億８千万円）である。前年

度は殆んど赤字がなく３億８千万円の黒字であったのに比べると、38年度

は新たに赤字５億８千万円（歳入総額のｎ.8％）が生じ、このため、収益

的収支比率も前年度の98.7%から83.9%へと14.8％の低下となった。

３

　

交

　

通

　

事

　

業

（１）事業数および経営規模

　

（ア）昭和38年度末の交通事業の数は、164事業（法適用企業90、法非

適用企業74）であり、この内訳は、バス事業が53、路面電車15、地下鉄3、
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無軌条電車４、索道23、懸垂電車１、その他の軌道および地方鉄道８、船

舶57である。なお、バス、路面電車、無軌条電車、地下鉄は殆んき全部が

法適用企業であり、法非適用企業は大部分が船舶運航事業（52）及び索道

事業(13)である。その内訳はっぎのとおりである。
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計
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1
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０
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23
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164

　

経営主体別では、都道府県営７、大都市営19、市営70、町村営6〇、一部

事務組合営８となっている。

　

（イ）交通事業は、都市人口の増大、都市交通の需要増大を反映して、輸

送人員、走行粁ともに著しい伸びをみせている。

　　

（ｉ）まず、輸送人員では昭和38年度は46億2,594万人であるが､この

　

うちバス事業については22億8,900万人（交通全休の49.5%)で33年度

　

の13億2,900万人、35年度17億800万人、37年度21億2,300万人と急

　

速な伸長をみせている（対前年比7.8％増、対33年比72.2%増）。

　

しか

　

し、路面電車については最近乗客数の減少傾向かみえ始め、35年度の

　

19億1,500万人から37年度18億100万人、38年度17億5,100万人と減

　

少線を辿り、とくに六大都市路面電車については、最近における路面交通

　

の渋滞による効率の低下を反映してこの傾向が著しく、また、東京都、大

　

阪市、名古屋市において地下鉄への乗客の移行や路線の一部が撤去された

　

こととも相侯って35年度の16億3,000万人から38年度は14億5,100万

　

人と約11％の減をみており、前年度15億1,500万人に比べても約4.3％の
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減となっている。

　　

陥）また、走行粁についても、バス事業では昭和38年度は４億300万

　

粁で、対前年6.9％増、33年度と比べて50.4％増となっている。しかし、

　

路面電車については、35年度の１億6,400万粁から37年度１億5,300万

　

粁、38年度１億4,600万粁と減少傾向を辿っている。

　　

(iii)また、これとともに車両数もバス事業では、昭和38年度は10,456

　

両で対前年比7.4％増、33年度と比べて53.5%増となっているが、路面

　

電車では38年度は前年度から104両減少して、3,335両となっている。

　

（ウ）つぎに、乗車人員のうち通勤通学による定期客比率は上昇傾向をた

どっており、路面電車では昭和38年度末には５割近く（乗車人員の46.1％）

に、バスでは３割近く（同28.9%)になっている。

（２）経

　

営

　

状

　

況

（ア）法適用企業

　　

（ｉ）交通事業のうち法適用企業については、総収益699億円、総費用

　

827億円であり、この結果総収益対総費用比率は84.5%で前年度（88.6％）

　

に比べてさらに4.1％低下した。

　

これを純利益、純損失別にみると、90

　

事業のうち24事業（26.7％）が純利益（４億円）、66事業(73.3%)が、

　

純損失(132億円）を生じており、累積欠損金は258億円、年間営業収益

　

のほぼ４割に達するにトたっている。

　　

公営交通財政は、昭和33年度ないし35年度あたりまではおおむね総体

　

としては収支の均衡を保持していたが、35年度以降、経営状況は急速に

　

悪化し、その累積赤字額は35年度40億円、36年度92億円、37年度175

　

億と倍増し、38年度も累積欠損金の対前年度増加順においては前年度と

　

同様83億円という大きな額を示した。その内訳はっぎのとおりである。
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6
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ぐ

　

ぐ

　　

％
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28.9

27.1

88.6

対前年度

増減率
-

　

10.2

　

15.5

206.9

58.1

46.9

42.7

　

8.6

　　

％

　

1.1

10.2

　

8.5

ム4.1

（注）（

　　

）内は事業数を示す。

　　

(ii)事業別にみると、交通事業の中心をなすバス、路面電車、地下鉄

　

の３事業ともに悪く、これら３事業はその８割までが純損失を生じてい

　

る。すなわち、バスは48事業のうち38事業(79.2%)が純損失、路面電

　

車は15事業のうち13事業(86.1%)が純損失、地下鉄は東京、大阪、名

　

古屋の３事業とも全部純損失を生じている。

　

純損失額はバス54億円（前

　

年度34億円）、路面電車51億円（前年度35億円）、地下鉄22億円（前年

　

度14億円）で、いずれも前年度に比べて６割乃至８割増となっている。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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このほか、無軌条電車は４事業中３事業（75.0％）が純損失(348百万

円）、路面電車以外の軌道、地方鉄道事業は４事業中３事業（75.0％）が純

損失（31百万円）、索道事業は10事業中４事業（40.0％）が純損失（14百

万円）、船舶運航事業は５事業中２事業（40.0％）が純損失（20百万円）

を生じている。

　

(iii)都市別にみると、六大都市は全部純損失、九都市（バス、路面電

車の兼業団体）は１市以外は全部純損失、その他の都市はバス専業都市で

は27都市のうち23都市が純損失、その他は16都市中６都市が純損失を

生じている。また、その累積欠損金は六大都市は221億円（六大都市年間

営業収益の45. 9%)、九都市は18億円（九都市年間営業収益の19.3%)、

その他都市は19億円（その他都市年間営業収益の22.2%)となってお

り、六大都市分の純損失が全休の86％を占めている。
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（iｖ）なお、バス料金については、料金改訂申請中の12都市のうち３都

市が38年度中に改訂を認められたが、六大都市等９都市については39年

度に見送られた。

　

（Ｖ）つぎに費用の面では、職員給与費の比重が高く、毎年の給与改訂に
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よって年間料金収入に対する職員給与費の割合は、昭和33年度の59ご7％

から38年度には79.8%と上昇してきており、事業別にみると路面電車

94.1%バス76.5%、地下鉄47.6%となっている。

　

（ｖi）このような収益的収支の欠損金累増とともに、資本的収支におい

ても昭和38年度にはさらに52億円の資金不足（資本的支出額の13.8%)

を生じており、このためこれらの資金繰り措置として借り入れられる一時

借入金の額は昭和38年度末には累積欠損金に近い213億円（営業収益0

32.2%)となっている。また、これを反映して不良債務額も前年度の164

億円（営業収益の27.1%)から235億円に増大し、その額は年間営業収

益の35.6％に達している。資本的収支の内訳はっぎのとおりである。
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この結果、流動比率においても、32.1%と著しい低率を示している。

　

また、固定資産対長期資本比率は117. 2%で100％をかなり上廻ってお’

　

り、固定資産の一部が一時借入金等の短期資金の回転によってまかなわれ

　

ている状態となっている。

（イ）法非適用企業

　

企業会計を適用していない法非適用の交通事業についてはその大部分は匯
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船等の船舶運航事業及び索道事業であるが、74事業中42事業（56.8％）が

黒字(145百万円）、32事業(43.2%)が赤字(204百万円）であり、その

赤字額は、直接収入に対して29.9%で前年度の27.4%に比べてやや悪化し

てきている。なお、収益的収支比率は97.3% (前年度90.9％）である。

４

　

電

　

気

　

事

　

業

０)事業数および経営規模

　

(ア)昭和38年度末の電気事業の事業数は48事業(法適用企業34、法非

適用企業14)であり、経営主体別では、都道府県営33、市営1、町村営12、一部

事務組合営２である。なお、都道府県営33事業は、全部九電力会社への卸売

供給事業であるが、市町村営、一部事務組合営の電気事業には、特定地域にお

ける小規模な配電事業(一般供給事業)を経営しているものが12事業ある。

　

(イ)昭和38年度末の発電所数は、133 (法適用企業110、法非適用企業

23)で、このうち17は、火力発電所である。発電能力は、最大出力117万

7,611 Kｗ、常時出力27万9,191 Kｗであり、前年度と比べると発電所は、

15箇所12.7%増、発電能力は、最大出力9.9％増、常時出力5.1％増とな

っている。

　

また、昭和38年度中の発生電力量は、44億6,915万ＫＷＨ、販売電力量

は、43億8,660万ＫＷＨで、前年度と比べると発生及び販売電力量ともに

ﾕ5.0％の増加となっている。

　

なお、民間電力会社も含めた全休の発生電力

量の中に占める地位は、2.8％となっている。

(２)経

　

営

　

状

　

況

(ア)法適用企業

　

電気事業のうち法適用企業については、総収益173億円、総費用153億円

であり、総収益対総費用比率は、113.2％で前年度(n1.0％)に比べて2.2％

増加している。

　

純利益、純損失別にみると、34事業全部が純利益(20億円)を生じ、前年度

(15億円)に比べて純利益５億円の増となっている。

　

なお、34事業のうち２

事業については、前年度以前に生じた累積欠損金が５千万円あるが、その額
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は、前年度(１億円)に比べて半減している。その内訳は、つぎのとおりである。
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（注）（

　　

）内は事業数を示す。なお、この事業数には建設中の事業は含まない。

　　

費用の面では、電気事業が典型的な設備経営型の企業であること、また、

　

その建設費が殆んど全額企業債によつてまかなわれていることを反映して、

　

減価償却費および支払利息のいわゆる資本費が費用中の76.5％を占めてお

　

り、とくに支払利息は５割を超える状況にある。

　

しかし最近の建設改良費Ｏ

　

伸びは、水道や下水道事業に比べるとそれ程大きくないため（38年度は前

　

年度とほぼ同額）、費用中に占める支払利息の割合は、ここ数年来僅かなか

　

ら低減の方向に向つてトる。

　　

なお、資本的収支においても資金不足額は殆んどなく（資本的支出O

　

0.1％）、固定資産対長期資本比率は97.2％（前年度97.7%)、流動比率は

　

206.8χ（前年度161.1％）で、資金的にも一応健全な状態にあるといえる。

　

（イ）法非適用企業

　　

企業会計を適用していない法非適用の電気事業については、14事業中10

　

事業(71.4%)が黒字（８百万円）、４事業（28.6％）が赤字（８千万円）

である。前年度に比べると黒字額が大幅に減少し、逆に赤字額が大きく増加し
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たため実質収支は、７千万円の赤字（前年度234百万円の黒字）となった。

これは、38年度において資本的収支において約３億円の赤字を生じたため

であり、収益的収支の比率においても前年度の108.8%から103.1%へと

5.1%の低下をみせている。

５

　

ガ

　

ス

　

事

　

業

（１）事業数および経営規模

　

（ア）昭和38年度末の事業数は65（法適用企業49、法非適用企業16）

でヽ前年度56事業より９事業16.1％増加した。経営主体別は、県営１、市

営40、町村営23、一部事務組合営１であるが、地域的には天然ガスの豊富

な新潟(24)および秋田（７）の２県に全休の事業数の約５割（販売量で

は53.7％）が集っている。

　

（イ）また、公営・民営を含めた全体のガス事業（202事業）中に占める公

営の地位をみると、事業数では公営32.2％という高い比重を示しているが、

ガス販売量においては公営は全体の僅か3.8％にしか過ぎず、公営が主とし

て地方の中小都市ガスを中心とした小規模経営であるのがみられる。公営に

は、職員数９人以下という事業体が約半数あり、現在供給戸数が千戸を下廻

るものが約２割（13事業）ある。また、その反面、比較的規模の大きい８事業

体（65事業体の12％）によって年間ガス売上高の63％が占められている。

　

（ウ）昭和38年度末の公営ガス供給戸数は、22万８千戸（ＬＰＧ１万５

千戸を含む）であり、供給量は、２億2,546万㎡(LPG394万m3を含

む）で、前年度（１億8,946万m8）に比べて約3,600万m3工9％増加した。

　

また、ガス原料は、購入によるもの58.5％、自家生産によるもの41.5%

であるが、後者の場合、原料別には、石炭ガス37％、油ガス36％、天然ガ

ス14％、ＬＰＧ１０％等となっており、石炭ガスからコストの低れんな油ガ

ス等への転換が最近進んでいるのがみられる。

　

なお、ガスの供給先として

は、家庭用43％、工業用32％、商業用16％等となっている。

（２）経

　

営

　

状

　

況

（ア）法適用企業
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（ｉ）法適用企業については、総収益37億円、総費用35億円であり、

　

この結果、総収益対総費用比率は、103.1%で、前年度（105.1％）に比べ

　

て1.4%の低下となっている。これを純利益、純損失別にみると、48事

　

業中32事業(66.7%)が純利益（１億７千万円）、16事業(33.3%)が純

　

損失（４千万円）を生じており、累積欠損金(2i;3千万円）は営業収益

　

の7.3％となっている。前年度に比べると純損失の額は、ほぼ同額である

　

が、純利益において約３千万円の減少となっている。

　　

なお、資本的収支において資金不足額９千万円（資本的支出額の5.7％）

　

を生じており、不良債務額(441百万円）は、年間営業収益の14.2% (前

　

年度15.4%)になっている。流動比率は、前年度と同様100％の線を割

　

って78.2%にとどまっており、また、固定資産対長期資本比率は、103.3

　

％で、固定資産の一部が一時借入金等の短期資金の回転によってまかな

　

われる状態になっている。

　　

(ii)また、費用の面では、支払利息、減価償却費等の資本費が年々増

　

高し、費用中に占める割合は、昭和34年度の19.1％（支払利息10.0％、

　

減価償却費9.1％）から38年度には、21.9% (支払利息10.6％、減価償

　

却費ｎ.3％）と、その比重が高まってきている。

　　

また、資本費とともに人件費の上昇も著しく、費用中に占みる割合で

　

は、昭和34年度の15.2%から18.9％へと比重が急速に高まってきてい

　

る。

（イ）法非適用企業

　

法非適用のガス事業については、16事業中12事業（75.0χ）が黒字（２

千万円）、４事業（25.0％）が赤字（３千万円）であり、前年度に比べ赤字額

が減少（３百万円減）し、黒字額が増加（５百万円増）したため、収益的収

支比率においては、前年度の104.8％から110.8％へと増加している。

６

　

病

　

院

　

事

　

業

Ｏ）事業数および経営規模

　

（ア）昭和38年度末の病院事業数は794 (法適用企業165、法非適用企
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業配9）であるが病院単位でみれば1,020病院（法適用病院262、法非適用

病院758)となっている。

　

これを経営主体別にみると、都道府県営52、大都市営７、市営242、町村

営397、一部事務組合営96であり、また、規模別でみると、市町村立病院

（組合立病院を含む）では55％までが100床未満の小規模病院であり、都

道府県立病院では28％が300床以上の大病院となっている。

　

このことは自治体病院がへき地等立地条件の悪い不採算地区病院を相当に

受けもっとともに、都道府県立病院にあっては国立病院とともに地域の基幹

病院として重要な役割を担っているものとみることができる。

　

（イ）つぎに、民間病院も含めた全休の病院の中に占める自治体病院の地

位をみると、病院数では15.4%、病床数では21.3％の比重を有しており、

これに国立病院を加えると43.1％となる。したがってわが国病院の半数近

くは国、公立によって占められているということができる。

　

（ウ）また、病床数、患者数について前年度と比較すると、まず病床数で

は昭和38年度末169,598床であり、前年度(163,429床）に比べて6,169

床、3.8％増加している。また、取扱患者数は、延１億1,564万人（入院

4,965万人、外来6,599万人）で、前年度と比べると630万人（入院275万

人、外来355万人）、5.8％（入院5.9％、外来5.7％）増加した。

　

採用点数表別では、法適用病院についてみると、甲表採用病院が64.5%、

乙表採用病院が35.5％であるが、100床未満病院にあっては約８割が乙表

採用となっている。また基準看護（完全看護）の実施状況は73.3％である

が300床以上の病院にあっては９割以上の実施率であるのに対し、100床未

満の病院にあっては５割以下となっている。なお基準寝具の実施状況は全休

では64.9^であるが200床以上の病院では７割以上の実施率にある。

（２）経営の状況

（ア）法適用企業

　　

(i)病院事業のうち、法適用企業については、総収益328億円、総費

　

用331億円であり、この結果総収益対総費用比率は99.1％と前年度にひ

　

きっづいて100％の線を僅かに下廻った。これを純利益、純損失別にみる
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と、165事業中99事業（60.0％）が純利益（６億円）、66事業（40.0％）

が、純損失（９億円）を生じており、累積欠損金26億円は営業収益の

8.2％となっている。前年度と比べると累積欠損金の営業収益に対する割

合はほぼ横ばいの状況にあるが、赤字事業数比率は前年度の45.2%から

40.0％へやや低下した。収益的収支の内訳は、つぎのとおりである。
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なお昭和38年度中に新たに法を適用し、企業会計に切り換えた病院数

は68病院にのぼり、この結果、法適用病院数は全体の25.7^ (前年度

（19.0％）に達している。

　

(ii)しかし、資本的収支においては、建設改良費、企業債償還金等の

資本的支出に対する財源が必ずしも十分でなく、このため、資本的支出額

に対して12.4%にあたる資金不足額８億円を生じ、前年度の11.3％に

比べて若干増加している。

　

また、不良債務額も累積欠損金26億円のほぼ

倍にあたる59億円となっており、その営業収益に対する割合は前年度の

16.1％から18.6％へとさらに増加の傾向をみせている。なお、流動比率

も62.4% (前年度66.5％）と著しい低率となっており、また、固定資産
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対長期資本比率は116.3%で、固定資産の一部が一時借入金等の短期資

金によつてまかなわれていることを示している。資本的収支の内訳は、つ

ぎのとおりである。
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(iii)病院の規模別に経営状況をみると、概して小規模病院の財政状態

　

が苦しく、50床未満では63.6％の病院が、100床未満では50％の病院

　

が純損失を生じている。また、総収益対総費用比率も50床未満では94.2

　

％、100床未満では95.9%といずれも100％の線を割っている。

(イ)法非適用企業

　

法非適用の病院事業については、629事業中365事業(58.0％)が黒字(13

億円)、264事業(42.0％)が赤字(66億円)であるが、前年度と比べると赤

字事業数の割合は36.７％から42.0%へと増加し、収益的収支比率も99.4%

から96.9%へとやや悪化の傾向をみせている。

７

　

公共下水道事業

(１)事業数および経営規模

　

(ア)昭和38年度末の事業数は162事業(法適用18、法非適用144)で、
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前年度より３事業増加した。経営主体別は、都道府県営2、大都市営6、市

営145、町村営９である。

　

（イ）昭和38年度末の現在排水人口は1,138万人で前年度より58万人

5％増加した。計画排水人口に対する普及率は30％である。昭和38年度末

の公共下水道事業の排水面積は６万ヘクタールで市街地面積30万ヘクター

ルの21％に相当する。

　

また、昭和38年度の公共下水道事業の一日平均処理能力は36億6,000万

m3で前年度（21億工､000万m3）より15億5,000万m3（73.3％）増加した。

（２）経

　

営

　

状

　

況

（ア）法適用企業

　

公共下水道事業のうち、法適用企業については、総収益76億円、総費用

85億円であり、総収益対総費用比率は90.0％で前年度（94.2％）に比べて

4.2％の低下となっている。これを純利益、純損失別にみると、18事業中９

事業（50.0％）が純利益（６百万円）、９事業（50.0％）が純損失（８億８千

万円）であり累積欠損金（15億円）は営業収益の３割近く(28.2%)に達し

ている。

　

費用の･面では、施設の建設改良に伴なう支払利息、減価償却費の増加が著

しく、費用構成では、支払利息は前年度の26.5%から27.6%に、減価償却

費は16.9％から17.3％へと増加している。

　

支払利息の料金収入に対する割合でみると、昭和34年度の17.8%から38

年度は57.3％にまで高まってきている。

　

資本的収支においても、建設改良費は前年度に比べて33.3％の増加とな

っている。

（イ）法非適用企業

　

法非適用の公共下水道事業については、144事業中132事業（91.7％）が

黒字（ｎ億６千万円）、12事業（8.3％）が赤字（３億６千万円）であり、収

益的収支比率は88.5％で前年度（90.5％）よりやや低下した６

（ウ）なお、法適用、法非適用をあわせた全事業数162のうち、下水道料金

を徴収している都市数は72で全休の44.4%にとどまっている。
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また、雨水処理負担金等として一般会計から50億5,000万円の繰入れが

行われており、その額は総収益の37.4%にあたっている。なお、料金収入

等の主営業収益は総収入の48.6％どなっている。

　

また、建設改良等の財源

としては、企業債234億円のほか、一般会計からの繰入金n7億円、国庫

（県）補助金72億円等であり、資本的収支の財源総額中に占める割合は、そ

れぞれ52.2?^、26.2％、16.1％となっている。

８

　

その他の地方公営企業

　

（１）事

　

業

　

数

　

地方公共団体は、前述の事業のほか各種の事業を行っている。その事業数は

昭和38年度末1,149 (法適用企業95、法非適用企業1,054)であり、前年度末

(1,055)より94事業8.9％増加した。

　

事業別では港湾整備事業(122)、市場事業（69）、と畜場事業(479)、観光施

設事業（201）、宅地造成事業(248)等がその主なものである。

　

経営主体別は、都道府県営82、大都市営25、市営649、町村営372、一部事

務組合営21である。

　

（２）経

　

営

　

状

　

況

　

その他事業のうち、

　　

（ア）港湾整備事業は、法適用企業２事業とも純利益を生じており、総収

　

益対総費用比率は、146. Woと経営状況は良好である。

　　

法非適用企業はn4事業中97事業（85A％）が黒字（58億円）で赤字ぽ

　

17事業（６億円）であり、収益的収支比率272.4%となっている。

　　

（イ）市場事業は、法適用企業３事業のうち２事業が純損失を生じており、

　

累積欠損金は３千３百万円（年間営業収益の3.2％）となっている。総収益

　

対総費用比率も97.3％と100％の線を割っている。

　　

法非適用の市場事業は66事業中59事業(89.4^)が黒字（２億１千万円）、

　

７事業（10.6％）が赤字（２億４千万円）であり、収益的収支比率は106.6％

　

となっている。

　　

（ウ）と畜場事業は法適用企業２事業のうち純利益１事業、純損失１事業
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であり、総収益対総費用比率は61.9％となっている。

　

法非適用企業は477事業中427事業(89.5％)が黒字(１億８千万円)で、

赤字は50事業(10.5％)であるが、その赤字額は２億円であるため、収益的

収支比率は88.9％となっている。

(ニ) 観光施設事業は、法適用企業36事業中25事業(69.4%)が純利益

(lftl千万円）、ｎ事業（30.6％）が純損失（６千万円）を生じており、累

積欠損金（１億７千万円）は営業収益の19.0％に、不良債務額（６億６千万

円）は営業収益の73.9%に達している。

　

なお総収益対総費用比率は105.3％

となっている。

　

法非適用企業は163事業中130事業（79.8％）が黒字（１億３千万円）、33

事業(20. 2%)が赤字（１億８千万円）であり、収益的収支比率は115.8％と

なっている。

　

（オ）宅地造成事業は、法適用企業13事業中10事業(76.9%)が純利益

（１億１千万円）、３事業（23.1％）が純損失（３百万円）を生じており、総収

益対総費用比率は110.9％である。

　

法非適用企業では232事業中188事業（81.0％）が黒字（37億円）、44事

業（19.0％）が赤字（16億円）であり、収益的収支比率は252.0％となって

いる。

　

（力）その他の事業は、法適用企業では27事業中21事業（77.8％）が純

利益（15億円）、６事業(22.2%)が純損失（２千万円）を生じており、総収

益対総費用比率は117.8％である。

　

法非適用企業では２事業ともに黒字（２億６千万円）で収益的収支比率は

124.9,%となっている。

国民健康保険事業

（一）概 況

　

昭和38年度における国民健康保険事業は、鹿児島県の十島村および三島村

を除トだ全市町村において実施されており、その実施団体数は3,413団体(大
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都市６、特別区23、市551、町村2,83〇、一部事務組合３）である。これらの

団体のうち直営の診療所（病院を除く。）を設けている団体は1,169団体（市

218、町村948、一部事務組合３）である。

　

国民健康保険事業の被保険者数、受診率および１人当り医療給付費につい

て、健康保険（政府管掌被保険者分、政府管掌被扶養者分、組合管掌被保険者

分および組合管掌被扶養者分）の状況を比較すると、つぎのとおりである。

区

国
健

分

民健康保

　

康

　　

保

険
険

政府管掌被保険者分

政府管掌被扶養者分

組合管掌被保険者分

組合管掌被扶養者分

　

被保険者数

　　

受

　　

診

　

率

　

１人当り医療給付額

38年度32年度増減38年度32年度増減38年度32年度増減

千人

　

千人

　

千人

44,781

　

32,559 12,222

10,864

11,204

6,565

8,719

6,631

　

4,233

7,843 3,361

3,752 2,813

6,794 1,925

　

件

289.43

510.17

361.73

526.57

429.30

　

件

　　

件
204.73 84.70

　　

円

2,745

446.41 63.76　12,029

312.26 49.47　2,478

532.66△6.09 10,113

379.39 49.91　3,011

円

793

　　

円

1,952

5,856 6,173

1,288 1,190

5,640 4,473

1,465 1,546

(注)１

　

受診率とは、被保険者数(被扶養者数) 100人当りの受診件数(療養の給

　　　　

付の診療費のみ)である。

　　　

２

　

１人当り医療給付額とは、保険者負担額である。

　　　

３

　

組合管掌健康保険の被扶養者分１人当り医療給付額には、家族療養付加金

　　　　

を含めていない。

（二）事

　

業

　

勘

　

定

　

（１）事業勘定の歳入決算額は1,424億円（前年度1,195億円）で、前年度

と比べると229億円、19.2%増加した。事業勘定の歳出決算順は1,390億円

（前年度1,122億円）で、前年度と比べると268億円、23.8%増加し、歳出の

淵加額は歳入の増加額を上回っている。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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38年度37年度増減額
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円
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Ｍ
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億

　

４
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４

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

3
0
5
5
2
7
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1
2
8
3
3
5
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1
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１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

6
3
1
2
5
6
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2
7
3
4
3
5
9

1
1
1

　
　
　
　
　

３

円

　

０
６
５
４
２
５
０
５

　

８
９

　
　
　

３
６

　
　

７
８

　
　

１

　
　

１
２

　
　

３

億

　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　
　

１

253

246
７
３
１

　
　
　
　

△

286

決算額構成比

38

－
％

35.6

50.5

　

4.1

34.5

11.3

　

0.6

　

4.6

　

1

　

7

100

　

9.1

　

84.4

　

81.4

　　

3.0

　　

2.5

　　

4.0

100.0

９

４

０

　　

37

-

　　

％

39.9

46.3

　

4.5

34.9

　

6.5

　

0.4

　

4.6

増

　

減
構

　

成

　

38

　　

％

13.3

72.4

　

1.9

32.6

35.8

額
比
3
7

％

対
増Ｖ

38

－
％

24.0

　

6.4

58.8

　

30､0

　

1.3

　

8.0

52.4

　

17.9

　

4.8 105.4

2.1

　

0.3 113.3

4.7

　

2.4

　

19.6

1.9

　

2.0

　

1､2

　

21.0

　

7.3

　

7.6

　

13.6

100.0 100.0 100.0

　

10.0

　

5.1

　

8.2

　

82.0

　

94.4

　

81.5

　

78.8

　

91.9

　

78.0

　　

3.2

　

2.5

　

3.5

　　

2.9

　

1.2

　

4.7

　　

5.1

　

△0.7

　

5.6

100.0 100.0 100.0

20.0

19.2

度
率
3
7

％

10.1

24.1

　

4.4

29.8

12.5

23.3

　

8.5

10.9

39.0

18.0

12.0

　

14.2

27.5

　

17.7

27.8

　

17.7

16.0

　

20.1

10.0△80.5

△3.4

　

78.3

23.8

　

17.9

　

（２）国民健康保険税（料）の決算額は507億円（前年度477億円）で、前

年度と比べると30億円増加しており、被保険者１世帯当り額は4,788円（前

年度4,575円）で前年度より213円増加している。その総所得金額等の段階別

に世帯数および国民健康保険税（料）の状況をみると、つぎのとおりである。
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区 分

所

　

得

　

の

　

な

　

い

　

も

　

の

　

９万

　

円

　

以

　

下

　

の

　

も

　

の

　

９万円をこえ15万円以下のもの

　

15万円をこえ20万円以下のもの

　

20万円をこえ30万円以下のもの

　

30万円をこえ40万円以下のもの

　

40万円をこえ60万円以下のもの

　

60万円をこえ110万円以下のもの

110万円をこえ160万円以下のもの

160万円をこえ210万円以下のもの

210万円をこ

　

える

　

も

　

の

合

　　　　　　　　　　　　　

計

　

世

世帯数

-

　

千世帯

　

1,109

　

1,771

　

1,769

　

1,566

　

2,079

　

1,098

　　

812

　　

403

　　

77

　　

26

　　

24

工0,734

　

帯

構成比

　　　

％

10.3

16.5

16.5

14.6

19.4

10.2

　

7.6

　

3.8

　

0.7

　

0.2

　　

0.2

100.0

保険税（料）

金

　

額

　

構成比

　

百万円

　

1,521

　

2,098

　

4,545

　

6,018

10,965

　

7,845

　

7,912

　

6,529

　

2,150

51

914

896

393

　　

％

　

3.0

　

4.1

　

8.8

11.7

21.3

15.3

15.4

12.7

　

4.2

　

1.8

　

1.7

100.0

１世帯当り

保険税(料)

　　　　

円

　

1,372

　

1,185

　

2,569

　

3,844

　

5,275

　

7,144

　

9,739

16,193

28.029

34,826

37,740

　

4,788

　

昭和38年度は、低所得者に対する保険税の減額措置に伴う標準課税総額の

算定率を7.5％（前年度8.0％）に引き下げ、保険税（料）の軽減措置がとられ

たが、これに対する財政措置としては同年10月から実施された世帯主に対す

る７割給付および同年９月から実施された医療費の地域差撤廃に対する措置と

あわせて、国民健康保険財政調整交付金の交付率が8.8％（前年度5.0％）｡に

引き上げられた。

　

なお、保険税の徴収率は83.9%で、前年度同様低率となっている。

　

（３）事業勘定の実質収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財

源、繰入金等財政援助額および積立金とりくずし額を控除し、繰出金および積

立金を加えた額）は63億円の赤字である。これを赤字団体と黒字団体とに分け

て団体別にみるとっぎのとおりであり、赤字団体は269市、1,118町村、23特

別区、j.一部事務組合で、全実施団体の41.9％にあたり、特に大都市は全団

体が赤字団体となっている。またこれら団体の赤字額はn2億円で、うち大都

市は41億円となっている。前年度と比べると赤字団体数では664団体、赤字

額では40億円と著しい増加となっている。
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年

　

度

団体数

E
　
　
６

　

一
6
5
1
8
8
6
3
3
0
1
2

　
　
　
　
　

5
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8
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一
2
3
3
2
1
1
3

　
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　

μ

2,002

1,411

収支額

-

　

億円

　

△41

　　

－

　

・41
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a 17
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△19
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一
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2，

（三）直診勘定（直診病院を除く。）

451

704

747

収支額

-

　

億円

　

△32

　

△32
9
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8
7
4

　
　

2
1
4
5

　
　
　
　
　

２

心

２
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－

５
０
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－
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Ｊ
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1
C
Ｍ

　

比

団体数

体
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－

　

－
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較

収支額
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△

　

9
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一

　

４
０

　
　

△

　

△

０
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△

・72

△32

ａ 40

　

直診勘定の歳入決算額は98億円（前年度88億円）で、前年度と比べると10

億円、11.3％増加した。直診勘定の歳出決算額は102億円（前年度93億円）

で、前年度と比べると９億円、9.5%増加した。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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直診勘定の形式収支は、４億円の赤字（前年度は５億円の赤字）であるが、

その額より翌年度へ繰り越すべき財源１億円および繰入金12億円を控除した

実質上の収支は、17億円の赤字（前年度は18億円の赤字）である。

　

この実質上の収支を団体別にみるとつぎのとおりである。
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２
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１
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団

字
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黒
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1
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一
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２
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-

-

- その他の事業

（一）収益事業

１

概 況

　

昭和38年度中における収益事業の施行事業数は309で、その内訳は、つぎ

のとおりである。

区 分

競
競

馬
輪

業
業

事
事

モーターボート競走事業

小型自動車競走事業

宝

　

く

　　

じ

　

事

　

業

　

合

　　　　　　　

計

　　

38

　　

年

　　

度

　　　　　

37

　　　

年

都道府県

　

市町村

　　

合計

　

都道府県

　

市町村

　
　

1
2
3
6
9

2
7
2

　
　
　

４
９

5
3
3
4
5
0

6
1
2

　
　
　
　

１

　
　

１

　
　
　
　
　

２

2
4
5
7
1
9

9
3
2

　
　

５
０

　
　

１

　
　
　
　
　

３

5
2
2
2
6
7

1
1

　
　
　
　

４
７

4
7
9
2
2
3
4
5
7
1

度

　

合計

《
Ｎ

■
>
＊

L
O

t
o

O

C
M

　
　
　

―

　

6

51

248

　

２

　

経

　

営

　

状

　

況

　

昭和38年度の歳入決算額は2,728億円(前年度2,352億円)で、前年度と比

べると376 ft円、16.0％増加した。歳出決算額は2,674億円(前年度2,302億

円)で、前年度と比べると372億円、16.2%増加した。

　

歳入および歳出決算額の事業別および科目別内訳はっぎのとおりで、前年度

に引き続き競輪事業の決算額の増加が著しい。
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区 分

　　

決

　　

算

　　

額

38年度37年度増減額

入
馬
輪
ト
走

　
　
　
　
　

一

　
　
　
　
　

ボ

　
　
　
　
　

一

　
　
　
　
　

一

　
　

競
競
モ
競

歳

小型自動車競走

　

宝

　　

く

　　

合

歳

じ

　

出
馬
輪

　

計

Ｅ

　

4
7
1

Ｅ

　

5
2
9526

494

　

159

　　

20

2,728

　

518

1,494

　

487

小型自動車競走

　　

155

宝

　　

く

　　

じ

　　

20

　

合

　　　

計

　　

2,674

1,304

1
7
4
2
1
8

4

　

１

2,352

１

460

２

　

３

　

９
８

７

　

１

　

３
１

２

　

４

　

１

2,302

億円

　

58

222

　

77

　

17

　

2

376

　

58

222

7
4
1
6
2

372

　　　

％

　

19.4

　

55.9

　

18.1

　　

5.8

　　

0.8

100.0

　

19.4

　

55.9

　

工8.2

　

5.8

　

0.7

100.0

％

20.0

55.5

17.7

０
８

　

ｉ

　

一

t
ｏ

o

100

　　

％

　　

％

15.4

　

6.8

59.1

　

73.6

20.5

　

13.3

　

4.5

　

6.3

　

0.5

　

0.0

0 100.0 100.0

　

20.0

　

15.6

　

6.8

　

55.3

　

59.7

　

72.2

　

17.9

　

19.9

　

14.2

　

6.0

　

4.3

　

6.8

　

0.8

　

0.5

　

0.0

100.0 100.0 100.0

宍
％

　

　
６

％

　

　
３

　
　
　

1
2

17.0

18.5

12.0

n.1

16.0

12.6

17.5

17.9

n.5

11.1

16.2

26.2

13.3

19.3

△2.4

18.5

　

5.7

26.3

14.4

21.9

△3.6

19.0

（注）宝くじの計数は純益金のみで、実際の消化額は38年度48億円、37年度44億円

　　　

である。
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入

　

入

　　

場

　　

料

　

車馬巻等売上金

　

使用料、手数料
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越
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催
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設
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そ
合

　

庁
開
建
繰

　
　
　
　

歳
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億円

　　

12

2,607

6
9
4

1
4
4

2,728

そ
合

　　

18

2,330

　　

13
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309

その他会計への分

　　

４

　　　

の

　　

他

　　　

－

円

　

９
４

億

　
　
　

2
4
12

4
5
4
22,352
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１ 8
3
5
1

9
1
7
7

9

　
　

２
２

４

億円

　

3

363

４
４
２

376

　

2

332

　

－

　

38

　

38

　

－

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

0.4

　

0.4

　

0.8

　

0.5
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95.4
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0.6

　

0.5

　

1.1

　

0.5
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1.1

　

3.3
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0.5

　

2.5

工00.0100.0 100.0 100.0

　

0.7

87.1

　

0.5
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0.1

　　

－

　

0.7

86.8

　

0.6

n.9
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0.1

　　

－

　

0
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５

３

　　

－
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－

　

0.2

83.9
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14.2

13.4

　

0.8

△0.2

計

　

2,674 2,302　372 100.0 100.0 100.0 100.0
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％

33.3

16.2

33.3

　

8.9

　

4.8

16.0

％

28.6

18.0

20.0
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6.7

16.6

　

18.2

　　

- 116.7

13.8

　

23.3
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－300.0
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決算額

　　　

増減額

　　

対前年度
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額
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37

　

38

　

37

競

　　　　　

馬

競

　　　　　

輪

モーターボート
競

　　　　　

走



　

収益事業会計から普通会計への繰出金は309億円（前年度271億円）で、前

年度と比べと38億円、14.0％増加したが、その内訳は、つぎのとおりである。

区 分

競
競

馬
輪

業
業

事
事

モーターボート競走事業

小型自動車競走事業

宝

　

く

　　

じ

　

事

　

業

　

合

　　　　　　　

計

　　

38

都道府県

　

年
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度

　

合計
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円
8
0
6
9
5
8

億
１
５

　
　
　
　

１
９

円
０
０

　

３
β
ｈ
）

　

0
9

　

5
8
4
1
2
0

億

　

１

　
　
　
　
　

３

円
1
2
6
7
3
9

億
3
1
2
3

　
　
　

1
9

円
9
8
7
9
7
0

億

　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

年

市町村

第48図

　

収益事業における普通会計への繰出金の状況

（二）公益質屋事業

宝く じ事業

度

　

合計

円
7
7
3
6
8
1

　

4
4
4
1
1
7

億

　

１

　
　
　
　
　

２

円
9
7
7
7
3
3

　

2
9
3

　
　
　
　

7

億

　
　
　
　
　
　
　
　

―

　

昭和38年度末の公益質屋事業の実施団体数は689団体（前年同期562団体）

で、前年度末と比べると127団体増加した。

　

公益質屋事業の歳入決算額は37億円（前年度37億円）、歳出決算額は35億
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競輪事1.ﾊﾞ80億円

　　

彭馬事業

　　　

万言

　　

50億円

　　　　　　　　

｜
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、、

昌行

ｲ

↓ﾑ

聯野

　　

２Ｔ

Ｉ



円（前年度35億円）で、歳入決算額・歳出決算額ともに前年度とほとんど増

減はない。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

歳

　　　　　　

入

　

貸付金回収金

　

貸付金利子

　

普通会計繰入金

そ
合

　

人
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そ
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歳
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計

出
費
金
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件
付
の

計

　

決
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額
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7
3
3
5

（三）農業共済事業

7
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5
8
2
5
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３

　
　
　
　

２

　
　

３

0
0
0
0
0

　

０

△１

　

１

　

０

決算額構成比増減額構成比
対
増Ｖ

38

　　

37

　　

38

　　

37

　　

38

　　　

％

　

72.9

　

9.3

　

6.8

　

11.0

100.0

　

14

　

76

　

9

100

3

6

0

0

度
率
3
7

　　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

72.1

　

38.6

　

97.7△1.3 ^ 1.6

　

9.4

　

14.8

　

34.1△3.7・4.1

　

6.1△20.5△125.0

　

7.8

　

31.3

　

12.4

　

67.1

　

93.2△12.4 ^ 8.1

100.0 100.0 100.0△2.3△1.2

　

13.5△20.0 105.4　3.4　8.9

　

78.3 145.0　10.8△4.2　0.1

　　

8.2△25.0△16.2

　

6.9△20.0

100.0 100.0 100.0△2.3　1.1

　

昭和38年度末の農業共済事業の実施団体数は888団体（市120、町村768)

である。前年度末と比べると、市において38、町村において286団体増加し

た。

　

農業共済事業の歳入決算額は53億円（前年度26億円）で、前年度と比べる

と27億円、104.9%増加した。農業共済事業の歳出決算額は50億円（前年度

24億円）で、前年度と比べると26億円、108.4%増加した。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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表

例

１

　

本表の記号は、つぎによつた。

　　　　

一

　　

皆

　

無（該当なし）

　　　　

Ｏ

　　

単位未満

　　　　

△

　　

負

　　

数

２

　

都道府県決算額と市町村決算額をあわせたものは単純

　

合計額となるので、純計額とは合致しなレ。
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－
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昭
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村
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計（普通地方公共団体）

　　　

9 914　　4 822　　3 981　　3 780　　　3 675

ド

。

∴

。

ツ

　

ニ

　

ニ

　

ニ
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計（特別地方公共団体）
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－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

＿

二ft

｡＿＿_･
二‘’丿－

（注）１

　

大都市とは，大阪市，名古屋市，京都市，横浜市，神戸市および北九州市を

　　　

２

　

都市とは，大都市以外の市をいい，中都市とは年度末現在における住民登録

　　　

同じ。）。

　　　

３

　

昭和28年10月１日は，町村合併促進法が施行された日である。

　　　

４

　

特別地方公共団体のうち財産区および地方開発事業団は，この表に掲げてな

　　　　　　　　　　

第２表
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叫

　　

千人

　

8 310

　

8 378

42 6４5

59 333

34 085

93 418

　

∂.S

　

9.Q

　

45.6

　

63､５

　

３６.5

100.0

（注）１

　

昭和35年10月１日の人口には，長野県と岐阜県の境界紛争地域の人口73人お

　　　

２

　

特別区および市町村の１団体当りの面積は，境界不明地域を除いた面積を団
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体

　

数

　　

の

　　

推

　　

移

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

35. 3.31

1

36. 3.31　37. 3.31　38. 3.31　39. 3.31

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｂ）（Ｃ）（Ｃ）－（Ｂ）|麿×100

　　　　　　　　　　　

＿＿

　　　　　

_

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　　　

0

　　　　　

100.0

　　

3 537　　3 503　　　3 466　　　3 437　　　3 399　　　　　△38　　　　　34.4

　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

6

　　　　　　　

1

　　　　　

120.0

　　　

550

　　　　

550

　　　　

551

　　　　

547

　　　　

552

　　　　　　　

5

　　　　　

196.4

　　　　

－

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　

111

　　　　

H5

　　　　　　

4

　　　　　　　

－

　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

436

　　　　

437

　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　

2 982　　2 948　　2 910　　2 885　　2 841　　　　　△44　　　　　29.6

　　

3 583　　3 549　　3 512　　3 483　　3 445　　　　　a 38　　　　　34.7

　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　　　　

0

　　　　　

100.0

　　

1 106　　　1 192　　　1 280　　　1 404　　　1 538　　　　　　134　　　　　　　－

　　

1 129　　　1 215　　　1 303　　　1 427　　　1 561　　　　　　134　　　　　　　－

　　

4 712　　4 764　　　4 815　　4 910　　5 006　　　　　　96　　　　　　　一

いう（以下各表についても同じ。）。

人口10万人以上の市をいい，小都市とは，10万人未満の市をいう（以下各表についても

い。

口 の 推 移

　

比

　　　

較

　　　　

１団体当り人口（人）

　　　　　

１団体当り面積（km2）

増

　　　　　　　　

昭和30年

　

昭和35年

　　　　　

ヽ昭和30年

　

昭和35年

　　　　

≒

ｏ一
帥肖率1oｖにoｖリレドo馬子雪川しS§

　　

1
訟

　

j∂.

ﾂ

　

303005

!

　

361 306　　58 3011　　24.76　　24.76　　　　　0

　　

1 145　j5.∂1 1 445 67l| 1 675 607　229 936　　38. 101　　39.89　　　1.79

　　

6 559　18.2･　　74 414　　77 537　　　3 123　　130.53:　　142.84　　　12.31

　　

9 045　j∂.0　　98 027　　102 653　　4 626 128.23;　　140.36　　　12.13

　

△4 903 a 12.6　　9 021　　H 562　　2 541　　　69.18　　96.41　　　27.23

　　

4 142　4゛ 61　18 464　26 3221 7 858　　76.46　　104.63　　28.17

よぴ岡山県児島湾干拓第７区の人口1,200人を含まない。

休数で除したものである。
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第２表

　

団体別人口の推移（つづき）

その２

　

都道府県別人口の推移
ﾚ⊇≠縦叶加判謂言な回で耶ワ暇す

｜北海道i 4 773 0871 5 039 206　5 073 156!　5 101 146* 5 124 717　　23 5ぺ　　　O.Sl

　

青森! 1 382 523! 1 426 606　1 429 027　1 426 413:　1 427 062 649，　　Q､0

　

岩手い427 097 1 448 517　1 445 176　1 440 30ﾀﾞ1 435 006△　5 303!　a　Q］

　

宮城11 727 065･ 1 743 195　1 740 620; 1 736 624 1 739 954　　3 3301 0.2

　

秋

　

田1 ! 348 8711 1 335 580　1 325 493'　1 310901　1 299 402　°11 499!　° い1
’山

　

形‘1 353 649' 1 320 664j　1 309 572　1 296 055　1 285 231　A 10 824!　　△　0.∂
｜福

　

島; 2 095 237! 2 051 13ｱ　2 036 610,　2 019 797i 2 007 162　° 12 63（　・0.6＼

　

茨

　

城嘔063 944J 2 047 024　2 053 290:　2 057 865’2 056 501　△　1 364　△　0.j:

　

栃木ト544 9871 1 513 624　1 512 250J 1 512 373J 1 515 404　　3 03l|　　Q.21

　

群

　

馬

　

1 616 142川578 476 1 577 7161　1 578 7051　1 582 865　　4 160･　　0.3＼

　

埼玉づ260493: 2 430 8711 2 492 434! 2 577 8辰2 699 221　121 337;　　4. 71

　

千葉2 205 153' 2 306 010} 2 352 681 2419 15ぺ2 490 081　70 925:　　2j

　

東京1 8 039 2141 9 683 802　9 986 198 10 256 883∩0 512 684　255 8011　　　2.ぷ

　

神奈川1 2 919 497 3 443 1ｱ6　3 588 896, 3 763 893　3 931 463　　167 570!　　　j.5!

　

新

　

潟

　

2 473 492 2 442 037　2 431 676|　2417816|　2 407 613　△　10 203!　△　0.2

　

富

　

山

　

1 021 121リ032 614　1 032 486　1 031 219|　1 030 929　△　290　・　0.0

　

石

　

川

　　

％6 187　973 418　976 148! 977 049:　979 435　　2 386;　　　り.2!

　

福＃1

　

752 758 752 6％1　753 2io! 752 042:　　752 880　　　　838'　　　　U

　

山梨1

　

80704

　

782 052･　778 888!　773 161　772 167 ム　9奴　．　0.j

　

長

　

野

　

2 019 860 1 981 433　1 975 402:　1 970 50y　1 968 194　△　2 313'　ム　0.1

　

岐

　

阜

　

1 586 334 1 638 399　1 647 988!　1 660 876　1 678 895　　18 019　　　1.1

　

静岡

　

2 650 435 2 756 271 2 782 568! 2 814 657| 2 851 331　36 674 j.3

｜愛

　

知3 769 209] 4 206 313　4 326 724J 4 445 952　4 572 616 126 664| 2.∂

一三

　

重・1 485 582り485 054　1 491 637　1 498 488　1 507 ％6　　　9 478･　　　Q.∂

j滋賀, 853 734' 842 69ぷ　844 6171 847 344'　　848 406　　　　10砲　　0イ

　

京

　

都心933 886∩993 403　2 007 077･　2 025 775!　2 046 982　　21 20Z　　　　l.0＼

　

大阪4 619 583! 5 504 746　5 730 491　5 972 038　6 189 071　　217 033!　　　　j.δ

　

兵

　

庫

　

3 620 947! 3 906 487　3 979 746! 4 061 968　4 136 874　　74 9061　　　j.∂|

　

奈

　

良

　　

776 861!　781 058　　781 9961　　786 043'　　795 331　　　92叫　　　L2＼
1和歌山1

006 819い002 191　1 004 986'　10079031　1 014 152　　624ﾀﾞ　　　0.6,

　

鳥取1

　

614 259;　599 135! 595 949:　592 615'　590 460△21燐　△　0.4,

　

島根929 066:　888 886l　879 657:　867 70ざ　855 500ム12 208:　ム　1､4χ

　

岡山

　

1 689 8001 670 454! 1 663 332| 1 654 67l| 1548 712ム59旅　ム　0.41

　

広島12 149 044 2 184 0ﾖ2 193 5511 22105ぽ2 231 045　20 53ｺﾞ　　0.∂

　

山

　

口1 609 839 1 602 207　1 592 950:　1 584 405'　1 569 959　△14 446!　△　0.タ

　

徳島1

　

878 109!　847 27ｲ　838 178　829 794　823 676 △　61叫　乙　0.7

1香

　

川' 943 8耳　918 867　　912 676,　907 164･　　907 868　　　　704　　　0.j

　

愛媛; 1 540 628丿500 687i 1 487 398　1 473 251　1 460 768 △12 483,　ム　0.81

　

高知！

　

882 68ぎ　854 595;　845 65ll　835 575.　828 845 △　6 730･　△　0.∂|

　

福岡13 859 764! 4 006 679 40006931 40003硲3 989 469 △10 836]　△　0.3＼

　

佐賀・

　

973 7融　942 874! 929 1刈　909 055!　891 430△17 625!　△　L9＼

　

長崎∩747 5％い760 4211 1743 073' 1 716 132; 1 697 417 △18715!　△　Ｍ

　

熊本丿895 663! 1 856 192　1 838 286' 1 817 577i　1 802 825･ △14 752, △　0.＆

　

大分1 1 277 199卜239 655: 1 228 731 1 214 944 1 206 721 ム　8 2231　.0ノ

　

宮

　

崎

　

H39 384J I 134 590　□28 264　1 1 17 633!　□o7 382　△10251　△　O､9I

　

鹿児島2 044 112ﾄﾞ963 104　1 938 361　1 905 766　1 883 872　△21 894　△　丿|

，合

　

ft j89 275 52ﾔ3 418 501 94 284 629j 95 1ｱｱ950j6 155 544　　9ｱﾌ594j　　　10.3

‾ぐ雇戸‾戸昭和30年10月１日および昭和35年10月１『玩在の人口は国勢調査人口，昭和

　　　

36年10月１日，昭和37年10月１日および昭和38年10月１日現在の人口は総理府日
口
ｍ
一
は

１
人
年
人

月
の
3
5
7
3

1
0
局
和
口

年
計
昭
人

3
6
統

　

の

，昭和37年10月１日および昭和38年10月１日現在の人口は聡埋肘
推計による。
月１日現在の国勢調査人口のうち長野県と岐阜県の境界紛争地域

，それぞれの県の計数から除いている。
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第３表

　

昭和38年度団体別決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)
一

　

区

　

○‰り‰げ怖喉大鸚縦

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 148 699　2 095 868　　52 831　　27 898　　24 933

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

1 386 344　　1 350 349　　　35 995　　22 317　　13 678

　

大

　　

都

　　

市

　　

218 856　　216 048　　2 808　　　8 896　a 6 088

　

都

　　　　　　

市

　　　

640 730　　629 805　　　10 925　　7 108　　3 817

　　　

中

　

都

　

市

　　　　

342 512　　334 131　　　8 381　　　4 997　　3 384

　　

ﾄﾞ

ﾄ

　

都

　

市

　　

298 218　　295 674 2 544 2 111　　　　433

　

町

　　　　　　

村

　　　

428 748　　413 956　　14 792　　2 205　　12 587

　

特

　　

別

　　

区

　　　　

77 659　　　70 401　　　7 258　　3 842　　3 416

　

一部事務組合

　　　

20 351　　20 139　　　212　　　266　△　54

1

　

合

　　　　　　　

計

　　

3 535 043　3 446 217　　88 826　　50 215　　38 611

（注）一部事務組合の決算額は，一部事務組合と一部事務組合を組織する都市および

　　

町村との相互重複額は控除されていない。
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第４表

　

昭和38年度団体別決算額と前年度との比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)
‥一一一一一一一一一一一

　　　　　　　　

１

　　　　

ｉ

　

よﾋ

　　　　

ｔ

　

区

　　　　　

分

　　

|
昭和年度昭和年度l

増減額|

→

　

歳

　

入

　

総

　

額

　　

3 525 395　3 087 973　　437 422　　　　14.2:　19.1

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 148 699　1 899 339　　249 360　　　　2り　19.2

　

市町

　

村（純計額）

　　

1 376 696　　1 188 634　　　188 062 j5.∂l　jﾀ.Q

　

単純合計額

　

1 386 344　丿95 570　190 774　　16.0　19.1

　　　　　　　　　　　　　

(189 268) (29 588)　（j5･叫

　

大

　　

都

　　

市

　　　

218 856　　　171 421　　　47 435 27.7j　21.6

　　　　　　　　　　　　　

(546 509)」（94 221)　(17.3)＼　　｜

　

都

　　　　

市

　　

640 730「　564 356　　76 374　　　」3.5」∂.ﾀ」

　　　　　　　　　　　　　

（290855）l

　

(51 657)　(17.8):　　1

　　　

中

　

都

　

市

　　

342 512　　308 702　　33 810　　　11.0･　19.7

　　

t

小

　

都

　

市

　　　

298 218　　255 654　　　42 564　　　　扨.J　j∂］

　

町

　　　　　

村

　　　

428 748　　376 542　　52 206　　　2う　16.3

　

特

　　

別

　　

区

　　　　

77 659　　　68 218　　　　9 441　　　　jj.∂1　26.3

　

一部事務組合

　　　

20 351　　　15 033　　　5 318　　　35.4:　如才

　

歳

　

出

　

総

　

額

　　

3 436 569　2 992 481　　　444 088　　　　14.8　21.0

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 095 868　1 837 762　　258 106　　　　14.0　21.4!

　

市

　

町

　

村（純計額）

　　

1 340 701　　1 154 719　　　185 982　　　　妬づ　20.5

　

単純合計額

　　

1 350 349　1 161 655　　188 694　　　扨こ　20.6

　　　　　　　　　　　　　

(185 961) (30 087)　(16.2)＼

　

大

　　

都

　　

市

　　

216 048　　167 551　　48 497　　　2a.!?　22.9,

　　　　　　　　　　　　　

(536 890) (149 367)　{16.3)

　

都

　　　　

市

　　

629 805　　555 255　　74 550　　　8.4　加.∂

　　　　　　　　　　　　　

(283 120) (51 on)　（j∂.Q）|

　　　

中

　

都

　

市

　　

334 131　　301 485　　32 646　　　加.∂　22. i

　　

ﾄﾞ

j

　

都

　

市

　　

295 674　　253 770　　41 904　　　妬つ　jﾀ.0

　

町

　　　　

村

　　

413 956　　363 478　　50 478　　　Bj　17. 4i

　

特

　　

別

　　

区

　　　　

70 401　　　61 206　　　9 195　　　　j5.ぴ　お.5

　

一部事務組合

　　

且

（注）１

　

市町村（純計額）は，一部事務組合と一部事務組合を組織する都市および町

　　　

村との相互重複額を控除したものである。

　　　

２

　

（

　

）は，北九州市が大都市に指定されたことに伴って，37年度について北

　　　　

九州市にかかる額を中都市から控除し，大都市に加えた場合の計数である。
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第５表

　

昭和38年度純計決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

昭和38年度昭和37年度

　　　　　　　

⊆二こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

皺（巾９偏雛

歳

　　

入

　　

総

　　

額㈲

　

3 525 395 3 087 973に37 42J j4.y二

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額（回）

　

127 736　105 04 22 622 2jj2ﾀ.4＼

　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　

78 515　64 ％6　13 549 20.9' 32J

　

同級他団体からの分担金，負担金

　　　　

2 048 1607　　441　27.4　17.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

書記村からの分担金，負担金，寄

　　　　

30 974　　25 703　5 271 20.5　57.7

　

特別区財政調整交，納付金

　　　

13 478　　10 846　2 632　24.3　　ム

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

交

　

付

　

金

　　　　

2 625　　　1 831 794　むし　2jう

　

転

　　　　　

貸

　　　　　　

債

　　　　　

％

　　　

161△

　　

6

乱

如.4＼ 41.2＼

歳

　

入

　

純

　

計

　

額㈲－（Ｂ）

　

3 397 659 2 982 859 414 800　13j　18.8

歳

　　　

出

　　　

総

　　　

額（C）

　

3 436 569 2 992 480 444 089!　M.∂!　21.0

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額剛

　　

127 736　105 114 22 622 2に2ﾀ.41

　

書l村に対する事業費等の補助交

　　　

78 515　　64 966　13 549　20.9!　32.4

　

同級他団体に対する負担金

　　　

2 048 16071　　441!　27.ﾝ　17. 2＼

　

F雛こ試訳゛”9

　

30 974　　25 703　　52ん2oj∂7.7

　

特別区財政調整交，納付金

　　　

13 478　　10 846　2 632　24.3!　3.1

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

交

　

付

　

金

　　　　

2 625　　　1 831 794･４３､４，　21､７

　

転

　　　　

貸

　　　　

債

　　　　

96

　　　

161 °　65ﾚ如ﾂﾞむ’21

歳

　

出

　

純

　

計

　

額（c）一（哺

　　

3 308 833 2 887 366 421 467　14づ　20.8
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第６表純計決算額の推移

　　　　　　　　　　　

(単位百万円・％）

一一一一一一一一‥一一一一一一

　　　　　　　

歳

　　　　　　　　

入

　　　　　　

歳

　　　　　　　　

出

　　　　　

一一一一一一一

　

区

　　　

分

　　

回皿(ｍ(箔幣栗

ｿ

四回
ﾄ(譜警束1

，一一一一一

丿肝に年度
l

　

1 250 979　　　－皿丿　　1 206 069　　　－　　　∂.0

　　

32

　　　

1

　　

1 407 088 i　　　－　　12.5

1　　1

342 528　　　－　　11､3

　　

33

　　　　　　

1 504 250　　　－　　　∂.∂　　　1 455 579　　　－　　　8､4

　

31～33平均

　　　

1 387 439　　100　　　－　　1 334 725　　扨Q　　　－

　　

34

　　　　　　

1 689 352　　　j22 1　　12.3　　　1 623 883　　　j22　　11.6

　　

35

　　　　　　

2 025 802　　　j4∂　　四.∂　　　1 924 907　　　144　　圃.5

　　

36

　　　　　　

2 511 550　　　認j　　24.0　　2 391 080　　　j7∂　　24.2

　　

37

　　　　　　

2 982 859　　2j5　　j∂.∂　　2 887 366　　2妬　　即.∂

　　

38

　　　　　　

3 397 659　　245 1　　j3.タ　　　3308 833　　24∂　　14.6
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第7表決算規模の推移

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　

数

　　　　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

国（一般会計）

　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　

方

　　　　

国

　　　　　　　　　

歳

　

入

　

｜

　

歳

　

出

　　

歳

　

入

　

｜

　

歳

　

出

　

歳入|歳出

　

歳入|歳出

昭和31年度

　

1 250 979 1 206 069 1 232 514 1 069 205　　－　　－　　－　　－

　　　

32

　　　

1 407 088 1 342 528 1 399 858 1 187 676　　－　　－　　－　　－

　　　

33

　　　

1 504 250 1 455 579 1 453 747 1 331 562　　－　　－　　－　　－

31～33平均

　

1 387 439 1 334 725 1 362 040 1 196 148　扨0　扨O　100　j00

　　　

34

　　　

1 689 352 1 623 883 1 597 213 1 495 040　j22　j22　117　j25

　　　

35

　　　

2 025 802 1 924 907 1 961 025 1 743 148　j4∂　jざ4　j4び　j4∂

　　　

36

　　　

2 511 550 2 391 080 2 515 932 2 063 468　j∂j　j79　j∂5　j7∂

　　　

37

　　　

2 982 859 2 887 366 2 947 623 2 556 617　2j5　2妬　2扨　214＼

　　　

38

　　　

3 397 659 3 308 833 3 231 214 3 044 292　245　24∂　237　255

（注）「地方」の歳入，歳出は純計決算額である。
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第８表

　

昭和38年度

　

黒字赤字

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

38

　　　　　

年

｜

　

区

　　　

分

　　

団体数（Å）

　

歳入（Ｓ

り

歳出（Ｃ
り義

一Ｏ
ＪＮ

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　

46

　　

2 148 699　　2 095 868　　　　52 831

｀

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

42

　　　

1 672 438　　　1 625 170　　　　47 268

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

4

　　　　

476 261　　　　470 698　　　　　5 563

J

　

市町

　

村

　

全

　

体

　　　　

4 960　　1 386 344　　1 350 349　　　35 995

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

4 472　　　1 032 007　　　　980 640　　　　　51367

　　　

赤字団体

　　　　

488

　　

354 337　　369 709　　△15 372

ゝ

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　

6

　　　

218 856　　　216 048　　　　2 808

7

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

2

　　　　

60 119　　　　55 391　　　　　4 728

！

　　

赤字団体

　　　　　

4

　　　

158 737　　　160 657　　△　1 920

，

　

特

　　

別

　　

区

　　　　　　　

23

　　　　

77 659　　　　70 401　　　　　7 258

1

　　

黒字団体

　　　　

23

　　

77 659　　70 401　　　7 258

；

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　

都

　　　　

市

　　　　

552

　　

640 730　　629 805　　　10 925

　　　

黒字団体

　　　　

420

　　

488 627　　469 804　　　18 823

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

132

　　　　

152 103　　　　160 001　　　△　7 898

　　　

中

　　

都

　　

市

　　　　　　

115

　　　　

342 512　　　　334 131　　　　　8 381

1

　　　

黒字団体

　　　　　

87

　　　　

261 725　　　　250 389　　　　11 336

1

　　　

赤字団体

　　　　　

28

　　　

8o 787　　　83 742　　△　2 955

4

　　　

小

　　

都

　　

市

　　　　　　

437

　　　

298 218　　　295 674　　　　2 544

j

　　　

黒字団体

　　　　

333

　　　　

226 902 219 415 7 487
2
1

　　　

赤字団体

　　　　

104

　　　　　

71 316　　　　76 259　　△　4 943

1
1

　　

町

　　　　　

村

　　　　

2 841 428 748　　　　413 956　　　　14 792
1

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

2 580　　　　387 788　　　　368 572　　　　19 216

11

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

261

　　　　

4o 960　　　　45 384　　△　4 424

　　

一部事務組合

　　　　

1 538　　　20 351　　　20 139　　　　212

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

1 447　　　　17 814　　　　16 472　　　　　1 342

j

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

91

　　　　

2 537　　　　3 667　　△　1 130

1

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

5 006　　3 535 043
‘ 3 446 217　　　　88 8261

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

4 514　　2 704 445　　2 605 810　　　　98 635

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

492

　　　　

830 598　　　　840 407　　△　9 809

(注)
（

）は， 北九州市が大都市に指定されたことに伴い，37年度について北九州市
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団体別決算収支の状況

(単位

　

百万円)

　　　　

度

　　　　　　　　　

昭和37年度

　　　　　

比較増減

1ﾄﾞﾌﾞ1

　

?a懸裔

　

団体回

ト

匹お）ソ才

　

実

（

影伊

　　　　

27 898　　　24 933　　　　　46　　　　37 388　　　　　　0　　△　12 455

　　　　

17 256　　　30 012　　　　　44　　　　38 302　　　　△　2　　a　8 290

　　　　

10 642　△　5 079　　　　　　2　　・　　914　　　　　　2　　△　4 165

　　　　

22 317　　　13 678　　　　4 864　　　　16 162　　　　　96　　a　2 484

　　　　

15 508　　　35 859　　　　4 383　　　　31 173　　　　　89　　　　　4 686

　　　　　

6 809　a　22 181　　　　　481　　　△　15 011　　　　　　7　　△　7 170

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（6）

　

（・1 351)　　　（○）　（△4 737)

　　　　　

8 896　乙　6 088　　　　　　5　　△　　631　　　　　　1　　　△　5 457

　　　　　

3 764　　　　　964　　　　　　2　　　　　　825　　　　　　0　　　　　　139

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　

（△2 176)　　　（○）　（△4 876)

　　　　　

5 132　△　7 052　　　　　　3　　△　1 456　　　　　　1　　　△　5 596

　　　　　

3 842　　　　3 416　　　　　23　　　　　3 015　　　　　　0　　　　　　401

　　　　　

3 842　　　　3 416　　　　　23　　　　　3 015　　　　　　0　　　　　　401

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(546)

　

（2 740)　　　　　　（1077）

　　　　　

ア108

　　　　

3 817　　　　　547　　　　　2 020　　　　　　5　　　　　1 797

　　　　　

5 846　　　12 977　　　　　411　　　　11 131　　　　　　9　　　　　1 846

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(135)

　

（△8 391)　　　　　　　　　.（△769)

　　　　　

1 262　△　9 160　　　　　136　　　　　9 111　　　　△　4　　△　　　49

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（110）

　

（3 289)　　（5）　　　(95)

　　　　　

4 997　　　　3 384　　　　　111　　　　　2 569　　　　　　4　　　　　　815

　　　　　

4 292　　　　7 044　　　　　83　　　　　6 064　　　　　　4　　　　　　980

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(27)

　

（△2 775)　　　（1）　　（△885)

　　　　　　

705

　

△

　

3 660　　　　　28　　△　3 495　　　　　　0　　△　　165

　　　　　

2 111　　　　　433　　　　　436　　△　　549　　　　　　1　　　　　　982

　　　　　

1 554　　　　5 933　　　　　328　　　　　5 067　　　　　　5　　　　　　866

　　　　　　

557

　

△

　

5500

　　　　　

108

　　

△

　

5 616　　　　乙　4　　　　　　116

　　　　　

2 205　　　12 587　　　　2 885　　　　1 1 153　　　　△　44　　　　　1 434

　　　　　

1 896　　　17 320　　　　2 620　　　　15 140　　　　a　40　　　　　2 180

　　　　　　

309

　

△

　

4 733　　　　　265　　△　3 987　　　　△　4　　△　　746

　　　　　　

266

　

△

　　　

54

　　　　

1 404　　　　　　605　　　　　134　　△　　659

　　　　　　

160

　　　　

1 182　　　　1 327　　　　　1 062　　　　　120　　　　　　120

　　　　　　

106

　

△

　

1 236　　　　　77　　a　　457　　　　　14　　△　　779
i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　　　

50 215　　　38 611　　　　4 910　　　　53 550　　　　　96　　△　14 939 1

　　　　

32 764　　　65 871　　　　4 427　　　　69 475　　　　　87　　△　3 604

　　　　

1z 451　△　27 260　　　　　483　　△　15 925

1　　　　　9　　△　11

335

1

･にかかる額を中都市から控除し，大都市に加えた場合の計数である。
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その１

　

収支額の推移

第9表

　

実 質

　　

収

ｉ

　　　　　　　　　　　　

全

　　　　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　　　

黒

E

　

２

　

・

　　　

額

　

ｔ・府県

　

市

　

田J

　

お‾Ｊ‾盲っ

１

　　　　　

戸体数|収支額団体数|収支額団体数!収支額|団体数!収支額

　

昭和31年度

　

3 95J　　15 708　　46　　11 352 3 909　　4 3よ3 090　　29 956

　　　

32

　　　

3 789!　　39 748　　46　　28 171 3 743　　11 577 3 215 49 048

　　　

33

　　　

3 678;　　23 952　　461 16 731 3 632　　　7 221 3 062 36 655

　　　

34

　　　

3 601!　　36 962　　461　　27 287 3 555　　　9 675 3 046　　　49685

　　　

35

　　　

3 565!　　64 825　　461　　46 464 3 519　　18 361 3 179　　74 666

　　　

36

　　　

3 53が　　66 353　　４61　　44 779 3 ４89　　２1 57４ 3 183　　75 183

　　　

37

　　　

3 506'　　53 550　　461　　37 388 3 460　　16 162 3 100　　69 4751

　　

38

　　　

3 468　　38 611　　４61　　2４933 3 4２２　　136781 3 067　　65 871

(注) 団体数には，一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況
-

｜

　　　　

全

　　　　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　　　

黒

　　　　　　　　　　　

－

　

区

　

分

　

総

　　　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

総

　　

額

　　　　　

団体数り又支額団体数|収支額団体数|収支額団体数|収支額

　

昭和31年度

　

・836

　　

70 6!2　　－　　34 960・836　　35 652 ・143　　20 619

　　

32

　　　

△166

　　

24 040　　－　　16 819 △166　　　7 221　　125　　19 092

　　

33

　　　

a 111　｡15 796　　－　a 11 440 ｡111　｡4 356 △153　△12 393

　　

34

　　　

△

　

77

　　

130101

　　

－

　　

10 556 a　77　　2 454 △　16　　13 030

　　

35

　　　

△

　

36

　　

27 863　　－　　19 177 △　36　　　8 686　133　　24 981

1

　　

36

　　　

・30

　　　

1 528　　－　a　1 685 a　30　　　3 213　　4　　　　517
1

　　

37

　　　

a

　

29

　

△12 803　　－　△　7 391 a　29　△　5 412 a　83　△　5 708
1

　　

38

　　

1△

　

38

　

△14 939　　う　△12 451 △　38　△　2 484 △　33　△　3 604

－

　　　　

一一一

第10表

　

財政再建債等

＿＿____._

　　　　　　　　

___.._

　　　　　　　

｜

　　　

総

　　　　　　　　

額

　　　

ｉ

　　　　

歳入欠かん補てん債
屹

　

分1一一一‥－一一一一‥-

　　　　

-

　　　　　　　

｜総

　

額陽道府県卜町村1総

　

額|都道府県|市町村

　

昭和31年度

　　　

54 140 29 503　　24 637　　　42 123　　18 100　　24 023

　　　

32

　　　　　　

48 278　　27 351　　20 927　　　36 481　　16 162　　20 319

　　　

33

　　　　　　

39 928　　23 691　　16 237　　　28 643　　12 878　　15 765

　　　

34

　　　　　　

31 074 ・　19 395　　11 679　　　21 049　　　9 741　　Ｈ 308

　　　

35

　　　　

22 490　14 850　　　7 640　　　13 9２２　　6 461　　　7 461

　　　

36

　　　　　

13 593 1　　9 093　　４ 500　　　　6 545　　２ 183　　4 362

　　　

37

　　　　　　

9 129　　　6 578　　２ 551　　　　3 142　　　　665　　2 477

　　　

38

　　　　　　

6 346　　　5 016　　　1 330　　　　1 ４93　　　　199　　1 294
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支

　　

の 推

　　

移

(単位百万円)

字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　

市町村

1

総

　　　

ｎ

　

都ｚ府４

　

市

　

田f二

］

団体数1収支額

1

団体数|収支額|団体数1収支額団体数l収支額

|

団体数|収支額

¬

　　

33

　

14 639 3 057　15 317　865　△14 248　　13　△3 287　852　△10 961

　　

41

　

29 622 3 174　19 426　574　・9 300　　　5　a 1 451　　569　△　7 849

　　

38

　

18 314 3 024　18 341　　616　a 12 703　　　81　° 1 583　608　△11 120

　　

42

　

28 402 3 004　21 283　555　△12 723　　　4’ △1 115　551　△11 608

　　

44

　

46 689 3 135　27 977　386　△　9 841　　2’ ・　225　384　乙　9 616

　　

45

　

44 862 3 138　30 321　352　a　8 830　　1!　a　　83　351　ム　8 747

　　

44

　

38 302 3 056　31 173　406　△15 925　　2;　△　914　404　△15011

　　

41

　

30 012 3 025　35 859　401　△27 260　　41　｡5 079　397　△22 181

(単位百万円)

字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　

市町村

　

総

　　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

団体数|収支額団体数|収支額団体数収支額

1

団体数l収支額

|

団体数|収支額

　　

23

　

12 642 △166　7 977 △693　　49 993　△23　　22 318 △670　　27 675

　　　

8

　

14 983　　117　4 109△291　　　4 948　△　8　　　1 836 a 283　　　3 112

　

△

　

3△11 308 △150 a 1 085　　42　△　3 403　　　3　△　　132　　39　a　3 271

　　　

4

　

10 088 △　20　2 942 △　61　a　　20　△　4　　　　468△　57　△　　488

　　　

2

l

　

l8 287　　131　　6 694 △169　　2 882　a　2　　　　890 △167　　　1 992

　　　

1△

　

1 827　　　3　2 344 △　34　　　1011　△　1　　　　142 a　33　　　　869

　

△

　

11△

　

6 560 △　82　　　852　　54　a　7 095　　　1　△　　831　　53　△　6 264

　

△

　

２卜

　

8 290 △　31　　4 686 △　5　△H 335　　2　　4 165 △　7　　　7 170

現在高の推移
(単位

　

百万円)

　

交付公債（昭和27年度以前分）

　　　　　

借

　

替

　

債（昭和31年度発行分）

　

｀

総

　

額｜都道府県｜市町村

　　

総

　　

額ｉ都道府県|市町村

　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　3 650　　　　3060　　　　　　590

　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　3 430　　　　　2 846　　　　　　58４

　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　２ 918　　　　　2 470　　　　　　４48

　　　

7 677　　　　7 655　　　　　２2　　　　　２ 348　　　　　1 999　　　　　　3４9

　　　

7 093　　　　7 073　　　　　２0　　　　　1 475　　　　　1 316　　　　　　159

　　　

6 042　　　　6 024　　　　　18　　　　　1006　　　　　　886　　　　　　1２0

　　　

5 409　　　　5 392　　　　　17　　　　　　578　　　　　　5２1　　　　　　57

　　　

4 639　　　　４ 6２3　　　　　16　　　　　　２1４　　　　　　194　　　　　　２0
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その１

　

収支額の推移

第11表

　

財政再建債等を考慮

-
｜

　　

｜

　

全

　　　　　

団

　　　　　

体

　　　　　　　　　

黒

　　　　

字

｜

　　　　　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　　　　　

額

　

区分縦ﾃﾞﾆﾑﾑ

|

団体数

1

収支額団体数

卜

又支額団鵠数(A)/{B)収支額

　

昭和31年度

　

3 9551△38 432　　4よ18 151 3 909△2o 281 2 686　∂7.91　　21675

　　

32

　　　

3 789!△　8530　　46　　　820 3 743△　9 350 2 779　65.8　　35 965

　　

33

　　　

3 678U 15 9ぶ 46△　6 961 3 632△　9 016 2 665
刎26

424

　　

34

　　

・3 60l|　5 88ll　　46 7 892 3 555△　2 011 2 725　75.7｢　　37 703

　　

35

　　　

3 565|　42 335| 46　31 614 3 519　10 721 2 944　∂2.6　　60 829

　　

36

　　　

3 535:　52 760･　　46　35 686 3 489　17 074 3 025　85.61　　65 798

　　

37

　　　

3 506!　44 42ﾖ　　46　30 810 3 460　13 612 3 0H　∂5.ぶ　　62 535

　　

38

　　　

1
3 468　32 265j　　46　19 917 3 422　12 348 3 018　∂7.9　　61 303

一一一一一一
(注) 団体数には，一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

第12表

　

単 年 度

∇‾‾

　　　　

‾‾‾

　　　　　　　　

臨琵

　

和

　

38

　

年

　

ｉ

　　

”

｜

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

ﾚ

m. m ＼ m・府（市･Jお

ｰ・--

1

　

単

　　

年

　　

度

　　

収

　　

支（Ａ）

　　　

△14 939　　　△12 455　　　△2 484

　

調

　　

整

　　

額（Ｃ）十（Ｄ）一(E)(B)　　　　2 230　　　△　　234　　　　2 464
！

　

積

　

立

　

金

　

積

　

立

　

額

　

○

　　　　　

13 287　　　　　7 975　　　　　5 312
1Lム影特認潔

　

。昌

　

詣

　

沼

実質単年度収支（Ａ）十（Ｂ）

　　

△12 709　　△12 689　　△ 20

　　　　

一一一一

　

-一一一一一一

－216 －

一一一
｜

　　　

__

　

全
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－ 般 財 源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

~

　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

‘

　

ｇ

　

゛
決算（ｍ

　

ａ詣幣栗

し

算額）数冷甘菜

昭和31～33平均

　　

507 015　　　扨o　　　　－　　28 422　　　j叩|　　　－

　　

34

　　　　　

610 937　　　　120　　　12.3　　32 685　　　　115　　　Q.∂

　　

35

　　　　　

744 236　　　　皿7　　　2j.∂　　36 168　　　　j27　　　扨.7

　　

36

　　　　　

906 475　　　　j7∂　　　2j.∂　　45 449　　　　扨0　　　26.7

　　

37

　　　　

1 056 684　　　　2Q∂　　　拓.∂　　30 793　　　　加∂　　△32､2

　　

38

　　　　

1 212 860　　　　2aﾀ　　　j4.∂　　35 195　　　　j24　　　M.3

その２

　

都道府県分

　　　　　　　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　

地方譲与税

　　

区

　

゛
決算額m.

　

数濁甘栗E9こ（ｍ

　

数倫幣菜

　

昭和31～33平均

　　

243 819　　　扨Q　　　　－　　27 536　　　j卯　　　　－

　　　

34

　　　　　

302 618　　　　j24　　　15.9　　31 409　　　　114　　　0.5

　　　

35

　　　　　

394 592　　　　妬2　　　30.4　　34 948　　　　j27　　　11.3

　　　

36

　　　　　

497 725　　　　204　　　26.1　　43 939　　　　妬G　　　25.1

　　　

37

　　　　　

575 595　　　　2∂∂　　　15.6　　29 201　　　　加∂　　△お.5

　　　

38

　　　

1

　

660 443
1　　　27j　　　H.7　　33

218　　　　121

l　　招.∂

一一一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　

一一一一

　

その３

　

市町村分

一一一一一一一一一一一一一一‥一一一

　　　　

‥－"＝＝=－〒=-四--四一--･ ■　-㎜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　---ｉ

　　　　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　

ｉ

　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税ト

　

・

決算屈指

　

数店幣栗|決算額）数詣幣栗
卜

召和31～33平均

　　

263 196　　　扨o　　　　/　　　886　　　辺ペ　　　ー

i

　　　　

34

　　　　　

308 319　　　　117　　　　9.い　　1 276　　　　M（ 召.∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　

35

　　　　　

349 644　　　　招∂　　　13.4　　　1 220　　　　2∂　　△4､41

　　　

36

　　　　　

408 750　　　　巧5　　　妬.タ　　　1 510　　　　170　　　23.∂

　　　　　

37

　　　　　

481 089　　　　招∂　　　17.7　　　1 592　　　　j∂0　　　5.4

j

　　　

38

　　　　　

552 417　　　　2扨　　　j4.∂　　　1 977　　　　22J　　　24. j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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の 移

(単位

　

百万円・％)

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　

合

　　　　　　　　　　

計

回目［指数］警粟

臨

算額）

　

数］Ｖ票

　

197 452　　　　　j00　　　　　　－　　　732 889　　　　　　扨0　　　　　　　－

　

259 088　　　　　13い　　　　15.7　　　902 710　　　　　　j23　　　　　j2.∂

　

310 987　　　　　巧∂　　　　20.0　　1 091 391　　　　　　j4∂　　　　　2Q.タ

　

401 704　　　　　203　　　　29.2　　1 353 628　　　　　　j∂5　　　　　24.0

　

487 459　　　　　247　　　　21.3　　1 574 936　　　　　　2j5　　　　　16.3

　

581 150　　　　　294　　　　19.2　　1 829 205　　　　　　250　　　　　16.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

(単位 百万円・％）

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　

ｌ

に額）数］警

√

ａ算額）

　

数団Ｖ粟

　

134 824　　　　　j00　　　　　　－　　　406 179　　　　　　100　　　　　　　一 l

　

179 307　　　　　j33　　　　j∂.7　　　513 334　　　　　　j2∂　　　　　15.8

　

211 157　　　　　j57　　　　j7.∂　　　640 697　　　　　　j5∂　　　　　2j.∂

　

267 744　　　　　四ﾀ　　　　2∂.∂　　　809 408　　　　　　j9∂　　　　　26.3 I

　

326 204　　　　　242　　　　2j.∂　　　931 000　　　　　　229　　　　　15.0

　

385 606　　　　　2∂∂　　　　j∂.2　　1 079 267　　　　　　2∂∂　　　　　15.9

(単位 百万円・％）

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　

合

　　　　　　　　　　

計

決算額）数譜甘栗

臨

算額）

　

数］Ｖ栗

　　

62 628　　　　　100　　　　　　－　　　326 710　　　　　　j00　　　　　　　－

　　

79 781　　　　　j27　　　　　!?.5　　　389 376　　　　　　jjﾀ　　　　　　ﾀ.j

　　

99 830　　　　　j59　　　　25.0　　　450 694　　　　　　j3∂　　　　　15.8

　

133 960　　　　　214　　　　34.2　　　544 220　　　　　　妬7　　　　　20.∂

　

161 255　　　　　257　　　　20.4　　　643 936　　　　　　j97　　　　　j∂.3

　

195 544　　　　　3j2　　　　21.3　　　749 938　　　　　　230　　　　　j∂.51
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その１

　

道

　

府

　

県

　

税

第18表

　

昭 和

　　

38 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

38

　　　　

年

　　　

度

　　　

‾Ｔ

　

区

　　　　　　

分

　　

1

調定額

　

収入額

　

徴収率

　

収入額

　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

｜

　　

（Ｂ）

　　

(B)/(A)×100
1

構成比

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　

589 653　　　562 828　　　　％.j　　　卵.G

　

道府県民税

　　　

132 774　　　124 670　　　　お.9　　　加.∂

　　

個

　　

人

　　

分

　　　

82 266　　　75 778　　　　ﾀ2.j　　　12.5

　　

法

　　

人

　　

分

　　　

50 508　　　48 892　　　　％.∂　　　∂.j

　

事

　　

業

　　

税

　　　

308 384　　　297 503　　　　％.5　　　政丿

　　

個

　　

人

　　

分

　　　

22 291　　　20 412　　　　91.6　　　J.4

　　

法

　　

人

　　

分

　　　

286 093　　　277 091　　　　郭.タ　　　邸.7

　

不動産取得税

　　　

21 880　　　20 576　　　討.0　　　3.4

　

道府県たばこ消費税

　　　　　

36 477　　　　36 477　　　　100.0　　　　∂.Q

　

娯楽施設利用税

　　　　

6 621　　　　6 578　　　　∂ﾀ.,ざ　　　　l.l

　

料理飲食等消費税

　　　　

46 724　　　　43 107　　　　92.3　　　　7.j

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　

30 827　　　28 157　　　　ﾀj.3　　　4.7

　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　　

1080

　　　　　　

874

　　　　　

郎.タ

　　　　　

O.I

　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　　

341

　　　　　　

341

　　　　

100.0

　　　　

O.I

　

固定資産税（特例）

　　　　

4 545　　　　4 545　　　　100.0　　　　Q.∂

法定外普通税

　　　　

629

　　　　

561

　　　

∂∂.2

　　　

り.j

目

　　　

的

　　　

税

　　　

42 732　　　42 036　　　　認.4　　　∂.∂

　

軽油引取税

　　　

42 433　　　41 737　　　　昶.4　　　∂.タ

　

入

　　　

猟

　　　

税

　　　　　　

299

　　　　　　

299

　　　　

100.0　　　　0.0

旧法による税

　　　　　

101

　　　　　

18

　　　　

17.6

　　　

0.Q

　

合

　　　　　

計

　　　　

633 115　　　605 443　　　　95.6　　　100.0

（注）東京都が徴収した市町村税相当額（市町村民税相当額19 079百万円，固定資産

　　

百万円，鉱産税２百万円，法定外普通税133百万円，都市計画税3 292百万円，入

　　

民税相当額17 035百万円）を加算した額である。
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地

　　

方 税

　　

の 状

　　

況

昭

　

和

　

37

　　

年

　

度

513 136

105 785

　

60 694

　

45 091

２76 146

　

19 986

256 160

21 221

33 670

　

5 553

38 456

24 750

1 130

　

601

　

5 8２４

　　　

608

34 034

34 034

　　　

169

547 947

488

　

99

　

55

　

４3

265

　

17

２48

587

065

488

577

888

703

185

19 869

33 670

　

5 511

34 847

２２ ４0４

９

　

０

　

４

　

８

　

０

　

０

０

　

０

　

２

　

５

　

０

　

０

９

　

６

　

８

　

５

　

４

　

４

　
　
　
　
　
　

５

　
　
　

３

　

３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｃ
Ｏ

e
ｎ

522

　

40

585

95.2

ﾀ3.∂

91.4

ﾀ∂.∂

９６-３

　

∂∂.∂

　

96.9

　

93.６

１００､0

　

99.2

　

ﾀQ.∂

　

ﾀ0.5

　

80.4

　

99､8

100.0

　

タj.∂

　

9∂.j

　

98.1

　　

－

23.7

95.4

93､5

j∂.∂

10.6

　

8､3

50.9

　

3.4

47.5

　

3､8

　

6､4

　

1.1

6.７

４､3

0．2

0.j

1.1

0．１

６､4

6.4

　

0.り

100.0

ａ

比

7４ 241

25 605

20 290

　

5 315

31 615

　

2 709

２8 906

　　

707

2 807

1 067

8 260

5 753

　　

35

△

ａ

　

ｌ

△

259

279

　　　

3

8 636

8 337

82

299

　

22

858

(単位

　

百万円・％)

較 前年度

増減率

∂ﾀ.∂

30.9

24､５

　

６.4

∂∂.j

　

3､2

34.9

O
Ｏ

^

C
r
t

O
l

C
i

O

O

C
V
3

≫
-
Ｍ

(
3
1

t
o

O

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

15.2

25､9

36､6

12.2

11.9

15.3

11.7

　

3､６

　

∂.∂

△

　

0.3

△

　

j.4

　　

0.Q

　　

10.4

　　

10.1

　　

Q.3

^0.0

　

100.0

　　

19､４

　　

２３-７

　　

２５､７

△

　

3.9

a 43.2

o 22.0

　　　

Q.5

　　

25.タ

　　

25､0

　　

17.3

　　

4∂.7

　

103.7

　　

扨.∂

　　

辺.4

△

　

∂.Q

　　

12.0

　　

16.3

　　

19.7

　　

25､0

　　　

1.６

　　

１８.5

△

　

2､8

　　

11.3

　　

j∂.2

　　

17.7

　　

23､8

　　

23､8

ム55.0

　

15.8

△j∂.j

　

17.7

税32 652百万円，軽自動車税474百万円，たばこ消費税7 767百万円，電気ガス税8 635
湯税１百万円，計72 035百万円）を控除し，特別区が徴収した道府県税相当額（道府県
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その２

　

市

　

町

　

村

　

税

第18表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

38

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

調

　

定

　

額

　

|収

　

入

　

額

　

徴

　

収

　

率

　

収

　

入

　

額

　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　　

(Ｂ)

　　

|

(Ｂ)/(4)×100構成比

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　

624 590　　590 711　　　討.５　　　卯.∂

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　

249 251　　234 394　　　皿.0　　　お.∂

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　

H 489　　10 470　　　ﾀ1.1　　　j.7

　　

個

　

人

　

所

　

得

　

割

　　　

158 541　　147 887　　　お.3　　　討.4

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

1 902　　　　1 740　　　　ﾀj.5　　　　0.3

　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　

77 319　　74 297　　　％.j　　　12.2

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

256 023　　239 1％　　　お.4　　　お.4

　　

純固定資産税｜

　　

240 600　　　223 775 ﾀj.0　　　　お.9

　　

土

　　　　　

地

　　　

63 107　　57 502　　　ﾀ1.1　　　9.5

　　

家

　　　　　

屋

　　　

102 860　　94 684　　　92.1　　　15.6

　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　

74 633　　71 589　　　巧.タ　　　jj.∂

　　

交付金，納付金

　　　

15 423　　15 421　　100.0　　　2.5

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　

10 319　　　8 788　　　　砧.2　　　　j.4

　

市町村たばこ消費税

　　　　

53 941　　　53 941　　　100.0　　　　∂.タ

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　

49 929　　49 900　　　四.タ　　　∂.2

　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　　

2 527　　　2 316　　　　犯.∂　　　　0.4

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　

2 600　　　2 176　　　　∂3.7　　　0 .4

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　　

784

　　　　　

748

　　　　

郭.j

　　　　

0.1

目

　　　

的

　　　

税

　　　

17 132　　15 934　　　お.0　　　2.∂

　

入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　　

1 099　　　　1 028　　　　お,5　　　　0.2

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　

15 648　　14 572　　　お.j　　　2.4

　

水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　　

352

　　　　　

312

　　　　

認.タ

　　　　

Q.0

　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　

i

　　　　　

33

　　　　　

22

　　　　

64.6

　　　　

0.Q

旧法による税収入i

　　　

18引

　　　

24

　　　

13.0

　　　　

Q.0

　

合

　　　　　　

計

　

i

　　

642 688
1　607

417　　　94.5　　　100.0

（注）東京都が徴収した特別区にかかる市町村税相当額（市町村民税相当額19 079百

　　

電気ガス税8 635 百万円，鉱産税２百万円，法定外普通税133百万円，都市計画

　　

府県税相当額（道府県民税相当額17 035百万円）を控除した額である。
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方

　

祝

　

の

　

状

　

況（､つづ割

昭

額定
回

調

552 683

213 288

　

11 079

131 650

　　

1 736

　

68 823

231 735

217 637

　

63 098

　

93 080

　

61 459

　

14 098

　　

8 269

　

45 088

　

49 257

　　

2 541

　　

2 505

　　　　

674

　

15 632

　　　　

964

0
3
5
3

　

2

8
5
3
5

　

４

２
３

　
　

３

　

３

４

　
　
　
　
　
　
　

９

１

　
　
　
　
　
　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

和

　　

37

　　

年

収入額

　

(Ｄ)

519 071

199 736

　　

9 950

122 ２84

　　

1 584

　

65 918

213 615

199 52２

　

56 735

　

84 ２53

　

58 534

　

14 093

　　

6 995

　

45 088

　

49 2２7

　　

２ 326

　　

2 084

　　　　

637

　

1４ 337

　　　　

886

　

13 123

８
０
４

　

9

0
2
5

　

９

３

　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｃ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

l
Ｏ

度

塞

9S.9

93､６

∂9.∂

92.9

91.2

95､8

92.2

<)I ７

∂9.9

90.5

９５-2

100.0

　

84､6

100.0

　

99､9

　

91.6

　

83.2

　

94､５

　

９１､７

　

９１､９

　

９１.９

　

８７.３

　

５６.　Ｓ

　

１５.2

収入額
構成比

ﾀ7.2

57.4

　

1､9

22.9

　

Q.3

12-3

40.0

37.4

10　6

j5.∂

Ｈ､0

　

2､6

　

1.3

　

8.5

　

9.2

　

0．４

　

ｏ､4

　

0.j

　

2.7

　

O､２

　

２.5

　

0．０

　

０．0

　

Q.0

93.8 1　100.0

△

△

比

71 640

3４ 658

　　　

520

25 603

　　　

156

　

8 379

25 581

2４ 253

　　　

767

10 431

13 055

　

1 328

　

1 793

　

8 853

　　　

673

　　　　

10

　　　　

92

　　　

111

　

1 597

　　　

1４2

　

1 ４４9

４
２

　　

30

73 318

(単位

　

百万円・％)

増減額
構成比

　

97.7

　

47.3

　　

0.７

　

３４.　９

　　

Ｏ､2

　　

11.5

　　

34.9

　　

33.1

　　

1.1

　　

14､2

　　

17.8

　　

j.∂

　　

2､4

　　

12.1

　　

0.9

△

　

0.0

　　

0.j

　　

0.1

　　

2.2

　　

0.2

　　

2.0

　　

0．0

　　

0.Q

。０．０

100.0

較

率

　　

13-8

　　

17.4

　　

5．2

　　

20.9

　　

9.8

　　

12.7

　　

12.0

　　

12.2

　　　

j.4

　　

12､4

　　

22.5

　　

9､4

　　

25.6

　　

jﾀ.∂

　　　

j.4

△

　

Q.4

　　　

4.4

　　

17､4

　　

11.1

　　

16.0

　　

11､0

　　　

j.3

　　

10.0

△54､7

　　

13.7

前年度

増減率

　　

15､7

　　

24.３

　　

５､5

　　

36、1

　　

7.∂

　　

10.0

　　

jQ.タ

　　

11.0

　　　

1.1

　　

11.5

　　

22.0

　　

9.3

　　

50.7

　　

16､５

　　　

４.9

△

　

４､3

△

　

1､４

　　　

２､6

　　

11.4

　　

18､9

　　

11.３

△

　

ｊ．２

　　

ｎ. 1

a 36.タ

15.5

万円，固定資産税32 652百万円，軽自動車税474百万円，たばこ消費税7 767百万円，

税3 292百万円，入湯税１百万円，計　72 035百万円）を加算し，特別区が徴収し七道
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ｌ
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．

　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

一

一

｜

－
レ

ー

－

－

ｉ

１

１

」

－

－

Ｗ

１

ｉ

－

１

ｉ

－

－

－
！

１
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その１

　

道府県税

第19表

　

地方税徴収率の推移

(単位

　

％)

　

区

　　　　

分

　

|

　

現年度分|

　

過年度分

　　

滞納繰越分丿

　

合

　　

計

　

丿

昭和32年度ｌ

　　　

ｇ．２

　　　

弱.j

　　　

sj.パ卯.0

　　　　

33

　　　　　

j

　　　　　

ﾀ∂.7

　　　　　

87.2

　　　　　

56.6

　　　　　　

90.7

　　　　

34

　　　　　　　　　　

ﾀ7.Q

　　　　　

∂ﾀ.0

　　　　　

ぶ7.j

　　　　　　

92.2

　　　　

35

　　　　　

1

　　　　　

ﾀ7.3

　　　　　

90.4

　　　　　

j2.∂

　　　　　　

ﾀ4.2

　　　　

36

　　　　　　　　　　

97.2

　　　　　

∂2.∂

　　　　　

jﾀ.∂i

　　　　　

∂5J

　　　　

37

　　　　　

j

　　　　　

ﾀ7.3

　　　　　

92.5

　　　　　

54.9

　　　　　　

ﾀ5.j

　　　　

38

　　　　　

1

　　　　　

ﾀ7.4

　　　　　

ﾀ2.2

　　　　　

5∂.タ

　　　　　　

タ5.∂

その２

　

市町村税 (単位

　

％)

　

区

　　　　

分

　

|

　

現年度分

　

i

過年度分

l

　

滞納繰越分
|

　

合

　　

計

昭和32年度

　　　　

舅､ｊ

　　　　

ﾀ2.j

　　　　

お.2

　　　　

∂7.Q

　　　　　

33

　　　　　　　　　　

ﾀ4.7

　　　　　

85.6

　　　　　

56.6

　　　　　　

即.タ

　　　　　

34

　　　　　　　　　　

95.7

　　　　　

87.7

　　　　　

39.6

　　　　　　

溥.7

　　　　　

35

　　　　　　　　　　

96.6

　　　　　

∂∂.4

　　　　　

40.8

　　　　　　

ﾀj.7

　　　　　

36

　　　　　　　　　　

ﾀﾌ.0

　　　　　

86.7

　　　　　

ぎり.4

　　　　　　

ﾀ･3.1

　　　　　

37

　　　　　　　　　　

97.1

　　　　　

88.0

　　　　　

40､∂

　　　　　　

伺.∂

　　　　　

38

　　　　　　

l

　　　　　

97.4

　　　　　

∂j°∂

1

　　　　　

む゛5

1

　　　　　　

94.5
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第20表

　

昭和38年度超過課税等の状況

その１

　

道府県税

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円）

　　　　　　

ｊ

　

事

　

業

　　

税

　

’不動産

　　　　　　　　　　　　　　

l
ｓ:

　　　

⊃
ｲ固人卜人りヽお回．

ﾄｿ

超過課税団体名

昭和38年度(A)

　　

17 86　　103　　　65　　168　秋田県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業税

昭和37年度（Ｂ）

　　　

15

　　　

78

　　　

93

　　　

95

　　　

188

ﾄﾞ鉛姦‰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

討k票

増減（Å.)-(B) I　　2　　8　　10　△30　△２0

― 229



　　　　　　　　　　　　

第20表昭和38年度超過

その２

　

市町村民税所得割課税方式別市町村数
-

｜

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

大

　　

都

　　

市

　

｜

　

都

　　　　　　

市

　　

町

ｉ

　　　　　　　　　　

）１４（構むヒロ４（構む∩硝石こ:

i

　

本

　　

文

　　

方

　　

式

　

1

　　　　

7

　　

100.0

　　　

22
い

　　

如,い

　　　

429
i

ﾚ

ﾕｔｕ書方式
｜

　　

づ

　　

－

　　

323

　　

aい

　

24よ

：

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　

り

　　　

－

　　　　

1

　　　

Q･ﾊﾞ

　　　　　

ｌ

｜

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

/

　　

100.0

　　　

54ｱ

　　

100.01

　　

2 870i

(注) 東京都の特別区については，23区を1として大都市に計上している。（以下本

その３

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数
一一一

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

_和

　　

38

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　

，大

　　

都

　　

市

　

Ｉ

　

都

　　　　　　

市

　

」町

　　　　　　　　　

|
団体数|構成比，団体数|構成比l団体数！

　

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　

パ

　　

14.3

　　　　　

4

　　　　

よ

　

］

　

ln森ゴｎ訃

　　

ご

　　

7ゼ

　　

観

　

こい

　

回訓

ﾄｆ

　

や一

　

課

　

ml

　　

l

　　　

14.3

　　　　

10

　　　　　

陽

　　

リ

：

　　

合

　　　　　　　

計

　　

！

　　　　

ア

　　

100.0

　　　

54ｱ

　　

100.01

　　

2 870 i

その４

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数

‾‾

　　　　　　　　　

！

　　　　　　

昭

　

和

　

38

　

年‾‾子犬１

　　　　　

-

　

一一一一一一一一一
，区

　　　　　

分

　　

大

　

都

　　

市１都

　　　　

市い町

＞

　　　　　　

一一

　　　　　　

一一
ｉ

　

標

　

準

　

税

　

率

　

米

　

満

　

l

　　　

y

　

むよ

　　　

／

　　

，よ

　　　

ノ

ｊｎ具ゴム引

　

リ

　

豺

　

裟

　

言(3)2ヰ

１

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

リ

　　

14.3

　　　　

5

　　　

0.9 ;　　　　丿

｜合

　　　　　　　　

十

　　

｜

　　　

り

　

100.0

　　

54ﾔ

　

100.0
1

(3)2 86万

一

　

一一

　

一一

　　

一一
（注）条例の制定のみで法人の現存しないものを（

　　　　　　　　　　　　　　　　

－230－

）外書きしている（以下本表



課税等の状況（つづき）

１

　　

日
-

構成比

　

14､９

　

８５､l

100.0

現 在
一
計

団体数

　　　

659

　　

２ 764

　　　　

1

　　

3 424

表中において同じ。）

！

　　

日

　　　

村

構成比

　　　

－

　

74.5

　

25.5

　　

0.0

100.0

１

　　

日

-
構成比
-

　

0.2

　

70.6

　

29.2

　

100.0

現

昭和37年7月１日現在

団体数
構成比

在

一

　

計

団体数

２

３

　　

5

571

836

　

1２

424

　

19､３

　

８０.7

　　

0.0

100.0

構成比

　　

0.1

　

75.1

　

2i.i

　　

O､4

100.0

現

　　

在

　　　　　

計

団体数|構成比

　　　　

7

(3)2 340

　　

1 068

　　　　

6

(3)3 421

中において同じ。)。

　　

Ｏ､２

　

６８､4

　

31.2

　　

Q.2

100.0

２

6２8

831

3 459

構成比

j∂.2

81.８

100.0

昭和37年7月１日現在

団体数

２

３

　　

2

595

854

　　

8

459

構成比

O
　
O
　
K
　
≫
3

　

一
Ｉ
一
一

o
　
t
ｏ
　
＞
≫
i
　
o

　
　

７
２

100.0

昭和37年7月１日現在

団体数

　　　　　

3

(3)2 399

　　

1050

　　　　　

4

(3)3 456
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構成比

　　

0.ｊ

　

６９､４

　

３０-４

　　

ｏ､1

100.0

比

増

　　

減

(単位

　

％)

　　　　

較

増減率

　　

31

△

　

67

　　　

1

・35

△

a

　

４.9

　

2､4

100.0

　

1.0

(単位

　

％)

　

比

増

　

減

　

較
一

増減率

3
４
８
４

　

２
１

　

△
△

心 35

-

増

　　

減

4
９
８
２

　

５
１

　

△

a 35

心
ａ

ａ

150.0

　　

0.タ

　　

2､1

　

50.0

　　

1.0

(単位

　

Ｘ)

　

較
一

増減率

△

△

735.5

　　

2.5

　　

j.7

　

5り．Q

　　

1.0

-

Ｉ

　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

「

　 　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　 　

，

　 　 　 　 　

｜

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　

｜

１

１

－

１

一

一

－

ｊ

－

－

ｊ

一

一

－
ｊ

｜

－

－

ｊ

一

一

！

｜

ｌ

ｉ

！

１

１

－

｜

－

｜



　　　　　　　　　　　

第20表昭和38年度超過

その５

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

：

　　　　　　　　　

！

　　　　　

昭

　

和

　

38‾二ﾄﾞ‾‾子‾う‾･‾‾‾
ｌ

　

区

　　　　　　　

分

　　

卜

　

ｔ

　

市）

　　　

市匹‾‾

l

　　　　　　　　　　

i団ｲ木（構むＯｉｲ本（構効Ｏ石４‾）

ｿj
準者反未引

　　

ソ

　

尚

丿

　

ノ

　

ん

へ

）。1

i

　

標準税率をこえるもの

　

｜

　　　

コ

　　　

ーi

　　　

372

　　

6∂.Q，

　　

1 099
1

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　

｜

　　　

ノ

　　　　

づ

　　　　

7l

　　　

j･（

　　　　

1

i

　

む

　　　　

計

　

l

　　

（

　

1000

　　

5（

　

1000ト3）2 86ｱ

･_＿･__＿_＿_＿＿＿＿

　　　　　　

ｉ

　　　　

ｌ

　　

＿

　　

ｌ

その６

　

固定資産税税率別市町村数

-
１

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年‾

　

７

　　

月

｜

　　

区

　　　　　　　

分

　　

i

　

大

　　

都

　　

市

　　

都

　　　　　　

市

　

｜

　

町

し

　　　　　　

｜団ｲ太舛構ごﾋ）口本（構に□万巫）

「

　

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　

ソ

　　

∠

　　

ノ

　　

コ

　　

11
1

　

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　

川

　　

朋.

ﾀﾞ

　　　

352 1　　64.引　　19よ
|苛苛紆噸順

　　

プ

　　

コ

　

18ズ

　

ヤ･

　

即

i°合

　　　　

計

　

1

　　

7

　

100.0

　　

5巾

　

loo犬

　

2 870

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一

その７

　

市町村民税所得割課税方式別調定額および納税義務者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一
ｌ

　　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

｜

　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　

数

　　

本

　　

文

　　

方

　　

式

　　

1

　　　　　　　　　　　

659

　　　　　　　　　　

19.3

　　

た

　

だ

　

し

　

書

　

方

　

式

　　　　　　　　　　　　

2 764 80.7

　　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　

１

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

０.0

1

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

3 424
1　　　　　　__でﾂ］

（注）１

　

昭和38年7月１日現在による。

　　　

２

　

不均一課税市町村の調定額および納税義務者数は，本文方式およびただし

－２３２－



課税等の状況（つづき）

１

　　

日

　

・村
-
構成比

　　

0.ｊ

　

ｆｉＫｆｉ

　

３８､3

　　

り.0

100.0

１

　　

日
-

-
構成比
-

　

０．０

　

６９､2

　

50.8

100.0

調

現 在

団体数

一

　　

2
(3)1 940

　

1 471

　　

8

(3)3 421

現

計

|構成比

　　

0.j

　

56.7

　

43.0

　　

0．2

100.0

在

一

　

計

団体数
-

　　

I

　

２ 345

　

1 072

　　

6

　

3 424

定

94

48

0４7

366

142 413

構成比

　　

０．０

　

６８､5

　

31.3

　　

0.2

100.0

額

書方式のそれぞれに含めてある．

昭和37年7月１日現在

団体数

　　　　

2

(3)2010

　　

1 441

　　　　

3

(3)3 456

構成比

　

0.j

　

58.２

　

４Ｋ６

　

0.1

100.0

昭和37年7月１日現在

団体数

66､0

34.０

100.0

　　　

1

2 382

1 072

　　　

４

3 459

－233－

構成比

　

0.０

　

∂∂.∂

　

51.0

　

り.j

100.0

比

増

　　

減

二
心
3
0
L
Ｄ

△ 35

-

増

　　

減

ａ 37

一
２

　

3
5

　
　
　
　

ａ

(単位

　

％)

　　

較

増減率

△

△

ｊ
２

1６６

　　

１･

(単位

　

％)

　

較
一

増減率

△

△

一
５
ｊ
７

０

1

‾1

t
ｏ

I
　
o

o

£

　

ａ

　

１
　

(単位

　

百万円一人・％)

納

　

税

　

義

　

務

　

者

　

数

11 746 557

　

7 667 6４２

19 414 199

∂り.5

Sタ.5

100.0

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

｜

■

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

ｌ

ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

－

ミ

＝

｜

１

！

～

ｌ

｜

｜

｜

１

｜

ｊ

－

－

－

｜

！

ｉ

ｉ

｜



第21表

　

昭和38年度法定外普通税の状況

その１

　

道府県税 (単位

　

百万円)

　

区

　　　　

分

　　

卜回巾混ﾚいい臨長|裴4MIrぽ霜ﾄお

（財政再建団体）

　

徳

　　

島

　　

県

　　　　

－

　　　

105

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

105

（その他の団体）

　

新

　　

潟

　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

13

　　　

－

　　　　

－

　　　

13

　

岐

　　

阜

　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

19

　　　　

－

　　　

19

　

京

　　

都

　　

府

　　　　

－

　　

352

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

352

　

奈

　　

良

　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

６

　　　

６

　

和

　

歌

　

山

　

県

　　　

－

　　　

66

　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　　　

一

　　　　

66

　

小

　　　　　

計

　　　　

－

　　　

418

　　　

－

　　　

13

　　　

19

　　　　

6

　　

456

合

　　　

計（Ａ）

　　　

－1

　　

523

　　　

－

　　　

13

　　　

19

　　　

6

　　

561

尹次二二言レレレス

　

ドで

234



第21表

　

昭和38年度法定外普通税の状況（つづき）

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　

昭和38年度

　　

昭和37年度

　　

比

　　　　

較

区

　　

分

|

市間数l収営額市間数1収営額(A)-(C) I (B)-(d:〉

商品切手発行税

　　　　

11

　　　　　

243

　　　　

11

　　　　

199

　　　　　

0

　　　　

44

広

　　

告

　　

税

　　　　　

7

　　　　

228

　　　　　

7

　　　　

1％

　　　　　

0

　　　　

32

文化観光施設税

　　　　　

3

　　　　

153

　　　　

2

　　　

107

　　　　　

1

　　　　

46

犬

　　　　　

税

　　　　

136

　　　　

69

　　　　

197

　　　　

75

　　

ム

　

61

　

△

　　

6

林産物移輸出税

　　　　　

9

　　　　

51

　　　　　

9

　　　　

50

　　　　

0

　　　　

1

立木引取税

　　　　

１

　　　　

１

　　　　

１

　　　　

∩

　　　

０

　　　　　

０

立木伐採税

　　　　

５

　　　

１

　　　

６

　　　

１

　　　

△

　　

１

　　　　　

０

真珠漁場税

　　　

‾

　　　

‾

　　　

‾｜

　　　

‾

　　　

‾

　　　

‾

砂利引取税

　　　

－

　　　

－

　　　

リ

　　　

１

　　　

△

　　

１

　

△

　　

１＝

そ

　　

の

　　

他

　　　　

３

　　　　

２

　　　　

２１

　　　　

７

　　　　　

１

　

△

　　

５

　

合

　　

計

　　　　

175

　　　

748

　　　

236

　　　

637

　　

△61

　　　

111
1

(注) 税目の「その他」には，砂利採取税，と畜税,薪炭引取税およびミシン税があ

る。
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第22表

　

昭和38年度地方税決算額と計画額との比較

(単位

　

百万円)その１

　

道府県税

比較ｔ昭

　

和

　

37

　

年

　

度昭

　

和

　

38

　

年

　

度

分区

(C)-(F)傾゛

35817
－
－
－
ｒ
Ｌ
－
ｒ
－
－
－
－

　
　

－

　
　

７

　
　

０

　
　

９

69ヲ

2 149

7り

プ

9 0661

－
―
－
－
－
ｊ
－
―
ｒ
ｌ
－
－
－
－

　

Ｌ
－
－
－
－

　

－
－
－

９

　

７

　

７

　

１

　

９

　

ｉ
ｎ

７

　

５

　

１

　

２

　

８

　

２

^

^
Ｏ

C
O

O

―
.

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　
　
　

〈

‐
－

　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

３

　

５

　

４

　

１

　

８

　

８

　

０

　

６

　

２

　

３

　

９

　

８

　

６

　

２

　

７

　

９

　

８

　

７

　

０

　

５

　

３

　

１

　

５

　

６

　

１

　

７

　

３

　

４

　

６

　

６

　

８

　

７

　

１

　

５

　

０

　

２

　

７

　

２

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　

４

　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

１

　

３

　

７

　

５

　

４

　

０

　

７

　

４

９

　

５

　

３

　

２

　

１

　

１

　

１

　

３

　
　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　

２

決算額

　

(Ｄ)

-

４88 581

計画額

　

(Ｂ)

　

｜
077

９

　

５

　

３

　

５

　

７

９

　

５

　

４

　

６

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

１６４１４

487

108

S62

124

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　

道府県民税

８

　

７

　

７

　

－

　
　
　
　
　
　
　

４

２９２

　

－

　

‐

２

　

５

　

０

２

　

６

　

２

１

　

５

　

９

248

４５１１

５

　

２

　
　
　

△

１１

　

２

　

７

０

　

０

　

２

１

　

０

　

０

９

　

０

　

１

２

　

２

９

　

３

　

５

　

４

１
Ｃ
Ｏ

C
Ｏ

６

　

１

４

　
　
　
　

‐

　

ｉ

　

－
‐
‐

５

　

９

　

２

　

８

４

　

７

　

２

　

０

６

　

７

　

４

　

９

2２

6 567

3 491

540

666

７

　

１

　

９

　

８

　

０

　

８

　

６

　

５

　

６

　

４

６

　

４

　

４

　

１

　

３

　

１

　

３

　
　
　

３

　

２

　
　
　
　
　
　

２

　
　
　

２

　

－
－
－
‐
‐

アＱ
／

△

△

　　

391

△1 367i

　　　　

！

　　

12138

５５
991

△

△

2 932

2 950

２

　

２

3
0

　

3
0

C
Ｏ

C
O

C
O

e
ｎ

＼
ｎ

i
ｎ

△△

20 416146152281 441

－
‐
・
ｊ
－
・
―

　

‐
・
－
―
－

７

　

一

　

〇

　

６

　

１

　

一

　

４

　

７

　

７

　
　

２

６

　
　
　

８

　

３

　

４

　
　
　

８

　

６

　

１

　
　

０

８

　
　
　

３

　

５

　

２

　
　
　

６

　

３

　

３

　
　

０

５

６

　

６

３

　

３

524

‐
‐
－
－
ｊ

　

‐
－
－
Ｊ
‐
‐
ｌ
ｊ

　
　

ｌ
ｊ
・
ｉ
ｌ
‐

８

　

２

　

３

　

２

　

１

　

６

　

７

　

８

　

７

　

７

　

４

　

一

　

１

　

５

　

１

　

８

　

６

　

Ｚ

　

９

　
　

３

７

　

９

　

０

　

１

　

９

　

７

　

７

　

７

　

０

　

５

　

７

　
　
　

４

　

４

　

６

　

１

　

３

　

３

　

９

　
　

４

７

　

８

　

５

　

４

　

０

　

５

　

４

　

５

　

Ｉ

　

Ｉ

　

８

　
　
　

３

　

５

　

５

　
　
　

０

　

７

　

２

　
　

４

５

　

８

　

７

　

０

７

　

４

　

２
9
２

―
－
‐
―

人

　

人

　

税

個

　

法

業

人

人277

個

　

法

事

20

■
^

L
f
J
　
Ｉ
　
Ｉ

６

　

６

　

３

　

８

３

　
　
　

４

　

２

‐
－
‐
－
‐

不動産取得税

道府県たばこ消費
税

娯楽施設利用税

料理飲食等消費税

動

　

車

　

税

　

区

　　

税

猟

　

者

　

税

自

　

鉱

　

狩

　

狩猟免許税・

　

固定資産税（特例）１

　

４

法定外普通税１

旧法による税収入｜

4
2

　

４
1

税.!目

税

税

取

605計

引

　

猟

油軽

　

入

　
　

合
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ｉ

｜

Ｊ

｜

ミ ー

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　

ｒ

　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　

ｌ

| ‾

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

●

　 　 　 　

Ｉ

　

・ １

ｌ

　　　　

ｌ、Ｊ

　

－●Ｉ

　　　　

ｌ

　　　　

ｄ |_

-

ｌ

」

Ｆ

ｉ

１

｜

｜

; !

j

’

j

－

］

４

⊃

４

〆
）

）

～
）

－
）

３

）

－

－
］

］

）

３

ン

３

リ

ｊ

ｊ

ｊ

ｌ

Ｊ

Ｌ

ｉ

－

１

ｊ

ｌ

３

Ｊ

Ｊ

－

！

｜

｜

1

1

1

1

1

１

｜

｜

ｊ

ｊ

ｌ

ｊ

ｌ

ｉ

｜

ｊ

ｊ

ｉ

｜

｜

｜



　

･第22表

　

昭和38年度地方税決算額と計画額との比較（つづき）

その２

　

市町村税

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円）

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

ﾄﾞﾋ

　

較

ニ

　

゛劈ヤッヤド幣ヤで几レニ‾

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　

590 711 518 809　71 902 519 071 455 635　63 436　8 466

　

市町村民税234 394 184 017 50 377 199 736 159 878 39 8110 519

　　

個人均割等

　

10 470　9 327　1 143　9 950　8 916　1 034　　109

　　

個人所得割

　

147 887 112 166　35 721 122 284　93 263　29 021　6 700

　　

法人均等割

　　

1 740　1 443　　297　1 584　1 31　　242　　　55

　　

法

　

人

　

税

　

割

　

74 297　61 081　13 216　65 918　56 35Z　9 5611　3 655

　

固定資産税

　

239 196 223 340　15 856 213 615 196 099　051に1 660

　　

純固定資産税

　

223 775 207 889　15 886 199 522 181 865　17 65T△1 771

　　

土

　　　　

地

　

57 502　53 245　4 257　56 735　51 567　5 168･△　911

　　

家

　　　　

屋

　

94 684　86 840　7 844　84 253　75 446　8 807△　963

　　

償却資産

　

71 589　67 804　3 785　58 534　54 852　3 682　　103

　　

交付金・納付金

　　

15 421　15 451 △　　30　14 093　14 234 △　141　　　111

　

軽自動車税

　　

8 788　7 653　1 135　6 995　6 087　　908　　227

　

亮町村たばこ消費

　

53 941　53 782　　　159　45 088　45 794 a　706　　　865

　

電気ガス税

　

49 900　45 797　4 103　49 227　43 820　5 407△1 304

　

鉱

　　

産

　　

税

　　

2 316　2 185　　131　2 326　2 142　　184 △　　53

　

木材引取税

　　

2 176　2 035　　141　2 084　1 815 269△　128

法定外普通税

　　

7萌

　　　　　　　　

637

　　

539

　　

98

　　　　　　　　　　　

･[ 640　　　132　　　　　　　　　　　　　　　　154

旧法による税収入

　　　

24･

　　　　　　　　　　　　　　　

53

　　　

73・

　

20

日

　　　

的

　　　

税

　　

15 93J　14 741　　1 193　14 337　13 060　　1 277△　　84

　

入

　　

湯

　　

税

　　

1 028i　　874　　　154　　　886　　　657　　229 △　　75

　

都市計画税

　

14 572　13 536　1 036　13 123　12 104　1 019　　17

　

水利地益税

　　

312

　　　　　　　　

308

　　　　　　　　　　　

1

　　

331

　　　　

3

　　　　

1

　　

299

　　　

29△

　　

26

　

共同施設税

　　

22

　　　　　　　　　　　　　　　

20

　

合

　　　　

計

　　

607 417 534 190　73 227 534 098 469 307　64 791! 8 436

　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

！
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第23表昭和38年度地方

∧

　　

。

　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

|

　

市

　　

町

　　

村

　

|

　　　　

計

　

（Ａ）

　

ニ言:ニ

　　　　　　　

3プ

　　　　　　

二

　　　　　　

二

ｉ

　　

＆

　　　　　　

計

　　　　　　　　

33 218　　　　　　1 977　　　　　　35 195 1

鋳

第24表

　

昭和38年度地方道路譲与税

一一一一一一一-
ｊ

　

区

　　

→

　

道路の延長による

　　　

道路の面積による

　

｜

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

あん分額

　　

（ｃ）

　　

あん分額

　　

（Ｄ）

|

　

東

　　　　　　

京

　　　　　　

都

　　　　　　　　　　　

308

　　　　　　　　　　

531

　

神

　　　　

奈

　　　　

川

　　　　

県

　　　　　　　　　　　

158

　　　　　　　　　　

219

　

愛

　　　　　　

知

　　　　　　

県

　　　　　　　　　　　

513

　　　　　　　　　　

545

　

大

　　　　　　

阪

　　　　　　

府

　　　　　　　　　　　

181

　　　　　　　　　　

236

1

　　

小

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

1 160　　　　　　　　　l 531

　

名

　　　　

古

　　　　

屋

　　　　

市

　　　　　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　

108

　

北

　　　　

九

　　　　

州

　　　　

市

　　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　　　

67

1

　　

小

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

80

　　　　　　　　　

175

《

　　　　　　　　　

：

　　　　

ご

　　　　　　　　　　

イ

　　　　　　　　　

1 706

りＡ）/（ｻﾌﾞoｿ

｡_｡

　　　　　

（％）

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－
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譲与税の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　

都道府県
|

市

　

町

　

村
1

　　

計

　

(Ｂ)

　

増減額(A)-(B)構成比

　　　　　

29 171　　　　　　　354　　　　　29 525　　　　　　4 276　　　　　97.1

　　　　　　　

30

　　　　　　

1 238　　　　　　1 268　　　　　　　126　　　　　　2.タ

　　　　　

29 201　　　　　1 592　　　　30 793　　　　　4 402　　　　100.0

-

における譲与制限額の状況

(単位

　

百万円)

あん分額の計

　　　

制

　　

限

　　

額

　　　

制限後の額

(Ｃ)十(D)

　　　　

㈲

　　

｜

　　　　　

(Ｆ)

　　　　　

｜

　　　　　

叫一(Ｆ)

　　　　　　　　　　

839

　　　　　　　　　　　　　

565

　　　　　　　　　　　　　

274

　　　　　　　　　　

377

　　　　　　　　　　　　　

252

　　　　　　　　　　　　　

125

　　　　　　　　　

1 058　　　　　　　　　　　　　702　　　　　　　　　　　　　356

　　　　　　　　　　

417

　　　　　　　　　　　　

277

　　　　　　　　　　　　　

140

　　　　　　　　　

2 691　　　　　　　　　　　　1 796　　　　　　　　　　　　　895

　　　　　　　　　　

14

ﾊﾞ

　　　　　　　　　

25

　　　　　　　　　

122

1

　　　　　　　　　　

108

　　　　　　　　　　　　　

72

　　　　　　　　　　　　　

361

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

255

　　　　　　　　　　　　　

97

　　　　　　　　　　　　　

158！

　　　　　　　　　

2 946　　　　　　　　　　　1 893　　　　　　　　　　　1 053

1

　　　　　　　　

33 801　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　

8.7

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

ゾ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

― 239 ―



第25表

　

昭和38年度地方

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

38

　　　

年

ｉ

　　

区

　　　　　　

分

　　

’‾当

　

初(a)第２次補正

　

ｉ第３次補正・

　

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税

　　　

所

　　　

得

　　　

税

　　　　

636 130　　　　20 553　　　　19 247

　　　

法

　　　

人

　　　

税

　　　　

760 517　　　　n 661　　　　28 059

　　　

酒

　　　　　　　　　

税

　　　　　

303 991　　　　　　8 661　　　　　　　　－

　　　　　　　

計

　　　　

固

　　　　

1700 638　　　　　106 875　　　　　47 306

　

地

　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　

法定繰入率% (B)　　　　28.9　　　　認.9　　　　認.∂

！

　　

（Ａ）×（Ｂ）

　　　　　　　　　　　　

491 484 30 887　　　　　　　13671
j

　　　

過

　

年

　

度

　

精

　

算

　

額

　　　　　

４Ｓ２６９　　　　　　　　－　　　　　　　　－
i

　　　

法第19条第２項にかかる

　　　

返還金

　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　

繰

　　　　　　　

越

　　　　

10 000　　　　　　－　　　a13 671

　　　　　　　

計

　　

（Ｃ）

　　　

549 756　　　　30 887　　　　　　－

　

臨時地方特別交付金

　　　

法定繰入率% (D)　　　　　－　　　　　　－　　　　　－

　　　

㈲×（Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　

過

　

年

　

度

　

精

　

算

　

額

　　　　　　　

508

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

計

　　　　

剛

　　　　　　　

508

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　

合

　　　　

計

　

回十㈲

　　　　

550 264　　　　30 887　　　　　－

その１

　

配分状況

第26表

　

昭和38年度地方

一一一一一一一一一一

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

38

　　　

年

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　

（
品晶轟品晶）

　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

ｉ構成比

　　

交

　

付

　

額

　

|構成比

臨

　

‾み

　

県

　　　　

369 849 ∂7.∂i　　　　　15 757　　　43.5

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

175 051　　32.1　　　　20 494
1

56.5

　　

J

　

都

　　　

１

　　

ニ;

　

ご

　　

二

　

ぶ

　　

町

　　　　　

村

　　　　

1H 843
j 20.5　　　　　11 378 31.41

合

　　　　　　　

計

　　　　

544 900
1　100.0　　　　36

251　　100.0

-==＝r-皿=･=

　

･-==-＝』=＝
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交付税の算定基礎

(単位

　

百万円・％)

ｔ

　　　

ｌ

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　

｜

　

比

　　　　　　　

較

　　　

11

1

　

終（bりも

　

お（Ｏｔ

　

終（dり影（が

　

馴浪
（
具凛゛I

　　　　

675 930　　　　　497 933　　　　　571 292 104 638

1

18.3

　　　　

866 237　　　　　699 964　　　　　z62 895　　　　　103 342 1　　　　13.5

　　　　

312 652　　　　　292 387　　　　　292 387　　　　　20 265　　　　　　∂.∂

　　　

1 854 819　　　　1 490 284　　　　1 626 574　　　　　228 245　　　　　14.0

　　　　　　

28.9

　　　　　　

2＆タ

　　　　　　

28.9

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　

536 042　　　　　430 692　　　　　470080　　　　　65 962　　　　　14.0

　　　　

48 269　　　　　17 347　　　　　17 347　　　　　30 922　　　　　j7∂.J

　　　　　　　

31

　　　　　　　

－

　　　　　　　

ig二

　　　　　　　　

3

　　　　　

SOり.0

　　　　

10000

　　　　　　　　　　　　　　　

9 850

　　

（

△13 671）　　　　　9 850　　　（△10000）　　△　　3 521　　△　２３４７.3

　　　

△

　

3 671　　　　　　　　　　　　　△　　150

　　　　

580 643　　　　　457 889　　　　　487 277　　　　　93 366　　　　　19.2

　　　　　　　

＿

　　　　　　　　

＿

　　　　　　　　

＿j

　　　　　　　　

＿

　　　　　　　

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ロ

　　　　　　　

ー，

　　　　　

一

　　　　　　

汗，

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

508

　　　　　　　

182

　　　　　　　

182

　　　　　　　

326

　　　　　

j7ﾀ.j

　　　　　　

508

　　　　　　　

182

　　　　　　　

182

　　　　　　　

326

　　　　　

179.1

　　　　

581 151　　　　458 071　　　　487 459　　　　93 692　　　　19.2

交付税の交付状況

-

~
交

　

付

　

額

385 606

195 545

　　

5 85２

　

66 ４Z２

1２3 ２２1

581 151

構成比

　

６６.4

　

55.6

　　

1.0

　

11.４

　

２１.2

100.0

(単位 百万円・％）

昭和37年度地方交付税
(含臨時地方特別交付金)

交

　

付

　

額

3２6 ２04

161 ２55

　　

４ ２4２

　

54 ２４1

10２ 77２

487 459

－241－

構成比

　

ｆｉｆｉ.9

　

33. I

　　

O､9

　

U. 1

　

21.1

100.0

　

比

増

　

減

　

額

59 402

34 290

　

1 610

12 ２31

20 449

93 692

較

増減率

1８､２

２１､３

３８､0

22.5

20.0
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その２

　

普通交付税算定状況

第26表

　

昭和38年度地方

１

　　　　　　　

１

　　

基準財政需要額

　　　　

基

　

準

ｌ

　

ｓ

　　

９

　

１
Ｈぺ団（四回皿（

　

ｎ

　

ｌ

mm7f&m＼t

１

道

　　

府

　　

県
1

　　

629 88い 186 189　　　　816 074　　　　260 035
1市

　　

町

　　

村1

　　

383 215　　151 478　　534 693　　208 165

　　

大

　

都

　

市i

　　

51 012　　101 301　　　152 313　　　46 037
1

　　

都

　　　

市｜

　　

160 884　　　　43 971　　　　204 855　　　　102 652
’

　　

町

　　　　　

村

　

｜

　　　

171 319　　　　　6 206 177 525 59 476

　

合

　　　　　　　

計

　

1

　　

1 013 100
1　　　337 66ｱ　　　1 350 ｱ67　　　468 200

（注）１

　

本表は，一般算定団体分と合併算定団体分とを単純に合計したものであ

　　　

２

　

東京都特別区については，地方交付税法第21条（都等の特例）の規定に基

　　　

超過団体として積算した。

その３

　

交付，不交付団体の状況

ｌ

　　　　　

ｉ

　　

昭

　　　

和

　　　

38

　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

ｔ

　　　

せ≫５

　

１

　

ｲ寸｜

　　　

お1

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

42

　　

91.3

　　　　

4

　　

∂.7

　　　　

46

　

j皿り

、市

　　　

町

　　　

村

　　　

3 264　　ﾀ5.3　　　　160　　4.7　　　3 424　100. 0

’

　

森

　

ぢ

　

［

　

ｊ

　

お

　　

、叉

　

剽

　　

ぷ温§

　　

町

　　　　　

村

　

i

　　

2 778　　％.引　　　92　　s.2　　　2 870 1　j皿０

｜

　

合

　　　　　　　

計

　

1

　　

3 306　　95.3
1　　　164　　4.7　　　3

470　100.0

1

　　　　　　　　

＿

　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　

i

その４

　

基準財政需要額および収入額の状況

　　　　　

１

　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　　　　　　

昭

　　

和

　

区

　　　　　

分

　　

！

，

　　　　

|″ヅｏｻｏ劈に外圧訃聶尚尚〕

｜道

　　

府

　　

県

　　　

816 074 i 493 119　　60.4　　　　　701 565
ノダづ

　

E郷

　

こいH

　

皿

／J

　

レニン

　

ニゴ

　

ムニ

；

　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　

ｌ
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交付税の交付状況（つづき）

財

　

政

　

収

　

入

　　　　　　　　　　　

一

財源超過団体

　

｜

233

160

　

96

　

55

　　

8

393

084

283

２53

5４8

482

367

額
一
計

493 119

368 448

142 ２90

158 200

　

67 958

861 567

財源超過額

　

４６

　　

８

ａ

　

５

　　

１１

　　

２

　　

５５

895

805

048

577

２76

700

(単位

　

百万円・％)

普通交付税額
(財源不足額)

369 850

175050

　　

４ 975

　

58 232

111 8４3

544 900

構

　

成

　

比

　

67.9

　

32、1

　　

Q.∂

　

10.7

　

２０.　S

100.0

る。

づき，東京都分と合算した場合財源超過となるので，単独では財源不足となるが，財源

交

　　

42

3 289

　　　

4

　　

482

2 803

3 331

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

付

91.3

ﾀ5.0

∂∂.7

87､５

９６､5

95.0

不

　

交

　

付

　　

４

17２

　　

2

　

69

101

176

　

∂.７

　

５,0

33､3

12､5

　

＆5

　

5.0

　　

46

3 461

　　　

6

　　

551

2 904

3 507

計

1００.０

１００､０

１００､０

100.0

100.0

100.0

　　　

比

　

交

増減数

　　　

0

　

a 25

　　　

1

　

△

　

1

　

a 25

　

△25

　

付

一
増減率

一
O
O
　
O
　
C
M
　
Ｏ
^

　

O
　
l
O
　
O
　
O

　
　

C
o

　

△

　

△
心

△ 0.8

(単位

　

％)

　　　

較

不

　

交

　

付

増減数

-

△

△
△

2
0
3
9

－

増減率

△

　

－

7.0

　

－
３
タ

　

一
季

４
８△

ム

△12 △ 6.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　

基準財政需要額

　　　

基準財政収入額

　

１

・門胆４宍已じ‰湧♂|郷l

o

％湧

［

♂ﾂﾞ雫1］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　

443 066　　65.2　　　　　　114 509　　16.3　　　　　　50 053　　11.3

　　　　

323 068　　70.7　　　　　　77 857　　17.0　　　　　　45 380　　14.0

　　　　

118 030　　∂3.タ　　　　　　26 603　　21.2　　　　　　24 260　　20.6

　　　　

143 110　　80.2　　　　　　26 380　　j4.∂　　　　　　15 090　　10.5

　　　　

61 928　　40. ∂　　　　　　24 874　　16.3　　　　　　　6 030　　　ﾀ.7

　　　　

766 134　66.1　　　　192 366　16.6　　　　　95 433　12.5
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義
生
児
普
災
失

委

　
　

財
そ

　

合

区

　
　

鉱

一
特
炭

　

建
そ

分

ミ
Ｈ

費
費
費
費
費
費
般
別
労
金
費
他
金
他

　

計

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

193 333

　

34 876

　　

7 ４99

2２6 366

　

70 939

　

1２ 570

　　

8 977

　　

2 564

　　

1 029

　

16 201

　　

7 079

　　

9 122

　　　

303

　

79 014

641 101

　

３０､1

　　

5､4

　　

j.2

　

35.3

　

11.1

　　

2.0

　　

7.4

　　

0.4

　　

O､2

　　

2.5

　　

1.1

　　

1.4

　　

0.j

　

12.3

100.0

第27表

　

昭和38年度

和
一
市

　　

２

　

４5

　　

9

　

61

　

17

　

18

　

16

　　

1

　　

２

　　

２

　　

1

　

13

173

38

　

町

-

776

686

665

562

37２

７７７

857

507

413

533

37２

161

678

381

430

村

年

　　

1.6

　

26.3

　　

5．６

　

３５-５

　

１０.0

　

j0.∂

　　

ﾀ.7

　　

0.3

　　

Q.∂

　　

1.５

　　

０､2

　　

1.3

　　

j.り

　　

７．7

100.0

度

純

-

　

196

　　

80

　　

17

　

287

　　

卵

　　

31

　　

25

　　

3

　　

2

　　

18

　　

7

　　

11

　　

1

　　

92

　

814

計

109
562
164
928
3Ｈ
347
834
071
442
734
451
283
981
395

531

（注）上記のほか，国有提供施設等所在市町村助成交付金が，昭和37年度に12億

その１

　

会

　

計

　

別

区

一

分

積立金とりくずし額

財産区からの繰入金

他会計からの繰入金

　

法適用公営企業会計

　

法適用外公営企業会計

　

準公営企業会計

　

収益事業会計

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

合

　　　　　　　　　　

計

第28表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

11 084

　　　

－

19 053

　

3 215

　　　

77

　

4 705

11 056

　　

－

30 137

56.8

　　

－

65.2

10.7

　

O､2

15.6

36､7

100.0
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一
市
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-
町
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2 090

26 ２69

　

1 95２
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22 347

　　　

128
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村

年
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5.７
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5､3

o､２

１∂
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0.4
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一一

度

純 計
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151
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国庫支出金の状況

額

'
-
Ｓ
　
Ｃ
Ｔ
ｉ
　
i
-
ｓ
　
C
O
　
Ｏ
ｎ
　
O
i

　

・
Ｉ
φ
一
一

　

一

^
　
Ｃ
Ｔ
ｉ
　
C
S
i
　
ｕ
s
　
O
　
C
V
i

2

　
　

m
　
―
I

　

3､2

　

0.4

　

0.3

　

2.3

　

0.タ

　

1.4

　

0.3

　

11.3

100.0

昭

純

和 37

計

年

165 373

　

67 760

　

1４ 771

２37 989

101 689

　

２8 690

　

２3 568

　　

２ 873

　　

２ ２４9

　

17 663

　　

8 8４1

　　

8 8２２

　　

1 4２6

　

71 519

706 880

円，昭和38年度に12億円ある。

度

額

-

23､4

　

9.∂

　

2.j

33.7

14.4

　

4.0

　

3.3

　

0.4

　

0.3

　

2.5

　

j.3

　

1.2

　

0．２

１０.1

100.0

繰

　

入

　

金

　

の

　

状

　

況

昭

純

度

　

額

年3
7

　

計

和

21 058

　

2 345

38 283

3 999

　　

216

　

４ 683

29 ２65

　　　

120

61 686

34.1

　

3.∂

62.1

　　

６．5

　　

0.4

　　

7.∂

　

47.4

　

0.2

100.0

増

増

△

△

比

減

　

30 736

　

1２ 802

　

２ 393

　

49 939

　

13 378

　

2 657

　

２ 266

　　　

198

　　　

193

　　

1 071

　　

1 390

　　

２ ４61

　　　

555

　

20 875

107 651

比

減

△

　

1 629

△

△

245 ―

　　

255

7 039

1 168

　　

65

1 790

4 138

　　　

8

5 155

額
-

28､5
11-9
2.2

４
４

　

一
－

t
ｏ
　
I
M

■
^

≫
-
Ｈ

　
　

△

　　

２．5

　　

2.j

　　

o､2

　　

0.2

　　

j.0

△

　

j.3

　　

2､3

　　

0．５

　　

19.4

　

100.0

額

A 31.6

a

　

4.∂

　

136.5

　　

22.7

△

　

1.3

　　

３４.７

　　

∂0.3

　　

o､1

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　

較

増減率

　　　

18.６

　　　

１８.９

　　　

１６.２

　　　

２１.０

　

．13　２

　　　

９.3

　　　

9､６

　　　

６.9

　　　

∂.∂

　　　

６.1

　

a 15.7

　　

27.タ

　　

38､9

　　

2ﾀ.2

　　

15.2

1６-７

１２　a

55.6

27.2

15.5

10.9

jり.ざ

　

４.8

25.9

40.4

24.4

60.3

３９.9

36.5

21.9

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

較

増減率

ム　７､７

・jQ､タ

　　

j∂.4

　　

29.2

△３０.1

　　

38.2

　　

１４､1

　　

∂.7

　　

8.4

－ - － -

51.6
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43.1
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0.2

　　

∂.7

　

50. C

　　

0.2

100.0

一 一

一 一

　

一 一
- － － 一 一 一 一 － →

- |

Ｌ

- 四

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｉ

　 　 　 　

ｊ

　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

” ’ ｜

，

　 　 　 　 　

ｊ

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

〃 －

１

ｉ

｜

｜
－

ｊ

！

｜

！

－

－

－

ｉ

-



その２繰入目的別

第28表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

繰

一一

　　　

-

　

一一一一

　　　　　

一一一一

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

38

　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

運転資金返戻

　　

1 487　　ざ.タ　　　111　　0.J　　1 598　　2.4

　

収益金繰入

　　

11 224　即.2　22 779　62.1　　34 003　印.タ

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

6 342　　21.1　　3 379　　9.2　　　9 721　　14.5

　　

小

　　　　

計

　　　

19 053　∂＆2　26 269　71.6　　45 322　∂7.∂

　

積

　

立

　

金

　

繰

　

入

　　　

11 084　　お,∂　　8 345　　22. 7　　19 429　　2ﾀ.j

　

財

　

産

　

区

　

繰

　

入

　

|

　　　　

－

　　　

－

　　

2 090　　5.7　　　2 090　　3.1

　

合

　　　　　　

計1

　

30 13z　100. 0　36 704　100. 0　　66 841　100. 0

その３

　

会計別・繰入目的別

ﾑｌ

　　

゛｜゛

　

額昨今へぐ則‰感応芸

　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　

運転資金返戻

　　　　　　

159ﾊﾞ

　　　　　

1 193　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

収益金繰入

　　　　　

34 00丿　　　　366　　　　　651

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　

9 721　　　　　　3 608　　　　　　　　86

　

小

　　　　

計

　　　　　　

45 32ﾔ 5 167　　　　　　　151

　

積立金繰入

　　　　　　

19 429
i　　　　　　－　　　　　　＿

　

財

　

産

　

区

　

繰

　

入

　　　　　　　　

2 090　　　　　　　　－　　　　　　　　＿

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

66 841　　　　　　　5 167　　　　　　　151
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入

　

金

　

の

　

状

　

況（つづき）

昭

　

和

　

37

　

年

　

度
純

　　　　

計

　　　　

額

　

1 334

30 150

　

6 799

38 ２83

21 058

　

２ 345

61 686

　

2.２

４８.9

11.0

６２､1

ぶ4.j

　

＆∂

100.0

増

　

比
-

　

減
-

　

264

3 853

　　　

2 922

　　　

7 039

＆

　

1 629

ａ

　　

２55

　　　

5 155

額

　　　

５.j

　　

74.7

　　

56.7

　

136.5

・３１､６

△

　

4.∂

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　

一一

　

較

増減率

jj.∂

12.8

43､０

１８.４

△

　

7.Z

a 10､9

　　

8.4

84.5

叙.タ

70.9

3∂.∂

51.６

４１､6

43.1

(単位

　

百万円)

準公営企業会計

　

|
収益事業会計

　

丿祭り緊§tlモ・ｔ
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61

　　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　　

656

　　　　　　　　

32 909　　　　　　　　　　3　　　　　　　　　　4

　　　　　　　　

5 485　　　　　　　　　433　　　　　　　　　　81　　　　　　　　　　28

　　　　　　　　

6 473　　　　　　　　33 403　　　　　　　　　　90　　　　　　　　　　38

　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

19 429

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－
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第29表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

一一

　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　　

許

　　　

可

　　

額

　　

・

　　　

゛

　

ﾚ

回金）

　

（お

ﾚ

回４ト

　

（

　

ｎ

一一

　

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　

100 200　　2 6001　102800　99 881　32 967　132 848

　　

一般補助事業

　

19 000　　　－　19000　19 245　1 000　20 245

　　

災害復旧事業

　

26 800　　　－　26 800 26 601　　　－　26 601

　　

棄務教育施設整備事

　　

19000

　　　　

－

　

19000

　

19 001　　2 162　　21 163

　　

高等学校施設整備事

　　

9000

　　　　

－

　　

9000

　

7 495　　3 451　　10 946

　　

業

　　

清

　

掃

　

事

　

業

　　

5500

　　　　

－

　　

5 500　5 962　　1 224　　7 186

　　

一般単独事業

　　

5900

　

2 600･　8500　6 020　17 165　23 185

　　

薦品ぶピック施設整

　　

1000

　　　　

－

　　

1000

　　

1000

　　

5 020　　6 020

　　

辺地対策事業

　　

1000

　　　

－

　　

1000

　

1000

　　　

－

　　

1000

　　

直

　

轄

　

事

　

業

　

13 000　　　－　13 000バ3000　　　－　13000

　　

退

　

職

　

手

　

当

　　　

－

　　　

］

　　

］

　

557

　

2 9J　･""3 "502

　　　　　　　　　　　　　　

（1500）

|

（1500）

　　　　

（1500）

　

（
ﾑoo）

　

準公営企業債

　

26 500　49 400　75 900 26 165　49 524　75 689

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　　

うち外債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13 7CX⊃　　13700

　　

港湾整備事業

　　

4 600　　1 200　5800　3 996　2 376　　6 372

　　

簡易水道事業

　　

4 100　　　－　4 100　4 226　　　－　　4 226

　　

と畜場整備事業

　　　

600

　　

500

　　

1100

　　

591

　　

484

　　

1 075

　　

下水道事業

　　

17 200　4 800　22 000　17 352　6 510　23 862

　　

地域開発事業

　　　

－

　

42 900　42 900　　－　40 154　40 154

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　　

うち外債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13 700　　13700
1

　

公有林整備事業

　　　　

－（1500）l（1500）|

　　　

－（1500）（1 500)

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

66 400　59 700　126 100･ 67 052　84 261　151 313j

　　

電

　

気

　

事

　

業

　　

10 700　　5800　16 500　11 150　　5 910　　17 060

　　

上水道事業

　

35 300　24 700　6000035 157　39 942　75 099

　　

工業用水道事業

　　

7 300　14 200　21 500　7 245　18 046　25 291

　　

地下鉄事業

　

10000

　

10000

　

20 000　10 400　0600　22 000

　　

一般交通事業

　　

1 500　　1 100　　2 500　1 494　　1 214　　2 708

　　

その他公営企業

　　

1600

　　

3 900　　5500　1 606　　7 549　　9 155

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
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昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

地

　

方

　

債

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

｜

　

お

　

画

　　　

額

　　　　

許

　　　

可

　　

額

　　

ｊ

　

ｇ

　　　

９

　

賜心ソ

　

（お

!

郎心ソ

　

（

　

お

　

ｉ

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　　

20000

　　　　

－

　

20000

　

20000

　　

1 0851　　21 085

　

住

　

宅

　

事

　

業

　　

4 400　　　　－　　4 400　3 465　　　　1　　3 465

　

病

　

院

　

事

　

業

　　

8 900　　　　－　　8 900　9 820　　　　－　　9 820!

　

厚生福祉施設整備事

　　

6700

　　　　

－

　　

6 700　6 715　　　　－　　6 715

　

業

　

関

　

連

　

縁

　

故

　

債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　

1 0851　　1 085

　　　　　　　　　　　　　　

（1 500) (1 500)　　　（1 500) (1 500）

　

合

　　　　

計

　　

213 100　111 700 324 800 213 098　167 837|　380 935

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債1

　　

うち外債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13 700　　13 700

枠

　　

外

　　

債

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　

10 320!　10 320

　

消防施設整備事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2 401　　2 4011

　

電

　

力

　

出

　

資

　

金

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

1

お

　　　

169

　

71χ皆雲速度交通営団

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

500

　　　

500

!

　

母子福祉資金貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

400

1

　　　

400

　

住宅金融公庫貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　

4 588! 4 588

　

貴方IJ業高度化資金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　

1％2

ﾚ

　　

1 962

　

岩慧区画整理組合貸

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

300･

　　　

30

］

　　　　　　　　　　　　　　

（1 500) (1 500）　　（1 500) (1 500）

　

総

　　　　　　

計

　　

213 100　111 700　324 800 213 098　178 157i　391 255

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債･

　　

うち外債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13 700i　　13 700

(注) 1

2

3

４

大阪府，市の発行した外債9,000百万円は，地域開発事業の公募欄に計上し

東京都において発行を予定していた外債4,700百万円については，昭和38年

母子福祉資金貸付金および中小企業高度化資金貸付金は国の予算による貸付

公有林整備市業の（

　

）は，農林漁業金融公庫からの委託金であって外書で

－250－



許可状

　

況（つづき）

ている。

度は資金運用部資金で許可されたが，地域開発事業の公募欄に計上している。

金である。

ある。
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奘堂卜募|お借2J卜
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7 388　　　2001　7 588　1 531　　　747　2 278 11 081　　　138　11 219　　74
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（1 500) (1 500)
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度
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昭
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年

　　

度

ｉ

　　

区

　　　　　　　　　

分
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都道府県ｉ市

　

田ｴ

　

せ｜

　

純

　

計

　

額

　

普

　　　

通

　　　

債
1

　

51 614! 67j　67 621 77ﾂ　H9 2351 73.1

　

教

　　

育

　　

債1

　

12 549| 妬っ　25 799 29.6　383お2J〕

　

土

　　

木

　　

債

　　

23 821! 31.3　15 855 j∂.2　39 676 24.3

　

産業経済債

　　

４よ5.4

　

171

J回

　

5 841

こ

　

社会及び労働施設債
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そ

　　　　

の

　　　　

他
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債
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の

　　　　

他
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ﾚ
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尹
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昭和38年度使用

昭

一
府県
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和

一

　

市

38
－
町

28 611

　

1 634

　

1 741

　

４ 491
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'
―
c
'
-
Ｈ

"
"
-
(
'
-
H
c
s
i
*
―
(
C
M
^
e
v
i
i
―
j
'
-
ｓ
'
-
Ｈ

Ｃ
ｍ

<
―

'
-
Ｈ
Ｏ
Ｏ
Ｕ
ｉ
'
-
l
C
N
j
t
^
C
T
l
U
＾
C
M
'
-
S
O
O
O
^
C
M
'
-
Ｈ

Ｏ

　

ｊ

　
　

ｊ
２

　
　

ｊ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

4
9
1
5
0
5
7
3
2
6

　

2
2
8
9
4

　
　

1

　

7
2

　

5
1
3
2
5

　
　
　
　

1

　
　
　
　

2

　
　
　
　
　
　

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

4

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

･
-
H
C
ｒ
i
>
!
≪
>
―
^
Ｃ
Ｔ
)
^
Ｏ
Ｏ
^
C
1
0
0
'
―
(
O
O
C
s
i
o
r
j
t
-
＾
ｃ
i

　
　

０
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

３１9
6
４
2
5
6
２
8

2
9
1
4
6
7
8
8

　

３
１

　

５
７
２

371
no

307
0
1
6
9
8
8
8

5

　
　

5
0
4

　
　
　
　

－

2 887

百万円・％）(単位

警

　

察

　

費

　

の

　

状

　

況

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　

昭和38年度

　　

昭和37年度

　

｜

　　　

比

　　　　　　　

較

　

区

　　　

分

　　

1

　

純

　

計

　

額

　　

純

　

計

　

額づｘ

　

（皺球W討

国庫支出金

　　

4 737　3.5 4 249 3.7　　488□1　2HΓ二

使用料・手数料

　　　

4 253　3. j　3 645!　3.2 608　　2.∂　　16.7　　15.5

雑

　　

収

　　

入

　　　　

671

　

0.5

　

1018

　

0.タ△

　

34ｱ△j.∂△

　

討.j

　

ム封.7

その他特定財源

　　　

2 438　j.∂　1 134　1.0　1 304　∂.j　115.5　　65.5

一般財源等

　

123 312　9j.j 104 161　91.2　19 151　卯.a　18.4　jﾀ.∂

　

合

　　

計

　　

135 411 100.0 114 207 100.0 21 204 100.0　18.6　19.1

－257－

_ _ _

　 　 　 　 　

_ _ _ _

　

_ ‥ _ _

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

-

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｉ

ｌ

ｉ

｜

｜

｜

」

｜

J

j

－

－

｜

ｊ

－

」

｜

,

|

｜

｜

｜

！

ｊ

｜

｜

ｌ

ｌ

－

－

｜



第35表

　

警 察

　　

職 員

－

　　　　

－

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　

国家警察職員または地方警務官

　　

＿＿

＿

∧

＿＿____‥

⊃IJ旦入]ノリリ寸
_

　

お二

　　

昭

　　

和

　　

８

　　

年

　　

1

　　　　

65 462　　　　　5 7％1　　　　71 258

1

　　　　　　　

回

　　　　

！

　　　

3o昇

　　　

16 9町　　　4唱

　　　　　　　

11

　　

！

　　

昌

　　　

二

　　

摺

・

　　　　　　　　　

器

　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

昆

　　　　　　　　

ソ

　　　　　　

混

１

　　　　　　　　　

星雲

　　　　　　

｜

　　　　　　

昌

　　　　　　　　

二

丿

　　　　　　

淵

I

　　　　　　　　　　　

39(定員)

　　

1

　　　　

300 l　　　　　ゾ 300

(注)

区

昭和

(注)

１

２

昭和33～35年は5月１日現在，昭和36～39年は5月31日現在である。
地方警務官は警察庁調，その他は自治省調による。

　　　　　　　　　　　　　　　

第36表刑法犯年次主要

分

£年1
2
3
4
5
6
7
8

3
3
3
3
3
3
3
3

　

全
一
件

刑
一

　

数

1 410 411

1 ４２6 0２9

1 440 259

1 ４83 ２58

1 495 888

1 530 464

1 522 480

1 557 803

法

指

犯
一

　

数

1００､0

101､0

102. I

105.2

106.1

108.5

107.9

110.5

殺人件数

2 617

２ 5２4

２ 683

2 683

2 648

2 619

2 348

2 283

１

　

警察庁刑事局調であり，暦年で調査したものである。

2

　

14歳未満の件数は除いてある。

　　　　　　

第37表

　

交通事故等発生の状況

強姦件数

3 749
4 121
5 988
6 140
6 342
6 487
6 125
6 239

　　

区

　　　　　

分

　　

！ＰＪﾆ繋失帑傷慄｜・通事ａｲ牛数

－

　

一一一一一一‥‥－一一一一

　　

昭

　

和

　

25

　

年

　

i

　　　　　　　

8 618 33 212

　　　　　　

29

　　　　

1

　　　　　　　　　　　

36 072　　　　　　　　　　　　93 869

j

　　　

32

　　　　　

1

　　　　　　　　　

71600

　　　　　　　　　　　

146 833

　　　　　　

33

　　　

1

　　　　　　　　

86 329　　　　　　　　168 799，

　　　　　　

34

　　　　　

i

　　　　　　　

100 466　　(371 763)　201 292

　　　　　　

星雲

　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　

ぶｍ

　　　　　　　　　　　

素器

　　　　　　　

一一一一一

　　

一一一一一一一一一一

－258－
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数 の 推 移
(単位

　

人)

自治体警察職員または地方警察職員

　

１

　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

警察官！事務職員｜

　　

計

　　

１

　

警察官｜事務職員｜

　　

計

　　　

－I

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

65 462　　　　　S796 71 258

　

95 000 (　　15000　　110 000　　　125 000　　　31 955　　　156 955

　

125 725 1　　19 244　　144 969　　　125 995　　　19 244　　　145 239

　

121 940 ! 19 085　　　141025 122 200　　　　19 085 141 285

　

123 983 1　　19 956　　143 939　　　124 243　　　19 956　　　144 199

　

126 816 1　　19 529　　146 345　　　127 076　　　19 529　　　146 605

　

129 482 1　　19 833　　149 315　　　129 762　　　19 833　　　149 595

　

132 66ド　　20 433　　153 094　　　132 941　　　20 433　　　153 3ｱ4

　

137 227 1 21 476 158 703 1 137 527　　　　21 476 159 003

　

141 90リ　　21 736　　163 637、　　142 201　　　21 736　　　163 937

　

142 410　　21 891　　164 30y　　14２ 710　　　２1 891　　　164 601

　　　　

l

　　　　　　

l

罪種別発生の状況

放火件数

1

1

1

1

1

1

1

607

520

720

662

7４3

757

567

493

強盗件数

5 285

5 029

5 442

5 19２

5 198

４ 491

４ 142

4 021

窃盗件数

1 007 649

1005 101

　

990 602

1 027 992

1 038 418

1 051 87４

I 055 ２37

1 066 044

暴行件数

6
8
5
6
４

3
3
4
４
4

45

４3

４４

9
8
7
４
0
0

3
3
8
9
5
5

0
0
7
7
2
6

167

687

傷害件数

‐
－
‐
－
・
－
‐

66 883

70 023

73 985

73 014

68 30４

68 321

63 918

59 730

脅迫件数

7

6

8

7

6

6

5

6

181
964
088
354
717
807
966
339

恐喝件数

27

28

38

41

４1

45

45

４２

736

269

68４

599
06０

306

034
03２

（注）１

　

警察庁調であり，暦年で調査したものである。

　　　

２「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和31年以降の件数には14歳未満

　　　

の者の件数を除いてある。

　　　

３

　

「交通事故件数」の昭和35～36年には軽微な事故を含んでいる。なお，吼

　　　

和34年の（

　

）数は，東京都と大阪府の軽微な事故を含んだ件数である。

－259－

ｌ

！

ｌ

ｊ

ｌ

｜－

－

－

｜

一

一

一

！



第38表

　

昭和38年度消防費の状況

その１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　

昭和37年度

　　

比

　　　　

較

区

　　

分

　

都道府県|市町村|純計額

　

純計額

臨ﾄﾞﾐ｜

人

　

件

　

費

　

7 828 76.423 078 59.830 906 9.ふ6 170 61.04 736 ∂7.J　j∂.ふ0.∂

物

　

件

　

費

　　

635

　

∂.2 5 926 15.3 6 561ツ3. 6 6 067 14.1　494　ﾀ.j　∂.1 6.3

補助費等

　　

222

　

2.2 1 754　jｽ1 519　3. j 1 279　3.0　240　4.5　j∂.∂じ3.∂

基芸建設事

　

1 266 j2.4＼7 085 18.4 8 307 17.2 8 398 19.6ム　91A 1.7ムj.jら.2

モ

　

の

　

他

　　

288

　

2.∂･

　

764

　

2.0 1 052　2.2 10131　2. 3　39　0. 7　J. ∂ﾚ.∂

合

　　

計10 239 100. 0138 607 100‘0;48 345100.042 927100°05 41?00'072'61813

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　

昭和37年度

　　

比

　　　　　

較

ｉ

区

　　

分

　

都道府県|市町村|純計額

　

純計額

|

増減額
|
増減率

ﾖ果

順庫支出金

　　

24

　

0.2

　

669

　

j.7

　

69
j

　

1.4

　

676 1.6　　17　0.5　2.5 3.4
分担金，負

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

器金，寄附

　　

1o

　

o.j　837　2. 2　84]jり　880　2.0△　33△Qで△　3.∂j.3

゛地

　

方

　

債

　　

305

　

3.0 1 955　5.1' 2 260　4.7! 2 281　5.3･△　21△0.ね　Q.ﾀ＼24.4

は絆゛

　

624

　

∂.j

　

9622.

j

1 413 2.9＼1 799　4.2△386△7.j△21. 545. 6

I一般財源等

　

9 276 90.634 184リ∂.5143 132∂ﾀ.237 291 86.95 841107.8　15.717.6

　　　　　　　　　　　　　

i
合

　　

計10 239 100.0i38 607100, 048 345100.042 927100.05 418100.0 12.6118.3

一一一一一一一一一一一……－

　　　

－

第39表

　

消防職員数の推移

(単位人)
区

　　

分ｌ

　

消防職員数〕

昭

　

８

　

年

　　　　　　　　　　

3 702

　　　

22

　　　　　　　　　　　　

21 683

　　　

30

　　　　　　　　　　　　

31 19４

　　　

33

　　　　　　　　　　　　　

34 771

　　　

3４

　　　　　　　　　　　　　

36 2２2

　　　

35

　　　　　　　　　　　　　

37 763

　　　

36

　　　　　　　　　　　　　

39 012

　　　

37

　　　　　　　　　　　　　

41 987

　　　

38

　　　　　　　　　　　　　

44 152

　　　

39

　　　　　　　　　　　　　

４6 499

－260－

（注）１

　

自治省調による。

　　　

２

　

昭和33～35年は5月１日現在，

　　　　

昭和36～39年は5月31日現在の職

　　　　

員数である。



第40表火災発生の状況

　　　　　　　　　　

(単位百万円ぺ)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

･一一一一

　　　　　　　　　　　

総出火件数

　　

総損害額

　　

死傷者数

　　

ｇ

　　

゛

ト

　

（ｍｔ

宍

　

額

　

指

　

ぐ

人員）ｎ

|

　

昭和31年

　　　

33 312　　j叩　　37 128　　100　　　8 151

二

　　　　　

32

　　　　　　

34 650　　　扨4　　　26 251　　　7j　　　　7 939　　　97

　　　　　

33

　　　　　　

36 178　　　扨9　　　21 750　　　59　　　　8 167　　　100

　　　　　

34

　　　　　　

36 913　　　Ill　　　20 803　　　5∂　　　　8 592 1　　105

　　　　　

35

　　　　　　

43 679　　　131　　　24 434　　　∂∂　　　　8 893　　　j09

　　　　　

36

　　　　　　

47 106　　　皿j　　　43 020　　　j扨　　　　9 580　　　118

　　　　　

37

　　　　　　

49 644　　　j49　　　40 200　　　扨∂　　　　9 471　　　j妬

　　　　　

38

　　　　　　

50 478　　　j52　　　39 021
1

弱5　　　　9 475　　　j妬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　

＿

（注）消防庁調により，暦年で調査したものである。

第41表消防施設の状況

(単位

　

台・隻)

　

区

　　

jy

　

作を望混作Ｖ吉喋|．

　　

√

ポンプ自動車

　　　　　

14 031　　　　　13 799　　　　　　232

オート三輪ポンプ

　　　　　　　

1 691　　　　　　2 235　　　　　△　　544

手引動力ポンプ

　　　　　　

11 142　　　　　12 612　　　　　ム　1 470

可搬動力ポンプ

　　　　　　

47 056　　　　　43 946　　　　　　3 110

梯

　　　

子

　　　

車

　　　　　　　　　

91

　　　　　　　　　　　

81

　　　　　　　　　　　　

10

化

　　　

学

　　　

車

　　　　　　　　　

78

　　　　　　　　

88

　　　　　

△

　　　

10

救

　　　

急

　　　

車

　　　　　　　　

373

　　　　　　　　

303

　　　　　　　　　

70

その他の自動車

　　　　　　

3 132　　　　　　2 090　　　　　　　1 042

腕

　

用

　

ポ

　

ソ

　

プ

　　　　　　　

5 451　　　　　　　7 830　　　　　z、2 379

　

合

　　　　

計

　　　　　　

83 04j　　　　　82 984　　　　　　　61

消

　　

防

　　

艇

　　　　　　　　

43

　　　　　　　　　

6O△

　　

17
1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

（注）自治省調による。

－261－



参考表（1）消防施設整備費補助金による

　　　　　　

消防施設の整備計画

その１

　

全体計画
一 一 一 一

区

　

一

分

謡

　

消防ポンプ自動車

ポ

　

手引動カポソプ

ド

プ

　

小型動力ポンプ

火報

　

発

　　

信

　　

機

　

引

災機

　

受

　　

信

　　

機

消

　

防

　

専

　

用

　

無

　

線

防

　

火

　

水

　

そ

　　

う

基

（注）消防庁総務課調による。

全
一

　

準

18

　

４

65

22

　

8

536

906

650

447

676

22ｱ

187

346

(昭和39年3月31日現在，単位

　

台・％)

体
一
現

計
一

有

　

13 976

　

4 5４9

　

36 398

　

8 113

　　　

126

　

3 161

514 119

画

　

４ 930

　　

101

29 049

14 563

　　

101

　

5 026

２2 227

その２

　

全休計画消防施設整備費補助金による消防施設の整備状況

充足率

74.9

97､8

55.6

35､7

55.5

38.6

95.∂

-

　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　

昭和31年度

　

昭和32年度

　

昭和33年度

　

区

　　　　　　

分

　　

ｔ=mこ）９

宍

数量）助金数１=）あ金

-←--

　　　

消防ポンプ自

　　　　

369

　　

183 230　　395　　182 050　　516　269 540

　

搾

　

!1果
ポンプ自

　

1

　　　

46 11 470 り　8 220　　　44　　17 000

　

ウ，叉引動カポソ

　

1

　　

60 8 920　　　471　　5 8501　　　26　　4 560

　

ゾ型動カポソ

　　　　

730

　　

48 620 830　　58 370　　1 1601 82 090

　

火報

　

発

　

信

　

機

　

1

　　　

65

　　　

1300

　　　

9

J

　　

1 9001　　226　　4 520

　

引

　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　

’

　

災機

　

受

　

信

　

機

　　　　　

1

　　　　

200

　　　　

21

　　　

400

　　　　

6

　　　

1200

　

消用

　

有

　　　　

線

　　　　

－

　　　　

－

　　　

ご

　　　　

ー

　　　

－

　　　　

－

　

回｛

　

専話

　

無

　　　　

線

　　　　

139

　　

5 560　　160　　6 400　　208　　11 200

　

防

　

火

　

水

　

そ

　

う

　　　

1 331　121 700　1 565　133 300　1 883　155 760

　

合

　　　　

計

　　　　

－

　

381 000　　－　396 490　　－　545 870

（注）消防庁総務課調による。

262 ―

皿
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第42表

　

水防管理団体の状況

　　　　　　　　　　　　　

㈲和35年3月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

ｌ

　

団

　

･･

　

ご

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

市

　　　　　

町

　　　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 111

　　

指

　　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 412

　　

一

　　　　　　　　　　　

般

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 699

水防事務組合または水害予防組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

97

　　　

指
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jQ.タ

　

{10.9)

370 832

　　

4i.7

　

{46. 1)

　

6 732

　

2 305

　

４ ４71

　

1 992

― 267 ―

合

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

７
C
M
　
■
<
≫
　
O
　
-
Ｉ
　
０
０

　

一

　

Ｉ
Ｉ
や
一
l

i
-
Ｏ
　
"
^
　
C
D
　
C
M
　
O
　
t
o

･
―
(
･
―
I
≫
-
H
i
-
Ｓ
≫
-
Ｈ

14.6

前年度増減率

2ﾀ.j

20.6

i7.2

22.５

３３.2

2J.∂

29.7

(昭和39年3月31日現在)

計

967 948

　

40 804

　　　

j.2

　　

(4.1)

135 748

　　

14.0

　

(13.∂)

378 449

　　

3ﾀ.j

　

(40.6)

　　

8 236

　　

5 252

　　

7 075

　　

3 ２49

主要地方道
(再

　　

掲)

23 998

　

5 297

　

22. 1

(18.8)

12 164

　

50.7

(46.6)

　　

448

　　

j.9

　

り.ﾀ)

　　

119

6 9

　

5 4

／
Ｄ

i
ｎ

29４

｜

　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　 　

■

　 　 　 　 　

■

｜

． ．

　 　 　 　 　 　 　

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

- ｜
"

－

！

－

一

一

１｜

｜

！

！



第46表

　

橋 り よ

｜

　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　　　　　　

道

ｌ

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

１

　　　　　　　

級

　

１

　

２

　　　　　　　

級

　　　　　　　　　

橋

　

数匯

　

J

乖戸
（こ

Tﾚｿ

‾二）

-

　

全橋りよう

　

㈲（ｍ）

　　

7500

　

141 439　　11 664　182 296　　19 164

　　

永久橋（Ｂ）（ｍ）

　　

6 820　133 546　10 541　170 218　　17 361

　　

木

　　　

橋

　　

（ｍ）

　　　　

670

　　　

6 550　　　1 076　　　9 960　　　1 746

　　

混

　

合

　

橋

　　

（ｍ）

　　　　

10

　　　

1 343 47　　　2 118　　　　57

　

永久橋高ｸa示
くloO（％）

　　　

卯.タ

　　　

討.4

　　　

卯.4

　　　

詔.4

　　　　

90.6

　

（前

　

年

　

同

　

期

　

％）

　

（８８.９）

　

（９３.2）

　

（88､６）

　

(92.の

　　

(88.7)

　

荷重制限橋（Ｃ）（ｍ）

　　　

392

　　

3 904　　　650　　7 602　　1 042

　

o幣

/(A)XI00 (%)　5.2　　　　2.∂　　　　5.δ　　　　4.2　　　　5.4

　

（前

　

年

　

同

　

期

　

％）

　　

(7.3)

　

(4.1)

　

(7.1)

　

(5.7)

　　

（ｱ.2）

　

昭事

　　

．

　

永久橋（ｍ）

　　　　

134

　　

2 620　　　492　　8 626　　　　626

　

‰賢
|

木橋（ｍ）

　　　　

3

　　　

20

　　　

27

　　　

267

　　　　

30

⑤

混合橋（ｍ）

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

ｉ

　

度量

　

改

　　　　

築（ｍ）

　　　　

4o

　　

1 743 111　　　3 331 151

-‥－一一

　　　　　　　　　　　　　　

市

　　　　　　

町

　　　　　　

村

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

主

　

要

　

地

　

方

　

道

　　　

一

　

般

　

市

　

町

　

村

　

道

　

ｄ

’

　　　　　　

橋

　

（ｔ

　

ぎ

橋

　

（ｔ

　

・

-一一

　

全橋りょう（Ａ）（ｍ）1

　　　　

78

　　　

2 189　　　441 079　　3 177 220

1

　

永久橋（Ｂ）（ｍ）

　　　

70

　　

2 137　　　　228 812　　1 334 176
1

　　

木

　　　

橋

　　　

（ｍ）

　　　　　　

8

　　　　　

52

　　　　

206 609　　1 766 157

1

　　

混

　

合

　

橋

　　

（ｍ）

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

5 658　　　　76 887
ノダ橋餅訳

100（％）、

　　　　

∂ﾀ.7

　　　　　

97.6

　　　　　

51.9

　　　　　

42.0

　

（前

　

年

　

同

　

期

　

％）i

　　

（88.９）

　　

(96. 3)　　　(50.∂）　　　（如.7）

　

荷重制限橋(C) (m)　　　　　－　　　　　－　　　　76 128　　　628 430

　

荷重制限橋の比率

　　　

（Ｃ）/㈲×100（％）

　　　　　

‾

　　　　　

‾

　　　　　

17.3

　　　　　

jﾀ.∂

　

（前

　

年

　

同

　

期

　

％）

　　　　

（-）

　　　

（-）

　　　

(19.2)

　　　

(21.1)|

　

昭事

　　

９、

　

永久橋（ｍ）

　　　　　

5

　　　　

851

　　　　

6 340　　　　70 834

1‰靉

|

木橋（ｍ）

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

1 159　　　　14 690

，

　

年

　

|

　　　

混合橋（ｍ）

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

159

　　　　　

4 421
1

　

度量

　

改

　　　　

築（ｍ）

　　　　　　

1

　　　　　

29

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

１
(注) １

　

自治省調による。
２

　

地方公共団体が維持管理しているもののみである。したがって，国道中に
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う
の 現 況

(昭和39年3月31日現在)

　　　　　　　　　　　　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　

道

計

　　　　

主要地方道

　　

一般都道府県道

　　　　　

計

延

　　　

長

　

橋

　　

ｔ匡

V

橋数匡

V

橋（４長

　　

323 735　　21 062　3H 417　　79 676　988 208　　　100 738　1 299 625

　　

303 764　18 117　266 103　57 742　681 615　　75 859　　94ｱﾌ18

　　　

16 510　　2 759　　38 274　　21 506　283 119　　　24 265　　321 393

　　　

3 461　　　　186　　7 040　　　428　　23 474　　　　　614　　　30 514

　　　　

93.8

　　　

部.0

　　　

砧.4

　　　

72.5

　　　

卵.0

　　　　

75.3

　　　　

72.9

　　　

(92.6) (83.６）（82､9) {69.4)　（６５.６）　(72.4)　(69.9)

　　　

11 506　　　1 690　　24 798　　11 353　　161 601　　　13 043　　　186 399

　　　　

3.6

　　　　

∂.り

　　　　

∂.Q

　　　

皿.2

　　　

扨.ざ

　　　　

12.9

　　　　

14.3

　　　

(5.0)

　

（∂.∂）

　

(9.5) (16.７）（18.４）　(15.2)　(16.3)

　　　

11 246　　　653　　12 816　　2 291　　40 236　　　2.944　　　53 052

　　　　

287

　　　　

111

　　　　

905

　　　　

515

　　

5 393　　　　　626　　　6 298

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

12

　　　　

737

　　　　　

12

　　　　　

737

　　　

50μ

　　　　

197

　　

6 124　　　704　　15 741　　　　901　　　21 865

　　　

道

　　　　

・

　　　　　　

．

　　　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

主要地方道（再掲）

　　　　　　

計

橋

　　

数

　

｜

　

延

　　　

長

　　

橋

　　　

数

　

｜

　

延

　　　

長

　　

鱗

　　

数

　

|延

　　

長

　

441 15ｱ　　3 179 409
1　　　561

059　　4 802 ｱ69　　　2L 140　　313 666

　

228 882　　1 336 313　　　322 102　　2 587 795　　　18 187　　268 240

　

206 61Z　　I ｱ66 209　　　232 628　　2 104 112　　　2 767　　　38 326

　　

5 658　　、ｱ6 887　　　　　6 329　　　110 862　　　　　186　　　7 040

　　　

51.9

　　　　　

42.0

　　　　　

57.4

　　　　　

53.9

　　　　

邱.Q

　　　　

砧.5

　　

(50. 8)　　(40. 7)　　(55. 9)　　(51.9)　（∂3.7)　（８３.０）

　　

ｱ6 128　　　　628 430　　　　90 213　　　826 335　　　　1 690　　　24 798

　　　

17.3

　　　　　

19.8

　　　　　

16.1

　　　　　

17.2

　　　　　

8.0

　　　　　

7.タ

　　

(19.2)

　　

(21.1)

　　

(18.0)

　　

（18､7）

　　

（9､７）

　　

{9.4)

　　

6 345　　　　71 685　　　　9 915　　　135 983　　　　658　　　13 667

　　

1 159　　　　14 690　　　　　1 815　　　　21 275 111　　　　　　905

　　　

159

　　　　

4 421　　　　　　171　　　5 158　　　　　－　　　　　－

　　　　

1

　　　　　　

29

　　　　　

1 053　　　　26 968　　　　　198　　　6 153

は直轄管理分は含まれていない。
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その１

　

事業費および整備の目標

参考表（2）道 路

　

整

　　

備

(単位億円)

　　

一一
１

　

区

　　

や

　

ロゴよ|器ご:ご》や/≪・

　　

・

　

‾‘

　

般

　

道

　

路

　　　

‾‾
13000

　　　　

22 00よl　　1.69旧5ヵ年計画ﾑﾆ↓‾‾

　

≒”∵ﾂ

　

二

　

二〇ここにぎ

　

地方単独事業

　　　　

3500

　　　　

8000

1

　　

2.お

　

合

　　　

計

　

1

　　

21 000　　　41 000

1　1.95　　　　　　　1

　

(参

　

考)

一

　

旧５ヵ年計画

　　

１

　

高速自動車国道

　　　　

名神高速自動車国道の建設を完了。東海道幹線自動車国道および国土開発

　　　

縦貫自動車国道，中央自動車道の要緊急区間の建設に着手。

　　

２

　

一

　

級

　

国

　

道

　　　　

５ヵ年間中に改良舗装を概成

　　

３

　

二

　

級

　

国

　

道

　　　　

10ヵ年間中に改良舗装を概成。５ヵ年間中に大都市およびその周辺の路線，

　　　

重要産業地帯の路線，国際観光上緊急に整備を要する路線の重点区間整備。

　　

４

　

都道府県道および市町村道

　　　　

重要地方幹線道路，重要産業地帯の必要路線，都市整備上の要緊急路線，

　　　

資源開発および観光上の必要路線，その他国０施策上要整備路線に重点をお

　　　

いて整備。

　　

５

　

モ

　　

の

　　

他

　　　　

首都高速道路の整備。踏切除却事業の推進。積雪寒冷特別地域における道

　　　

路交通の確保。

二

　

新５ヵ年計画の大綱
／1

　

高速自動車国道

　　　　

名神高速道路(小牧市・西宮市間)，中央高速道路(東京都・富士吉田市間)

　　　

および東名高速道路(東京都・小牧市間)の建設を完了するほか，その他の

　　　

高速自動車国道網についても調査を促進し，緊急を要する区間の建設に着手

　　　

する。

　　

２

　

一

　

般

　

国

　

道

　　　　

おおむね10ヵ年間で全路線の整備を概成し，大都市および周辺ならびに重

　　　

要産業地帯における一般国道で，特に交通量が著るしく混雑する区間につい

　　　

ては再改築を行なう。

　　

３

　

都道府県道および市町村道

　　　　

主要な地方的幹線，重要産業地帯における産業基盤の整備のため必要な路

　　　

線，大都市および重要都市における交通の円滑を図るため必要な路線ならび

　　　

に離島等未開発地域の開発を促進するため重要な路線および観光上重要な路

　　　

線について整備の促進を図る。

　　

４

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

一般道路の整備において，舗装事業および交通安全対策事業の促進ならび

　　　

に積雪寒冷特別地域における道路および奥地等産業開発のための道路の整備

　　　

の促進。

　

(注)建設省調による。
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５

　　

ヵ

　　

年

　　

計

　　

画

その２

　

道路整備5ヵ年計画の負担区分および財源 (単位

　

億円)

　

区

　　　　　　　

分

　　

）

　　　

（ｔヵ費）団・｜

　　

お
ｰ一一‥一一

　　

一

　

般

　

道

　

路

　

1

　　

16 148　　　58521　　　　　－　　　　　22 000＝

　

針‰プ

　

゛♂リ

　

祐則

　　

謡之

　　

糾2

　　　

挑副

　

引４方

　

単

　

独

　

１

　

シ8000

　　　　　　

－

　　　　　　

8000

　

l

　

々

　　　　

お

　

i

　　　

17 478　　　14 406　　　9 116　　　　　41000 1

　

,揮発油税収入1

　　

14 927　　　　一　　　　一　　　　14 927

　

塵胞臨鸚談糾

　　

1で

　

匹

　　

二

　　

ぷ

　

Laヤ討1厘レ

　　

パ

　

ぷ

　　　

ニ

　　　

丿訓

　

劃談一回ｵよ釧

　

1昌E

　

6？

　　

二

　　

2銘釧

　　

i公団ｏ借入４等！

　　　　

バ

　　　　

ー

　　　

9 116　　　　91叫

　　

1｡合

　　　　　

計

　　

i

　　

17 478 1　　14 406　　　9 116　　　　　41000

　

（注）建設省調による。

その３

　

道路整備5ヵ年計画実施後の整備状況見込 (単位

　

km)

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　

整

　　　　

備

　　　　

状

　　　　

況

　　　　

1

　　　　　　　　　　　　

1

　　

39年３月末状況

　　

1

　　

44年３月末状況

一

　

高

　

速

　

自

　

動

　

車

　

国

　

道

　　　　　　　　　　　

71

　　　　　　　　　　　　　　

629

　　　　　　

首都高速道路

　　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　　　　　

103

　

都市高速道路

|

阪神高速道路

　　　　　　　　　　　　

o

　　　　　　　　　　　

52

　　　　　　　　

計

　　　

1

　　　　　　　　　　

13

　

1

155

一一一

　　　　

一一一一一一

　　　　　

=====-=

　　　　　

1

昭和39

　　　

改

　　

良

　　

状

　　

況

　　

１

　

舗

　　

装

　　

状

　　

況

　

区

　

レ集難39年3月末状況44年3月末状況39年3月末状況44年3月末状況

　　　　　

長月P瑠町説Ｐ顔叫払ｒ呵叫勁ｒＰ摺

)

ii温≒般国道1

　

27 341　15 685　57j　22 225 81.3　12 000　お.91 23 406　∂5う

道を主要地方道1

　

32 948　14 935　お.3　18 251　55.4　6 436　jﾀ.5　15 708　47.7
焚ll(lyEF?で5j

　

87 519　20 353　23.3　22 733　26.0　7 730　∂.j　15 177　17.3

寫耳合計い47 808 50 973　34.5　63 209　42.8　26 166　17.7　54 291 36 71

（注）昭和40年1月29日閣議決定の「道路整備５ヵ年計画」による。
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参考表（2）道路整備５ヵ年計画（つづき）

その４

　

主要国の道路整備状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

装

　　

人口当り

　

面積当り

　　　　　　　

道路延長舗装道延長舗率|

　

道路延長

　

道路延長
区

　　　

分

　　　

㈲

　　　　

（Ｂ）

　　

倍XlOO人ロト/千人面

　　

積km/km^

　　　　　　　　　　

km

　　　　

km

　　　

％

　　

千人

　　　　

l

　　　

km-;
日

　　　

本

　

971 593　　39 603　　4,j　96 160　10. j　369 662;　2.∂2∂

ベルギー

　　

103 340　　86 365　卵.∂　9 190　11.2　30 507　＆お7

フ

　

ソ

　

ラ

　

ス

　

1 233 207　　394 2791　　52.0　46 530 26.5　551 208i　2､237

西

　

ドイ

　

ッ

　　

370 944　210 979　59.2　53 976　　∂.∂　248 454!　1.493

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　

315 640　　315 640　100.0　52 676　　∂.0　244 O3o!　j.2ﾀ∂

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　

194 967　　89 ％0　　46.1　50 464　　3.∂　301 225　0.647

スウェーデン

　　

96 025　　18 288　　19.0　7 495　　j2.∂　449 79a　0.213

カ

　　

ナ

　

ダ

　　

806 259　　124 399　　15.4　18 238　　U.2 9 976 177　0､081

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　

5 761 294　2 108 183　　56.6 174 782　　53.0 9 363 387'　0.615

イ

　　

ソ

　　

ド

　　

709 099　　103 660　　14. 6 434 885　　　1.6 3 042 794　0､２33

　

（注）世界道路統計資料○％3年）による。

その５

　

主要国の自動車保有台数および自動車１台当り人口

区

　　　　　

分

　

ｉ

　

乗

　

用

　

車

　

バス・トラック|

　　　

計

　　　

ト台当り人口

　　　　　　　　　　　　　　

千台

　　　　　　

千台

　　　　　

千台

　　　　　　

人

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　　　　　

68 452　　　　　13 606　　　　82 058　　　　　　2.1

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　　　

6 624　　　　　　1 405　　　　　8 029　　　　　　∂.∂

フ

　

ラ

　

ソ

　

ス

　　　　　　

6 700　　　　　　1 710　　　　　8 410　　　　　5､5

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　　　　　

4 532　　　　　　1 210　　　　　5 742　　　　　　j.2

西

　

ド

　

イ

　

ッ

　　　　　　

ア304

　　　　　　

1 980　　　　　9 284　　　　　　5.∂

オーストラリヤ

　　　　　　

2 343　　　　　　　904　　　　　3 247　　　　　　3.2

イ

　

タ

　

リ

　

ヤ

　　　　　　

3007

　　　　　　　

580

　　　　　

3 587　　　　　14.1

スウェーデン

　　　　　

1 550　　　　　　140　　　　1 690　　　　　4.4

南アフリカ連邦

　　　　　

1 134　　　　　　260　　　　1 394　　　　　11.4

ブ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　　　　　　

733

　　　　　　　

673

　　　　　

1 406　　　　　50 .j

日

　　　　　

本

　　　　　　　

788

　　　　　　

1 390　　　　　2 178　　　　　封.2

(注) １

２

世界道路連盟1％3年資料による。

この数字には，二・三輪車，軽自動車および特殊自動車は含まない。
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参考表（3）積雪寒冷特別地域道路交通確保５ヵ年計画

ｌ

　　

事

　　

業

　　

の

　　

種

　　

別

　　

ｌ

　

事業の量

　

1.一般国道に係る事業

　　　

除

　　　　

雪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

52 400km

　　　

防

　　　　　

雪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

60km

　　　

凍雪害防止

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

940km

　

2.

　

主要地方道に係る事業

　　　

除

　　　　

雪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

27 SOOkm

　　　

防

　　　　　

雪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20km

　　　

凍雪害防止

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

840km

　

3.

　

主要地方道以外の都道府県道および市町村道に係る事業

　　　

除

　　　　

雪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

31 100km

　　　

防

　　　　　

雪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

20km

　　　

凍雪害防止

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 830km

　

4.

　

除雪機械の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

120億円

（注）１

　

昭和40年1月29日閣議決定の「積雪寒冷特別地域道路交通確保5ヵ年計画」

　　　　

による。

　　　

２

　

同計画で昭和39年度以降の5ヵ年間に総額500億円に相当する事業を行なう

　　　　

ものとしている。

参考表（4）奥地等産業開発道路整備計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円）

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　　

事

　　

業

　　

費

　　

｜

　　

予

　　

算

　　

額

改

　　　　　　　　　　　　

良

　　　　　　　　　　　　

80

　　　　　　　　　　　　

6つ

特

　　　

殊

　　　

改

　　　

良

　　　　　　　　　　　　

30

　　　　　　　　　　　　

15

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

110

　　　　　　　　　　　

75

（注）１

　

昭和40年１月29日，閣議決定の「奥地等産業開発道路整備計画」による。

　　　

２

　

同計画で昭和39年度以降の５ヵ年間に総額HO億円に相当する事業を行な

　　　　

うものとしている。
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第47表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

38

　　　

年

　　　

度

　

区

　

≪

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

普通建設事業費

　　

53 579　ﾀ4.4　　5 854　82.3　58 076　氾０

　

補助事業費

　　

46 958　∂2.∂　　1 805　25.4　48 763　7∂.j

　

単独事業費

　　　

5 122　　∂.0　　3 990　56.1　　7 755　12.4

　

受託事業費

　　　

1 499　　2.∂　　　59　　0,∂　　1 558　　2.５

維持補修費

　　

1 184　　2. j　　　824　11. ∂　　2 009　　3.2

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 982　　3. 5　　　434　　∂.j　　2 343　　3.∂

　

合

　　　　　

計

　　　　

56 745　100.0　　7 112　100.0　　62 428　100.0

第48表

　

河川施設の整備状況

(単位

　

ｍ)

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

38

　　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

　

区

　　　　　

分

　　　

適用河川

　

｜

　

準用河川

　

|その他の河川|

　　

計

堤新設延長

　　

236 425　　263 291　　36 328　　536 044

防

｛

改

　

良延長

　　　　

60 610　　　424 873　　　72 002　　　557 485

護新設延長

　　　

36 76（　　232 971　　111 121　　380 858

岸

|

改

　

良

　

延

　

長

　　　　　

62 15ﾘ　　　340 926　　　　262944　　　666 029

　　　　　　　　

i

(注) 自治省調による。
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河

　

川

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

純

度

　

額

年3
7

　

計

和

51

43

　

6

753

384

835

1 534

1 859

２ ２59

55 871

92

77

比

∂

７

1２､2

　

2.7

　

＆3

　

4.1

100.0

増

　　　

減

　　　

6 323

９

　

０

　

４

　

０

　

４

７

　

２

　

２

　

５

　

８

３

　

９

　
　
　

１

５

6 557

額

9６､4

82.0

14.0

　

Q.4

　

2､3

　

j.3

100.0

(単位

　

百万円・％)

増

　

減

　

率

12.2

12.4

13.5

　

j.∂

∂.j

a.7

11.7

参考表（5）治山治水事業５ヵ年計画

その１

　

新治水事業５ヵ年計画投資規模

較

前年度増減率

　

34. １

　

３３.５

　

２５.8

135.3

　

17.0

　

10.9

32.4

(単位

　

億円・％)

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

金

　　　　

額

　　　

平均年伸び率

　

，

治

　　　

水

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

8 500 12

災害関連事業，地方単独事業等

　　　　　　　　

1500

　　　　　　　　　　　　

－

予

　　　　　　

備

　　　　　　

費

　　　　　　　　　

1 000　　　　　　　　　　　　－

治

　

水

　

投

　

資

　

計

　　　　　　

11 000　　　　　　　　17

(注) 建設省調による。
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，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

”

　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

－

１

｜

－
！

－

！

｜

｜

－

－

－



その２

　

旧治水事業10ヵ年計画投資規模 (単位

　

億円・％)

　　　　　

門記診画

　

黙にこ門

　　

お
ｓ:

　　

り

１=

　

（昌淳

二

　

（尉淳４

　

額諮昌

治

　

水

　

事

　

業

　　　　

3 650　　11.6　　　4 850　　2.∂　　　8 500
j　　8.2

災害関連事業等

　　　　　

350

　　

6.Q

　　　　

350

　　

4.j

　　　　

ｱ00
1　　2.8

洽水投資計

　　　

4 000　　9,ア　　　5 200　　2.9　　　9 200　ｱ.2

（注）建設省調による。

その４

　

旧治水事業10ヵ年計画に対する実績

　

ｓ

　

六
識長

(
ぐ債゛饗

卜

年

;

卜

え

卜

答

１

　

河

　　　　　

川

　　　　

2 040　　　4 800　　　　330　　　　415　　　　502

　

ダ

　　　　　

ム

　　　　　

810

　　　　

1 770　　　　　135　　　　　136　　　　　149

　

砂

　　　　　

防

　　　　　

730

　　　　

1 770　　　　　111　　　　　145　　　　　160

ブ

　

。

　

゛

　　

ド

　

ぷ

　　

ご

　　

ぷ

　　

ぶ

（注）建設省調による。
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その３

　

治山事業５ヵ年計画投資規模 (単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

旧1oカ年計画

　　

新５ヵ年計画

　

新５ヵ年計画

　　　

区

　　　　　

分

　　　　　

（35～44）

　　　　　

（4o～44）

　　

|

平均年伸び率

｜

　

民

　　　

有

　　　

林

　　　　　　　　　

1300

　　　　　　　　

1300

　　　　　　

11.4

　

国

　　　

有

　　　

林

　　　　　　　　　

367

　　　　　　　　

370

　　　　　　

14.0

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

1 667　　　　　　　　1 670　　　　　　12.0

（注）林野庁調による。

(単位

　

億円・％)

事

　　　　

業

　　　　

費

　　　　　　

残

　

事

　

業

　

費

　　　　

進

　　

捗

　　

率

　

,４（3，４（

　

お

　

!+ aけoヵゆ画し剪劉410ヵや

　　　　

600

　　　　

714

　　

2 561　　　△　521　　　　2 239　　　　　j2∂　　　　　53

　　　　

206

　　　　

248

　　　　

874

　　　

△

　

64

　　　　　

896

　　　　　

jO∂

　　　　　

49

　　　　

189

　　　　

228

　　　　

833

　　　

△

　

103

　　　　　

937

　　　　　

114

　　　　　

47

　　　　　

6

　　　　　

5

　　　　

49

　　　　　

21

　　　　　

111

　　　　　

70

　　　　　

3j

　　

1 001　　　1 195　　4 317　　　△　667　　　4 183　　　　　118　　　　　51
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分

普通建設事業費

　

補助事業費

　

単独事業費

　

受託事業費

モ

　　

の

　

合｜

　

－

　

他

計

　

一
都

　

道

　

府

　

県

17

16

422

751

１

　

０

　

３

　

５

０

　

７

　

８

　

０

６

　
　
　

３

　

８

　
　
　
　
　
　
　
　
　

７

　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

a
ｏ

-
Ｈ

Ｃ
Ｏ

>
*

C
＼
j
　
0

　

－

　
　

争

　
　

一

　
　

一

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

７

　

４

　

３

　

０

　

２

　

０

タ

　

タ

　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

和
一
市

第49表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　

38

　　　

年

　　　

度

町

６

　

１

　

２

　

３

　

８

　

４

８

　
　
　

８

　
　
　

７

　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

村

　

52､4

　　

0.∂

　

50.0

　　

j.∂

　

47.6

100.0

純

　　

計

　　

額

17 458

２

　

３

　

３

　

９

５

　

３

　

７

　

４

７

　

６

　
　
　

４

６
－

97.5

93､6

　

3.5

　

0.4

17 907

　

2.5

100.0

第50表治山および砂防

　　

-

　　

一一

　　　　　　

治

　　

山

　　

施

　　

設

　　　　

砂

　　

防

　　

施

　　

設

　　　

9

　

1

箇所数）積

　

等

　　

箇

　

所

　

（面積９
_＿__

　　　　　

＿

ん

　

堤（::）

　　　

2 082　　　5ぺぷy　　　l 390　　　886 485

　

工事（m3）

　　　　

2 166　　27 283 553　　　　　189　　5 501 397

　　

岸（ｍ）

　　　　　　

328

　　　　

27 635　　　　　1 320　　　　316 381

　　

止（㎡）1

　　　

1 774　　　270 424　　　　690　　　95 708

･=･=･･=--･--.･←･-l-－－

　
　
　
　

一

　

゛
エ

　
　

区

　

・

　

Ｚ

　

腹

一

　
　
　
　

・

　

え

　

山

　

護

　

床

Ｊ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
！
”
：
｀
｜
―
ｌ
ｌ
“
－
1
1
1

　

１

第51表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

"==＝-■㎜㎜㎜

　　

㎜㎜㎜㎜㎜㎜

　　

㎜㎜〃＝･ｉ

区

　　

分

　

レ

ー
ノ

ー－ノ旦一二8

　

年

　

度

一一‥‥

　

一一

∧

一

都・府旦し土

-

　

゛

　

”｜純

　

計

　

゛

｜

　

普通建設事業費

　

1

　　

25 830　92.4　　　15 837　　皿2　　36 979　　皿４

　

補助事業費

　　　

21 609　　77.5　　　6 881　　お.∂　　28 390　　爪２

’

　

単独事業費

　　　　

3 136　　11.2　　　8 770　　印.5　　7 318　　j∂.j

　

受託事業費

　　　　

1 085　　J.∂　　　　186　　1.1　　1 271　　∂.j

　

モ

　　

の

　　

他

　　　　

2 H9　　7.∂　　　　1 520　　∂.∂　　3 494　　∂.∂

　

合

　　

計

　　　

27 949 100.0 17 357　100.0　40 473 100‘O
！

　　　　　　　　

___＿__

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

278

一 一 一 一 一 一 - 皿 -

　 　

J

_ _ _ _ _

　 　

_ _ ＿

一 一

　 　 　

一 一

ｉ

ｉ

ｉ
－

｜

一

｜

｜

｜

｜

！

！

１

ｊ

１

｜



砂

　

防

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
7
計

和昭
純

14

14

14

598

011

６

　

１

　

９

１

　

７

　

９

５

　
　
　

３

997

9７､3

93､4

　

3.４

　　　

Q.5

　　　

2.7

.100.0

増

施設等の整備状況

比
-
減

2 860

２ 741

　　

11７

２

　

０

　

０

　
　
　

５

　

１

　
　
　
　
　
　
　

９

　
　
　
　
　
　
　

つ
Ｉ

額
-

98-3

２

　

０

　

ｊ

４

　

４

　

０

タ

　

j.7

100.0

(単位

　

百万円・％)

増

　

減

　

率

jﾀ.∂

19.６

22.7

　

2.8

12.5

19.4

較

　　

一
前年度増減率

(昭和39年3月31日現在)

ｉ

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　

箇

　　　

所

　　　

数

　

｜

　

休

　　　

積

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　　　

一一一一一一一一一一一一
1

海岸保全施設

　

に防（㎡）

　　　　　　　　　　　

255

　　　　　　　　

1 14

j

　　　

護岸（ｍ）

　　　　　

＿＿

二趾

__

　　

］

（注）自治省調による。

港湾費の状況

Mド” 37

　

年

　

度
計

　　　

額

33 006

２2 749

　

7 232

　

3 025

　

3 413

36 419

　

90.6

　

62､5

　

j9.∂

　　

∂.3

　　

9､4

100.0

増

比
一
減

3 973

5 641

　　

86

△

　

１

４

75４

　

81

054

－

　
　
　

ｊ
ｌ

司

5 0
8
0
T
一

一

　
　
　
　

1
4

　

8

　

・

(単位

　

百万円・％)

額

　

９８､0

139.　2

　　

2.j

・43.3

　　　

２､0

　　

100.0

279 ―

増

　

減

　

率

12.0

24､8

　

j.２

５８､0

　

2､4

11.1

較
---
１前年度増減率

△

19.7

22､０

１２　１

２Ｌ９

　

ｊ.∂

17.3

ら

~

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

一 一 |

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

。 一 一 － － － － － － 一 一 一 一 ｜

- -

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

- - 一 一 一 一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

一 一 一

-

_ _ _

Ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｉ

－

ｉ

｜

－

－
１

－
－

Ｉ



第52表

　

管理者別港湾数

(昭和39年12月31現在)

－
｜

区

　

々ｕ

÷

市回認t港回

ﾄ

ｎ

ｿ

・ｔ

ﾚﾊﾞ

ｰ‥一一

　

特定重要港湾

　　　

４

　　　

５

　　　

２
１

　　

〕

　　

１パ

　　

ー

　　

11

1

　

重

　

要

　

港

　

湾

　　　

65

　　　

14

　　　

1

　　　　

1

　　　

811 1　　　82

　

地

　

方

　

港

　

湾

　　　

444

　　

350

　　　

－

l　　－　　794　　163　　957

　

合

　　　　

計

　　　　

513

　　

369

　　　　

3

!　　　1　　　886　　　164　　1

050

一一
（注）１

　

運輸省港湾局管理課調による。

　　　

２

　

「その他」とは，港湾管理者の未定のものである。

第53表

　

港湾施設の整備状況

　　　　　　　　　　　　　

(昭和39年3月31日現在)
一一一一
｜

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

総

　　

計

　

内

　　

，

　

訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府μﾂ市町村Ｉ

　

防波堤等外かく施設総延長（ｋｍ）

　　

3 482　2 693 1 789

　

け

　　

い

　　　

船

　

岸

　

ｏ

　

延

　

長（k°）

　　

753

　　

5町236

1臨

　

港

　

交

　

通|道路橋りよ

　

う（k”!）1

　　

569

　　

34ｲ227

，

　　　　　　　　

鉄

　

道

　

軌

　

道（km）

　　

273

　　

124

1

149

　

港

　

湾

　

役

　

務

　

提

　

供

　

用

　

船

　

舶（隻）

　　

251

　　

64 1 187

　　　　　　

防波堤等外かく施設新設改良延長（km）

　　　

206

　　

15（ﾊﾞ56
1

果和Wj年豊

|

けい船岸の新設改良延長(km) i　　　28 I 15　　　13

1

　　　　　　

浚

　　　

せ

　　　

っ

　　　

量（千m3）

1

　

23 533

ﾚ6

693

1

6 840

二・

　　　

_____・

　

」:⊃_

（注）自治省調による。

280



　　　　　　　

参考表（6）港湾整備５ヵ年計画

その１

　

旧港湾整備５ヵ年計画（昭和36～40年度）
(単位

　

百万円)

　　

区

　　　　　　

分

　　

1

　

5ヵ年計画事業費

　　

蜃長年計画関連起債事

外国貿易港湾の整備

　　　　　　　

64 099　　　　　　　　　　　　33963

産業港湾の整備

　　　　　　

88 139 24 204

内国貿易港湾の整備

　　　　　　　

46 971 6 495

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　　

8 791　　　　　　　　　　　　一

調

　　　

整

　　　

項

　　　

目

　　　　　　　　　

25 000　　　　　　　　　　　－

　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　　

233 000　　　　　　　64 662

地

　

方

　

単

　

独

　

事

　

業

　

等

　　　　　　　　　　

17000

　　　　　　　　　　　　

－

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

250 000　　　　　　　64 662

　

なお，５ヵ年計画事業費2 330億円の実績はつぎのとおりであり，進捗率は78.9%で

ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

百万円
36年度

37

　　

//

38

　　

//

３９　　(; （見込み）

　　

合

　　

計

3４ ４0４

４０ 989

51 789

56 721

183 903

その２

　

新港湾整備５ヵ年計画（昭和40～44年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和40年1月22日閣議了解

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

億円

　　

港湾整備事業

　　

地方単独事業

　　

合

　　　　　　

計

　　

港湾機能施設整備事業

　　

再

　　　　　　

計

（注）運輸省港湾局計画課調による。

281－

4 850

　　

650

5 500

1000

6500



区

費
費
費
費
他

業
業
業
業

事
事
事
事

設
力
独
託
の

　

i
i
i
S
l
S
i
i
i
i
a

建
補
単
受

通普

　
　
　

そ

合 計

71

51

19

　

４

75

H1

079

033

999

４29

540

　

94.1

　

６７､6

　

25.2

　　

1.3

　　

5.9

100.0

第54表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

54 331

36 778

16 7４7

　　　

806

　

2 905

57 236

　

94.９

　

６４.2

　

29.3

　　

j.4

　　

5.1

100.0

121

　

87

　

31

　

1

　

7

128

　

（注）街路事業費および都市下水路費を含む。

　　　　　　　

第55表都市計画の状況

その１

　

都市計画法適用市町村数

　　　

（昭和39年1月１日現在・単位％）

430
800
825
805
157

58ｱ

二

　

市

　

軸白お二L二二lﾌﾟﾄ剰
(注) ｌ

　

建設省都市局都市計画課調による。
２

　

東京都の特別区は，23区を１市として計上した。

その２

　

都市計画地域地区指定状況

その３

　

都市計画事業の状況

(昭和39年3月31日現在)

２

　

昭和39年３月31日現在の「計画」は，都市計画法の規定に基づく都市計画

　

事業として決定された計画面積または計画延長である。したがって，昭和39

　

年３月31日現在すでに工事に着手しているものおよび工事に着手していない

　

ものも含めている。

　　　　　　　　　　　　　

－282－

　

区

　　　　　　　　　　　

｜

　

昭和39年3月31日現在

　　

進

　

捗

　

率

　

昭和38年度

　

‾

　　　

．

　　　　

分

　　

計

　

画（Ａ）｜実施済

　

㈲
|
（Ｂ）/（Ａ）×100

1

事

　

業

　

量

　

区画整理実施面積（千㎡）

　　

745 999 1　　361 o5剔　　　蔀.4　　　　45 045

　

市街地改造面積（千m2）

　　　

5 51（ 499　　　　　9.Q　　　　　　167

　

街路新設改良延長

　

（km）

　　　

33 918 ，　　8 380　　　　2.5　　　　　945

　

駐車場面積（千㎡）

　　　　

340

　　　

125

　　　　　

3∂.∂

　　　　　　

48

　

都市下水路延長

　

（km）

　　　　

6 519 1 4 760　　　　75.0　　　　　　　186

　

公共下水道延長

　

（km）I

　

I 911 674 i　　633 056　　　　お.j　　　50 316

　

都市公園面積（干㎡）｜

　

247 105　　　　93376　　　　37.∂　　　　6 712

　

墓

　

地

　

面

　

積（千m2），

　　

22 869 8 750　　　　38.3　　　　　　1194
-W

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

_

　

（注）１

　

自治省調による．

　　

地域地

　

区

　

名

　　

｜都市数11

　　

地域地区

　

名

　　

｜都市数

　　　　　

用

　

途

　

地

　

域

　　　　

302 |i　　　　，　防　火　地　域 113

　　　　　

住宅専用地区

　　　　

72 11　防　火{準防火地域　　　　260

　　　　　

工業専用地区

　　　

3川

　　　　　

空地地区

　　　　

38

　

用

　　

途

于

特別工業地区

　　　　　

引

　

形

　　

態{高

　

度

　

地

　

区

　　　　　　

６

　　　　　

文

　

教

　

地

　

区

　　　　　

4 i･　　　　　　美　観　地　区　　　　　　７

　　　　　

事務所地区

　　　　

則美観風致{風致地区

　　　　

174

　　　　

1

小売店舗地区

　

1

　　　

4.1

　　　　　

臨

　

港地

　

区

　　　　

30

　　　　　

緑

　

地

　

地

　

域

　　　　

1引

　

その他{駐車場整備地区

　　　　　

８
--

　　

(注)建設省都市局都市計画課調による。

-

　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

38

　　　　

年

　　　

度

　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

ｉ

　

市

　　　

町

　　　

村

　

ｌ

　

純

　　

計

１

｜

一 一 一

－

－

！

－

－一



都

　

市

　

計

　

画

　

費

　

の

　

状

　

況

額

　

９４-４

　

６８､3

　

24.7

　　

1､4

　　

5.6

100.0

昭和

純

度
額

年3
7
計

109 93４

　

80 114

　

28 ２1４

　　

1 606

　　

6 596

116 530

　

94､3

　

∂∂.7

　

2i.2

　　

1､4

　　

5.7

100.0

　　　　

比

増

　　

減

11 496

　

7 686

　

3 611

　　

199

　　

561

12 057

額

　

95.3

　

∂＆∂

　

29.9

　　

1､6

　　

4.7

100.0

(単位

　

百万円・％)

較

増減率

1０.５

　

ﾀ.∂

j2.∂

12.4

　

8.5

10.3

前年度増減率

56.5

39.3

2∂.∂

２６.3

27.2

36.0

　　　　　

参考表（7）道路整備５ヵ年計画中の街路事業

その１

　

道路整備５ヵ年計画中の街路事業の進捗状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

一一一

　

区

　　　　　　

分

　

１街

　　　　

路ｌ区画整理｜

　　　

計’‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－‥一一

５

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

　　　　

447 200　　　　102 800　　　550 000

昭和39年度（当初）

　　　　　

83 897　　　　　　11 986　　　　　95 883

昭和40年度（予定）

　　　　　　

87 022　　　　　　17 820　　　　104 842

昭和40年度までの計

　　　　　

170 919　　　　　29 806　　　　20C 725

昭和40年度までの進捗率

　　　　　　　

お.2

　　　　　　　

52.6

　　　　　　

品.５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

その２

　

道路整備５ヵ年計画中の街路事業の工事種別一覧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円・ｋｍ)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

！

　

事

　　　

業

　　　

量

　

｜

　

事

　　　

業

　　　

費

　　　　　　　

-

　　　　　　

==

　　　　　　　　　　

--一=----==･=

改

　　　　　　　　　　　　　　

良

　　　　　　　　　　

1 213　　　　　　　　358 892

橋

　　　

り

　　　

よ

　　　

う

　　　　　　　　　

23

　　　　　　　

24 538

舗

　　　　　　　　　　　　　　

装

　　　　　　　　　　

1 892　　　　　　　　　62 270

共

　　　　　　

同

　　　　　　

溝

　　　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　

1500

区

　　　

画

　　　

整

　　　

理

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

102800

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

3 141　　　　550 000］

（注）建設省都市局街路課調による。
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その１

　

日的別内訳

区 分

教育委員会費

幼

　

稚

　

園

　

費

小・中学校費

　　

小

　

学

　

校

　

費

　　

中

　

学

　

校

　

費

高

　

等

　

学

　

校

　

費

日

　

時

全

　

定

盲ろ

大

社

　

会

保

　

健

モ

　

合

う

　

学

　

学

　

教

　

体

　

の

制

　

制

　

費

　

費

　
　
　
　

校

育

　

費

育

　

費

　　

他

　

計

その２

　

性質別内訳

区 分

費
費
費
等
費
費
他

　
　

膠
費
業
業

　
　

１
助
事
事

件
件
補
補
設
旧
の

　
　
　
　

ｙ
建
復

　
　

寺
費

　
　

ま
助
通
害

人
物
維
扶
普
災
そ

合 計

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　

10010

　　　

29

429 834

262

167

163

144

　

19

　　

8

111

723

949

698

２51

808

　

8 ２70

　

2 595

　

6 149

　

11 ４8４

641 128

　

j.∂

　

Q.０

６７.0

40.9

26.1

25-６

２２-6

　

J.0

　

j.4

　

1､3

　

0.4

　

0.9

　

1.8

100.0

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

5４3 652

　

2２ 199

　　

1 822

　　

6 931

　

64 144

　　　

514

　　

1 866

641 128

84､8

　

3､4

　

O､3

　

1.1

10.０

　

０､1

　

0.3

100.0

― 284 ―

第56表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

和
一
市

和
一
市

38
－
町

　

19 467

　

5 617

167 623

　

94 52２

　

73 101

　

23 565

20 680

５

　

６

8
8

　

２
6

　

3 951

16 469

263 516

38
－
町

　

69 661

　

48 448

　　

8 716

　

18 ２43

11４ 560

　　

3 205

　　　

683

263 516

年
一
村

　

7.4

　

2､1

63､６

２５.9

27.■?

　

∂.タ

　

7.∂

･
-
I

"
-
t

l
O

Ｐ
Ｑ

^

"
Ｏ
　
０

　

一

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

　
　

・

　
　

Ｉ

　
　

４

･
―
I

O

'
*
-
<

t
o

Ｎ
.

C
Ｍ
　
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

年
一
村

　

26.4

　

j∂.4

　　

∂.3

　　

∂.タ

　

43､5

　　

j.2

　　

0.∂

100.0

　

度
一
純 計

　

29 223

　　

5 635

591 852

352 812

239 040

183 279

161

　

２1

　　

9

　

12

　

18

　

25

　

17

892

　

度
一
純

441

838

063

120

542

081

597

392

計

613 313

　

70 647

　

10 538

　

21 453

170 182

　

3 710

　

2 549

892 392

-

’

　 　 　 　 　

-

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｌ

｜

一 一

　 　

- ・

－

　 　 　 　 　 　 　 　

－

－

｜

一

一

－

－

－

ｌ

－

－

－

－

一

一

ｉ

１

１



教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

純
3
7
計

　

２4 608

　　

4 7４7

517 701

30２ 658

215 043

157 672

137 970

　

19 702

　

8 ２58

10 967

17 ２9２

　

18 393

　

17 021

776 659

年度

　

額

　

3.2

　

0.∂

∂∂.∂

38､９

２７､7

20.3

17､8

　

2.5

　

1.1

　

1､4

　

2.2

　

2.4

　

2､2

100

昭

　

和

　

37

　

年

　

度
純

　　　

計

　　　

額

513 130

　

62 840

　

9 769

　

17031

166 722

　

5 115

　

2 052

ｱｱ6 659

０

　

66. 1

　　

8､1

　　

1.2

　　

2.2

　

21.5

　　

θ.∂

　　

0.3

100.0

増

増

~
減

　　

額

　

４ 615

　　

888

74 151

50 154

２3 997

２５６07

23 471

　

２ 136

　　

805

　

1 153

　

1 250

　　

6 688

　　　

576

115 733

　

4.Q

　

0.∂

64､０

４３､3

20.7

22､1

20.3

　

1.8

　

0.7

　

1.0

･
-
Ｈ

０
０

ｌ
Ｏ
　
０

　

一

　
　

・

　
　

・

　
　

一

ｊ

　

５

　

Ｑ

　

Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

比

減

　　

額

　

100 183

　　

7 807

　　　　

769

　　

4 422

　　

3 460

△

　

1 ４05

　　　　

４97

　

115 733

－285－

　　

86､６

　　

∂.7

　　

O､７

　　

∂.∂

　　

3.0

△

　

j.2

　　

0.4

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

増減率

1８.８

１８､７

１４.3

16.6

11.2

16､2

17.0

jQ.∂

　

∂.7

10.5

　

7.2

36､４

　

＆4

14.9

較

1前年度増減率

1６.0

21.7

15.0

17.7

11.５

42､５

４８､3

11､7

33､7

j∂.∂

27.6

52.7

29.7

21.3

(単位

　

百万円・％)

増減率

　　　

19､５

　　　

１２.４

　　　

７.9

　　　

2∂.0

　　　

2.1

△

　

27.5

　　　

24､2

　　　

14.9

較

i前年度増減率

　　　

18､3

　　　

18.0

　　　

23､０

　　　

１５.２

　　　

３５､0

a

　

10.3

　　　

63､6

　　　

21.3

額

　

3､3

　

り.∂

66.3

39､５

２６.８

２０､5

18.1

　

2､4

　

1.0

ｊ
‘

　

ｊ

　

８

　

Ｑ

　

Ｏ

　

・

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

　
　

・

　
　

－

･
-
Ｈ

C
＼
i

C
M

Ｃ
Ｍ
　
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

額

　

∂∂.7

　　

7.タ

　　

1.2

　　

2.j

　

19. 1

　　

0.4

　　

0､3

100.0

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　

Ｉ
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・
１
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．
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Ｉ
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第56表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

和
一
市

38
－
町

2２ ４16

　

４ 8２6

　

5 697

２9 67２

２8 175

172 730

263 516

　

年

一

　

村

~

　

8.5

　

j.∂

　

2.2

　

11.3

　

10.7

　

65.　S

100.0

　

度
一
純 計

222 423

　

24 139

　　

7 706

　

４3 262

　

31 396

563 466

892 392

第57表

　

昭

　

和
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年

　

度

　　　　　　　　　　　　　

－
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年

　　

度

１市

　

『BT

　　

村！純

　

お

　

２5

　

35

　　

7
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3

　　

8

167

589

831

７７７

034
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２84

623

　

15.3

　

21.4

　　

4.∂

　

51､9

　　

j.タ

　　

4.9

100.0

444 183

　

４1 711

　

7 786
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3 108

　

7 921

591 852
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昭

　

和
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年
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昭
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道

　

府

　

県
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9 734
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49 ２33
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教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

_＿」

　

昭

　

和

額）屯

　

24.9

　

2.7

　

0.∂

　

４､9

　

3､５

　

63.1

100.0

3
7
計

187 578

　

19 812

　

8 302

　

39 749

　

36 827

484 391

ｱｱ6 659

年

　

度

　　

額

　

24.1

　

2.5

　

1.1

　

5.j

　

4.8

　

62.4

100.0

増

　

比

減

　　

額

　　

34 845

　　

4 327

△

　　

596

　　

3 513

ａ

　

5 431

　　

79 075

　

115 733

jヽ・中学校費

　

の状況

額

　

75.1

　　

7､1

　　

j.3

　

U.7

　　

o､5

　　

1.3

100.0
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純
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6
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度
計
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０45
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＆

等

　

学

　

校

　

費

　

の

　

状

　

況

額

昭

　

和
純

'
~
Ｈ
　
O
　
C
o
　
Ｃ
Ｏ
　
c
s
]
　
t
o

　

一

　

一
―
一
ｓ
Ｉ

>
―
(
　
t
o
　
o
　
■
-
<
　
o
　
o

<
ｏ

ｅ
ｎ

100.0

度
額

年3
7
計

　

89 ４54
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その１

　

小学校

第59表

　

教

　

員

　

数

　

等

　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　　

員

　　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

区

　　　　　　　

分

　　　　

本

　　　　　　　

務

　　　　

兼

　　　　　　　

務

　　　　　　　　　　　　　　

数

　

値(A) j n数　数　　　値）1数

昭

　

和

　

31

　

年度

　　　　

342 113　　　　－ 1 135　　　　－

　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　

348 304　　　　100　　　　　　1 325　　　如Q

　　　　

33

　　　　　　　　　　　

360 617　　　　104　　　　　　1 752　　　22

　　　　

34

　　　　　　　　　　　

364 612　　　　扨5　　　　　　　1593 120

　　　　

35

　　　　　　　　　　　

357 154　　　　103　　　　　　1 453　　　j扨

　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　

345 391　　　　∂ﾀ　　　　　　1 455　　　no

　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　

337 247 ∂7　　　　　　　1321　　　　扨0

　　　　

38

　　　　　　　　　　　

336 659　　　　∂7　　　　　　　1740　　　　2j
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339 683　　　　9∂　　　　　　1 408　　　j叱
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その３

　

高等学校

区 分

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

２

　

３

　

４

　

５

　

６

　

７

　

８

　

９

３

　

３

　

３

　

３

　

３

　

３

　

３

　

３

　

本
一
数

教

値

92 904

94 579

96 650

98 90４

100 875

102 943

107 853

121 ２40

134 304
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数
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の

　

推

務

一
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員

数

1００

j02
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j07

10９

114

1２８

j42

　　　　　

数

　

兼

数

　　　

値

　

9 905

10 883

11 ２58

11 739

11 886

11 306

10 947

1２ 100

1２ 991

務
一
指 数

1００

如3

扨∂

1０９

1０4

101

111

11９

生

　　

徒

数

　　

値

2 120

2 186

2 242

2 299

2 301

2 236

2 324

2 683

3 104

(注) １

　

文部省「学校基本調査」による。
２

　

小学校および中学校の指数は，「公立義務教育諸学校の学級編成および教

　

100としたものである。
３

　

入学率は，国立，公立および私立の全休の率で，当該年度の高等学校入学

　　　　　　　　　　　

参考表（8）各
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け

　

る
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各国における義務教育の就学率
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1

　

9

　　　　　　　　　

6～15

　　　　

卯.タ

アメリカ合衆国

　

i

　

1963

　

i

　

9（州により異なる）

　　

7～16

　　　　

ﾀ9.4

イ

　

ギ
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ス

　

1

　

1963
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5～15

　　　　

弱.7

西

　　

ド

　

イ

　　

ツ

　

i

　

1％1

　　　

9（邦により異なる）
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四.7

フ

　

ラ

　

ソ

　

ス

　　

1961

　　

8

　　　　　　　　　

6～14

　　　　

四.Q

イ

　　　

ソ

　　

ブ

　　

1958

　　

5（州により異なる）

　　

6～11

　　　　

51.9

ビ

　　　

ル

　　　

マ
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4

　　　　　　　　　　　

6～10

　　　　　

60.0
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移（公立学校分）（つづき）

数

指

　

数

-

卯

　

Ｇ

　

Ｇ

　

Ｇ

　

卯

　

㈲

　

２

　

む

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

本

一
数

学

値

2 401

２ ４31

２ ４72

２ 499

2 51４

２ 543

２ 619

２ 791

２ 841

校
脳

校

数

扨0

1０２

1０3

e
ｎ

l
o

C
O

o

o

o

'
―
I

*
-
H

"
-
Ｈ

11５

11７

　

分
一
数 値

数

1 239

1 193

1 32２

1 099

1 044

　

984

５

　

８

　

９

１

　

５

　

０

９

　

８

　

８

校
一
指 数

1００

Ｕ

　

認

　

即

　

認

　

7
7

　

一
″

　

卵

,(各年5月１日現在)

入学率

52.　Ｓ

５２-6

55.7

５６.８

５９.９

６６､３

６４､８

67.9

68､５

うち公立

入

　

学

　

率

3ﾀ．６

３８､１

40.1

３９.４

４２､4

4ﾀ.ｊ

４３　S

44.7

47.5

職員定数の標準に関する法律(昭和33年法律第116号)｣の施行の前年度(昭和32年度)を

者数を前年度の中学校卒業者で除して得た率である。

義

　

務

　

教

　

育

　

等

　

の

　

状

　

況

その２

　

各国における初等，中等学校の教員１人当り生徒数

　

国

　　　　　　

名

　

|

　

年

　　　

度

　

|

　

初

　

等

　

学

　

校

　

ト
l‥７釧

　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　

人

　　　　　　　　

人｜

日

　　　　　　　

本

　　　

1％4

　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　

26，
アメリカ合衆国

　　　

1962

　　　　　　　　　

29

　　　　　　　

22 ’
イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　　

1963

　　　　　　　　　　　　　　

30

　　　　　　　　　

20 j
西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　　　

1961

　　　　　　　　　　　　

39 2N
ソ

　　　　　　

連

　　　

1962

　　　　　　　　　

26

　　　　　　　

18‘
イ

　　

タ

　　

リ

　　

ア

　　　

1958

　　　　　　　　　

24

　　　　　　　

13 :
イ

　　　

ソ

　　　

ド

　　　

1958

　　　　　　　　　

34

　　　　　　　

29 1

セ

　　

イ

　　

l=z

　　

ソ

　　　

1959

　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　

－‘
ス

　

ウ

　

ェーデソ

　　

1959

　　　　　　　　

19

　　　　　　　

15
デ

　

ソ

　

マ

　

ー

　

ク

　　　

1959

　　　　　　　　

33

　　　　　　　

13 ・
ス

　　

ペ

　　

イ

　　

ソ

　　　

1958

　　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　

－，

プ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　　

1960

　　　　　　　　　

35

　　　　　　　

15 1
アラブ連合（エジプト）

　　　

1959

　　　

1

　　　

38

　　　　　　　　　　　　

15 1

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j
（注）文部省「わが国の教育水準」および「日本の成長と教育」による。
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．
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その１

　

義務教育学校施設

第60表

　

教

　　　

育

　　　

施

　　　　

(昭和39年５月１日現在)

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

小

　

学

　

校

　

｜

　

中

　

学

　

校

学

　　　　　

校

　　　　　

数（Ａ）

　　

（校）

　　　　　　　

25 975 11 611

　　　

本

　　　

校

　　　

数

　　　　　

（校）

　　　　　　　　　

22 443 11 068

　　　

分

　　　

校

　　　

数

　　　　

（校）

　　　　　　　

3 532 543

学

　　　　

級

　　　　

数（Ｂ）

　

（級）

　　　　

276 330　　　147 383

校

　　

舎

　　

面

　　

積（Ｃ）（千が）

　　　　　　

46 602　　　　　　26 918

　　　

木

　　　　　　　

造

　　　

（千m2）

　　　　　　　

37 752 19 706

　　　

非

　　　

木

　　　

造(D) (千㎡）　　　　　　　　8 850 7 212

講堂，屋内運動場面積㈲

　

（千m2）

　　　　　　

6 637 4 168

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積（Ｆ）（千㎡）

　　　　　　　

7 772 1 647

学校校舎不足面積

　　

（千㎡）

　　　　　　

3 322 3 731

　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
児

　　

童

　　

生

　　

徒

　　

数

　

剛

　

（千人）

　　　　　　　

9 935 6 232

教

　　　　　

員

　　　　　

数（Ｈ）（千人）

　　　　　　　　　

340

　　　　　　　　

233

非木造構造比率(D)/(C)×100

　　　　

（％）

　　　　　　　　

19.0

　　　　　　　　

2∂.∂

危険校舎比率(P)/(C)×100

　　　　

（％）

　　　　　　　　

16.7

　　　　　　　　

∂.j

児童生徒１人当り校舎面積(C)/(G)

　

（m2）

　　　　　　　

4.69

　　　　　　　　

4.32

逞語番謡4人当り講堂’室内（Ｅ）/（Ｇ）（m2）

　　　　　　　

0.69

　　　　　　

0.671

1校当り児童生徒数剛/（ぺ）（人）

　　　　　　

382

　　　　　

537

1学級当り児童生徒数(G)/(B) (人）　　　　　　　36.0　　　　　　42.3

教員１人当り児童生徒数{G)m

　

（人）

　　　　　　　

29.2

　　　　　　

26.7

　　　　　　　　

1

　

取

　　

得（千㎡）

　　　　　　　　

3 828　　　　　　4 780

　　　　　　　

土也｛処

　　

分（千m2）

　　　　　　　　

792

　　　　　　　

706

　　　　　　　　　

新

　　

築（千ｍう

　　　　　　　　　

930

　　　　　　

1 327

昭和38年度事業量

　

・
う箭

ｘ§|

　

潔丿

　　　　

8§2

　　　　

372

　　　　　　　

川

（千㎡）

　　　　　　　　　

76

　　　　　　　

41

　　　　　　　

設

　　　　

備（百万円）

　

！

　　　　　

3 986　　　　　3.768

　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

(注) １

　

学校数，学級数，児童生徒数および教員数は，文部省「学校基本調査」に

　

よる。
２

　

校舎面積，講堂，屋内運動場面積，危険校舎面積および学校校舎不足面積

　

は，文部省管理局助成課調による。
３

　

昭和38年度事業量は，自治省調による。
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設

　　　

の

　　　

状

　　　

況

その2高等学校施設(昭和39年5月1日現在)その3幼稚園施設(昭和39年5月１日現在)

学

　　　

校

　　　

数（Ａ）（校）

　　

3 650

　　

本

　　

校

　　

数

　　

（校）

　　

2 841

　　

分

　　

校

　　

数

　　

（校）

　　　

809

校

　

舎

　

面

　

積(B)(千m2）

　

14 876

　　

木

　　　　

造

　

（千㎡）

　　

8 832

　　

非

　

木

　

造悶（千が）

　　

6 044

危険校舎面積(D)(千㎡）

　　

1 328

生

　　　

徒

　　　

数知（千人）

　　

3 104

　　

通

　

常

　

課

　

程（Ｆ）（千人）

　　

2 656

　　

定時制課程

　

（千人）

　　　

443

　　

専

　

攻

　

科（千人）

　　

２

　　

別

　　　

科（千人）

　　

31

　　　

小

　　　

計

　

㈲）（千人）

　　

3 104

　　

通

　

信

　

教

　

育

　

（千人）

　　　　

91

教

　　　

員

　　　

数知（千人）

　　　

134

非木造構造上l?7

叫）×100

　

（％）

　　

如.∂

危険校舎比率

　　　　　　　

．

　　　　　

(D)/(B)×100（％）

　　　

＆夕

簑徒１人当り校舎詣
/㈲

　

（㎡）

　　

4.79

柚箭当り通常課程

(P)/(A)

　

（人）

　　　

728

教員Ｉ人当り生徒n
/㈲

　

（人）

　　

23.2

水

　

産

　

実

　

習

　

船

　　

（隻）

　　　　

64

保

　

有

　

船

　

舶．（総トン）

　　

8 975

　　　　　　

取

　　

得（千㎡）

　　

6 058

　　　　

土地｛処

　　

分（千㎡）

　　

382

靉

U

　　

芸

　　

Ｕこ瑞

　　

ニ

業度更建物

|

購入等（千．2）

　　

108

　　

ヨ

　

昆陽（～）

　

1，

　　　

設

　　　　

備（百万円）

　　

6 803

　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

（注）１

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

1幼稚園

幼

　

稚

　

園

　

数（Ａ）（校

丿

　

2 940

　　

本

　　

園

　　

数

　　

［校

］

　

2 830

　　

分

　　

園

　　

数

　　

（校）

　　　

no

学

　　　

級

　　　

数㈲

　

（級）

　　

8 354

園

　

舎

　

面

　

積ｏ（千㎡）

　　　

957

　　

木

　　　　　

造

　

（千m2）

　　　

883

　　

非

　　

木

　　

造(D)(千が）

　　　　

74

危険園舎面積(F)(千m2）

　　　

97

　　　　　　　　　　　　　　　

j

幼稚園園舎不足面積

　

（千m2パ

　　

227

幼

　　　

児

　　　

数剛［千人

］

　　

285

教

　　　

員

　　　

数剛（千人）

　　　　

10

非木造構造比率

　　　　　

。

　　　　　　

(D)/(C)×100

　

（％）

　　　

７．７

危険園舎比

(F)/(C)×100

　

（％）

　　

加.j

装児１人当り園舎原

/（Ｇ）

　

（m2）

　　　

3.4

1園当り幼児数

　

{G)/(A)

　

（人）

　　　

97

1学級当り幼児数

(G)/(B)

　

（人）

　　

34, 1

教員１人当り幼児裔

/㈲

　

（人）

　　

28.5

（注）１

　

幼稚園数，学級数，幼児数および

　　　

教員数は，文部省「学校基本調査」

　　　

による。

　　

２

　

園舎面積，危険園舎面積および幼

　　　

稚園園舎不足面積は，文部省管理局

　　　

助成課調による。
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学校数，課程数，生徒数（通信教
育を除く）および教員数は，文部省

「学校基本調査」による。
？

　

校舎面積および危険校舎面積は，
文部省管理局助成課調による。

・

　

生徒数のうち通信教育，水産実習
船，保有船舶および昭和38年度事業
量は，自治省調による。



参考表（9）高等学校（公立）生徒急

_
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＿_

ノ

ノ

ブｏ

万

竺事¨

ト

・

j

k羅Y1

　　

宍

　

7j

　

フ

｜

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

90

　　　　　　　

700

　　　　　　

48

（注）文部省調による。

区 分

費
等
費
他

　
　

業

　

費
事

件

　

設
の

　

助
建

　
　

通

物
補
普
そ

合 計

第61表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

社

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県ｌ

1011

　

４78

　

719

　

387

２ 595

　

3ﾀ.Q

　

18.4

　

27.7

　

14､9

100.0

和
一
市

38
－
町

4 ０53
2 300

5 462

４ 65４

16 469

第62表

　

社

年

一
村

　

24､6

　

14.０

　

３３､2

　

28､2

100.0

　

度
一
純

5
2
6
5

18

計

064
396
041
041

542

会

　　

教

　　

育

-一一一一‥-一一一一

　　

ｓ:

　　

９

臨言

（市日ﾊﾞﾚ

ｴ

職員

√

‾√

ﾉい

"===--=－===-=･==.-i-･JI♂---･rW-=---¶-〃-'一一-----一一･

　　　　　

，一

　　　　　　

-.---一一,/

　

公

　　　

民

　　　

館

　　　　　

7 306　　2 273 425 6 462　　　　　　　-?

　

図

　　　

書

　　　

館

　　　　　　

760

　　

3 987 889　　　　4 451　　　　　　87

　

ﾚﾙd

　　

万言且

　　

づ回

　　

丿

　

亮

童

勺ﾕ

ｴ
ぜ)ｘ盾

　　　　　

１

　　　

七言

　　　　

マ

　　　　　

さ･

（注）１

　

自治省調による。

　　　

２

　

「利用者数」は，昭和38年度の月平均利用者数である。
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増に伴う施設整備計画（改定）

(単位

　

億円)

　　　

の

　　　　　

年

　　　　　

次

　　　　　

計

　　　　　

画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

37

　　

年

　　

度

　

1

　

98

　　

年

　　

度

　

1

　

39

　　

年

　

m I 40　　年　　度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-----

　

一一一一一一一

　　　　

1?M

　　　　

唱

　　　　

11;

　　　　

二

　　　　

11

　　　　

j2

　　　　

jl

　　　　

でj

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

会

　

教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

額

-

２７-3

12.9

32.ｆｉ

　

27

100

２

０

L“1

施

　　

設

3
7
計

4 52２
２ 241
6 603
3 926

17 292

年

　

度

　　

額

　

26.1

　

13.0

　

38.2

　

22.7

100.0

の

　　

状

増

ａ

比

減

　　

542

　　

155

　　

562

1 115

1 250

額

　　　

43､4

　　　

12､４

△

　

45.0

　　　

89､2

　　　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　　

12､０

　　　　

６．９

　　

△

　

8､5

　　　

28､4

　　　　

7.2

前年度増減率

1７､9

11.9

５１､7

16.9

27.6

(昭和39年3月31日現在・単位

　

人)

　　　　　　　

一一一

　　　

一一一

　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　　　　　

__･_

　　　

____･＿

　

利用者数

　

専任職員数

1

箇

　

所

　

数ｉ利用者数１専任職員数

-=a====･-J㎜

　　　　　

－

　　　　　　　

=･〃･--＝＝J-=〃--=¬===＝==■＝

　

=-=7=

　

＝

　

==r･-･

　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　　

7 306　　　　2 273 425　　　　　　6 462

　　

2 199 827　　　　　　1 631　　　　　　　673　　　　1 788 062　　　　　　2 820

　　　

122 640　　　　　　　160　　　　　　　119　　　　　830 358　　　　　　　649

　　

1 398 105　　　　　　　270　　　　　　　729　　　　2 840 529　　　　　　1 509

　　

1 689 605　　　　　　　157　　　　　　　179　　　　　398 211　　　｡　　374

　　

1 852 936　　　　　　　240　　　　　　1 186　　　　1 231 430　　　　　　　985

　　　

88 345　　　　　　　204　　　　　　　314　　　　　62 961　　　　　　　　81

　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

9

　　　　　

20 655　　　　　　　31

　　　　　　　　　　　　　　　

"J

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－－-
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その１

　

日的別内訳

区 分

費
費
費
費
費
費
他

護
祉

　

助

　

策

保
福
宅
救
働
対
の

活
童

　

害

　

業

生
児
住
災
労
失
そ

合 計

その２

　

性質別内訳

区

合

　

分

－‥

計

その３

　

財源内訳

分

金
料
入
債
四
等

　

計

轟
端

ｌ

= - ＝ ･ - - ･ ¶ - ＝ 〃 ･

第63表昭和38年度社会

　　　　　　　　

昭
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府
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及び労働施設費の状況
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専 任

祉

職 員

2
6
8
3
6
4
8

6
1
9

　
　

4
0
3

2

　
　
　
　
　

5
5
5

4

　
　
　
　
　
　
　
　
　

1
‐
‘

30 956

　

1 295

　　

576

　

1 373

保

　　　

育

母

　　　

子

助

　　

産

　

施

－ ･ －

一 一 一 一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

- - -

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

－

～

－
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－

－

－

｜

－

一

一

－

ｌ

ｉ



の

　

収

　

容

　

定

　

員

　

の

　

推

　

移

(各年末現在・単位

　

人)

　　　

容

　　　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　

員

昭

　

和

　

35

　

年

　

｜

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

｜

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

１

　

昭

　

和

　

38

　

年

　　　　　　　　

1 196　　　　　　　　1 229　　　　　　　　1 420　　　　　　　　1 559

　　　　　　　　

1 532　　　　　　　　1 450　　　　　　　　1 390　　　　　　　　1 420

　　　　　　

424 092　　　　　　　441 710　　　　　　　461 561　　　　　　　485 367

　　　　　　　　

7 606　　　　　　　　7 325　　　　　　　　7 598　　　　　　　　7 543

　　　　　　　　

3 664　　　　　　　　4 217　　　　　　　　4 716　　　　　　　　5 287

　　　　　　　　　

930

　　　　　　　　

1 296　　　　　　　　1 580　　　　　　　　1 930

　　　　　　　　

1 390　　　　　　　　1 220　　　　　　　　1330　　　　　　　　1 305

　　　　　　　　

2 131　　　　　　　　1 984　　　　　　　　2 214　　　　　　　　2 214

　　　　　　　　　

664

　　　　　　　　　

664

　　　　　　　　　

564

　　　　　　　　　

524

　　　　　　　　

2 399　　　　　　　　2 933　　　　　　　　3 238　　　　　　　　3 890

　　　　　　　　

5 493　　　　　　　　5 540　　　　　　　　5 641　　　　　　　　5 671

　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

150

　　　　　　　　　

２00

　　　　　　

451 097　　　　　　　469 568　　　　　　　491 402　　　　　　　516 910

　　　　　　　

10 627　　　　　　　　10 619　　　　　　　　10 383　　　　　　　　10 387

施

　　

設 の 状

　　

況

(昭和39年3月31日現在・ 単位 人）

　　　　　

都

　　

道

　　

村

　　

県

　　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

Ｊし凹数｜収容２員ｌ専任職員

　

箇所数トａ・定員｜専Ｅ職員

　　　　　　　

49

　　　　

6 216　　　　　682　　　　　　462　　　　25 455　　　　　3 580

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　　

1

　　　　　　　

80

　　　　　　

16

　　　　　　　

9

　　　　　

700

　　　　　

58

　　　　　　　

7

　　　　　　

350

　　　　　　

40

　　　　　　　

1

　　　　　

20

　　　　　　

3

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　

10

　　　　　

355

　　　　　

35

　　　　　　

189

　　　　　

6 582　　　　　　511

　　　　　　　

35

　　　　

3 289　　　　　504　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　－

　　　　　　　

34

　　　

3 386　　　　1 538　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　－

　　　　　　　

31

　　　　

2 270　　　　　167　　　　　6 308　　　　485 018　　　　30 789

　　　　　　　

47

　　　　

3 976　　　　　158　　　　　　447　　　　10 344　　　　　1 137

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

175

　　　　　

1 270　　　　　　576

　　　　　　　

56

　　　

４ 51２　　　　1 08４　　　　　　２7　　　　　1 22２　　　　　　２89

－301－



区 分

普通建設事業費

災害復旧事業費

貸

　

モ

合

付

　

の

計

金

　

他

　　　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

34 851

　　　　

0

　

5 472

　

２ ２45

42 568

　

∂1.9

　

o､０

　

１２.8

　

5.3

100.0

第69表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

和

　　　

38

　　　

年

　　　

度

ｌ市

　　

町

　　

村｜純

　

計

3４ 489

５

　

０

　

３

８

　

１

　

９

　
　
　

７

　

０

　
　
　
　
　
　

２

37 3ｱｱ

Ｊ

　

　

２

　

Ｊ

　

Ｊ

　

　

０

Ｃ
Ｍ

O

>
―
I

l
Ｏ
　
0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

69 189

　　

85

　

6 182

　

4 018

79 474

参考表（10）公

　

営

　

住

　

宅

　

建

　　　

｜

　　

第

　　　

１

　　　

期

　　　　

第

　　　

２

　　　

期

　　　

第

　　　

３

　　

期

　　　　　

（昭和27～29年度）

　

｜

　

（昭和3o～32年度）

　

|

（昭和33～35年度）
・

　

゛回訓％叫町‰|（ﾌﾅ♂ﾔ㈹汗

（

ﾌ|実

（
♂

一一一一

第

　

１

　

種

　

135000

　

99 0べ73. 4 100 000 80 190 80.2 67 000　61 637

　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　

！（84
377)

第２ｙ

　

45 000　24 969, 55.5　55 000　62 005 112.7 90 000’
（1ご（i17

　

合計

　

1180 000　124 0201 68.6 155 000 142 195 91.7 157 0001　144 014

一一一一一一－-一一
(注) １

　

建設省調による。

２

　

過年災および予備費補正予算支出当年災の災害公営住宅を含まない。

３（

　

）は，改良住宅を加算した戸数および率である。

第70表

　

公営住宅等の建設状況

　　　　　　　　　

(昭和39年3月31日現在・単位

　

戸)

j

_｡

ﾆ

‥_

ｸﾔ
｡上

士（一回卜（ニ〉）

　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　

ｌ
フズ○二

　

二二⊇

　

非

　

木

　

造｜

　　

299 149　　　11 812　　　12 446　　　323 407 '

i

　

昭和38年度新築戸数

　

!

　　　

46 715　　　　　2921　　　　　1828
ヅ

（注）自治省調による。
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一 一 一
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ｊ

１

一

一

－
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住

　

宅

　

費

　

の

　

状

　

況

昭和
純

3
7
計

6４ ２56

　

1 099

　

6 3２7

　

３

75

747

429

年

　

度

　　

額

85.2

　

j.5

　

∂.4

　

４､9

100.0

増

　

比

~
減

4 933

△

　

1 014

ム

　　

145

　　

271

4 045

－303－

額

　　

122.0

△

　

25､1

ａ

　

3.６

　

∂.7

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　

７．７

△92-３

△

　

2.3

　　

7.2

　　

5.4

前年度増減率

　　

45.3

a 49.０

　　

１８.８

　　

１６.9

　　

34.7

(単位

　

戸・％)

額

-

∂7.j

-
1

ｏ
ｎ

O

Ｑ

　

７

　

５

100 ０

設

　

３

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

　　

｜

　

訟わに4J

　

I
第５期　(昭和39～41年度)　　　　　Ｊ

呪，士ﾌｹﾞ

(

♂ﾘ(ﾂ‰ﾄﾞ侈評訓宍計四万仏呪,I

一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

(ﾀ
rﾊﾟ1

　

66 0001　64 984　認'5　80 000　24 000　23 225　瓜0　29.0　％‘∂

　

91.5

　

1050001

　

96 298 皿7　120000 36000 34 490 50.0　2∂.7　ﾀ5.∂

　

(9jらﾄﾞｱ1
000 161 282 94°3 200 000 60 000 5ｱｱ15 3010 28.9 96.2

-

｜

｜

－

－

－

｜

－
！

｜

｜

｜

１

-



区 分

扶助費，補助費等

モ

　　　

の

　　　

他

　

合

　　　　

計

その１

　

適用団体数

第71表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

災

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

125

117

242

　

５Ｌ７

　

４８､3

100.0

和
一
市

38
－
町

206

103

309

年
一
村

　

６６､7

　

53.3

100.0

度
一
純

　　

計

2
5
3
万
一

473

第72表

　

災

　　

害

　　

救

　　

助

　　　　　　　　

ｌ

　　

昭和34年度

　　　　

昭和35年度

　

区

　　　　

分

　

1

件

　　

数!都道府県数1市町村数

　

件

　　

数|都道府県数|市町村数

火

　　　　　　

災

　　　　

1o

　　　　

10

　　　　

11

　　　　

6

　　　　

61

　　　

7

水害（容畏:雲勁

　　　　

11

　　　　

48

　　　

776

　　　　

1o

　　　　

26

1

78

震

　　　　　　

災

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

１

　　　　

（

　　　

１

そ

　　

の

　　

他

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

１

　　　　

ノ

　　　

１

　　　

計

　　　　　　　

21

　　　　

58

　　　

ｱ8ｱ

　　　　

18

　　　　

34

1　　　87

その２

　

主な被害状況

　　

｜

　　　　　　　　

|

　

人

　

的

・

　

驚１

　

ナフサ

　

三矢絆集コ礼子≫

（注）１

　

厚生省社会局施設課調による。

　　　

２

　

「その２

　

主な被害状況」は，被害戸数2,000戸以上のものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－304－
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害救助費･の状況

額

　

53､５

　

４６､5

100.0

昭

　

和
純

3
7
計

６

　

４

　

０

４

　

９

　

４

３

　

３

　

７

年

　

度

　　

額

　

４６.８

　

５３-2

100.0

法

　

の

　

適

　

用

　

状

　

況

増

　　　

減

a

　

93

△

　

174

・267

比

額

　

34､８

　

６５.2

100.0

(単位

　

百万円・％)

増減率

a

　

26.9

△

　

44.2

△

　

36.1

較

泳年度増減率

△

　

75.6

△

　

7∂.2

△

　

76.2

　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

件

　

数|都道府県数|市町村数

|

件

　

数|都道府県数|市町村数

1

件

　

数l都道府県数l市町村数

　　　

15

　　　　

16

　　　

20

　　　

7

　　　　　

7

　　　　

7

　　　

5

　　　　　

5

　　　　

5

　　　

7

　　　　

42

　　

492

　　　

11

　　　　

16

　　　

75

　　　

8

　　　　

13

　　　

68

　　　

一

　　　　　

一

　　　

－

　　　

１

　　　　　

１

　　　　

７

　　　

－

　　　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　　　　

一

　　　

－

　　　

6

　　　　

16

　　　

114

　　　

1

　　　　　

1

　　　　

1

　　　

22

　　　　

58

　　　

512

　　　

25

　　　　

40

　　

203

　　　

14

　　　　

19

　　　

74

被

　

害（人）

　　　　　　　

住

　

家

　

の

　

被

　

害

　

（戸）

負剛

　

お

　

レ

　

壊）

　

（半

　

壊治

　

主治

　

剽

　

ｎ

　　

17

　　　

20

　　　　　

7

　　　　

12

　　　　

36

　　

3 688　　17 050　　20 793

　　

15

　　　

41

　　　

49

　　　

52

　　　

155

　　

10 883　23 035　34 174

　　

64

　　　

66

　　　　

35

　　　　

13

　　　

215

　　

5 120　　8 338　　13 721

　　

57

　　　

69

　　　　

91

　　　　

110

　　　

674

　　

４ 885　　7 527　　13 287

　　

２7

　　　　

49

　　　　

86

　　　　

131

　　　　

164

　　

2 570　　5 637　　8 588

－305－

＿

　 　 　

Ｉ

一

一

１

一

一

｜



区 分

失業対策事業費

　　

補助事業費

　　

単独事業費

モ

　　　

の

　　　

他

　

合

　　　　　

計

その１

　

日的別内訳

区

そ

　

合

分

の

計

費
費
費
費
費
費
他

その２

　

性質別内訳

区

　

費
建

　

助
通

物
扶
普
そ

合

分

件

　　　

費

，補助費等

設事業費

の

　　　

他

　　　

計

第73表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

失

　　　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

19 6４5

16 147

　

3 498

　　

219

19 864

　

98.９

　

∂j.3

　

17､6

　　

1､1

100.0

和
一
市

38
－
町

37 ２95

30 736

　

6 559

　　

613

37 908

年
一
村

　

98､4

　

≪I 　!

　

１７.3

　　

j.∂

100.0

　

度
一
純
-

　

56

　

46

　

10

　

57

計
-

940

883

057

762

702

第74表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

保

昭

　　　

和

　　　

38

　　　

年

　　　

度

都

　

道

　

府

　

県

　

3017

　

3000

28 876

　

6 784

　

8 836

　

1 757

13 912

66 182

　　

４.6

　　

4.5

　

43､6

　

10.3

　

13.3

　

2.7

　

21.0

100.0

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

13

43

　

7

　

1

66

4４6

562

609

565

182

　

２０.３

　

６５､8

　

11.5

　

2．4

100.0

― 306 ―

市

和

一
市

町

　　

876

　

４ 768

　

8 419

　

2 518

２6 688

　

5 004

　

２ 876

51 149

38

16

11

２1

　

1

51

　

町
-

700

585

095

769

149

村

　　

j.7

　　

9､3

　

16.5

　

4､9

　

52､2

　

9.8

　

5．6

100.0

年

一
村

　

３２.6

　

22.7

　

４１､2

　　

3.5

100.0

純 計

　

3 852

　

6 405

　

36 177

　

Ｓ７5７

　

34 884

　

5 884

　

16 307

112 266

　

度
一
純

一

　

30

　

51

　

27

　

3

　

112

計
-

146

724

062

334

266

保

　

健

　

所

伝染病予防

結

　

核

　

予

　

防

その他予防

清

　

掃

　

事

　

業

その他環境衛生

●

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

-

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

Ｉ
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、

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

、

-

一 一

　 　 　 　 　 　

一

ｌ
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ｌ

｜

－

１

一

一

－

－

ｉ

！

－

ｉ

一

ｌ

－

｜

！

ｉ

｜

ｉ

｜

｜
｜

｜

｜

1

1

1

｜

！

ｊ
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業

　

対

　

策

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和
純

5２

４3

　

８

53

昭和
純

　

3

　

6

24

　

8

２7

　

5

13

88

昭和
純

度
額

年3
7
計

821

870

951

320

141

3
7
計

7２0

290

532

0２0

598

505

029

694

　

99.4

　

８２､6

　

j∂.∂

　　

0.∂

100.0

年度

　

額

　　

4.2

　　

7､1

　

27.7

　　

∂.0

　

31.1

　　

6．２

　

１４.7

100.0

度
額

年3
7
計

27 3４2

35 173

23 115

　

3 06４

88 694

　

30.∂

　

3ﾀ.７

　

２６､1

　　

3.4

100.0

　　　　

比

増

　　

減

4 119

3 013

1 106

　

442

4 561

増 減

　　　

132

　　　

115

11 645

　　　

737

　

7 286

　　　

379

　

3 278

23 572

比

-
増

　　　

減

　

2 804

16 551

　

3 947

　　　

270

23 572

－307－

　

額

一

卯.３

６６､1

24.2

　

9.7

100.0

額

-

0.∂

０。51

49.4．

　　

3.1

　

30.9

　　

1.６

　

１３-9

100.0

額

　

11､９

　

７０､2

　

j∂.∂

　　

1､1

100.0

(単位

　

百万円・％)

増減率

　　　

7.∂

　　　

６､４

　　　

１２､４

　　

１３８､1

　　　

8.6

較

1前年度増減率

16.3

　

9.j

71.0

4∂.j

16.4

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　　

∂.5

　　　

l､８

47.5

　

∂.２

２６-４

　

６､９

２５.　2

26.6

前年度増減率

　　　

21.８

△

　

０．8

　　　

7∂.タ

　　　

52､2

　　　

42.0

　　　

15.７

　　　

５２.8

　　　

44.8

(単位

　

百万円・％)

増減率

1０.３

４７、1

17.1

　

∂.∂

26.6

較

1前年度増減率

　

９､8

∂9.7

52.7

14.8

44.8

額

　

S∂.7

　

∂j.3

　

17､4

　

j.3

100.0

健

　

衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況

　

額

-

　

3.4

　

5.７

　

３２-2

　

7.∂

31.1

　

5､3

　

14､5

100.0

額

　

26.9

　

46.0

　

24.1

　　

3.0

100.0

｜

Ｆ

　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

｜

　　　　　　

’

ｉ

　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　　　

｜

　　　　　

｜

　　　　　　

｜

-
１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

■

　 　 　 　 　 　

■

　 　 　 　 　

■

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　

Ｉ

-

ｄ

　 　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

,

｜

⌒

・

ｉ

－

ｊ

１

！

｜

｜

｜

｜

｜

ｉ

｜

｜

！

－

－

－

－

｜

－

－

｜

1

1

1

1

ｉ

-



その３

　

財源内訳

　

区

　　　　　

分

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

使用料，手数料

地

　　　

方

　　　

債

その他特定財源

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

合

　　　　　

計

第74表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

保

　

健

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

34 043

　

4 9４0

　

1 110

　

2 638

23 ４51

66 182

その１

　

診療所および隔離病舎

　

51､4

　

7.5

　

1､７

　

４.０

　

３５.　4

100.0

和
一
市

38
－
町

7 751

7 073

7 499

　

8 182

20 644

51 149

第75表

　

保

年
一
村

　

15.2

　

jJ.∂

　

14.7

　

16.0

　

40.3

100.0

健

　　

衛

　

度

~
純 計

　

41 795

　

12 013

　

8 609

　

6 310

　

43 539

112 266

生

｜

　

区

　　　　　　　

分

　　　

｜

　

診

　　

療

　　

所

　　

｜

　

隔

　

離

　

病

　

舎

Ｌ

　

施

　　　　　

設

　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　

775

　　　　　　　　　　

1 198

　

建

　

物

　

面

　

積（千m2）

　　　　　　　　　　　

623

　　　　　　　　　　

1 105

　　　　

木

　　　　

造（千m2）

　　　　　　　　　　　

410

　　　　　　　　　　　　　　

987

　　　　

非

　　

木

　　

造（千m2）

　　　　　　　　　　　

213

　　　　　　　　　　　　　　

118

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　

病

　　

床

　　

数

　

（床）i

　　　　　　　

22 932　　　　　　　23 099

（注）自治省調による。

区

第76表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

結

分

扶助費，補助費等

モ

　　　

の

　　　

他

　

合

　　　　

計

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

27

　

1

28

562

314

876

　

９５､4

　

4､6

100.0

－308－

和
一
市

38
－
町

7 248

1 171

8 419

年
一
村

　

86.1

　

j3.タ

100.0

　

度
一
純 計

33 691

　

2 486

36 1ｱﾌ

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｆ

　 　 　 　 　 　

’

ｌ

　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　

．

　　　　

７

　　　　　　

．

　　　　

１

　　　　　　

１

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

－ － ・

･ １

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　

Ｌ

　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　

Ｉ

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

＝

－

－

－

－

１

一

一

－

｜

｜
＝

ｉ



衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

昭和
純

度
額

年3
7
計

28 575

11 367

　

6 319

　

5 664

36 769

88 6?4

　

32-２

　

１２､８

　　

７､1

　　

6．４

　

41.5

100.0

増

状

　　

況

和昭
純

37

　

年

　

度
計

　　

額

21 685

　

２ 847

24 532

　

88-4

　

11､6

100.0

　

比

減

　　

額

13 ２20

　　

646

　

２ 290

　

6

23

646

770

572

5６. 1

　

2.7

　

タ.7

脅

　　　　

比

増

　　

減

a

12 006

　　

361

11 645

－309－

△

　　

2.7

　

2∂.∂

100.0

額

103.1

　　

3.j

100.0

(単位

　

百万円・％)

増減率

4６.3

　

5.7

36.2

11.4

18.4

26.6

較

|前年度増減率

ﾀ0.∂

13.3

41､２

１４､７

３７. 1

44.8

(単位

　

台)

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　

55.4

△

　

12.7

　　

47.5

前年度増減率

△

99.2

　

4.2

76.9

額

　

57.2

　

10.7

　

7.7

　

5､６

　

３８､8

100.0

施

　　

設

　　

の

その２

　

衛生車輛

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　　　

保

　　　

有

　　　

台

　　　

数

バ

　　

キ

　　

ュ

　　

ー

　　

ム

　　

車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 537

j

　　

ブ

　

ト

運

ゲ

　

搬

ッ

　　

；

　　　　　　　　　　　　　　　　

６;ｽﾞ

で

　

゛讐

　

゛；

　　　　　　　

二

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

11ｱﾌ3

　

（注）自治省調による。

核

　

予

　

防

　

費

　

の

　

状

　

況

額

　

ﾀ3.j

　　

6､9

100.0

１

　 　 　 　 　 　 　 　

Ｊ

　 　 　 　

Ｆ

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’

　 　 　 　 　 　 　 　

■

　 　 　 　 　 　

●

　 　 　 　 　 　

●

　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　

¶

・

　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

一

一

｜

－

－

｜

－

一

一

－

－

－

－
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←



第77表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

結

　

核

_＿___

　　

＿___＿･

j’

　

ｓ
＿

　　

゛

　

｜

　

゛ピy聡

　

¨

　

｜

　

ﾀﾆ

　

ｓ
（げ

　

゛

≒‰

　

‰

　

芸

　　　　　

丿昌ぐ

　　　　

4ﾑ昆

　　

川によ

　　　

よ

　　　

謡

１

　

≒

　　

゛

　　

け

　　　　　　　　　　

9J昌

　　　　　　　　　

4詣1

←－－－

　　

5還=･--
（注）１

　

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

　　　

２

　

結核死亡者および死亡率（10万人対比）は，33年36,274人(39.4人), 34年

　　　　

(29.3人), 38年23,259人(24.2人）である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第78表結核医療費公費

一一

　

一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

被

　　

用

　　

者

　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　

数
：

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本

　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　

申

　

請

　

｜

　

合

　

格

　

｜

　

承

　

認

　

申

　

請l合

　

格1承

　

認

　

一一一一一

　

和

　

29

　

年

　　　　　　

1 085　　　1009　　　　693　　　351　　　327　　　119

　　　

30

　　　　　　　　

1 021　　　　965　　　　617　　　357　　336　　　97

　　　

31

　　　　　　　　

1006

　　　　

956

　　　　

596

　　　

333

　　

315

　　　

68

　　　

32

　　　　　　　　

1 217　　　1 165　　　　767　　　384　　366　　　80

　　　

33

　　　　　　　　

1 310　　　1 260　　　　781　　　384　　368　　　37

　　　

34

　　　　　　　　

1 324　　　1 283　　　　842　　367　　355　　　36

　　　

35

　　　　　　　　

1 343　　　1 310　　　　866　　355　　346　　　26

　　　

36

　　　　　　　　

1 277　　　1 248　　　　833　　　334　　326　　　17

　　　

37

　　　　　　　　

1 173　　　1 147　　　　791　　　333　　　326　　　16

　　　

38

　　　　　　　　

1 212

1　　1

188 1　　　792 1　　368　　361 1　　11

　　

還WJ-　=-=＝　　==W==-･　　　　　　　ふｰ㎞-･-
（注）１

　

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

　　　

２

　

合桁とは，結核予防法第34条の規定による公費負担の基準に合格したもので

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第79表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度
∧→

ﾆ

道

　

府

　

県う

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

付幣事リ

　

ぼ昌ば禦挑詔2混

　

合

　　　　

計

　　　

10 5931 100.0　31 692　100.0　40 768　100.0

（注）本表は，清掃事業費およびその他環境衛生費を合算したものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－310－

一一一一
｜

〉
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健康診断の実施状況

(単位

　

千人・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

受

　　　

診

　　　

率

　　　　

発

　

見

　

者

　

数

　　　　

患

　

者

　

発

　

見

　

率

　　　

（Ｂ）/㈲ｘl00

　　　

1

　　　　

（Ｃ）

　　　　

｜

　　　

○/㈲×100
一一-

　　　

一一

　

一

　　　　　　　　

43.3

　　　　　　　　　　　　　

85

　　　　　　　　　　　　

0.21

　　　　　　　　

25.2

　　　　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　　　

0.29

　　　　　　　　

∂j.∂

　　　　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　　　

0.Q∂

　　　　　　　　

66.9

　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　

0.17

　　　　　　　　

31.6

　　　　　　　　　　　　　

54

　　　　　　　　　　　　

0.53

　　　　　　　　

郭.2

　　　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　　　

0.郎

　　　　　　　　

43.0

　　　　　　　　　　　　　

97

　　　　　　　　　　　　

0.23

-

　　　　　　　

-

32,992人(35.5人), 35年31,959人(34.2人), 36年27,916人(29.6人), 37年27, 852人

　

負担件数等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

千人)

　　

保

　　　

険

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　

国民健康保険

　　

生

　

活

　

保

　

護

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

家

　　　　　

族

申請）

　

（皿申和銘）認申請ﾚ回|回申司皿憚訂

　　

160 [　　148
i　125　　116　　109　　99　　177　　168　　125　281　　257　225

　　

178 1　　167　135　140　133　119　191　　182　　124　　155　　147 j 142

　　

180

　　　

169

　

135

　

165

　

157

　

141

　　

183

　

175

　

H7

　

145

　

140』13S

　　

211

　　　

200

　　

173

　

233

　

224

　

204

　

234

　

225

　　

164

　　

155

　　

150

　　

146

　　

226

　　　

217

　　

180

　

288

　

277

　

250

　

265

　

256

　　

177

　　

14ｱ

　　

142
1　137

　　

228

　　

218

　　

194

　

343

　

333

　

314

　

272

　

265

　　

188

　　

114

　　

112 ・110

　　

223

　　　

216

　　

194

　

417

　

406

　

384

　

268

　

263

　　

186

　　

80

　　

79 j　76

　　

205

　　　

198

　　

185

　

448

　

438

　

416

　

245

　

241

　　

173

　　

45

　　

45 1　42

　　

193

j　　187　182　431　422　415　183　180　148　　33　　32

1　3レ

　　

219

，

214　205　465　457　447　137　　134　108　　23 23J　21j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

皿-

あり，承認とは，合格したもの０うちから公費負担が承認されたものである。

　

環境衛生費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

昭和37年度純計額

3
9
0
沼

1
7
1
5
3
3

　

52.

　

47.

100.

５
５
０

増

４
３
７

比
-
減
-

236
429
665

― 311 ―

額

-

　

55.

　

44、

100.

３

７
０

増減率
-

　

24.

　

2j.

　

23.

較

^
　
ｏ
ｎ

C
Ｎ

55.5

20.∂

36.8

Ｉ

　 　 　 　 　

Ｉ
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その１

　

し尿処理施設

第80表

　

環

　　

境

　　

衛

　　

生

　　　　　

(昭和39年３月3旧現在)
－‥一

　

特

　

別

　

清

　

掃

　

地

　

域

　

人

　

口

　

（Å）（千人）

　　　　　　　　　　　　

61 593

　

収

　　　　

集

　　　　

人

　　　　

ロ

　

(B) (千人）　　　　　　　　　　　　54 872

　

普

　　　　

及

　　　　　

率

　　

㈲/㈲×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　　　

∂9.j

‘

　

年

　　

間

　

総

　　

排

　　

出

　　

量

　

（Ｃ）

　

（千kl）

　　　　　　　　　　　　

25 550

　

年

　

間

　

直

　

営

　

収

　

集

　

量

　　

剛

　

（千kl）

　　　　　　　　　　　　

19 279

　　　

（Ｄ）

　

下水道マンホール投入

　　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　　　　　

1 851

　　

の方

J
し尿消化そう等処理施設

　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　　　　

6 415

　　

処

　

’農

　　

村

　　

還

　　

元

　　　　　

（苧kl）

　　　　　　　　　　　　　　　　

2 465

　　

理

　

于海

　　

洋

　　

投

　　

棄

　　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　　　　　

4 881

　　　

法

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

（千k1）

　　　　　　　　　　　　　

3 929

　

自

　　　

家

　　　

処

　　　

理

　

(C)-{D) c (千k1）　　　　　　　　　　　　　6 271

　　　

（Ｅ）終末処理施設のある下水道への放流（千k1）

　　　　　　　　　　　　　

1 674

　　

の訳
|
し

　

尿

　

浄

　

化

　

そ

　

う

　　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　　　　　

1 328

　　

内

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　　　　　

3 269

　　　　

収

　　

集

　　　

率

　

剛/○×100（％）

　　　　　　　　　　　　

75､５

一一一一
（注）自治省調による。

その１

　

日的別内訳

第81表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

一一

　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　　　　　　

rW

　

区

　　　　　　

分

　　

!

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

一一－－一一一一
1

　

農

　　

業

　　

費

　　

47 308　妬.9　37 459　50.0　67 549　皿∂

1

　

耕地事業費

　　

69 675　24.タ　31 139　24.7　84 285　23. ･1

1開拓事業費1

　

12 153　　　4.3　　　1525　　　j.2　　12456　　3.5

1
1

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

10 010　　j.∂　　5 324　　4.2　　13 565　　3.∂

｜
1

　

治

　　

山

　　

費

　　

14 651　　5.2　　451　　Q.4　15 045　4.2

1

　

林

　　

業

　　

費

　　

25 947　　　9.2　　11698　　　9.3　　32835 ﾀ.j
！

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

19 666　　7.0　　9 754　　7.∂　　26 277　　7.J
i
i

　

商

　

工

　

業

　

費

　　

80 913　　2∂.9　　28464　　22.6　107 590　　29.9

1

　

合

　　　　

計

　　

280 323　100.0　125 814　100.0　359 603　100.0

（注）農業費には蚕業費を含め，林業費は造林費，林道費およびその他林業費の合計
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施

　　

設

　　

か

　

状

その２

　

ごみ処理施設

況

(昭和39年３月31日現在)

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

｜事

　　　　　　　

項

　　

■

年

　　

間

　

総

　　

排

　　

出

　　

量

　

（Ａ）（千t）

　　　　　　　　　　　　

13 137

年

　

間

　

直

　

営

　

収

　

集

　

量

　

(B) (千t）　　　　　　　　　　　　1o 888 j

　

（Ｂ）

　　

焼

　　

却

　　

施

　　

設

　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

4 762 j

　　　

|

高速堆肥化処理施設

　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

29バ

　

ミ

　　

埋

　　　　　　　　　

土

　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　　　

5 180

　

嘉

　

|

飼

　　　　　　　　　

料

　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　　　

129 i

　　　　

モ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　　　　

520

自

　　

家

　　

処

　　

理

　　

㈲一(B) (C) (千t）　　　　　　　　　　　　　2 249

収

　　　

集

　　　

率

　

(B)/{A)×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　

∂2.引

自

　

家

　

処

　

理

　

率

　

(C)/(A)×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　

17.1

産業経済費の状況

昭和37年度純計額

53 369

73 297

11 441

1２ 126

12 773

27 758

２4 319

　

9２

307

288

371

17.4

23､8

　

j.7

　

4.0

　

4.2

　

9.Q

　

7.9

　

30.0

100.0

増

比
一
減

1４ 180

10 988

　

1 015

　

1 439

　

2 ２73

　

5 077

　

1 958

15 302

52 232

額とし，水産業費には漁港費を含めている。
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額

-

２７.1

21.0

j.タ

2.∂

4.4

9.8

　　

3.７

　

２９､3

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

26.6

15.０

　

８.9

11.9

17-8

j∂.3

　

＆j

16.6

17.0

25.7

13.9

27.8

23.９

１２､９

１５-６

３０.7

30.3

20.6

ｌ

　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　

｀

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

＿ ㎜

　

－

　

＝

－
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！

－

－
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その２

　

性質別内訳

第81表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度
区

　　　　　　

分

　　　　　　

__

　

都

　

道

　

府

　

県

　

ｉ

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

物

　　

件

　　

費

　

l

　

20 536　　　7.J!　7900　　∂.J　　28 436
1

7.9
補

　

助

　

費

　

等

　　

27 949　10.0　21 805　17.3　39 664　11.0
投資的経費

　　

153 058　54.U　70 825　邱.∂　187 439　52.1

　

普通建設事業費

　　

126 941　　45.4　　49 933　　お.7　154 279　　42.タ

　

災害復旧事業費

　　

25 823　　∂.2　　20 879　　16.6　　32 853　　∂.j

　

失業対策事業費

　　　　

294

　　

0.1

　　　　

13

　　

0.0

　　　

307

　　

0.j
貸

　　

付

　　

金

　　

73 065　26.1　15 309　12.2　88 374 1　麗.∂
モ

　　　

の

　　　

他

　　　

5 715　　2.Q　　9 975　　7.∂　　15 690　　4.j

　

合

　　　　

計

　　

280 323　100.0　125 814　100.0　359 603　100.0

その３財源内訳
-

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

114 3％　　40.8　　5 415　　4.3　119 811　　お.a

　

諮思金’負担金’寄

　　　

7 977　　2.∂　　7 908　　∂.∂　　9 843　　2.7

　

雑

　　

収

　　

入

　　

69 191　討.7　17 843　14.2　85 201　23.7

　

その他特定財源

　　

15 142　　5.4　50 391　　40.0　26 874　　7.4

　

一般財源等

　　

73 617　部.3　44 257　35.2　117 874　j2.タ

　　

合

　　　　

計

　　　

280 323　100.0　125 814　100.0　359 603　100.0

第82表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

-‥-一一

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額
一一一一一一

　

人

　　

件

　　

費

　　　　

6101

　　

j.3

　　

7 862　　21.0　　　8472
j

12.5

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

8 157　　n.2　　4 107　　11.0　　12 264　　j∂.2

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

15 18が　32.1　　9 130　　討.4　　18 538　　27.i

　

普通建設事業費

　　

16 556　お.0　　13 430　お.∂　　18 5％　27.5

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　　

5 677　　12.0　　　1716　　4.∂　　7 393　　11.0

　

モ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 125　　2.4　　　1 214　　J. 2　　2 286　　3.j

　　

合

　　　　

計

　　　

47 308　100.0　37 459　100.0　67 549 100.0

（注）蚕業費を含む。
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産業経済費の状況（つづき）

昭和37年度純計額

26 675

33 166

159 811

1２5 406

　

34 080

　　　

325

　

7４ ４81

　

13 238

307 371

　　

8､7

　

j0.∂

　

52.0

　

40.∂

　

11.1

　　

0.j

　

24.2

　　

4.j

100.0

昭和37年度純計額

101

　

8

7
1
2
3
0
1

307

988

639

109

853

78２
371

　

33､2

　　

2､８

　

２３､1

　　

7.∂

　

33.1

100.0

農

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

昭和37年度純計額

7 355

11 282

14 066

1２ 198

　

5 717

　

２ 751

53 369

j3.∂

21.1

２６　4

22.9

７
ｊ

ａ
＆

ｊ

100.0

増

増

増

比
－

減

△
△

　

1 761

　

6 ４98

２7 6２8

２8 873

　

1 227

　　　

18

13 893

　

２ ４5２

52 232

17

　

1

1４

　

3

16

52

比

-

減

-

823

204

092

0２1

092
232

比
－
減

　

1 117

　　　

982

　

4 472

　

6 398

　

1 676

△

　

４65

14 180

－315－

額

>
ｗ
^
c
j
i
c
s
j
e
o
o
t
o
t
^

　

Ｉ
Ｉ
　
ー
ｔ
一
一
一
一

≪
^
c
^
^
ｃ
^
a
ｕ
＾
c
^
^
o
t
o
ｒ
9
^

　

ｊ
５
５

　
　

２

　
　
　
　
　

△
△

100.0

額

34.1

　

2.J

　

27.

　　

５.

　

30.

100.

額

O
　
０
０
　
０
０
０

　　

7.タ

　　

∂.9

　　

31.5

　　

４５、１

　　

１１､８

△

　

3.2

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

増減率
-

　　

∂.

　　

19、

　　

17、

　　

2＆
△
△

　

準
一
一
一

"
3
　
"
J
＾
　
Ｏ
Ｄ
　
C
ｏ

　
　
　

ｊ
ｊ

較

δ
６
３
０
δ
５
７
５

17.0

12.7

14 .５

２０､6

2∂.∂

　

2.2

15.７

２８.4

jj.∂

20.6

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

17.5

13.9

１９､８

７
Ｓ
Ｏ

２
　
ｉ
t
j
　
r
>
ｖ
　

ｊ
ｊ
１

△

1６-4

27.7

25､9

17.5

　

７
~
o

C
＼
]
　
C
Ｎ

0

　

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減率

　

｜藍雲

1４. Ｓ

７
０
０
　
l
O
　
C
V
5
　
O
i

　

一
儡
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ｌ
－

０
０
　
'
-
H
　
c
＼
i
　
ａ
^
　
;
o

　

e
n
　
I
C
　
C
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*
-
(

26 ６

c
ｒ
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ｏ
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O
　
c
i
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第83表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

耕

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

＿___

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

普通建設事業費

　　

46 046　邸.j　　12 337　お.∂　55 305　65.6

　　

補助事業費

　　

36 807　52,∂　　5 463　17.5　40 664　祗２

　　

単独事業費

　　

2 659　　J.∂　　6 352　20.4　　7 539　　9.0

　　

受託事業費

　　

6 580　　ﾀ.5　　　522　　j.7　　7 012　　∂.4

　

災害復旧事業費

　　

22 460　32.2　　16 401　　52.7　25 850　30､７

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 169　　j.7　　2 401　　7.7　　3 130　　3.7

　　

合

　　　

計

　　　

69 675　100.0　31 139　100.0　84 285　100.0

第84表

　

土

　

地

　

改

　

良

　

事

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

完

　

成

　

受

　

益

　

面

　

積（千ha）
ノ

　

《

35年度

　

136年度

　

137年度

　

）４・

　

国

　　　　　　　　　

営

　　　　

12.7　　　　　17. 8　　　　　14.2　　　　22.8

　

都

　

道

　

府

　

県

　

営

　　　　

33.4

　　　　　

34.0

　　　　　

49.6

　　　　

38.5

1

　

ほ

＝

　

場

　

一

整

　　

：

　　　

91.6

　　　　　

91

:

　　　　　

％.

j

　　　　

8

でで

才゛
に

団

　

化

　　　　

77.9

　　　　　

96.0

　　　　　

87.I　　　　79.6

　

体i

　

助1

農

　

索

　

道

　　　　

606 km　　　　649 km　　　661 km　　711 km

　

営

丿非融で一

　　　

般

　　　

131. 1　　　　164.7　　　　164.2　　　135.0

　　

疆
資臨索道

　　

542 km　　　l 006 km　　1 196 km　　1 295 km

(注) １

２

農林省調による。

国家投資額は，決算額である。
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地事業費の状況

昭和37年度純計額

4４ 625

3２ 683

　

6 573

　

5 369

25 320

　

3 352

73 297

∂り.タ

44.6

　

タ.0

　

7.ｊ

３４-５

　

4.6

100.0

業

　

実

　

績

　

の

　

推

　

移

増

比
一
減

10 680

　

7 981

　　

966

　

1 733

　　　

530

△

　

２22

　

10 988

額

~
ﾀﾌ.2

　　

72.6

　　　

∂.∂

　　

j5.∂

　　　

４､8

△

　

2.0

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　

２３　9

　　

24. A

　　

14､７

　　

３２､3

　　　

2．１

ａ

　

∂.∂

　　

15.0

2０.２

１７､4

36.1

20.0

　

2.j

39.6

13.9

　　　　　

国

　　　　

家

　　　　

投

　　　　

資

　　　　

額（百万円）

　

35

　　

年

　

& I 36　　年　m I
37　　年　丿臭138　　年　度

-

　　　　　

10130

　　　　　　　　

II 029　　　　　　　　14 166　　　　　　16 710

　　　　　

4 238　　　　　　　　4 861　　　　　　　　5 968　　　　　　　7 099

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

721

才

、

　　　　　　

4 224　　　　　　　　4 997　　　　　　　　5 951　　　　　　　6 358
于

ト

　　　　　　　

5 539　　　　　　　　8 073　　　　　　　　7 703　　　　　　　7 69４

― 317 ―

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　

１

，

　　　　

１

　　　　　　　　　

。

　　　　

１

　　　　　　　

１

　

■^s v^り“　｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

．＿＿

　

．

　　

｜

-

－

－

！

－

－
！

－

一

一

－

｜

－



区 分

費
費
費
費
他

業
業
業
業

Ｖ
毒
・

建
助
独
託

通
補
単
受

普

　
　
　

そ

合 計

　　　　　

昭

都道府県

9 952

6 488

　　

2４6

3 218

2 201

12 153

　

∂j.タ

　

53.4

　　

2､０

　

２６.5

　

18､1

100.0

第85表

　

昭

　

和
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年

　

度

和
一
市

38
－
町

1
4
0
7
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6
3
0
2
6

2
8
4

　

2

－

525

年
一
村

　

82.7

　

54.7

　

26､2

　　

1.８

　

１７､3

100.0

度
一
純 計

10 229

　

6 461

　　

523

　

3 2４5

　

２ 227

12 456

額

　

∂2.j

　

51､9

　

ぜ.2

　

26､0

　

17.9

100.0
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昭
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年
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分
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市
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計
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一一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

１

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

3 632　　お.3　　　　650　　12.2　　4 282 1　31.6

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

2 040　　20.4　　　1 392　　26.2　　2 588 i　jﾀ.j

　

普通建設事業費

　　　

3 969　　お.7　　2 605　　召.∂　　5 65削　孔７

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　　　

153

　　

j.5

　　　

586

　　

皿0

　　　

73E

　

5.4

　

そ

　　　

の

　　　

他
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2.j

　　　　　

91

　　　

j.7

　　　

298 ＼ 2.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

合

　　　　　

計
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２
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4
0
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8
3
5
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３
６

２

　

３
２

　

2
9
２

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

Ｑ
５

Ｊ

20.0
Ｉ
４

琵

　　

27.4

　　

∂∂｡0

△

　

4.４

　　

40.3
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ＩＢＳ
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２５､９
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第91表

　

漁

　

港

　

施

　

設

　

の

その１

　

管理者別漁港数

状

　

況

(昭和39年３月31日現在)

　

Ｅ

　　　

々

　

IL MII驚月(Ｕ禁|素４箔ト　お

　

漁港管理者指定済漁港

　　　

2 180　　　　405　　　　94 73　　　　　2752

づ川口;

　

二

　

二

　

8ズ

　

ニ

　

ニ

　

漁で管理者未指定;港

　　　

2 1j　　　401　　　　9i　　　　ム　　　　２ｱ1;

(注) 水産庁漁港部計画課調による。

その２

　

漁港施設の整備状況 (昭和39年３月3旧現在)

｜

　　　　　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

ﾄ

計
内

　　　　

訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ﾚ

道府県|市町村

ｌ

　

防波堤等外かく施設
｛総

　

延

　

長

　　

（km）

　　　

2 366　　　　791　　　1 575

　　　　　　　　　

内改良済延長

　　

（km）

　　　　　

988

　　　　

408

　　　　

580

　

け

　

い

　

船岸の延長

　　　

（ｋｍ）

　　　

695

　　　　

286

　　　

409

　

昭

　

和

　

防波堤等外かく施設改良延長

　

（ｋｍ）

　　　　　

84

　　　　

35

　　　　

49

｀

　

蒜

（

ｏｏ呂゛良゛長

　　

（“）

　　　　　　　

28

　　　　

10 18

　　　　

浚

　　

せ

　　

っ

　　

量

　　

（千m8）

　　　　

1 861　　　1 129 732

（注）自治省調による。
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参考表(11)漁

　

港

　

整

　

備

　

計

　

画

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　

第３次整備計画（38～45）

　

昭和38年度支出額

　

進捗率
Ｓ:

　　　

゛

ﾋﾞ

l

　

（驚費卜田

ﾑ

回数げＰトＨ

ﾚ

ﾚ00

本

　　　　　　

土

　　　　

202

　

63 782　32 095　　　163　3 634　1 857　　　5.7

離

　　　　　　

島

　　　　

106

　

18 718　16 929　　　78　　1 428　　1 333　　　7.∂

北

　　

海

　　

道

　　　　

72

　

0500

　

16 983　　　50　　1 572　　1 547　　　ﾀ.0

　

合

　　　　

計

　　　　　

380ﾂﾞ00 000　66 007　　291　6 634　4 73ｱ　　　6.6

（注）水産庁漁港部計画課調による。
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第92表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

商

-

　　　　　　　

｜

　　　　

昭

　

9

　

38

　　

゛

　

度

　　　

｜|

_

ヶ

‥

　

゛臨道し仁市回f村m
sf m

　

補

　

助

　

費

　

等

　　

6 366
1　7.リ　ア

560　2いい　12 5ん 11.6

　

普通建設事業費

　　　

4 99ﾘ　∂,2　　5 263　　j∂.ﾂ　9 874　　ﾀ.2

　

貸

　　

付

　　

金

　　

63 424 1　78.4　12 472　袷∂　75 896

1　7Q.ヤ

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

6 132

1　　7.y　　3

169　　11.1　　92％!　∂.∂

■

　　　

合

　　　　　

計

　　　

i

　

80 913
1　1001

0　　28 464

，

100.0
1　107

590

1　100,0
1

㎜㎜㎜㎜===j==四-=-･-

　　　　　　　　　　

J-㎝

第93表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

性

　

質

〉

　

＞

都

　

道

　

府

　

県

　

i

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

＿_＿___＿

　　　　

___＿__
ｊ

　

人

　　

件

　　

費

　　　

836 966 39.ﾀ!　　359 9661 26､8!　1 196 932! お．２
１

　

物

　　

件

　　

費

　　　

102 390　4.9 140 519　10.5　　　243 009K　7.3

1維持補修費

　　　

28 593 1.4　　32 436　2.4　　　61 029r'　j.∂

　

扶

　　

助

　　

費

　

，

　

9o 616!　4.3　　8o068，６､０，　　　170 684 / 5.2

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

91 234　4ｿ　　89 44ll　∂ﾉ　122 105ツJ,71

1

　

普通建設事業費

　　　

608 694 29.0　　416 347! 31.1＼　　969 995; 2ﾀ.＆
1

　

補助事業費

　　　

425 955 2バ　　188 037卜H1　596 001ドロ|
ｉ

　

単独事業費

　

:

　　

182 739'　∂.ノ　228 3101 j7べ 373 994; n.3

l

　

災害復旧事業費

　

1

　　

97 144i　元　　44 261　H　　127 381　HI

　

失業対策事業費

　

！

　　

24ゾ

　

り

　　

38｀≠

　

回

　　

62ツ

　

j.タ

　

繰

　　　

出

　　　

金

　　　　

24 640 j.2j　　33 324:　2. 5j　　57 964:　　1､8

　

積

　　

立

　　

金

　　　

1o 401　0ｿ　　11 891　0.タ　　22 2り　0.71

　

出

　　　

資

　　　

金

　　　　　

6 409　　0.3　　　　3 255 0.2　　　　9 664 0.3＼

　

貸

　　

付

　　

金

　　　

103 137　4j 22 940　j.7　　　126 0771　3.∂1

　

公

　　

債

　　

費

　　　

71 332　∂.4　　55 686　4.2　　126 922/ j.∂|

　

前年度繰上充用金

　　　　　　

－

　　

－

　　　

12 26l|　0.タ　　　12 261　0.4

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　

2 095 868 100.0　1 340 701り00.0　3 308 833 100.0

　　　　　　　　

‥－一一

　　　　　

一
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工

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

昭和37年度純計額

10 852

　

9 863

64 130

　

7

92

443

288

　

11.7

　

10.7

　

∂ﾀ.5

　　

∂.j

100.0

増

比
一
減

　

1 672

　　　

11

11 766

　

1 853

15 302

別

　

歳

　

出

　

決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況

― 327 ―

額

　

10､９

　　

Ｏ､1

　

76.9

　

12.1

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

15.4

　

0.j

18､3

24.9

16.6

22.4

53.3

29､9

21.0

30.3

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一

昭和37年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

較

　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

増

　

減

　

串

　

ｉ前年度増減率

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

顧

　　

靉≠紳雛禰劃市呵鯖額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

996 891　　34.5　　200 041　　47.5　19.3　21.9　20.1　j∂.3　25.2　19.7

　

219 718'　7.∂･　　　23 291　　　5.5　10.4　10.7　加.∂　j7.∂･　12. i　μ.∂

　　

55 714　　　j.ﾖ　　　　5 315　　　j.3　3.4　15.6　ﾀ.5　30.41　21.9　26.0

　

129 976･　j.5　　　40 708　　　ﾀ.∂　35.4　27.0　31.3　46. S^　21.71　33､3

　

103098’

　

3.∂

1

　　　

19 007　　　j.5　jﾀ.5　21.7　j∂.4　21.6 jﾀ.31　15.6

　

867 973j　　30.1　　　102 022　　24.2　10.8　15.2　jj.∂　37.3　27.≫.３３.3

　

519 273　　j∂.0　　　76 728　　18.2　14.0　j9.タ　j4.∂1　32-21　11.7　25､5

　

348 700　　12.1　　　25 294　　　∂.0　3.∂　11.7　7.a　49.41　42､5l　j∂.∂

　

142 009　　　4.タ　　・14 628　△　J.5△　9.７△10. 9＼△10.3　7.41　6.5　6.0

　　

58 021　　　2.0　　　　4 497　　　1.1　5.6　9.2　7.∂　11.8　15.8:　μ.2

　　

48 656　　　j.7　　　　9 308　　　2.21　15.3　22.1　jﾀ.j　7.5　26. 3^　17.3

　　

24 477　　　0.∂　　△　2 185　△　Q.5△17.7　0.5△　8.9△　８.３,　2.２１　３.5

　　

13 838　　　Q.5　　△　4 174　△　j.0△17.1△45.6△30.2　50.2　79.5'　∂j.∂

　

110 134　　3.∂　　15 943　　j,∂　14.9　j2.タ　14.5　n.7　2ﾀ.51　19-9

　

108 652 ／　　3.∂　　　18270　　　4.∂　17.5　j5.∂　妬.∂△20.5　j.y△12.1

　　

8 209　　　0.∂　　　　4 052　　　j.り　　－　4ﾀ.4　49.4△100.0･T.i△　∂.Q

2 887 366　100.0　　421 467　　100.0　14.0　16.1　14.6　21.4「20. 5 20.8

-
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第94表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

義

一一一一

　

ｇ

　

≪

‥

パノドドレ（

　

人

　　

件

　　

費

　　

836 966 お.タ　　359 966 2∂.∂　1196 932 36.2

｜

　　

特別職報酬給与

　　　　

7 796 0.j　　35 810　2. 7　　43 606i　j.
；

，

　

職

　　

員

　　

給

　　　　

716 810　34.2　　　284695　21.2　　1001505　30.5!
｜

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

112 360　5. 31　　39 461　2.∂　　　151821 4.∂!

　

扶

　　

助

　　

費

　　　

9o 616　4.J　　80068　∂.0　　　170 684 H

　

公

　　

債

　　

費

　　　

71 332　u　　55 686　4. 2　　126 9221 J.∂i

　

合

　　　　　

計

　　　　　

998 914　47.6　　495ｱ201　37.0　1 494 538　45.；

歳
＿
出

　

合

　

計

　　

2 095 868ﾄﾞQoｲ　1 340 701 100.0　　3308 833 100.0

その１

　

人件費の内訳

第95表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

I

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

町／村ｌ純

　

計

　

額

　　　

－一一一一

　　　　

一一

　

議員委員等報酬手当

　　　

7 434　　　Q.タ　　26 436　　　7.J　　　33 870 2.∂i

　

特

　

別

　

職

　

給

　

与

　　　　

362

　　

Q'j　　9 375　　2･

ぐ　　　9

737　　0･5

　

職

　　　

員

　　　

給

　　

716 810　　∂5.∂　284 695　　7ﾀ.j　　1001505　　∂3.71

　　

基

　　

本

　　

給

　

495 985　5ﾀ.2　185 921　註7　　681 906　57.0

　　

その他の手当

　　

219 394　26.2　　92 236 25.6｣　311 630　26.o＼

　　

臨時職員給与

　　　

1 431　　　0.2　　　6 538　　　j.∂　　　　7969 に!

　

職員共済組合負担金

　　　

20 925　　2.5　　10 074　　2.∂　　　30 999　　2.り

　

退

　　

職

　　

金

　　

40 290　　4.召　12 061　　j.4　　52 351　4.4

　

恩給及び退隠料

　　

47 875　　5. 7　　14 744　　4. j　　62 619　5.ヨ

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

3 270　　　0.4　　　2 581　　　0.7　　　　5 851 0.5＼

　　

合

　　　　

計

　　

836 966　100.0　359 966　100.0　1 196 932 100.0

　

事業費支弁職員給与

　　　

16 949　　　　－5 368　　　　－　　　22 317 .　一

　　

総

　　　　　

計

　　　

853 915　　　－　365 334　　　－　1 219 24い　　ー

　　

＿____･＿____･__

　　　　

_

しニ

　

その２

　

財源内訳
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昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　

一一-一

　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

ﾌﾟ・府

　

（市

　　

町

　　

村

　

）

　

お

　

/

--･〃-ゝ･･･

　

=====･=･=･

　　　　　　　　　

/
金
料
源
等

お
数
財
｀

―
一
手
定
源

支
’
特
財

計

203 253

　

20 414

　　

5 589

607 710

836 966

　

24.３

　　

２．4

　　

Q.7

　

72.6

100.0

一 一 一 一 一

328

　　

5 536

　

11 923

　

13 ２35

329 272

359 966

　　

1.5

　　

3.3

　　

∂.7

　

91.5

100.0

9
7
4
2

8
3
2
8

7
3
8
9

8
2
8
6

0
3
1
3

2

　
　

９

1 196 932
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務

　

的

　

経

　

費

　

の

　

状

　

況

人

　

件

　

費

　

の

　

状

　

況

昭和37年度純計額

　　

22 817

　　　

8 77２

　　

855 129

　　

593 971

　　

253 035

　　　

8 1２3

　　

23 965

　　

3２ 286

　　

4２ 955

　　

10 967

　　

996 891

　　

18 370

1 015 261

　

2.3

　

0．９

ｓｓ.ａ

　

一
一
・
一
一
ゆ
Ｉ

Ｏ
ｌ
　
l
O
　
O
　
C
M
　
C
O
　
'
＾
　
･
-
(

100.

昭和37年度純計額

176 955

　

26 80４

　

1４ ４27

778 705

996 891

t
o
^
Ｏ
Ｄ
'
^
C
S
j
C
i
O
'
-
i
O
一

0
０
　
K
　
■
≪
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<
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一
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t
s
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C
S
i-
-
Ｈ
　
C
Ｄ

ｊ

　
　

７

100.0

増

ａ

△

増

比
－
減

　

11 053

　　　

965

146 376

　

87 935

　

58 595

　　　

15４

　　

7 034

　

２0 065

　

19 66４

　　

5 116

200 041

　　

3 947

203 988

　

31

　　

5

　　

４

158

200

比
一
減

83４

533

397

277

041
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△

　

10.3

前年度増減率

Ｑ

△

10.4

　

0.j

15.9

　

0.0

　

6.0

額

　

７０､8

　

2.９

　

０．１

　

２５､8

　　

o､4

100.0

額

-

６∂.7

jタ.∂

　

3.j

　

8､6

100.0

－343－

１
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ｌ
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－
１

－

－

｜

一

一

一

－
｜

－

－

１

－

－

－
１

－

－

１

　　　　　　

１

　　　　　　

「

　　　　　　

Ｉ
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その１

　

公共土木施設

第106表

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

補

　

助

　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　

区

　

☆

総事業費

ソ菰蒜Ｐ帽ﾄ‰虜。,o率

！

　

昭和33年災害

　

j

　　　　　　

43 076　　　　　　　43 076　　　　　　　100.0

勺にI器

　　　　　　　

にに

　　　　　　　

1二

　　　　　　　

お

く黒に凄こ訓

　　　　　　

な二

　　　　　　　

にこ

　　　　　　　　

な:2

|

　

昭和]8年災害

　

1

　　　　　　

64 955　　　　　　　　19 487　　　　　　　　50.0

（注）建設省調による。

その２

　

港湾施設

区 分

　

ｉ総事業費（Ａ）

昭和33年災害

昭和34年災害

昭和35年災害

昭和36年災害

昭和37年災害

昭和38年災害

（注）運輸省調による。

その１

　

性質別内訳
一一一一一

　　

分

―
・
ｌ
ｊ

　　

一

　　

特

単

　

独

　

合

費

　

般

　

別

業

事

　

業

　

費

　　　

計

昭和38年度までの
実施事業費

　

（Ｂ）

(単位

進

1 879

4 436

2 280

7 693

1 335

　　

938

百万円・％)

　　

捗

　　

率
{B)/(A)×100

100､0

100.0

100.0

　

88.3

　

70.2

　

3j.∂

第107表昭和38年度失業

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

20 814

1４ 858

　

5 956

　

3

24

498

312

　

８Ｓ-６

　

６１.１

　

２４　S

　

14.4

100.0

－344－

和
一
市

38
－
町

31 6４6

２8 893

　

2 753

　

6

38

560

206

年
一
村

　

82.8

　

75.6

　　

7.2

　

17.2

100.0

　

度
一
純 計

52 460

４3 751

　

8 709

10058

62 518

｜

｜

｜

　　　　　　

1 879

　　　　　　

4 436

　　　　　　

2 280

　　　　　　

8 714

　　　　　　

1 901

　　　　　　

2 955

一一

-●一一一一

　　　

一一

≫

-

，補

　

助

　

事

＝ ＝ － ･ ■ - = － 』 皿 ふ =

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

㎜

一 一 一

_ _ ＿

＿ ＿

　 　

＿ _ _ ＿ _ _ _ _ ＿ ＿ ＿ _ ． ＿

, － 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 － － 一 一 一 一 一 一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

，

　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｉ

一 一 一 一

　 　 　 　

一 一

｜｜

！

！

｜

ｊ

｜

「

」

｜



事業の進捗状況

その３

　

農地および農業用施設 (単位

　

百万円・％)

l･:

　

≪・事業費叫芸蒜Ｐ陥ﾄ‰)よ1。率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１
;おま器

　　　　

ごじ

　　　　

ごこ

　　　　

お

冪に昌

　　　　　　

二

　　　　　

二

　　　　　　

な:こ

;に昌

　　

二

　　

二

　　

ガ

（注）農林省調による。

対策事業費の状況

額

度
額

年3
7
計

和昭
純

比

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増 額 前年度増減率

　

８３-9

　

70.0

　

13.9

　

16.1

100.0

49 070

40 961

　

8 109

　

8 951

58 021

　

84.5

　

70.6

　

13.9

　

15.5

100.0

-

3 390

2 790

　　

600

1 107

4 497

　

75.4

　

６２.0

　

13.4

　

24､6

100.0

増減率

　　　

６．９

　　　

６．8

　　　

7.4

　　　

12､4

　　　

7.8

7｡タ

　

∂.0

　

7z4

67.7

14.2

－345－

ｊ

　 　 　 　 　 　

Ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

皿

　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

！
！

｜

－

ｌ

　　　　　　

ｌ

　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

「

　　　　　　

．

　　　　

|，

　　　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｉ

　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　

ｌ



その２

　

日的別内訳

区 分

道路橋りよう

　
　

画
策

川
湾
計
対
の

　
　

市
業

河
港
都
失
そ

合

費
費
費
費
費
他

計

その３

　

財源内訳

　

区

　　　　　

分

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

その他特定財源

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

合

　　　　　

計

-

その１

　

会計別内訳

区

　　

分

業会計
の公営企業

企業会計

計
会

　

計

轟
会

Å
皿

事
康

　

屋

　

健

　

質

益
民

　

益

収
国
計
公

農業共済事業会計

　

合

　　　　　

計

第107表昭和38年度失業

昭

　　　

和

　　　

38

　　　

年

　　　

度

都

　

道

　

府

　

県

1 391

1 561

　

555

　

377

19

24

645

783

312

　

5.7

　

6．4

　

2.∂

　

1.６

　

∂0.∂

　

3.2

100.0

　　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

12 502

　　

914

10

24

896

312

　

51.4

　

3.8

　

j4.∂

100.0

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

14 236

　　

307

10 033

　　　

64

-

24 640

市

和
一
市

町

　
　

8
4
3
3
5
3
6

　
　
　
　
　

７

　
　

０

　

1
9
1
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５
３
２

　
　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

７

　
　

ｏ
ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　

C
Ｏ

38
－
町

18 7２4

　

1 509

17 973

38 206

村

　

Ｏ､2

　

0.Q

　

j.3

　

0．８

97.6

　

０．１

100 ０

年
一
村

　

49.0

　　

4.０

　

４７､0

100.0

純

　　

計

-

　

1 ４69

　

1 565

　

1 058

　　

690

56 940

　　

796

62 518

　

度
一
純 計

31 229

　

2 003

29 289

62 518

第108表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

5７.8

　

j.2

40.7

　

0.3

-

100.0

－346－

市 町 村 純 計

　

4 712

　

3 ４11

17 498

　　　

44

　

7 ２10

33

249

２00

324

　

14.1

　

10.2

　

52.5

　　

0.j

　

21､7

　　

0.∂

　　

０．6

100.0

18 948

　

3 718

27 531

　　

108

　

7 210

　　

249

　　

200

57 964

= ･ = = = 一 -
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対策事業費の状況（つづき）

額

n
j

l
o

K

　

一

　

－

　

一

C
^
J

C
M

≫
-
H

　

1､1

　

91､1

　

1.3

100.0

額

　

49.9

　　

＆２

　

４６､9

100.0

霖゛ 3
7
計

1 ４77

1 531

　　

805

　　

593

52

58

昭和

純

8２1

794

021

年

　

度

　　

額

　

2.６

　

２､6

　

1､4

　

j.0

　

ﾀj.0

　　

1､4

100.0

度
額

年3
7
計

28 618

　

1 910

27 ４93

58 021

　

49.3

　　

＆∂

　

i7.4

100.0

繰

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況

額

　

52.7

　　

∂.４

　

４７.5

　　

0.2

　

12､4

　　

0．４

　　

０､4

100.0

昭和
純

度
額

年3
7
計

15 06４

　

２ ２59

２4 762

　　　

9２

　

6 130

　　

２31

　　

118

48 656

　

31.ｎ

　　

４､6

　

50.9

　　

Ｏ､2

　

12-６

　　

ｏ､５

　　

０．2

100.0

増 減

8
4
3
7
9

　
　

3
5
9
1

　
　
　
　
　

２

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

ａ

　　

2

4 497

増

増

減

2 608

　　

93

1 796

4 497

　

減

-

3 88４

1 ４59

2 769

　　

16

1080

1
8
8
２

9 308

比

ａ

比

比

― 347 ―

額

　

Ｏ､２

　

０．８

　

５､6

　

2.2

91､6

　

0.0

100

額

０

　

58.0

　　

２､1

　

3ﾀ.9

100.0

額

　

41､７

　

15.7

　

2ﾀ.7

　　

0．2

　

11.6

　　

０．2

　　

0.9

100.0

(単位

　

百万円・％)

増減率

-

　

△

　

０．5

　　

2.2

　　

31 ４

　　

１６.4

　　

7.∂

　　

０．3

　　

7.8

較

|前年度増減率

ム　13.　Ｓ

　　　　

∂.∂

　　　

15.３

△

　

25､4

　　　

16.3

　　　　

1.9

　　　

14.2

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

･
-
Ｈ

ｏ
^

i
n
　
8

O
)

^

t
o
　
　
　
　
＾
ｓ
.

前年度増減率

　　

11.０

△

　

６．9

　　

19.6

　　

14.2

(単位

　

百万円・％)

-

増減率

25.8

64.6

11.２

１７､4

17.６

　

７､８

６９.5

19.1

前年度増減率

△

40.3

12.1

H．7

　

1､1

　

8.4

31.3

49.4

17.3
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その２

　

日的別内訳

区 分

金
源
源
源
ん
他

　

財
財
財
て

資

　

費
費
費
補
の

転
務
設
債
字

運
事
建
公
赤
そ

合 計

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　

2 052

　

1 939

12 ２00

　

5 381

　　

２87

　

２ 781

24 640

その３

　

会計別，繰出目的別内訳

第108表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　

和

　　　

38

　　　

年

　　　

度

市 町

　

８．3

　

7.9

　

49.5

　

２Ｋ８

　

ｊ.2

　

11.3

100.0

　

1051

　

6 61４

13 746

　

5 907

　

４ 775

　

1 231

33 324

村
-

＆2
Ｊ
Ｊ

四
む

　

n.7

　

14.3

　　

∂.7

100.0

純 計

　

3 103

　

8 553

25 946

11 288

　

5･062

　

4 012

57 964

　　　

区

　　　　　

分

　　

）

　

（
公営企業会計

ﾂﾞﾊ詔

　　

運

　

転

　

資

　

金

　　　　　　　　

3 103　　　　　　　1 277　　　　　　　　69

　　

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　　

8 553　　　　　　　　626　　　　　　　　468

　　

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　

25 946　　　　　　　9 086　　　　　　2 027

　　

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　

11 288　　　　　　　4 714　　　　　　　848

　　

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　　　　　　

5 062　　　　　　　　854　　　　　　　　202

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　

4 012　　　　　　　2 391　　　　　　　　104

1

　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

57 964　　　　　　18 948　　　　　　　3 718

その１

　

増加状況

第109表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

38

1
1

　

区

　　　　

分

　　　　

積

　　

立

　　

金

　　　

積立金

ｉ

　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　

１市町村1合計㈲

　　

都道府県

一一一一

　

歳出決算積立金
1

　　

10 401　　11 890　　　22 291　　　11 083

1

　　

財政調整資金等積立金

　　　　

7 975　　　5 312　　　　13 287　　　　8 832

1

　　

その他特定目的積立金

　

1

　　　

2 426　　　6 578　　　　9 004　　　　2 251
1

　

歳計剰余金処分積立金

　　　　　

602

　　　　

621

　　　　

1 223　　　　　　－

｜

　

合

　　　　　

計

　　　

11 003　　12 511　　　23 514　　　11 083

－

　　　　　　　

－
(注) １

２

財政調整資金等積立金は，基本財産積立金，財政調整資金積立金および減

積立金とりくずし額欄は，それぞれ区分欄該当の積立額からとりくずした
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繰

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況（つづき）

昭

　

和

純

3
7
計

　

２ 060

　

6 37２

2４ 371

　

8 917

　

3 681

　

3 255

48 656
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地

　　　　　　

1057

　　　　　　

4 120　　　　　　　　5 177

　

他

　　　　　　

5 497　　　　　16 260　　　　　　　21 757

　

他

　　　　

22 491　　　　25 066　　　　　47 557

　

債

　　　　　　

1 335　　　　　　2 978　　　　　　　　4 313

　

債

　　　　

18005

　　　　

16 330　　　　　34 335

　

債

　　　　　　　　

199

　　　　　　

1 328　　　　　　　　1 527

．債

　　　　　　　

409

　　　　　　

741

　　　　　　　

1 150

　

債

　　　　　　

2 543　　　　　　1 920　　　　　　　　4 463

装債

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

1 769　　　　　　　　1 769

　

債

　　　　　　　

194

　　　　　　　

18

　　　　　　　　

212

　

度

　　　　　

57 966　　　　　9 137　　　　　　　67 103

　

債

　　　　　　

9 808　　　　　22 842　　　　　　　32 650

計

　　　　　　

493 919　　　　　425 288　　　　　　　919 207

a---aJ一一→W---
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J･-|
-皿-

公有林整備事業腹

社会及び労働施設債

　

林

　

水

(農地を除く。)

そ
害
土
農

　

農
そ

　

災

旧戦

転

そ

　　

の

　

の

災

　

復

　　

貸

　

の

復

　

旧

財

　

政

　

再

　

建

　

債

歳入欠かん債

退

　

職

　

手

　

当

　

債

辺地対策事業債

借

　

交

　

枠

合

　　

替

付

　　

公

　　

外
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地丿方債現在高の状況

(単位

　

百万円・％)
”---=←･㎡-

　　

･ゝ-------一一一匹-----._.----→匹-.-a_＿-J.-_

　

....._._-・

　

－－

　

昭和37年度末

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　

較

　

ｌ

　

を

　

高

ぺ

　

ｓ

　

額）

　

ｘ

　

（前年度増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

～~

　　　　　

491 517　　　　　　　　81 980　　　　　　　　　j5.∂　　　　　　　　妬.∂

　　　　　

162 378　　　　　　　　30 040　　　　　　　　　j∂.5　　　　　　　2Q.り

　　　　　　　

989

　　　　　　　　

1 275　　　　　　　　128.9　　　　　　　　j.∂

　　　　　　　

833

　　　　　　　　　

179

　　　　　　　　　

21.5

　　　　　　

ム

　

2.ひ

　　　　　　

17 584　　　　　　　　7 527　　　　　　　　　42.∂　　　　　　　37.2

　　　　　　

182 922　　　　　　　　21 601　　　　　　　　　H.∂　　　　　　　　15.4

　　　　　　

33 257　　　　　　　　2 580　　　　　　　　　7.∂　　　　　　△　Q.∂

　　　　　　

3 443　　　　　　　　1 536　　　　　　　　　44.6　　　　　　　53.0

　　　　　　

56 729　　　　　　　　5 435　　　　　　　　　9.δ　　　　　　　　∂.a

　　　　　　

33 382　　　　　　　　11 807　　　　　　　　　35.4　　　　　　　33.5

　　　　　　

187 205　　　　　　　　10 983　　　　　　　　　5.タ　　　　　　　　∂.7

　　　　　　

144 878　　　　　　　　H 047　　　　　　　　　7.∂　　　　　　　　10.9

　　　　　　

15 268　　　　　　　　　　61　　　　　　　　　り.4　　　　　　　　14.1

　　　　　　

5 453　　　　　　△　　276　　　　　　．　　5.j　　　　　　　　∂.∂

　　　　　　

21 605　　　　　　　　　151　　　　　　　　　Q.7　　　　　　　　り.Q

　　　　　　

48 843　　　　　　△　1 286　　　　　　△　　2.∂　　　　　　△　５､3

　　　　　　

4 971　　　　　　△　　658　　　　　　△　　j.∂　　　　　　心　j0.∂

　　　　　　

35 934　　　　　　△　1 599　　　　　　a　　j.4　　　　　　　　4.5

　　　　　　

3 186　　　　　　△　1 659　　　　　　△　　52.1　　　　　　a　52.7

　　　　　　

2 405　　　　　　a　l 255　　　　　　△　　52.2　　　　" 29.4

　　　　　　

1 510　　　　　　　　2 953　　　　　　　　jﾀ5.∂　　　　　　　　5.j

　　　　　　　

837

　　　　　　　　　

932

　　　　　　　　

111.4

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

575

　　　　　　

△

　　

363

　　　　　　

△

　　

63.1

　　　　　　

△

　

42.5

　　　　　　

69 397　　　　　　△　2 294　　　　　　△　　J.3　　　　　　．　a.2

　　　　　　

28 057　　　　　　　　4 593　　　　　　　　　16.4　　　　　　　2∂.∂

　　　　　

825 594　　　　　　　　93 613　　　　　　　　　11.3　　　　　　　　n.8

-
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その２利率別内訳

第114表

　

昭

　

和

　

38年度

　　　　　　　

一

　　

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

･J=-=-=-==

　　　　　　

---==-==　　　　一　　　　　　　　　皿-　　　　=ｉ-←･－

　　

フレンド

　　　

で二

　

二

　　

７

　

分

　

６

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　

41 420　　　　∂.4

　　

8

　　　

分

　　　

未

　　　

満

　　　　　　　　　　　　　

2 375　　　　　　Q.5

　　

8

　　　

分

　　　

以

　　　

上

　　　　　　　　　　　　　

2 318　　　　　　Q.5

　　

9

　　　

分

　　　

以

　　　

上

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

493 919　　　　100,0

その３

　

借入先別内訳

区 分

政

　

府

　

資

　

金

　　

資金運用部

　　

簡易保険局

公営企業金融公庫

市

　

中

　

銀

　

行

保険会社その他金融
機関

交

　

付

　

公

　

債

市

　

場

　

公

　

募

　

債

モ

　　　

の

　　　

他

　

合

　　　　　

計

昭

　

和

都

　

道

　

府

　

県

381 349

２30 509

150 840

　　　

657

　

28 961

　

1 645

57 966

10 173

13 168

493 919

77.2

４６7

50.5

　

0.j

　

5.9

　

０．3

　

117

　

2､1

　

2.7

100.0

－360－

38
－
市

年 度
一
町

345 732

222 313

123 419

　

5 406

　

33 694

　

8 833

　

9 137

　

7

　

14

425

621

865

288

末 現

一
村

８１､3

52.3

29､0

　

1､2

　

7.タ

―
I

C
Ｍ

２

　

２

　

1.8

　

3.5

100.0

在

　

高
-

ｉ

　

合

727 081

452 822

274 259

　

6 063

　

62 655

　

10 478

　

67 103

　

17 794

　

28 033

919 207

-
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地方債現在高の状況（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円・％）

計

7９. １

４９.3

C
ｏ

t
ｓ
.

C
o

'
-
＾

タ

　

Ｑ

　

δ

　

ｊ

<
Ｍ

　

7

　

j

　

3

100

３

∂

ｊ

ｏ

昭和37年度末

現

　　　

在

　　　

高

661 499

４13 568

247 931

　　

4 03４

　

53 383

　　

8 826

　

69

　

17

　

11

825

397

399

056

594

80.1

50.1

30.0

　

O､５

　

６．5

　

1.1

　

８.4

　

2.j

　

1.3

100.0

増

∠Ｘ

減

65 582

39 254

26 328

　

2 0２9

　

9 27２

　

1 652

　

2 ２94

　　　

395

16 977

93 613

比

361 ―

額

70.1

４２.0

2∂.j

　

2.2

△

　

９．9

　

j.∂

　

２．５

　

０．4

　

18.1

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

△

　

９．９

　

乱了

　

10.6

　

５０.　S

　

17、4

　

18､7

　　

3.∂

　　

２.3

153.6

　

11.3

前年度増減率

11

u

３

ｊ

△

ａ

11.1

52　2

47.7

25.7

　

3､2

　

1.4

2j

11

０

８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　

｜

　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

190 094　　　　　　44.7　　　　　　　　　404784　　　　　44.0

　　　　

174 605　　　　　　41.1　　　　　　　　　407721　　　　　44.4

　　　　

47 429　　　　　　11.2　　　　　　　　　　88849　　　　　　∂.7

　　　　　　

7000

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　　　　

9 375　　　　　　j.0

　　　　　　

5 273　　　　　　　j.2　　　　　　　　　　7591　　　　　　0.∂

　　　　　　　

887

　　　　　　　

0.2

　　　　　　　　　　　

887

　　　　　　

0.j

　　　　

425 288　　　　　　100.0　　　　　　　　　919207　　　　　100.0

｜

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｉ

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　

，

　 　 　 　 　 　

｜－
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－

－

－

－

－
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第U5表

　

地 方

　　

債 現

‾

　　　

‾▽‾‾‾

　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

総

　　　　　　　　　　　　　

額

　　

区

　

∩

……＿＿＿_＿_・_

＿＿_＿__＿,__＿__

ﾚ

や犬［誉_＿_..＿

，順Ｖ叢］麿オ

　

昭和31年度

　　　

575 700　　　　－　　‾……‾‾:　‾二足

　　　　

32

　　　　　

1

　　　

599 481　　　　　　　－　　　　　　4.1　　　　　む.∂

　　　　

33

　　　　　　　　　

620 528　　　　　　　－　　　　　　3.5　　　　　む.∂

　　

31～33

　

平

　

均

　　　　

598 570　　　　　圃0　　　　　　　－　　　　　　－

　　　　

34

　　　　　　　　　

652 503　　　　　　召0　　　　　　5.j　　　　　∂＆∂

　　　　

35

　　　　　　　　　

697 294　　　　　　jj∂　　　　　　∂.∂　　　　　36.2

　　　　

36

　　　　　　　　　

738 668　　　　　　j23　　　　　　5.∂　　　　　釦.9

　　　　

37

　　　　　　　　　

825 594　　　　　　招∂　　　　　11.8　　　　　28.6

　　　　

38

　　　　　　　　　

919 207　　　　　　j54　　　　　11.3　　　　　27.8

第116表

　

庁

　

舎

　

Iお

　

よ

　

び

-一一一一一一一一一一一一

＿_＿.九二____|

訳∩ﾋ

　　　　

（

　　　　　　

___‥､___

　

合

　　　

__＿___.九二_＿__|

　

区

　　　　　

分

　　　

建物面積

　　

内

　　　　　　　　

訳

　　

比

　　　　　　

率

　

ｉ

　　　　　　　　　　

一一一一一一

　　　

一一一一一一一一一一---･－一一一一

　　　　　　　　

(Ａ)

　　

|

　

木
(Ｂ)造

　

１

　

非木造

　

ﾚ

/(Ａ)×100ﾄ)の構成比i

一一一一………一一一一一一一一

　

一一一一一一
1

　　

本

　　

庁

　　

舎

　　　　

5 244　　　2 118　　　3 126 如j　　25.0＼

　　

議会関係庁舎

　　　　　

859

　　　　

357

　　　　

502 41.6,　　　4.1

　

庁

　

車

　　　　

庫

　　　　

504

　　　　

294

　　　　

210

　　

砥j

　　　

2ノ

　

才

所、出張所等.

　　　

7 433　　　4 975　　　2 458 ∂∂.ﾀi　　　おｊ

　

‘消防関係庁舎

　　　　

1 202　　　　564　　　　638部.W　　　5ノ

　

あ保健所庁舎

|

　　　

763

　　　　　

581

　　　　　

182 76.1　　卵|

　

g

1

モ

　　

の

　　

他

　　　　　

955

　　　　　

686

　　　　　

269

　　　

7jj

　　　

4j

　　

小

　　　

計

　

1

　　　

16 960　　　　9 575　　　　7 385 56.5　　　郎づ

　

職

　

員

　

公

　

舎1

　　　

4 026　　　3 475　　　　551　　　邱ﾐ　　皿う

　

合

　　　　　

計

　　　　　

20 986　　　13 050　　　7 936　　　　62ｲ　　100'01

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

--

　　　　　　　

-一一

（注）自治省調による。
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－
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在

　

高 の

　

推 移

(単位

　

百万円・％)
－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　　　　　　

一一----一一一一

　　　　

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　　　　

交

　

付

　

公

　

債

　

以

　

外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

………

　　

一一

　

ｌｔ（ｍ（Ｍ警劃群賢跨・在高）（箔警馴群営瓢

　　

42 526　　　－　　　　　－　　　　J.∂　533 174　　　－　　　　　－　　　44.2

　　

50 552　　　－　　　j∂.∂　　　　3.∂　548 929　　　－　　　　3.0　　　j0.∂

　　

61 163　　　－　　　21.0　　　　4.2　559 365　　　－　　　　j.タ　　　3∂,4

　　

51 414　　　如0　　　　　－　　　　　－　547 156　　　j00　　　　　－　　　　　－

　　

75 906　　　150　　　24.4　　　　4.5　576 597　　　jO∂　　　　3.2　　　34.3

　　

75 499　　　j47　△　0.5　　　　3.タ　621 795　　　114　　　　7.∂　　　52,5

　　

71 665　　　j3ﾀ　a　5.j　　　　3.Q　667 003　　　j22　　　　7.2　　　27.9

　　

69 397　　　135　△　3.2　　　　2.4　756 197　　　j∂∂　　　13.4　　　26.2

　　

67 103　　　131　△　3.3　　　　2.Q　852 104　　　j5∂　　　12.7　　　25.∂｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

公

　

舎

　

の

　

状

　

況
(昭和39年3月31日現在

- 363 ―

単位 千m2・％）

　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　

ｌ

一

　　　　　　　　

一一一一一一一一

　　　　

｜

　

建物面積

　　

内

　　

゛ﾚ七

　　　

率

　

建・面積立

　

゛

　　

J七

　　　

率

　　

(Ｃ)

　　

飛

))
造声木造{(J))/(Oxioog包構

　　

㈲

　　

木

㈲
造l非木造(F)/(E)×1叫2包構

　　　

1 256　223 1 033　　　17. Si　12.2　　3 988 1 895 2 093　　　47. ff.　37.3

　　　　

135

　　　

81

　　

127

　　　　

∂.0

　

j.3

　　　　

724

　　

349

　

375

　　　

4∂.2‘

　

∂.∂

　　　　

162

　

93

1

　

69

　　

5
昌

　

ド

342　201　　141 5∂.∂|　∂.2

　　　

5 547 3 556t 1 991　　　∂4.jl　53.ﾀ、　　1 886 1 419　467　　　7∂.j　17.6

　　　　

１２４

　　

４６!

　　

78 37.9:　　j.21　　　1078　518　560 4∂.jl　10.1

　　　　

642

　

520

　　

122

　　　

∂j.0

　

∂.21

　　　　

121

　　

61

　　

60

　　　

50.4＼　1-1

　　　　　

40

　　

27

　　

13

　　　

67.5

　

Q.4

1

　　　

915

　

659

　

256

　　　

72.0

　

8､5

　　　

7 906 4 4731 3 433　　　5∂.∂7∂.;　　9 054 5 102 3 952 56.4　∂4.∂

　　　

2 383 1 936　447 ∂j.21　23.2　　　1 643 1 539　　104　　　　匹7115.4

　　

10 289 6 409 3 880　　　62'3ﾚ00101　　10 697 6 641 4 056 62.1 100.0
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その１

　

総

　

括

　　

区

収

入

支

出

歳

一 一 －

区

収

各

期

入

　
　
　
　
　

支

Ｊ
Ｉ

　

別

　

構

　

成

　

比

出

合

合

第n7表

　

昭

　

和

　

38年度

歳

歳計金貸付金回収金
及び他会計借入金

一時借入金借入額

　

合

　　　　　

計

合

　　

・

）

１・４

　

‥

）

２・４

　

半

　

期

　

-‥-一一

　

一一一

　　

-

　　　

一一一-

　　　

入

　　　　

645 343　砧,j　　655 894　砧.2

方

　　

税

　　　　

240 627　別.7　　287 539　37.8

｀税及び地方

　　　　　

256 149　　∂∂.∂ 139 839　　認.j

支出金

　　　　

83 254　n.o　　　138 456　18.2

県支出金

　　　　　

1 691　　Q,2　　　　3 485　　0.4

の

　　

他

　　　　

63 622　　ざ?.4　　　86 575　11.4

:回収金及び

　　　　　　

9 803　　　j.3　　　　11 522　　j.5

・

金借入額

　　　　

102 753　　8.∂　　　93 261　　12.3

　　　

計

　　　　

757 899　100.0　　760 6ｱﾌ　100.0

　　　

出

　　　　

577 654　邱.j　　661 840　飢７

　　　

費

　　　　

101 749　孫.7　　　94 429　12.5

木

　　

費

　　　　

50 160　　7, 7　　1 12 984　j5. Q

育

　　

費

　　　　

184 652　2∂.5　　　174 381　器.j

債

　　

費

　　　　

17 352　　2, 7　　　42 713　　5. 7

の

　　

他

　　　　

223 741　34. S　　237 333　31.4

:及び他会計

　　　　　

21 436　　a.3　　　　13 178　　j.7

金返済額

　　　　

49 601　　7.∂　　　80 013　加.∂

　　　

計

　　　　

648 691　100.0　　ｱ55 031

1

100.0

　

.'..ご'こここ‾こｺﾆこ二二二二‾-〃〃r-----〃7S♂-四警--=-=-==こﾌｺ7こ7こてｰ--

　　

-ゝ皿四SS♂----♂S〃-W-¬--

　　

分

　　　　　

第

　

１・４

　

半

　

期

　

｜

　

第

　

２・４

　

半

　

期

-一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　

入

　　　　　　　　　　

j∂.5

　　　　　　　　　

j∂.タ

　

方

　　

税

　　　　　　　　　　

19.7

　　　　　　　　　

23.5

灘PJ

　　　　　

41.6

　　　　　　　　　　

22.7

紅支出金

　　　　　　　　　

扨.2

　　　　　　　　

17.0

:府県支出金

　　　　　　　　　　　　

２､2×　　　　　　　　　４.５

　

の

　

他

　　　　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　　

11.6

附‘金回収金

　　　　　　　　　　

13 ３
計借入金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15､７

．金借入額

　　　　　　　　　

22.4

　　　　　　　　

加.4

　　　

計

　　　　　　　　　　　　

認,タ

　　　　　　　　　

四.0

　　　　

出

　　　　　　　　　　　

妬,∂

　　　　　　　　　　

jﾀ.Q

　　　　

費

　　　　　　　　　　　

22. j　　　　　　　　　　加.5

　

木

　　

費

　　　　　　　　　　　　

7.∂

　　　　　　　　　　

17.7

　

育

　　

費

　　　　　　　　　　　

加.5

　　　　　　　　　　

jﾀ,４

　

債

　　

費

　　　　　　　　　　　

13.7

　　　　　　　　　　

お.∂

　

の

　　

他

　　　　　　　　　　　

扨.∂

　　　　　　　　　　

17.6

註総゛

　　　　　

2ﾀ.j

　　　　　　　　　　

j7.タ

．金返済額

　　　　　　　　　

加.∂

　　　　　　　　

17.5

　　　

計

　　　　　　　　　　　　

16.2

　　　　　　　　　　

j∂.8

一一一
- － ･ 7 〃 ＝ =

－364－

！

｜

｜

1

1

1

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

　　

地

　　　

方

　　

地方交付税及

　　

譲与税

　　

国

　

庫

　

支

　　

都道府県臓

　　

そ

　　　

の
歳計金貸付金回収
他会計借入金
一時借入金催

歳

　　　　　　　　　

出

　　

庁

　　　　　　　

費

　　

土

　　　

木

　　　

費

　　

教

　　　

育

　　　

費

　　

公

　　　

債

　　　

費

　　

そ

　　　

の

　　　

他
歳計金貸付金及び他会計
借入金返済金
一時借入金返済額

地

　　

方
地方交付税及
地方譲与税
国庫支出
都道府県支出

歳

　　　　　　　　

出

　　

庁

　　　　　

費

　　

土

　　

木

　　

費

　　

教

　　

育

　　

費

　　

公

　　

債

　　

費

　　

そ

　　

の

　　

他
歳計金貸付金及び他
会計借入金返済金
一時借入金返済額

－

　 　

一 一 一

一 一 一 一 一 一 一

　

－ － － － － － － － － － ‥ ･ -
- … - - ･ － - － -

ｉ

１

／

ｊ

ｉ

、

ゝ

ｊ

｜

」

｜

｜

1

1

1

1

1

｜

｜

｜

｜

｜

１

Ｆ

Ｉ

｜



資

　

金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　

第３・４平期

)

ぢ４・４半期
|

出納整理期
|

　　　

計

　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

904 293　　86.2　826 199　　∂5.3　444 866　　ﾀ4.5　3 476 595　　∂δ.∂

　　

339 847　　32.4　281 249　　29.0　　73 944　　15.7　　1 223 206　　J0.51

　　

156 904　　15.0　　62 550　　∂.5　　　　905　　　0.2　　　616 347　　　15.4

　　

256 752　　24.5　240 388　　24.8　　94 550　　20.1　　　813 400　　20.5

　　　

14 885　　　j.4　　14 823　　　j.5　　42 045　　∂.タ　　　76 929 j･臼

　　　

135 905　　j2.タ　227 189　　23.5　233 422　　4∂.∂　　746 713　　　j∂.71

　　　

13 348　　　j.3　　18 413　　　j.9　　20 441　　　4.3　　　73 527　　　j.∂1

　　　

131 846　　12.5　　124 421 12.8　　5 708　　j.2　・457 989　　11.4 I

　

1 049 487　100.0　969 033　100.0　4ｱ1 015　100.0　4 008 111　　100.01

　　

998 533　　92.5　766 163　　79.4　474 472　　∂ず.5　3 478 662　　∂∂.∂｜

　　

138 690 12.8　　97 619 皿川　27 632　　ざ.タ　　460 119　　　11.5

　　

193 569　　17.9　　132 532　　13.7　151 390　　27. Q　　640 635　　　16.0 i

　　

280 364　　2∂.0　　189 486　　19.7

1　71

622　　12.8　　900505　　22.41

　　　

11 364　　　j. j　　53 260 5･引　　2 317　　0.4　　　127 006　　　　3.2 ＼

　　　

374 546　　34.7　293 266　　30.4　221 511　　3ﾀ.4　　1 350 397　　　33.7

　　　

131 341　　　j.2　　16 094　　　j.71　　9 645　　　j.7　　　73 694　　　j.∂

　　　

68 354　　∂.3　　182 392　　j∂.タ1　77 508　　13.8　　457 868　　　11､4

　

1 080 228　100.0　964 649 100‘O
1　561

625
1　100‘

0 4 010 224 100.0

、
㎜■㎜㎜㎜㎜㎜乙ﾆｰ---rこ'7.7.ごし.にこ';二こ.‥.-｀‥こ･一一丿'ぶしぷ..;-.7二こ二二

　　　

‾‾'‾‾二二-.こｊ‾

3・４半期

l

第４・４半期

l

　

出納整理期

|

　　　　

計

-一一

　　

一一一一一

　　　

-

　

-

　　　　　　　　　　

26.0

　　　　　　　　

25.8

　　　　　　　　

j2.∂

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

27.∂

　　　　　　　　

23.0

　　　　　　　　

6.Q

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

25.5

　　　　　　　　

10.1

　　　　　　　　

0.1

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

31.6

　　　　　　　　

2ﾀ.∂

　　　　　　　　

11.6

　　　　　　　　　

100.0 ＼

　　　　　　　　　　

jﾀ.J

　　　　　　　　

jﾀ.∂

　　　　　　　　

54.7

　　　　　　　　　

100.0!

　　　　　　　　　　

18.2 ＼　　　　　　　お.j　　　　　　　　31.3　　　　　　　　　100.リ

　　　　　　　　　　

j∂.2

　　　　　　　　

25.0

　　　　　　　　

27.∂

　　　　　　　　　

100.0
I

　　　　　　　　　　

2∂.∂
1

　　　　　　　

27.2

　　　　　　　　

j.2

　　　　　　　　　

jQQ.0
1

　　　　　　　　　　

26.2 ・　　　　　　　24.2　　　　　　　　月.7　　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　　　　

28.7

　　　　　　　　

22.0

　　　　　　　　

13.7

　　　　　　　　　

jQQ.0i

　　　　　　　　　　

30､21

　　　　　

21.2

　　　　　　

∂.Q

　　　　　　　

100.0 ・

　　　　　　　　　　

30.2 1　　　　　　　20.7　　　　　　　　23.6　　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　

j2.い

　　　　

2H

　　　　　

□

　　　　　　

回

訓

　　　　　　　　　　　

∂.0

　　　　　　　

4j.タ

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　　

100.0 i

　　　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　

21.7

　　　　　　　　

扨.4

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

j∂.j

　　　　　　　　

21.8

　　　　　　　　

13.1

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

召.∂

　　　　　　　　

お.∂

　　　　　　　　

妬.∂

　　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

26.9

　　　　　　　　

24.1

　　　　　　　　

14.0

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　　　　

1

－365－



Ｌ
‐

その２

　

都道府県

一一一一一一一一一一一一

　　

区 分

収

入

歳

　　　　　　　　　

入

　　

地

　　　

方

　　　

税

　　

地方交付税及び地方

　　

譲与税

　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

そ

　　　

の

　　　

他
歳計金貸付金回収金及び
他会計借入金
一時借入金借入額

　

合

　　　　　　　

計

　

庁
土
教
公
そ

歳

　
　

支 木
育
債
の

　　

，歳計金貸付金及び他会
出Ｉ借入金返済金

出
費
費
費
費
他
計

一時借入金返済額

　

合

　　　　　　　

計

各

区

ソ

入

－
－
－

期

　

別

　

構

成

比

支

出

分

歳計金貸付金回収金
及び他会計借入金

一時借入金借入額

　

合

　　　　　

計

第117表

　

昭

　

和

　

38

　

年度

第

　

ｌ・４

　

半

　

期

415 817

136 338

175 850

　

7０ 581

　

33 048

　　

1 413

　

35 187

452 417

　

91.9

　

30、1

　

∂∂.タ

　

15.6

　　

7.3

　　

0.∂

　　

7.∂

100.0

359 130

　

39 060

　

31 772

1４6 182

　

11 876

130 240

　

6 096

　

２5 674
390 900

　

91.9

　

10.０

　　

８．1

　

37.4

　　

3.j

　

33.5

　　

j.5

　　

6．6

100.0

第

　

１・４

　

半

　

期

詐

４２.0 1･，

o
　
―
<

o

　

一
一

　
　

一

'
-
H
　
Ｏ
ｎ

^
Ｏ

･
-
ｓ

2り.7
19.5

16.9

22.7

　

7.1

22.9

j∂.∂

j∂.３

２５､8

15.1

16.8

第

　

２・４

　

半

　

期

393 816 ；

1４2 523 j

　

96 776

113 573

　

40 944

　　

S 900

　

35 750

435 466

398 412 1

　

35 168 1

　

81 475 ；
123 581 ，

　

2２

135

　

5

　

35

439

639

5４9

397

453

262

‐
‐
‐
Ｆ
‐
‐
‐
－
‐

ﾀ0.j
32.7

22.2

：
－
‐
－

　　

∂.2

100.0

　

ﾀQ.7

　

∂.0

　

j∂.5

　

2∂.j

　

5､2

　

30.9

　

1､２

　

∂.j

100.0

第

　

２・４

　

半

　

期

18.６

２１　Ｓ

23.1

j7.∂

皿ｊ

２Ｓ.０

Ｊ

　

８

刀
1
8

7
4
3
9
ｕ
７
タ

　

ー
ー
・
1
1
1

0
n
　
O
　
C
o
　
Ｏ
^
　
"
"
H
　
t
o

'
―
I

C
M

'
-
1

･
-
Ｈ

ｄ
ｏ

･
-
Ｈ

22.∂

2Q.タ
18.9

― 366 ―

｜

｜

｜

｜

Ｉ

！

｜

｜

｜

｜

！

｜

｜

！

｜

｜

歳

　　　　　　　

出

　　

1で

　

木

　

芸

　　

教

　　

育

　　

費

　　

公

　　

債

　　

費

　　

そ

　　

の

　　

他
歳計金貸付金及び他
会計借入金返済金
一時借入金返済額

　

合

　　　　　

計

　　　　　　

入
地

　　

方

　　

税
地方交付税及び
地方譲与税
国庫支出金

そ

　　

の

　　

他

几

宍

ｊ

　

ﾓt

　

鴬

-

㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜J㎜f＝=･＝--==｀ご¨-？-’－’－Ｗ－ふ＝=＝＝＝-＝＝=

　

---

　

＝==i●

_ _ _ _ ・ _ ＿ ＿ _ ＿ _ _ _ ･ ＿

　

_ _ _ _

- - - - - - - - - - ･ - - - － －

　 　 　 　 　

- 一 一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

一 一 一

｜

Ｊ

ｉ

ｊ

ｊ

１

ｊ

ｌ

１

」

１

｜

1

1

1

1

1

1

１

｜

ｊ

｜

1
1

1

－

｜

－

１

｜

－

！

ｌ

ｊ

ｌ

ｌ

｜

｜

｜

｜

ｉ

ｌ

ｊ

｜



資

　

金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

第

　

３・４

　

半期

1

第４・４半期
1

　

出納整理期
|

　　　　

計

　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　　

一一一

　

-

　

565 625　　ﾀj.2　522 897　　90.2　　225 728

1

9∂.2　2 123 883 g/

　

187 361　　30.2　150 436　　25.9　　43 785　　19.0　　　660 443　　　2∂.5’

　

109 625　　17.7　　36 574　　∂.J　　　　　－　　　－　　418 825　　　j∂.1

　

201 279　　32. 5
1　196

848　　34.0　　56 738　　2i.7　　　639 019　　　27.6

　　

67 360　　jOヽ∂1　139 039　　24.0
1

125 205　　54.5　　405 596　　　17.5

　　　

5 598　　　Q.∂1　　6 850　　　j.2　　3 853　　　j.7　　　23 614　　　1.0

　　

48 934　　7.9　49 643　　∂.∂　　　276　　0.1　　169 790　　7.3

　

620 157　100.0　5Z9 390　100.0　229 857　100.0　2 317 287　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

627 412　　認.5　474 110　　討.j　270 603　　97.1　2 129 667　　91.7

　　

54 200　　∂.J　　35 959　　∂.り　　7 99ｱ　　2.タ　　172 384　　　7.4

　

139 708　21.5　94 902　扨.∂　98 143　55.2　　446 000　　19.2 '

　

199 056　　30.6　135 341　　24.0

1　34

466　　12.4　　638 626　　　27.. 5

　　　

4 404　　　0.7　　31 002　　5.5　　　1 411　　　0.5　　　71 332　　　3.1

　

230 044　　35.4　　176 906　　31.4 ‘　128 586　　46.1　　　801 325　　　34.5 I

　　　

3 013　　　0.5　　8 210　　　j.4　　　　923　　0.3　　　23 639　　　1.0

　　

19 852 j.0　　81 719　　皿5　　7 092　　2.∂　　169 790　　　7.3」

　

650 277　100. 0　564 039　100. 0　278 618　100.0　2 323 096　　100.0 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

第

　

３・４

　

半期

1

第４・４半期
|

　

出納整理期

|

　　　　

計

　　　　　　　　　

26.6

　　　　　

24.6

　　　　　　

10.6

　　　　　　

100.

ソ

　　　　　　　　　

28.4

　　　　　　　　

22.∂

　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　　

100.0 '･

　　　　　　　　　

26.2

　　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

100. Cリ

　　　　　　　　　

31.5

　　　　　　　　

30.∂

　　　　　　　　

∂.9

　　　　　　　　　　　

j叩‘剔

　　　　　　　　　

j∂.∂1

　　　　　　　

34.3

　　　　　　　　

30.9

　　　　　　　　　

100.0 :

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　　　

23.7

　　　　　　　　

2ﾀ.0

　　　　　　　　

16.3

　　　　　　　　　

100.0！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　

2∂.∂

　　　　　　　　

29.2

　　　　　　　　　　

0.2

　　　　　　　

100.0 I

　　　　　　　　　

26.8

　　　　　　　　

25.0

　　　　　　　　　　

9.9

　　　　　　　

100.01

　　　　　　　　　

29.4

　　　　　　　　

22.5

　　　　　　　　

12.7

　　　　　　　　　

100.0

！

　　　　　　　　　

31.4

　　　　　　　　

20.タ

　　　　　　　　

4.∂

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

31.3

　　　　　　　　

21.3

　　　　　　　　

22.0

　　　　　　　　　

100.0 i

　　　　　　　　　

31.2

　　　　　　　　　

21.2

　　　　　　　

5.４ x　　　　　　　　ｌ００､01

　　　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　　

43.5

　　　　　　　　

2.Q

　　　　　　　　　

100.0 I

　　　　　　　　　

2∂.7

　　　　　　　　

22.1

　　　　　　　　

16.0

　　　　　　　　　

jQQ.01

　　　　　　　　　

j2.∂

　　　　　　　　

3£7

　

・

　　　　　　　

3.タ

　　　　　　　　　

100.0 I

　　　　　　　　　

11.7

　　　　　　　　

4∂.j

　　　　　　　　

4.2

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

28°o l 24.3　　　　　　　　12.0　　　　　　　　　100.0！

－367－



その３

　

市町村

第117表

　

昭

　

和38年度

--

　　　

区

　　

・）１・４

　

‥Ｏ２・４

　

半

　

期

　　　

一歳

　　　　　　　　　　

入

　　　　　

229 526　　75. j　　　　262 078　　釦.∂

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　

104 289　34. j　　145 016　召.∂

　　

ヤ

　

訟紗ｏグｏ

　　

80 299　　26.3　　　　43 063　　j＆2

　　　　

国庫支出金

　　　　

12 673　　4. j　　　24 883　　7.7

　　　　

都道府県支出i金

　　　　　

1 691　　　Q.∂ 3 485　　　1.1

　　　

｜

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

30 574　10.0　　　45 631　14.0

　　

〕詰聯回収金及び

　　　　　　

8 390 2.∂　　　　　5 622　　j.7

　　　

i一時借入金借入額

　　　　　

67 566　22, j　　　57 511　　17.7

　　　

k｡合

　　　　　　

計

　　　　　

305 482　100.0　　　325 211　100.0

　　　

/歳

　　　　　　　

出

　　　　

218 524　討.召　　　263 42削　お.4

　　　　

庁

　　　　　　　

費

　　　　　

62 689 24.3　　　　59 261 1　j∂.∂

　　

支

|

　　

土

　　

木

　　

費

　　　　

18 388　　7.2　　　31 509　10.0

　　　

，

　

教

　　

育

　　

費

　　　　

38 470　皿.∂　　　50800　皿ｊ

　　　

Ｊ

　　

公

　　

債

　　

費

　　　　　

5 476　　2.j　　　　20 074　　∂.3

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

93 501　　　　　　101 784　j2. 2

　　

出

叡詰詰及び他会計

　　　　　

15 340　jj 7 781　　　2.5

　　　

|

一時借入金返済額

　　　　　

23 927　　9. 3　　　44 560　皿ｊ

　　　

，合

　　　　　

計

　　　　

25ｱﾌ91

　

100.0

　　　

315 769　100.0

-一一一一一一ﾆｰ==一一一一

　　　

一一一‥-一一

　　　

区

　　

・０１・４

　

半

　

期

　

|

　

第

　

２・４

　

半

　

期

　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　　　　

17.0

　　　　　　　　　

19.4

　　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　　　　

j∂.5

　　　　　　　　　

25.8

　　　

゛昌れＰグ

　　　　　

40.7

　　　　　　　　　　

2j.∂

　　　　

1

　

国庫支出金

　　　　　　　　　

7.2

　　　　　　　

14.3

　　

各

　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　　　　　　

２.2

　　　　　　　　　　

4.5

　　　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　　　

9.0

　　　　　　　　　　

13.4

　　

期

　　　

歳計金貸付金回収金

　　　　　　　　　　　　

∂

　　　　　　　　　　　

ａ

　　　

入

　

及び他会計借入金

　　　　　　　　　　　　

16.8 N　　　　　　　11.

　　

別

　　

丿

一時借入金借入額

　　　　　　　　　　

23.4

　　　　　　　　　　

20.0

　　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　　

18.1

　　　　　　　　

19.2

　　

構

　　　

歳

　　　　　　　

出

　　　　　　　　　　　

扨.2

　　　　　　　　　　

19.5

　　　　　　

庁

　　　　　

費

　　　　　　　　　　　

21.8

　　　　　　　　　　

20.6

　　

成

　

支

　　　

土

　　

木

　　

費

　　　　　　　　　　　

ﾀ.j

　　　　　　　　　　

16.2

　　　　

｜

　　

教

　　

育

　　

費

　　　　　　　　　　　

Ｍ.7

　　　　　　　　　

jﾀ.4

　　

比

　　　　

公

　　

債

　　

費

　　　　　　　　　　

9.∂

　　　　　　　　　　

38.1

　　　　　　

モ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　

17.0

　　　　　　　　　

18.6

　　　　

歳計金貸付金及び他

　　　　　　　　　　　

3り

　　　　　　　　　　　　

５５

　　　

出

　

会計借入金返済金

　　　　　　　　　　　　　

｀７

　　　　　　　　　

ｊ．

　　　　

|

一時借入金返済額

　　　　　　　　　　　

∂,3

　　　　　　　　　

15.5

　　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

15.3
1

18.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--
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資

　

金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

第

　

３・４

　

半期

|

第４・４半期

|

　

出納整理期
|

　　　　

計

　　　

j

-

　　　　　　　　　　　

一一一一

　

---一一‥一一一一

　　　

338 668　　7∂.タ　303 302　　77.∂　219 138　　ﾀ0.9　1 352 712　　∂Q.0

　　　

152 486　　35.5　130 813　　33.6　　30 159　　12.5　　562 763　　55.5

　　　

47 279　　11.0　　25 976　　∂.∂　　　　905　　0.4　　　19Z 522　　　11.7

　　　

55 473　　j2.タ　　43 540　　11.2　　37 812　　15.7　　　174 381　　　10.3

　　　

14 885　　　∂.5　　14 823　　　3.∂　　42 045　　17.4　　　76 929　　　4.5

　　　

68 545　　妬.0　　88 150　　22.6　　108 217　　4j.タ　　341 117　　20.2

　　　　

7 750　　　j.∂　　11 563　　　3.0　　16 588　　∂.∂　　　49 913　　　3.Q

　　　

82 912　　19.3　　74 778　　19.2　　　5 432　　2.2　　288 199　　　17.0

　　　

429 330　100.0　389 643　100.0　241 158　100.0　1 690 824　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

371 121　　∂∂.∂　292 053　　72.タ　203 869　　72.0　　1 348 995　　　7ﾀ.タ

　　　

84 490　　19.7　　61 660　　15.4　　19 635　　7.0　　287 735　　　17.1

　　　

53 861　　12.5　　37 630　　∂.4　　53 247　　j∂.∂　　　194 635　　　n.5

　　　

81 308　　j∂.タ　　54 145　　13.5　　37 156　　召.j　　　261 879　　　15.5

　　　　

6 960　　　j.∂　　22 258　　5.∂　　　　906　　0.3　　　55 674　　　3.3

　　　

144 502　　55.6　116 360　　29.0　　92 925　　32.∂　　549 072　　52.5

　　　

扨32∂

　　

2.j

　　　

7 884　　2.0　　8 722　　　3.j　　　50055　　　3.0

　　　

認印2

　

11.3

　

100 673　25.1　70 416　24.9　　288 078　　17.1

　　　

429 951　　100.0　400 610　100.0　283 00ｱ1　100.0　1 687 128　　100.0

-＝

　　

-･-〃-¬J--i二

　　　　

皿＝=－－－W-=--S-四-IIここここ立こご’-ごZこここｰここ.二

　

第３・４半期

|

第４・４半期

|

　

出納整理期

|

　　　　

計

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　

-

　　　　　　　　　　

25.0

　　　　　　　　

22.4

　　　　　　　　

16.2

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

27.1

　　　　　　　　

23.2

　　　　　　　　

5.j

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

23.タ

　　　　　　　　

j＆j

　　　　　　　　

0.5

　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

Jj.∂

　　　　　　　　

25.0

　　　　　　　　

21.7

　　　　　　　　　

jQひ.0

　　　　　　　　　　

19.3

　　　　　　　

jﾀ.3

　　　　　　　

54.7

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

加.j

　　　　　　　

25.∂

　　　　　　　

31.7

　　　　　　　　　

10b.0

　　　　　　　　　　

15.5

　　　　　　　　

25.2

　　　　　　

55.2

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

2∂.∂

　　　　　　　　

25.タ

　　　　　　　　

j.9

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

25.4

　　　　　　　　

23.0

　　　　　　　　

14.3

j　　　　　　　　100.01

　　　　　　　　　　

27.5

　　　　　　　　

21.7

　　　　　　　　

15.1

　　　　　　　　　

辺り.0

1

　　　　　　　　　　

2ﾀ.4

　　　　　　　　

21.4

　　　　　　　　

∂.∂

l

　　　　　　　　

joQ.0
1

　　　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　

四.3

　　　　　　　　

27. i　　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　

31.0

　　　　　　　　

20.7

　　　　　　　　

14.2

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

12.5

　　　　　　　　

40.0

　　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

26.3

　　　　　　　　

21.2

　　　　　　　　

j∂.タ

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

20.∂

　　　　　　　　

巧.∂

　　　　　　　　

17.4

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

j∂.∂

　　　　　　　　

35.0

　　　　　　　　

2i.4

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

25.5

　　　　　　　　

23.7

　　　　　　　　

16.8

1　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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第118表昭和38年度純計決算額

‥一一‥一一一一

　

-‥一一一一！

　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　　

入‾‾‾‾‾

｜

　　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

）計決算額

　

｜

　

計

　

画

　

額

　

｜

　

差

　　　　

引

－一一一一

　　　　

１

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　

1 212 8601 1 058 192
。⊇

｜

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　

1 154 890　　　　1 006 767　　　　　148 123

　　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　

57 970　　　　　51 425　　　　　　6 545
1

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　　

35 19ぎ　　　35 790　　△　595

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税1

　　　

581 150　　　550 264　　　　30 886

＝

　　

小

　　　　　　　　　　

計

　　

1

　　　

1 829 205　　　　1 644 246　　　　　184 959

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

815 731　　　722 448　　　　93 283

1

　　　

義務教育費国庫負担金

　　　　　

196 109　　　　　178 571 17 538

1
1

　　　

その他の普通補助負担金

　　　　　

203 385　　　　　197 308　　　　　　　6077

1

　　

公共事業費補助負担’金

　　　　　

383 690　　　　　313 210　　　　　70 480･，

｜

　　　

こ業対策事業費補助負担

　　　　　　

31 347　　　　　32 159　　　£　　81］

　　

脂誰背ｏ白町

　　

1200

　　　　　　

1 200　　　　　　　　01

1使

　

用

　

料，手

　

数

　

料1

　　　

95 593　　　　6o 486　　　35 1o7

，地

　　　　

方

　　　　

債

｜

　　　

158 369　　　　　99 700　　　　　　58669
’

1

　

繰

　　　

越

　　　

金

　　　

105 184　　　　　－　　　105 184

　

繰

　　　

入

　　　

金

　　　　

66 841　　　　　－　　　66 841

　

そ

　

の

　

他（雑収入他）

　　　　

326 736 106 713 220 023 1

1

　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　

i

　　　

3 397 659　　　2 633 593 ’　　　764 066 1

＿_＿＿

　　　　　　

1

　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一
（注）不交付団体における平均水準をこえる必要経費については，純計決算額では昏
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と地方財政計画との比較

(単位

　

百万円)

∩‾‾‾‾‾‾'‾“‾‾¨‾‾‾‾

　　

‾‾‾‾‾‾一一一一一一一一一一一一
１

　

ｇ

　　　

゛

　

回十

こ

額卜画額）

出

51

　

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　

四96 932　　　982 101　　　　　214831

1

　

‾

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　　　　

671 539　　　　　541622　　　　　129917

　　

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

243 oo引　　　　　‾　　　　　　‾

　　

扶助費，補助費等

　　　　

292 789　　　　　　一　　　　　　－

　　

出資金，貸付金

　　　

135 741　　　　　－　　　　　一

　

公

　　　

債

　　　　

費

　　　　

126 922　　　104 360　　　22 562

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　

61 029　　　63 368　　△ 2 339

　

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　　

1 159 894　　　　914 302　　　　245 592

　　

直轄事業負担金

　　　　

41 394　　　42 074　　ム　680

　

普通建設事業費

　　　　

929 045　　　742 777　　　186 268

1

　　

災害復旧事業費

　　　　

126 937　　　80 331　　　46 606

　　

失業対策事業費

　　　　

62 518　　　49 120　　　13 398

地方交付税の不交付団体にお
ける平均水準をこえる必要経

　　　　　　　　

一

　　　　　

27 840　　　ム　27840
費

積

　　　　

立

　　　　

金

　　　　

22 292　　　　　　－　　　　22 292

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　　

57 964　　　　　　－　　　　57 964

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　

12 261　　　　　　－　　　　12 261

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　

3 308 833　　　2 633 593　　　　675 240

科目に含まれている。
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第119表地方財政と国

区

　　

分

　　

凹四回

　

ａ

　

出

　

m m　監絆　冊数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

る支出

　　

る支出

　　　　　　　　　　　　

____＿_＿

　　　　　　　　

実数（Ａ）|指数

　

国

　

(B)

　

地方（Ｃ）

　　　

（Ｄ）

　　　　

㈲

昭和10年度

　　　　

14 440　－　　　　　2206　　　2 117　　　　　255　　　　　13

　　

16

　　　　　　

35 835　－　　　　8 134　　　3 088　　　　1 063　　　　　23

　　

31

　　　　　

7 627 557　－　　1 082 275!　1 206 069　　483 814　　　　2 286

　　

32

　　　　

8 285 802　1　1 225 599!　1 342 528　　553 9181 3 416

　　

33

　　　　

8 518 966　－　　1 364 001　　1 455 579　　　606 663!　　　3 895
31～33平均

　　

8 144 1081001　1 223 959　1 334 725　　526 736　　　3 199

　　

34

　　　　

10 037 208 123j　1 527 725　　1 623 883　　　705 381　　　　6 287

　　

35

　　　

，11 937 100 1471　1 758 637　　1 924 907　　　824 211　　　　7 302

　　

36

　　　

1

　

14 196 400　1川　2 120 0031　2 391 080　　1 028 166　　9 915|

　　

37

　　　　

15 775 000 194　２ 587 267　2 887 366　　1 226 339;　　　10 252

　　

38

　　　

1

　

18 188 600 223　3 040 Ｈ6　3 308 833　　1 432 0771　　　10 7011

(注) １

　

各年度の分配国民所得は，経済企画庁の推計によるものである。

２

　

国の歳出額は，一般会計と交付税及び譲与税配付金特別会計（昭29設定）と

３

　

地方の歳出額は，普通会計純計決算額である。

４

　

「国から地方に対する支出（Ｄ）」は地方交付税（地方分与税，地方財政平衡交

　

（国の歳出計数による｡）ならびに国庫支出金（地方の歳入計数による。）の合算

５

　

「地方から国に対する支出㈲」は地方財政法第17条の２の規定による地方公

計数による。）。

第120表

　

国 民

　　

総

　　

生

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

昭和呂3年度

　

1

　

昭和謡年度

　　　

昭和誤年度

　　　　　　　　　　

----

｜国

　　

民

　　

所

　　

得

　　　　

100 373　　　119 371　　　141 964

　

間接事業税一補助金

　　　　　

11 830　　　　14 039　　　　16 616

　

資

　

本

　

減

　

耗

　

引

　

当

　　　　　

12 613　　　　15 377　　　20 606

　

統

　

計

　

上

　

の

　

不

　

突

　

合

　　　　　　　　

909

　　　　

△

　

2 073　　　乙　1 781

　　

合

　　　

計（国民総生産）

　　　　　　

125 725　　　　146 714　　　　177 405i

　

個

　

人

　

消

　

費

　

支

　

出

　　　　

68 770　　　76 942　　　89 196

　

政府の財貨サービス経常購入

　　　　　　

11 771　　　　　13 429　　　　　15 884

　

国内総資本形成

　　　　

44 047　　　　56 137　　　75 891

　

輸出と海外からの所得

　　　　　

16 148 18 220　　　　　19 048

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　

140 736　　　164 728　　　200 019

　

（控除）輸入と海外への所得

　　　　　　

15 011 18 014　　　　　22 614

　　

合

　　

計（国民総支出）

　　　　　　　

125 725　　　　146 714　　　　1ｱｱ405

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一一一

　　　　　

一一
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の財政の累年比較

(単位

　

百万円・％)

の純計決算額である。

付金および臨時地方財政特別交付金を含む。

　

国の歳出計数による。）および地方譲与税

頷である。
共団体の負担金をいう（国の歳入のうち公共事業費負担金および地方債証券償還収入の

産

　　

と 総

　　

支 出

― 373

(単位

　

億円・ ％）

昭和37年度昭和38年度

　

対

　

前

　

年

　

比

　　

｜

　

構

　　　　

成

　　　　

比

　

－

　　

（Ｄ）

　　　

卜

l°）

臨

回回言四万⑤（（（（（叫ﾄﾞ

　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一一一

　　

157 750　　181 886 jj∂.9 11∂.タ111.1 115.3　7∂.∂　∂j.4　80.0　∂j.7二.0

　　　

17 425　　19 585 jj∂.7 118.4 104. 9＼112.4　∂.j　∂.5　∂.4　9.Q　∂7

　　　

22 590　　27 102 121.9　134.5　如ﾀ.6 120.0　j0.J　圃.5　H.J　jj.ﾘ　12.0

　

a

　

4 617 △. 4 035　　一　　一　　－　　－　Q.∂･△　j.4△　j.Q△　2.4△　j17

　　

193 148　224 538 116.7 120.9 108.9 116.3 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　

102 668　　118 609 111.9 115.タ115.1 115.5　54.7　52.5　50.5　5＆2　52.8

　　　

18 590　21 867 114. jH∂.3 117.0 117.6　∂.4　9.2　∂.9　9.∂　ﾀ.7

　　　

71 821　　87 679 127.4 135.2　94.6 122.1　35.0　S∂.2　42.∂　37.2　39.0

　　　

21 743　　24 398 112.∂104.5 114.1 112.2　j2.タ　12.4　10.7　11.
3＼　刀.9

　　

214 822 252 553 117.0 121.4 107.4 117.6 112.0
112.3 112.7 111.3. 112.4

　　　

21 674　　28 015 120.0 115.5　ﾀ5.∂129.3　j2.り　12.3　12.7　11.3'　12.4

　　

193 148　224 538ﾘ16.7 120.9ﾘ08.9 116. 3ﾘ00.0 100.0
100.0ﾘ00.0 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

‾‾ｊ

　　

出

　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　

|純計構成比|

　

?毘梁得に対す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　

一一一一一一一一

　　　

国

　　　　　

地

　　　

方

　

｜

　

合

　　　

計

　　

（Ｆ）（Ｇ）

　

㈲

　　

剛

　

（Ｈ）

　

町訓皿ヰリ撒プ個ﾔ

剽

光,

1

惑乱

|

土入

　　　　　　　

I

　　　　　　　　

S-･

　　　　

←- 一

　　

1 951　　－　　　2104　　－　　　4 055　　　」お』5j.タ　２.J 14.6 2∂.j

　　

7 071　　－　　　3065　　－　　10 136　　　」卵.∂　お.2　四う　∂.61　28.3

　

598 461　　－ 1 203 783　　－ 1 802 244　　〕a3.21　∂∂.∂　7.∂　j5.∂1　23.∂

　

671 681　　－ 1 339 112　　－ 2 010 793　　－　33. 4＼　66.6　　∂I 16.2 24 3･

　

757 338　－ 1 451 683　　一 2 209 022　　　」討1邸.7　∂.ﾀ117.01 25　9

　

697 223　1001 331 526　拓0 2 028 749 100＼ 34.4 65.6　∂.6＼ 16.3] 24.9

　

822 344　118 1 617 596　121 2 439 940 j加お･7| 66.3＼∂.2＼ 16. B 24.3

　

934 426　134 1 917 605　　j懸2 852 031　141 32.5|　67.2　∂.7　9.jドロi
1 091 837　157 2 381 165　179＼ 3 473 002　　j弓　31.1　68.6]　7.り　j∂億　2j’51
1 360 928　195 2 877 114 2妬4 238 042　　209j 32.1 ∂7.タ　∂.＆　j∂.31　26.9
1 608 039 231 3 298 132　24∂4 906 171 242＼ 32.∂67ｽ8づjsｿﾞﾆi

　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

－



一･
ｉ

　

区

･-=･

区

中
地

分

央
方

合計（国民総支出）

分

-

昭和10年度

　　　

16

　　　

31

　　　

32

　　　

33
31～33平均

　　　

34

　　　

35

　　　

36

　　　

37

　　　

38

昭和34年度

分配国民所得

実

‥--一一

額

　　

14 440'

　　

35 835
7 627 557
8 285 802
8 518 966
8 144 108
10037 208
11 937 100･
14 196 ４00
15 775 0001
18 188 600

8
2
２
1
8
1
２
2
0

　

５

６
３

　

２

　
　

２
１
１

　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

指数

－

　

―

　

－
－

一

　

一

　

一

　

一

　

一

j00

123

1４７

1７４

Ｄ4

２23

国

第121表

　

国

昭和35年度

6
2
3
0
8

7
４

　

３

26

　
　

－
－

　

－

7
2
6
0

2
8
0
3

7
5
2
8

　

－
‐

6
4
6
6

1
s
ｏ

1 ４

1 2

146 714

　

1

昭和36年度

　　

89

　　

58

　　　

４

　　

40

　　

13

a

　

3

C
Ｏ
　
r
^
　
i
n

C
O
　
―
<

―
<

177

196

639

495,

867

２77

　
　

－
－
－
－

　

－

6
6
6
0

6
3
8
5

1
n
　
―
'
　
C
O
　
＾
s
.

405;

民

昭和37年度

2
9
5
8
5

　

０
１
９

　

３

０
４

　

３

　
　

４
２
１

　

９

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

第122表国民所得

税

租

指数

‘
‐
－
－
‐
‐
‐
‐
‐
ｉ

　
　

‐
－

1
3
4
4
9
0
9
1

　

8

9
1
8
9
6
2
7
4

　

4

4
4
2
7

　

9
6
2

　

1
‐

地

　

方

　

税

に

税

指数

1
４
６
１

　
　

８
０

　
　

０
２

　
　

－
―

‐
‐
‐
‐
‐
‐
－
‐

　

－

　

‐
―
‐
－
‐
‐
‐
Ｊ
Ｉ
‘

　

‐
‐

　

２
1
4
5
8
9
2
4
8
7
4

　

0
3
7
7
1
8
7
6
2
9
2

　

2
9
7
7
8
7
3
４
7
6
7

　
　
　
　
　
　
　
　

―
―

－
一

　

1
1
－
　
１
Ｑ
ぎ
．
応
叫
．
2
1
．
＆
．
．
６
－
’

　
　
　

O
　
-
-
H
　
l
i
＾
　
O
i
　
O
　
ｅ
n

　
　
　

ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
２
２

449 92

527 15

543 92

507 01

610 93

744 22

906 47

056 6ε

212 86

（注）１租税の限界負担率は，つぎのとおりである。

　　　　　　　

－

　

3,447,381- 3, 134･203 （租　　税）＿19
8％

　　　　　

3ｱ年度

　

15,775,000-14, 196,400 (国民所得ア‾　’゜

　　　　　　　

｡

　

3,944･584- 3･447･381 （租　税）＿20
6％

　　　　　

38年度18, 188,600-15,ﾌﾟ瓦乃公‾‾個‾尾扉影‾‾　゜

　　

２租税の国民所得に対する弾性値は，つぎのとおりである。

　　　　　

37年度

　

端端卜1（゛“二，

0

　　　　　　　　

1巡器卜1（国凹４）

自失難三;謡卜

｜

｜

｜

｜

｜

ｉ

１

「

｜

- ‥ 一 一 一 一 一 一

1 190

1 159

1 372

1801

２ 227

2 390

２ 731

費

　

支

　

出
資本形成

　

住

　

宅
耐久施設

品

　

増

　

加
外

　

余

　

剰

－ビス購入

個

　

人

　

消
国内民間総

　　

個

　　

人

　　

生産者

　　

在

　

庫
経

　

常

　

海
政府の財貨サ

・ ＝

　 　 　

＝ - ･ - - 皿 - ＝ 皿 皿 － 皿 l一 一

_

●

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ミ

－ - - - 一 一
一 一 一 一

　 　 　 　

- ‥ 一 一 一 一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

一 一 一 一 一 一 一 一 － － - -

ｒ

　 　 　 　 　 　

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　

べ
Ｌ

ｉ

ｉ

ｌ

ｉ

ｉ

｜

１

｜

！

｜

｜

！

｜

ｉ

｜

｜｜

｜

｜

｜

｜

ｉ

ｉ

｜

｜

｜

｜

｜

－
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億円・％）(単位
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犬丿
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漕僣

oo
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ｉ
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21.0
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3
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1
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4
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4
2
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2
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2

　
　
　
　
　
　

△

租税負担率るす対

(単位

　

百万円・％)

租

　　

税

　　

負

　　

担

　　

率額
-

内

　　

訳
計国税指数

担
一一一

　　

訳
一一一一
市町村税

　

負

一

　

内

　　

-一

道府県税
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16.3
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一
１
４
一
一
一
－
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δ
δ
δ
δ
δ
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ｊ
・
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１
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v
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7
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9
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1
1
1
1
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3
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4
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9
7

7
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0
9
5
8
7
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9
9
1

3
6
8
9
5
7
0
２
2
0
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4
6
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6
9
1
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4
9
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8
3
２
1
6
４
4
2
0

　
　
　

1
２
２
２
2
3
4
5
6

地方税9.5％

地方税6.5％

うち国税10.3％

うち国税14. 1％
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地方税1.49

うち国税0.93

　　

地方税0.97

― 375 ―

一 一 一 一 一 一 一 一 ■bH-¶‾r・-bri

　　　　　　

l

一 一 一 一 一 一 一 一
ヽ 一 一 － － － － 一 一 」

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

－ Ｗ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

¬

｜

１

ｊ

－

－

Ｊ

１

－

｜

－



第123表租税収入の

　　　　　　　　　

ｉ

　　

租

　　　　

税

　　　　　

内

　　　　

訳

区

　　　

分

　　

租税総額

　　　　　　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　　　　　

ﾄ

（A）

税
四回）回（計（Ｂ）

　

=====

　　　　

-･S¶WWW〃･---===

　　　　　　

一-=－=㎜㎜■

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

&=

昭和10年度

　　　　

（叩捌

　

（7堡（j惶（2翻（璧

　

16

　　　　　　　　　

（で鼎

　

（ゴ（墟（ﾂﾞﾑ［観

　

。

　　

八ご言

　

ぷ‰

　

計以

　

謔昌

　

ぷ謔

　

。

　　

ぷ憐

　

］7竺

　

球混

　

謔裂

　

ぷ謔

　

。

　　

よ言

　

ぷ

白

　

ぶ仙

　

漕昌

　

謡観

　　　　　　　

（j叩･の

　　　

（∂∂｡∂）|

　　

（12-８）

　　

（17.６）

　　

(30.4)

31～33平均

　　　　

1 666 804　　丿59 789　　214 231　　292 784　　507 015

　

。

　　

ぷ言

　

ぷ翻

　

ぶ認

　

詐測

　

諧謔

　

。

　　

八ぽ万

　

ぷ呪

　

ぶ‰

　

謡浪

　

足装

　　　　　　　

（100.０）

　　

（７１､１）

　

(14. 2)　（14.７）!　　（28.9）

　

36

　　

づ言

　

22仏頂

　

⑤ｲ

　

万端

　

9‰オ

　

37

　　

3馬劉

　

門昌1

　

今驚

　

5謐レo仏劣

　

38

　　　　　　

3 944 584　　2 731 72y 605 443　　607 417　　1 212 860

　　　　　　　　　

一一
(注)

２
３
４

｢国から地方への
である。

国税は，

地方税は
（

　

）は，

地方交付税｣は，国税三税(所得税，法人税お
の決算によった。
び譲与税配付金特別会計中の入場税(37年度以

および譲与税を含まない。

第124表地方財政財貨

！

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

１

　

昭和36年度

　　　

昭和37年度

　

｜

　

昭和38年度

皿･i==･=･･･==

　　　

㎜㎜■㎜㎜㎜㎜
｜

国民総支出

　　　　　　　

‾〕

　　　　

‾‾

　

｜

　　

‾‾‾‾‾‾７‾‾‘

　　　

個人消費支出

　　　　　

89 1％！ 102 668　　　　　118 609

　　　

個

　　

人

　　

住

　　

宅

　　　　　　　

4 495 1 5 413 7 394

　　　

設

　

備

　

投

　

資

　

1

　　　

40 867 1　　　38 284 j 41 489

　　　

在

　　

庫

　　

投

　　

資

　　

＝

　　　　

13 27ｙ　　　　　5 79ぐ　　　　13 633
:

　　

経営海外余剰

　　　　

△3 566　　　　　　6り　　　△3 617

　　　

政府財貨サービス購入

　　

1

　　　　

33 136　　　　40 920 ',　　　　47 030

　　　

合

　　　　

計

　　　　　

1ｱｱ405 1　　　193 148 1　　　224 538 1

　　

政府財貨サービス購入

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

｜

　　　

中

　　　　　　

央

　

・

　　　

17 386
1　　　21

679 1　　　　　24 680

　　　

経

　

常

　

支

　　

出

　　

！

　　　　　

6 967　　　　　8 332 9 569

　　　

資

　

本

　

形

　

成‘

　　　

10 419 1　　　13 347 1 15 H1

　　

地

　　　　　　

方

　

1

　　　

15 7501　　　19 241 1 22 350

　　　

経

　

常

　

支

　　

出

　　　　　　　

8 917　　　　　10 258 1　　　　　12298

　　　

資

　

本

　

形

　

成

　　

1

　　　　　

6 833　　　　　8 983　　　　　10 052

　　

合

　　　　　

計

　　

1

　　　

33 136 1　　　40 920 1　　　47 030

　　　

経

　

常

　

支

　

出

　

i

　　　

15 88衣　　　18 590　　　21 867

　　　

資

　

本

　

形

　

成

　

1

　　　

17 25勾　　　22 330
l

25 163

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

1
｜.------.-.--.¬･-.--.----〒-＿._-=Wi==

　

¶･gr-W■-r=¬WW--四-・ぶ
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地方への交付額」中「
また，地方譲与税は国
専売納付金，交付税及
，地方分与税，交付税
構成比を示す。



実質的分配状況
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ゝ●●－

　

●¬r-●-

　

ﾀﾞW/

　　　　

国から地方への交付額

　　　　

地方から国

　

実質的分配

地方交付税

　

地方譲与税

丿

国庫支出金

|

　

計

　

剛

　

j

｀の負担額

　　

国

　　

l

　

地

　

方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｄ）

　　

ﾚ

‾剛十剛､（Ｂ）十(C)-(D)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

_＿＿___＿＿

　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　　

i

　　　

l（52.　3）（゛7’7）

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

255

　　　　　

255

　　　　

13

　　　　

960

　　　　

877

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　

i（6ロ）佩の

　　　

４２３

　　　　　　

－

　　　　　

640

　　　　

1 063　　　　23°　3 891　　　1 919

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　

i

　

（お･の

　　

㈲･の

　　

172 591　　　21 777　　295 H1　　489 479　　2 286　599 581　　937 H7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j

　

(58.1)

　

（６Ｌ９）

　　

195 178　　　29 422　　321 422　　546 022･　　3 416　659 169 1 069 796

　　　　　　　　　　

i

　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　

(34.6) (65､４）

　　

212 213　　　32 648･　　350 214　　595 075　　　3 896　599 639 1 135 H 1

　　　　　　　　　　

｜

　　　　

I

（37.2）

　

{62.∂）

　　

193 327　　　27 949　　322 249　　543 525　　　3 199　619 463 1 047 341

　　　　　　　　　　

、

　　　

1

　

l（討.5）（６５､５）

　　

246 976　　　32 869･　　413 608　　693 453　　　6 287　685 206 1 298 103

　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　

l

　　　　

i

　

(37.ﾀ）

　

{62.1)

　　

331 666　　　36 218･　　477 056　　844 940･　　7 302:　963 826 1 581 874

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

｜

　

(39.1) (∂Q.タ）

　　

385 242　　　45 253　　580 757　1 011 252　　9 916･ 1 226 392 1 907 811

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

｜

　

(34.6)＼ (65.4)

　　

470 080　　　30 737　　708 080　I 208 897　　in 2521 1 192 052 2 255 329

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　

(34.4) (65.6)

　　

536 042　　　35 162　　815 731　1 386 935　　10701　1 355 490 2 589 094

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

---
よび酒税の最終予算額）に対する当該年度最終予算の繰入率による額におきかえたもの

降は一般会計）,地方道路税および特別とん税を含む。

サービス購入額
(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●●m

　

･f-｀lg/

＿

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　

昭和36年度

　

１

　

昭和37年度

　

｜

　

昭和38年度

　

｜

　

地方財政財貨サービス購入

　　

」

　　　　　　　

！

　　　　　　　　　

Ｉ

　　

普

　　

通

　　

会
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外書きである。

－401－

　

4 242!　　6 ；

　

2 35ﾘ　　61

255 556　　118 j

　

2 368i　　°

　　　

675

　

1 693

257 924　118 j

一一一一一 一 一 一 一 一 一
- = 一 - I ＝ = ＝ = = = ＝ = ＝ = - ･ － － － － － 皿 - ふ

　 　 　 　

｜

-‾‾¬マ・乙--

　

-ら

丿‾

　　

一一一一一一一一一一一」

　

一一一一一一一一

一 一 一

　 　 　 　 　 　

_ _ _ _ _ _ _ ＿ _

－

I

i

:

|

」

！

」

｜

｜

｜

｜

！

1

1

1

－

｜

ｊ

｜

｜

－

1

1

1

1

－

｜

｜

: 1

｜

j

｜

」

｜

｜

－

｜

－

｜

１

ｊ

ｉ

｜

ｊ

｜

j

i

F

1

I

･

|



－
１
－

その１

　

種

　

類

　

別

区 分

一昭和30年

,度末実質，
赤字団体･

I数

　

－
－
－

　
　

－

　

－
－

　
　

－

県
体
体
体
村
休
休
体

　

朋
望
靉

団

　

適
適
用
町
適
適
用

　

部
部

　
　

部
部

　

全
一
準

　

全
一
準

府

　
　
　

市

合

６
一

　

一

　

一
９

３

　
　
　

１

　
　
　
　
　
　

５

一

　

一

　

一

計

　　

1 555

全部適用団体

　　　　

一
一部適用団体

　　　　

一
準用団体

　　　

－

35

　

8

第138表

　

財

483 1

　

34

　

86

一

　

】

179

7
0
1
0
1

　
　

－ ｊ
－
－
：
－

１５

政

－

１７

再

（注）「再建完了等による減少」および「昭和40年２月２日以後申出予定団体数」欄は

　　　

期間短縮による完了または新規申出団体の増等により異動することがある。

区

　　

分
当
借入

８

　

4

　

2

1
2
4
一

県
村

　
　

一

　

町
計

　

　
　

府

　

市

　
　
　

一

第139表

　

歳

　

入

　

欠

　

か

　

ん

　

補

　

て

　

－
－
－
－

　

－
－
－
－
－
－
－
■
Ｉ
・

　

Ｉ

初
額

　
　

1 0
0
作
一

3
3

8
・

18 loo!　j

24 013;　3

42 113　5

　　　　

！

－ - 一 一 一 一

昭和34年度

16 162

20 ４49

36 611

３

４

７

12

15

28

償還額｜

__._____.._､.|

3 137, 9

４

　

７

433

　

H

5ｱo

!

　

21
ノ。__

741

‐
‐
ｉ
ｌ

　

0
6
6

（注）昭和39年度分については，繰上償還により異動することがある。
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建

その２

　

団

　　　

体

完了年度別

数

(昭和39年４月１日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-－

　

。

　　　

゛部適四ｨ木苅隷準‾F‾函（

　

ド‾

　

s:9

ツ

ん

　

債

　

償

　

還

　

状

　

況

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--

　　　　　

－－

＿づﾀ?35年度

　

｜

　

昭和36年度

　

ｉ

　

昭和37年度

　

｜

　

昭和38年度

　

|昭和39年度

子

　

補

　

給

　

金

　

交

　

付

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

35

　

・（36

　

いく37

　

回｜38

　

年

　

度

　

ﾄ
9年度（見込）

　　　　　

303

」

　　　　　

213

　　　　　　　

66
1　　　　　　　20　　　　　　　6

　　　　　

66（

　　　　

460

　　　　

215

　　　

102 i 55

－
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第141表公共事業にかかる

区

　

《

圭

譜監み言

（

）

≒ぐ言

　

⊇

　　

：

　

士

　

二

　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　　　

9 248　　　　　　　－　　　　　9248　　　　H 314

≒二衣丿

　　

：

　

宍で

　　

宍で

　　

：

　

直轄事業ｉ

　　　　

－

　　　　

５

　　　　　　　　

５

　　　　　　　

一

合

　　　　　　

計

　

’

　　　

18 646　　　　　109　　　　18 755 23 06］

補

　

助

　

事

　

業

　　　　　

9 398　　　　　　104　　　　　9502　　　　11 747

直

　

轄

　

事

　

業二_ﾌﾟﾌﾟこi

　　　

＿

へ

　　　

竺三
__

　

11 314

（注）１

　

道府県分の昭和38年度は実績，昭和39年度は，昭和39年11月１日現在におけ

　　　

２

　

市町村分の昭和38年度は実績，昭和39年度は推定である。

　　　

３

　

指定事業とは，地方財政再建促進特別措置法の規定によって国庫負担割合が

－404－



国庫負担の引上額の状況

(単位

　

百万円)

和

　

39

　　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　　　　

差

　　　　　　

引

　　

㈲－㈲

ｍ定事ｚｌ

　　　

計

　　

し

４４域特例制度|

　

臨盲事業

　

ｌ

　　　

お

　

‾‾

　　　　　

－

　　　　　

23 061　　　　　　4 415　　　　　　　　－　　　　　　4 415

　　　　　

－

　　　　　

11 747　　　　　　2 349　　　　　　　　－　　　　　　2 349

　　　　　

－

　　　　　

11 314　　　　　　2 066　　　　　　　　－　　　　　　2 066

　　　　　

102

　　　　　　　

102

　　　　　　　　

－

　　　　　

ム

　

7

　　　　　　

a

　

7

　　　　　

99

　　　　　　　

99

　　　　　　　　

－

　　　　　

△

　

5

　　　　　　

△

　

51

　　　　　　

3

　　　　　　　

3

　　　　　　　　

－

　　　　　

a

　

2

　　　　　

△

　

21

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

102

　　　　　

23 163　　　　　　4 415　　　　　　4　7　　　　　　4 408 j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

99

　　　　　

11 846　　　　　　2 349　　　　　　a　5　　　　　　23441

　　　　　　

3

　　　　　

11 317　　　　　　2 066　　　　　　△　2　　　　　　2 064
1

る実績に基づく見込みである。

引き上げられる事業をいう。
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歳 入

第142表

　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度

　　　　　　　

(単位

　

億円・％)
WI-･-r=

　　

==J〃♂一==========＝=一心===

　　　　　　　　　　

㎜皿

　　　

区

　　　　　

分

　　

昭和40年度

|

昭和39年度

!

　

比ニコ(コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　　　

mmm＼m減率

=＝＝=･ゝJ-=〃==＝〃======

　

=＝=--〃〃＝－皿･---㎜"

　　　　　　

"･こ･一一一一

　

地

　　　　　　

方

　　　　　　

税

　　　　

14 948　　　12 903　　2 045　　　j5.∂

　　

普

　　　　　　

通

　　　　　　

税

　　　　

14 054　　　12 153　　　1 901　　　址∂

　　

目

　　　　　　

的

　　　　　　

税

　　　　　

894

　　　　

750

　　　　

144

　　　

皿２

　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　

528

　　　　

452

　　　　

76

　　　

妬.∂

　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　　　

485

　　　　

423

　　　　

62

　　　

14.7

　　

石

　

油

　

ガ

　

ス

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　

４

　　　　　

０

　　　　

４

　　　　

－

　　

特

　

別

　

と

　

ん

　

譲

　

与

　

税

　　　　　

39

　　　　

29

　　　　

10

　　　

34ａ

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　

7 132　　　6 351　　　781　　　12.3

　

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　

9 910　　　8 594　　　1 316　　　岱.3

　　

義務教育職員給与費国庫負担金

　　　　

2 327 2 030　　　　297　　　14.6

　　

その他普通補助負担金

　　　

2 858　　　2 413　　　445　　j∂.､1

　　　

生活保護費負担金

　　　

1 058　　　915　　　143　　皿∂

　　　

結核医療費負祖金

　　　　

327

　　　

263

　　　

64

　　

24.3

　　　

児童保護費負担金

　　　　

250

　　　

211

　　　

39

　　

18.5

　　　

精神衛生費負担金

　　　　

160

　　　

131

　　　

29

　　

22.1

　　　

中小企業近代化促進費補助金

　　　　　

118

　　　　　

90

　　　　

28

　　　

社ｊ

　　　

その他補助負担金

　　　　

945

　　　

803

　　

142

　　

n.i

　　

公共事業費補助負担金

　　　

4 371 3 811　　　　560　　　14､7

　　　

普通建設事業費補助負担金

　　　　

3 753 3 212　　　　541　　　妬.∂

　　　

災害復旧事業費補助負担金

　　　　　

618

　　　　　　

599

　　　　

19

　　　　

3.2

　　

失業対策事業費補助負担金

　　　　

340

　　　　　　

326

　　　　

14

　　　　

4.3

　　

爰存堡供施設等所在市町村助成

　　　　　　

14

　　　　　

14

　　　　　

0

　　　　

0.Q

　

地

　　　　　　

方

　　　　　　

債

　　　　

1 630　　　1 304　　　　326　　　25.0

　

使用料および手数料

　　　　

705

　　　　　　

635

　　　　

70

　　　

11､0

　

雑

　　　　　　

収

　　　　　　

入

　　　　

1 268　　　1 142　　　　126　　　11.0

　

歳

　　　　

入

　　　　

合

　　　　

計

　　　

36 121　　　31 381　　　4 740　　　15.1

－406－



地

　

方

その２

　

歳

政
出

財 計

　

画

‾‾……‾……‾‾

∩ﾉ樫Tこ

‾７

昭和39年度

し

一一一一一一一一一‥……一一･-一一

　　　

,

増減額丿増減率

－－

　

－－－～

　

謡二
∧

フ

ム

－

　

===〃----=＝

　

======-¬-W---㎜＝W=　　　＝㎜-=-==-=＝---J-㎜皿

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

昭和40年度

　

昭和39年
長回

一一‥’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減額

　

増：＿________

　　　　　　　　　　　

ｊ

　　　　　　　　

〃～--匹

　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←･-㎜－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

｜

　

給

　

与

　　

関

　　

係

　　

経

　　

費

　　　　

13 072 1　　11 225　　　184元

　　

給

　　　　　　

与

　　　　　　

費

　　　　

12 77ﾊﾞ　　1o 95（　　1 81い

　　　

義務教育関係職員

　　　

4 770　　4 153 j　　61パ

　　　

屈‰シ1

　

鮒上士

　　

恩

　　　　

給

　　　　

費

　　　　

29（

　　　

27レ

　　

28 1

　

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　　

7 421 i 6 445 ， 976 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　

｜

　　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　

4 135　　3 519 !　　61い

　　　

生

　　

活

　　

保

　　

護

　　

費

　　　　

1 327　　　1 148 179‘

　　　

結

　　

核

　　

医

　　

療

　　

費

　　　　　

434

　　　　

351

　　　　

83

1

　　　

児

　

童

　　

保

　　

護

　　

費

　　　　

319

　　　　

268 1　　　5U

　　　

精

　

神

　　

衛

　　

生

　

費

　　　　

2oい

　　　

16ジ

　　　

39 1

　　　

中小企業近代化促進費i

　　　

236 i　　　179　　　5（

　　　

その他の一般行政経費

　

i

　　

l 617　　　1 410　　　20パ

　　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　　　

3 286　　　2 926　　　36白

　

公

　　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　

1 335 1　　11 14引　　　192 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　

I

　

維

　　

持

　　

補

　　

修

　　

費

　　　　

90ｙ

　　　

792‘　　110 1

　

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　　

13 113　　11 49（　　1 615

　　

直

　

轄

　

事

　

業

　

負

　

担

　

金

　　　　　

539

　　　　

50（

　　　

33 1

　　

国庫補助負祖金を伴うもの

　　　　

7 594　　　6 69り　　898
！

　　　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　

費

　　　　

7 079　　　6 19（　　　88ノ

　　　

普通建設事業費

　　　

6 28り　　5 426 1　　85（

　　　

災害復旧事業費

　　　

79E

　　

772・　　26 ‘

　　　

失業対策事業費

　　　

51（

　　

49（

　　

1れ

　　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　　　

4 980　　　4 296 1　　　68J

　　　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　

4 844 4 179　　　　665
1

　　　

道

　　　

路

　　　

整

　　　

備

　　　　

1 400 1 240　　　　　160

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　

3 444　　　2 939　　　5oレ

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

費

　　　　　

13（

　　　

117

　　　

19
1

　

地方交付税の不交付団体における

　　　　　

278 j 278

　

平均水準をこえる必要経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

ｉ

　

歳

　　　　

出

　　　　

合

　　　

計

　　　

36 121　　　3138ﾘ　　４μoi

－

　　　　

一一一一一一

　　　　　　　　　　　

一一一一一

― 407 ―

1４-９

22.9

16.7

10.3

15.1

17.5

15.6

23､6

19.0

23､9

31.8

14.7

12､3

16.8

jJ.タ

14.０

　

６.5

13 4

14.2

1S.S

　

3.４

　

∂.ざ

IS.　９

１５､９

１２､9

17.2

16.2

　

0.Q

15.1

-

ｌ

｜

Ｆ

１



第143表

　

昭

　

和40年度

　　　　　　　　　　　

昭和39年度

　　　　　　　　　

昭

　　

区

　　　　　　

分

　　　

当初見込額

　

昭和39年度当初見現行法による

　　　　　　　　　　

｜

　　　

㈲

　　　

込額に対する自

白

収入見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　

増減(△)収額(B) (A)十(Ｂ)　(C)

道

　　　

府

　　　

県

　　　

税

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　　

139 776　　　　33 942　　　173 718

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　

2 818　　　　　　　81　　　　　2 899

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　

476

　　　　　　　

30

　　　　　　　

506

　　

所

　　

得

　　

割

　　　　

83 552　　　　30 260　　　113 812

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　

52 930　　　　　3 571　　　　　56 501

　

事

　　　

業

　　　

税

　　　　

321 811　　　　23 113　　　344 924

　　

個

　

人

　

事

　

業

　

税

　　　　　　

19 913　　　　　　3 582　　　　　23 495

　　

法

　

人

　

事

　

業

　

税

　　　　

301 898　　　　19 531　　　321 429

　

不

　

動

　

産

　

取

　

得

　

税

　　　　　

22 773　　　　　　7 658　　　　　30 431

　

道府県たばこ消費税

　　　　　

40 166　　　　　4 339 44 505

　

娯楽施設利用税

　　　　　

7 228　　　　2 259　　　　9 487

　

料理飲食等消費税

　　　　

43 105　　　　11 274　　　　54 379

　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　　　

30 997　　　　　　9 022　　　　　40 019

　

鉱

　　　　

区

　　　　

税

　　　　　　　

663

　　　　　　　

71

　　　　　　　

734

　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　　　

388

　　　　　　　

19

　　　　　　　　

407

　

道府県法定外普通税

　　　　　　

482

　　　　　　　

117 599

　

固定資産税(特例分)

　　　　　

5 026　　　　　△392　　　　　4 634

　

道府県普通税計

　　　

612 415　　　91 422　　　703 837

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　　

57 784　　　　12 318　　　　70 102

　

入

　　　　

猟

　　　　

税

　　　　　　　

341

　　　　　　　　

15

　　　　　　　

356

　

道府県目的税計

　　　　

58 125　　　12 333　　　70 458

　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　

計

　　　　　

670 540　　　　　103 755　　　　　ｱﾌ4 295

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

市

　　　

町

　　　

村

　　　

税

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　

228 685 50 844 279 529

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　

9 828　　　　　　290　　　　　10 118

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　

1 540　　　　　　　　88　　　　　　1 628

　　

所

　　　

得

　　　

割

　　　　

137 693　　　　45 237　　　　182 930

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　　

79 624　　　　　　5 229　　　　　84 853

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　

２43 811　　　　23 971　　　　267 782

-

408

　

/ゝ.yl

-

ぷＪ旨ｉｉｉ



地

　

方

　

税

　

収

　

入

　

見

　

込

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　

和

　　　　　　　

40

　　　　　　　　　

年

　　　　　　　

度

　　　　

税制改正による増減（△）収額

　　　

改正法による前年度当初見込額

地方税法の改正

　

国税の改正に伴

　　　　

計

　　　

|
収入見込額

　

に対する増減（△）

によるもの（功

|

う屯の

　　　

(E) (D)十㈲　　(F) I (C)十㈲　（Ｇ）収額　(G)一囚

　　　　　　　　

462

　　　　　

△

　

720

　　　　　

△

　

258

　　　　

173 460　　　　　33 684

　　　　　

△

　　

7

　　　　　　　　　　　　　　

△

　　

7

　　　　　

2 892　　　　　　　74

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

506

　　　　　　　

30

　　　　　

△

　　

31

　　　　　　　　　　　　　　

△

　　

31

　　　　

113 781　　　　　30 229

　　　　　　　　

500

　　　　　

△

　

720

　　　　　

△

　

220

　　　　

56 281　　　　　　3 351

　　　　　

a 1 305　　　　　　1 229　　　　　△　　76　　　344 848　　　　　23 037

　　　　　

△1 305　　　　　　　　　　　　　　△1 305　　　　22 190　　　　　　2 277

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 229　　　　　　1 229　　　322 658　　　　　20 760

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 431　　　　　　7 658

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

44 505　　　　　　4 339

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9 487　　　　　　2 259

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

54 379　　　　　11 274

　　　　　　

8 976　　　　　　　　　　　　　　　8 976　　　　48 995　　　　　17 998

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

734

　　　　　　　

71

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

407

　　　　　　　　

19

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

599

　　　　　　　

117

　　　　　

△

　

907

　　　　　　　　　　　　　

△

　

907

　　　　

3 727　　　　　△1 299

　　　　　　

7 226　　　　　　　509　　　　　　アア35　　　ｱ11 5ｱ2　　　　　99 15ｱ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

70 102　　　　　12 318

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

356

　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

70 458　　　　　12 333

　　　　　　

7 226　　　　　　　509　　　　　7 735　　　ｱ82 030　　　　111 490

　　　　　　

1 526　　　　　△1 079　　　　　　　447　　　279 976　　　　　51 291

　　　　　

a

　　

31

　　　　　　　　　　　　　　

△

　　

31

　　　　

10087

　　　　　　　

259

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 628　　　　　　　88

　　　　　

△

　　

80

　　　　　　　　　　　　　　

△

　　

80

　　　　

182 850　　　　　45 157

　　　　　　

1 637　　　　　n. 1 079　　　　　　　558　　　　85 411　　　　　　5 787

　　　　　　　　

783

　　　　　　　　　　　　　　　　

783

　　　

２68 565　　　　　２4 754

－409－



第143表昭和40年度地方税

　　

区

　　　　　

分

　　　

Wja貿JE姦

　

昭和39年度当初見

jも

法による

　　　　　　　　　　　　　　　

収

　　　

込額に対する自然

り

又入見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減(△)収額(Ｂ)(A)十(Ｂ)

　

(c)

　　

純資土

　　　　　

地

　　　　　

60003

　　　　　　

171

　　　　

60 174

　　

固産

|

家

　　　　　　

屋

　　　　　　

93 110　　　　　12 773　　　　　105 883

　　

定税償

　

去p

　

資

　

産

　　　　　

73 555　　　　　9 265　　　　　82 820

　　　

交

　　　

付

　　　

金

　　　　　　

2 107　　　　　　228　　　　　2 335

　　　

納

　　　

付

　　　　

金

　　　　　　

15 036　　　　　　1 534　　　　　16 570

　　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　　　

9 088　　　　　　2 434　　　　　11 522

　　

市町村たばこ消費税

　　　　　

66 384　　　　　7 792　　　　74 176

　　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　　

50 148　　　　　5 385　　　　　55 533

　　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　　　

2 094　　　　　　　128　　　　　　2 222

　　

木

　

材

　

取

　

引

　

税

　　　　　　

2 042　　　　　　　34　　　　　　2 076

　　

竹緋談判唄

　　　

662

　　　　　　　　

76

　　　　　　　

738

　

市町村普通税計

　　　

602 914　　　90 664　　　693 578

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　

入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　　　　

975

　　　　　　　

279

　　　　　　

1 254

　　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　　

15 618 1 788 17 406

　　

水利地益税共同施設税

　　　　　　

332

　　　　

・

　　

8

　　　　　　

324

　

市町村目的税計

　　　　

16 925　　　　2 059　　　　18 984

　

市

　

町

　

村

　

税

　

計

　　　　

619 839　　　　92 723　　　　712 562

地

　　

方

　　

税

　　

合

　　

計

　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　　

570 540　　　103 755　　　774 295

　

市

　　

町

　　

村

　　

税

　　　

619 839　　　　92 723　　　712 562

　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　

1 290 379　　　　　1タ6 478　　　　1 486 857

（注）市町村民税所得割の現行法による収入見込額は、昭和39年度税制改正により昭

　　

同改正により標準税率制度および制限税率制度の創設による地方財政計画外の減

410－



収入見込状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　

和

　　　　　　　

40

　　　　　　　　　

年

　　　　　　　

度

　　　　

税制改正による増減（△）I収額

　　　

改正法による前年度当初見込額

地方税法の改正|国税の改正に伴

　　　　

計

　　　　

収入見込額

　

宍

対する増減（△）
によるもの

　

剛

　

うもの

　　　

(E) CD)十㈲　　(F) (C)十剛　㈲収額　（Ｇ）一如

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

60 174　　　　　　　171

　　　　　

△

　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　

a

　　

1

　　　　

105 882　　　　　12 772

　　　　　　　　

784

　　　　　　　　　　　　　　　　

784

　　　　

83 604　　　　　10 049

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 335　　　　　　　228

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

16 570　　　　　　1 534

　　　　　　　　

447

　　　　　　　　　　　　　　　　

447

　　　　

11 969　　　　　　2 881

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

74 176　　　　　　7 792

　　　　　

△1 433　　　　　　　　　　　　　　a 1 433　　　　54 100　　　　　　3 952

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 222　　　　　　　128

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 076　　　　　　　　34

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

738

　　　　　　　　

76

　　　　　　　

1 323　　　　　a1079　　　　　　　244　　　693 822　　　　　90 908

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 254　　　　　　　279

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

17 406　　　　　　1 788

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

324

　　　　　

△

　　

8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

18 984　　　　　　2 059

　　　　　　　

1 323　　　　　△1 079　　　　　　　244　　　712 806　　　　　92 967

　　　　　　　

7 226　　　　　　　509　　　　　　7 735　　　　782 030　　　　　in 490

　　　　　　　

1 323　　　　　△1 079　　　　　　　244　　　　712 806　　　　　92 967

　　　　　　　

8 549　　　　△　570　　　　　7 979　　1 494 836　　　　204 457

和40年度分から施行される不均衡是正による減税（65億円）後のものである。なお、

収額85億円がある。

－411－
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率
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過

　

年
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~

　　　　　　

昭和40年度

　　　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

‥

分

　　　　　　

（二当（b）初

　

|

　

補

　

正
‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　

税

　　　

989 134　　772 258　　67 035

　　　　

税

　　　

1 035 721　　1 014 9％　　△12 014

　　　　

税

　　　

388 959　　352 021　　　　－

　　　　

（Ａ）

　　

2 413 814　　2 139 275　　　55 021

一一一一

　　

W･

　　　　　　　　　　　　

=--W-

　　　　　　

---･べ¬

　

率

　

％（Ｂ）
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認.タ

　　　　

28.9

　　　　

剛

　　　

712 075　　618 250　　15 901
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51で
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15000
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交付税の算定基礎

(単位 百万円・％）

　

ｔ

　　　

ｌ

　

増

　　　

減

　　　

額

　　　

‾‾‾･盲

　

減

　　　

率

　

・

（。）
ﾘﾌﾞﾂﾌﾞﾂ苓門頴昌引禁門ド

一一

　　　

－一一一一

　　　　

－

　　　　　　

一一

　　　　　　　

－

　　　　

839 293　　　　　216 876　　　　　149 841　　　　　　28.1　　　　　17.9

　　　

1002 982　　　　　20 725　　　　　32 739　　　　　　　2.Q　　　　　　S.3

　　　　

352 021　　　　　36 938　　　　　36 938　　　　　　10.5　　　　　10.5
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１

　

２

３

160

∠X

２

　

4
6
5
3
４

2

　

3
２
3
2

5

　

２

　

２

共済事業決算の状況

増

-

△

ａ

△
△

△

　

１

△

△

a

―
―
―

比
一
減

△

△

△

ａ

△

額

U
５
　
l
O
　
O
　
C
O
　
t
ｏ
０

　

一
一
－
Ｉ
φ
ゆ

２
０
７
ｊ
２
０

t
o
　
C
M
　
t
o
　
"
-
I

o

　
　
　
　
　
　
　

１

20
U
5
　
<
ｏ
　
t
ｏ
　
≪
３

４
ｊ

　

ｊ

≫
-
Ｈ

100.

O
　
O
　
=
Ｏ
　
”
3
　
O
０

【

　

一

　

一

　

一

-

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

較

増減率

＆　　1.8

Q

△
△

△

ａ

△

ａ

　　

7.

　

j∂.

125、

３
２

７
C
O
　
O
　
^
Ｏ
３

　

3.4

　

4．２

　

５６.5

　

4､8

　

7.5

　

2.3

　

3.4

　

19.2

　　

7．7

　

52.2

４７５ ０

(単位

　　

２．1

　

31.３

△

　

∂.Q

△50.0

△

　

j.∂

△

　

1,2

　　

８．9

　　

0.j

。37.∂

a

　

j.0

　　

6.0

　　

1.1

△25.7

△J∂｡5

　

31.3

△37.∂

△103.1

百万円）

区

　　　　　　

分

　　

｜大都市１都

　

市｜町

　

村１

　　

計

　　

法

　

定

　

積

　

立

　

金

　　　　　　　

1

　　　　　　

16 34　　　　　51

　　

無事戻積立金

　　　　　

0

　　　　

8

　　　　

18

　　　　　　　

26

　　

特

　

別

　

積

　

立

　

金

　　　　　　

0

　　　　　

9

　　　　　

16

　　　　　

25

準

　

備

　

金

　

繰

　

入

　

金

　　　　　　

－

　　　　　

4

　　　　　

15 19

積

　

立

　

金

　

繰

　

入

　

金

　　　　　　

－

　　　　　

2

　　　　　

10

　　　　　　　

12

繰

　　

入

　　

金佃

　　　　　

－

　　　　

47

　　　　

157

　　　　

204

繰

　　　

出

　　　

金（Ｊ）

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

３

　　　　　

３

再差引（C）一剛一㈲十（J）

　　　　　　

O

　　　

△

　

11

　　　

△

　

69

　　　

△

　

80

実

　

施

　

団

　

体

　

数

　　　　　　　

3

　　　　　

117 768　　　　　　888

－435－

．

　 　 　 　 　

｜

－

－
し

－
１

－
－

１

４

－

１

－

－

１

｜

－

－
Ｌ



その２

　

歳入歳出内訳

第155表昭和38年度農業

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

大都市ｌ都

　

市１町

　

村ｌ

　　

計

　　

共

　

済

　

勘

　

定

　

収

　

入

　　　　

‘

　　

4

　　　　

1 249　　　　2 449　　　　3 702

　　　

共

　　

済

　　

掛

　　

金

　　　　　　

1

　　　　

332

　　　　

659

　　　　

992

　　　

保

　　　　

険

　　　　

金

　　　　　　　

3

　　　　　

897

　　　　

1 716　　　　2 616

　　　

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　　　　

－

　　　　　

7

　　　　　

19

　　　　　

26

　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

－

　　　　　

13

　　　　　

55

　　　　　

68

　　

業

　

務

　

勘

　

定

　

収

　

入

　　　　　　　

3

　　　　　

435

　　　　　

997

　　　　

1 435

　　　

賦

　　　　

課

　　　　

金

　　　　　　

1

　　　　　

144

　　　　

306

　　　　

451

　　　

都道府県支出金

　　　　　

2

　　　

222

　　　

506

　　　

730

　　　

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　　　　

－

　　　　　

40

　　　　

138

　　　　

178

　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

0

　　　　　

29

　　　　　

47

　　　　　

76

　　

共

　

通

　

勘

　

定

　

収

　

入

　　　　　　

1

　　　　　

45

　　　　

131

　　　　

177

　　　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　　　　

1

　　　　　

41

　　　　　

122

　　　　　

164

　　　

雑

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　　

－

　　　　　　

4

　　　　　　

9

　　　　　

13

　　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　

8

　　　　

1 729　　　　35ｱﾌ　　　　5 314

　　

共

　

済

　

勘

　

定

　

支

　

出

　　　　　　　

4

　　　　

1 198　　　2 387　　　　3 589

　　　

保

　　　　

険

　　　　

料

　　　　　　

1

　　　　

250

　　　　

475

　　　　

726

　　　

共

　　　　

済

　　　　

金

　　　　　　　

3

　　　　　

914

　　　　

1 767　　　2 684

　　　

診

　

療

　

関

　

係

　

費

　　　　　　

－

　　　　　

23

　　　　　　　

98

　　　　　

121

　　　

モ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

－

　　　　　

11

　　　　　

47

　　　　　

58

　　

業

　

務

　

勘

　

定

　

支

　

出

　　　　　　

3

　　　　

428

　　　　　　

978

　　　　

1 409

　　　

役

　

所

　

役

　

場

　

費

　　　　　　　

3

　　　　　

350

　　　　　

781

　　　　

1 134

　　　

損

　

害

　

関

　

係

　

費

　　　　　　　

0

　　　　　

33

　　　　　

89

　　　　　

122

　　　

連合会支払賦課金

　　　　　

0

　　　　

37

　　　　

79

　　　　

116

　　　

そ

　　　

の、

　　

他

　　　　　

－

　　　　　

8

　　　　　

29

　　　　　

37

　　

共

　

通

　

勘

　

定

　

支

　

出

　　　　　　　

－

　　　　　　

7

　　　　　

10 17

　　　

支

　　

払

　　

利

　　

子

　　　　　　

－

　　　　　

１

　　　　　

０

　　　　　

１

　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

－

　　　　　

6

　　　　　

10

　　　　　

16

1

　　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　

｜

　　　　　

ア

1

　　　

1 633　　　　3 375　　　　5 015

― 436



共済事業決算の状況（つづき）

昭和37年 度

7
5
6
0
6

　

4
5
5
3
1
3
3
0

　

4

3
2
3
1
6
1
0
3
1

　

6
4

　

1
3

　

O
v

５
６
８

　
　
　
　

９
３

　

４

　

－

　
　

―
・
１

　
　
　

５

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

2
5
5
4
8
6
1
7
0
8
9
0
9

　

7

8
5
8
9

　

4
9
1
7
8
２

　

２

　
　

２

　

０

４

　

４
８

　
　
　
　

８
７

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

増

２

比
-
減
一

165

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

7
0
6
2
1
6
5
5
5
4

　

1
7

6
8
1

　
　

2

　

4
9
6
1
3
5

　

1

3
7

　
　
　
　

5
1
2

　
　
　

－

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ａ

2 720

2 107

　

271

1 799

△

△

　　

２

7
0
3
3
5
6
9
2

2

　

－
１

　

２
４
３

　
　

１

　
　
　
　
　

５
４

　

1

　

13

608

ａ

ム

額

75.6

13､5

65.4

　

Q.∂

　

０．1

19.2

　

5.4

10､9

　

2.j

　

Q.5

　

j.2

　

j.∂

　

0.∂

100.０

　

８０.8

　

10.4

　

89.0

　　

j.0

　　

0.4

　

19.7

　

16.2

　　

1.7

　　

1､４

　　

０．4

　　

Q.4

　　

0．0

　　

Q.4

100 .0

－437－

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

減

　

率

　　

140.9

　　

58.7

　

212.9

　

160､0

　　　

3.Ｑ

　　

５７.０

　　

４７、９

　　

６７､8

　　

57.5

　　

24.６

　　

２３.８

　　

４５.1

△

　

56.7

　　

104.9

　　

142　２

　　

５９､6

　　

203.5

　　　

2∂.7

　　　

20 .∂

　　　

57.5

　　　

59.５

　　　

５８ ４

　　　

４５､0

　　　

32、1

△

　

41.４

△

　

４４.8

　　

108.4

前年度増減率

　

５０-2

　

64-Ｓ

　

４０.０

　

２Ｓ.0

　

73.7

　

６８.６

　

６２.2

　

7∂.３

　

６３.８

　

４８.８

　

８１.０

　

５６-9

328､6

　

57.8

　

52.2

　

61.9

　

45.7

　

49､2

108.7

　

71.0

　

77.3

　

５７.1

　

65.5

　

12.0

262 Ｓ

2５０

　

59

Ｑ

８

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

- ∃

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　

｜
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Ｌ
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－
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ｌ

－
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第156表

　

昭和38年度企業債等の状況

(単位 百万円）

　　

区

　　　　　　

分

　　

昭和38年度|

　　

昭和38年度償還額

　　

昭和38年度i｀

　　　　　　　　　　　

発

　

行額

　

元

　

金

　

｜

　

利

　

子

　

｜

　

計

　

|

末現在高」

　

地方公営企業

　　

225 858　36 101　42 068　78 169　　955 0891

　

法適用企業

　　

154 793　24 707　31 070　55 777　636 716

　　　

水道事業

　　

71 468　　11 317 13 791　　25 108　　261 4301

　　　

工業用水道事業

　　　　

19 935　　　1 371　　　1 3％　　2 767　　　57 277

　　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　

24 430　　4 419　　4 543　　8 962　　　9z 56］

　　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　

16 296　　4 735　　　Z 661　　12 396　　　140 151 ’

　　　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　

727

　　　　

345

　　　　

335

　　　　

680

　　　

5 055

　　　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　

3 124　　　　631　　　　929　　　1 560　　　14 350

　　　

公共下水道事業

　　　　

12 973　　　642　　2 303　　2 945　　　43 750

　　　

その他の事業

　　　　

5 840　　1 247　　　112　　1 359　　　17 140

　　

法非適用企業

　　　

71 065　　11 394　　10 998　22 392　　318 373

　　　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

10 828　　　1 569　　3 039　　4 608　　　57 536

　　　

工業用水道事業

　　　　

28％

　　　

159

　　　

210

　　　

369

　　　

8 862

　　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　

183

　　　　

66

　　　　

36

　　　　

102

　　　　　

608

　　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　　

645

　　　　

46

　　　　

73

　　　　

119

　　　

2 855

　　　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　　

302

　　　　　

3

　　　　

20

　　　　

23

　　　　　

578

　　　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　

5 884　　　1 180　　　1 385　　2 565　　　26 588

　　　

公共下水道事業

　　　　

10 613　　　719　　1 855　　2 574　　　40 856

　　　

その他事業

　　　

39 714　　7 652　　4 380　　12 032　　180 490

　

収

　

益

　

事

　

業

　　　　　　

14

　　　　　

5

　　　　　

7

　　　　

12

　　　　　

121

　

国民健康保険事業

　　　　　

121

　　　　　

141

　　　　

44 185　　　　　722

　

公益質屋事業

　　　　

15

　　　

75

　　　

24

　　　

99

　　　

339

　

農業共済事業

　　　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　　

一

　　

合

　　　　

計

　　　

226 008　36 322　42 143　78 465　　956 271

(注) １

　

水道事業には，簡易水道事業を含む。

２

　

利子には，一時借入金利子を含まない。

－438－



第157表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　

昭和38年度

　　　

内

　　　　　　　　

訳

　　　

貸

　　

付
ｉ

　　　　

り

g #

yｕ叫　市　卜訓話宍累お額

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

9 881　　　883　7 031　　　736　1 231　　37 327

工業用水道事業

　　　

4 835　3 240 1 430　　　－　　　165　　12829

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

867

　　　

52

　　

742

　　　

10

　　　

63

　　

4 679

電

　

気

　

事

　

業

　　　　

5 489　5 429　　　60　　　－　　　－　　26 189

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　

566

　　　

15

　　

424

　　

120

　　　

7

　　

2 886

港湾整備事業

　　　

1 168　　795　　135　　15　　223　11 107

病

　

院

　

事

　

業

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1 821

市

　

場

　

事

　

業

　　　　　　

188

　　　

－

　　　

188

　　　

－

　　　

－

　　　

1 323

と

　

畜

　

場

　

事

　

業

　　　　　　

423

　　　

－

　　　

312

　　　

74

　　　

37

　　　

1 374

観光施設事業

　　　　

712

　　

365

　　

212

　　

135

　　

－

　　

2 074

地発

　

臨

　　　　

海

　　　　

3 691　2 590　　517 74　　　510　　3 691

域事

|

内

　　　　

陸

　　　　　

110

　　　

－

　　　

110

　　　

－

　　　

－

　　　　　

110

開業

　

宅

　　　　

地

　　　　　

1 920　　　－　1 716　　204　　　－　　5 930

公共下水道事業

　　　　

1 956　　　－　1 956　　　一　　　一　　4 350

公有林整備事業

　　　

2 180　　　－ 514　　1658　　　　8　　4 243

貸

　

付

　

額

　

合

　

計

　　　　

33 986　13 369　15 347　3 026　2 244　　　　－

貸

　

付

　

累

　

計

　

額

　　　　　　

－

　

50 896　52 487　8 579　7 971　119 933

　　

一

－439－



その１ 国民総生産等

第158表主要経済指標およ

区

　　　　　

分1 31 年度132年度1 33 年度131～33年度平石

　　　　　　　　

-

　　　

一一--一

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　　

9 292 902　　10 149 752　　10 394 709　　　9945 788

国

　

民

　

所

　

得

　　　

7 627 55引 8 285 802　　　8518 966　　　8144 108

笑起財貨サービス購

　　　

1 628 184　　　1822 158　　　200232y　1 817 557

隻炭賢詣財貨サービ

　　　　

789 0ﾌﾚ　　　892 315　　　969 o9う　　　883 494

　　　　　　　　　　　　　

｜
国内民間総資本形成

　　　

2 263 500　　2 401 600　　　1903 70ﾘ　　2 189 600

設

　

備

　　

投

　

資

　　　

1 372 600　　　1693 200　　　1649 6001　　1 571 800

皆謳烈§.j腿譜

　　　

乙

　　　

卵

　　　

・丿

　　　

６４.0

　　　　　　　　

31年度

　

32
‾年度　⊇で‾廠こT 31~33年度

ｓ:

　　

゛皺訓撒皺率）

]

皺（廠

昌

利

之

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　

12.8

　　

詔

　　

∂.ﾔ

　

102

　　

2.ﾊﾟ

　

105

　　　

－

　

7叩

国

　

民

　

所

　

得

　　

招.５

　　

舅

　　

8.6

　

j02

　　

2.∂

　

扨5

　　　

－

　

j叩

ﾀ1

　　

11.9

　

扨0

　　　

ﾀ.タ

　

j加

　　　

－

　

扨Q

％鸚ｏ゛一丿

　

7.9

　　

∂∂

　　

召.j

　　

扨j

　　　

∂.∂

　

j扨

　　　

－

　

j叩｜

国内民間総資本形成

　　

砧.Q

　

103

　　

∂.j

　

no

　

△即.7

　　

∂7

　　　

－

　

扨

レ

設

　

備

　

投

　

資

　

76.6

　

∂7

　

2.4

　

扨∂△2.∂

　

j05

　　

－

　

j叩

縦貫計昆

　

22.3

　　

9Q

　　

18.1

　　

jO∂

　

△

　

1.８×　104　　　－　j叩

－440－



び地方財政計画等の推移

(単位 百万円・％）

　

34

　

年

　

度

　

1

　

35

　

年

　

度

　

1

　

36

　

年

　

度

　

1

　

37

　

年

　

度

　

1

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

1

　　

12 572 477 1　　14 671 400　　　17 740 500　　　19 314 800　　　22 453 800

　　

10 037 208　　11 937 100　　　14 196 400　　　15 775 000　　　18 188 600

　　　

2 292 357　　　2 683 000　　　　3 313 600　　　　4 092 000　　　　4 703 000

　　　

1 062 556　　　1 266 600　　　　1 575 000　　　　1 924 100　　　　2 235 000

　　　

3 289 400　　　4 273 600　　　　5 863 900　　　　4 949 100　　　　6 251 600

　　　

2 170 200　　　3 072 700　　　　4 086 700　　　　3 828 400　　　　4 148 900

　　　　　　

80.1

　　　　　

100.0

　　　　　　

119.4

　　　　　　

j2ﾀ.3

　　　　　　

142.3

　　

34

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

36

　　

年

　

度

　　

37

　　

年

　

度

　　

38

　　

年

　

度

‾辰可ぶ

臨

辰‾T繭

し

回米四勧いＯ湊

ﾚ

口口）数

　　

21.0

　

126

　

j∂.3

　

jj∂

　　　

2Q.タ

　

j7∂

　　　　

∂.9、jﾀ4

　　　

扨.3

　

22∂

　　

j7.∂

　

j23

　　

j∂.9

　

U7

　　　

j∂.タ

　

j74

　　　

11.1

　

194

　　　

15.3

　

223

　　

14.5

　

j2∂

　　

17.0

　

j4∂

　　　

23.5

　

j∂2
1　　23.5　225　　　14.9　259

　　　

ﾀ.∂

　

120

　　

19.2

　

M3

　　　

24.3

　

j∂0

　　　

22.2

　

2j∂

　　　

妬.2

　

25J

　　

72.∂

　

150

　　

50.0

　

jﾀ5

　　　

37.2

　

2∂∂

　　

・15.6

　

22∂

　　　

26.3

　

2∂∂

　　

31.2

　

j3∂

　　

41.6

　

j95

　　　

33.0

　

2∂Q

　　

△

　

∂.a

　

24j

　　　　

∂.4

　

2∂4

　　

20.0

　

j25

　　

24.∂

　

j5∂

　　　

jﾀ.4

　

j∂7

　　　　

∂.5

　

202

　　　

10.1

　

222

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

― 441 ―



その２

　

予算および地方財政計画

第158表

　

主要経済指標および

E

　　　

（31

　

年

　

（32

　

年

　

度

　

1

　

33

　

年

　

度

　

131～33年度平均

門覇幄ﾔ゛

　

1 034 923　　　1 137 465 1 312 131

1

1 161 506

財政投融資計画((当
哲学作瓦両馨急な註

　　　　

257 260　　　324 600　　　357 200　　　313 020

謡

財政計画

　　

1 045 670　　1 147 115　　1 237 173　　1 143 319

財政計画の給与費

　　　

402 901　　　443 566　　　473 261　　　436 576

財政計画の投資的経

　　　　

277 418　　　　299 879　　　　330 087　　　　302 461;

肇髪画の普通建設1

　　　

185 43ﾂ　　　212 254　　　243 286

1

213 658

　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

'

　　　　　　　　　　　　　　　

i
地忽晶素画1

　

11300

ﾔ

　

107000

　　

10000ｲ

　

106 667

　

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾･

　　

！

　

31

　

年

　

度

　　

32

　

年

　

度

　　

33

　

年

　

度

　

臨～33年度平均
ｇ

　　

⊃
皺率）ｔ皿（皿

ﾚ

甑率ln

l

皺刈撒

国て前ち参n

　　

2
/

　　

(

　

Ｈ
１

　

９

　　

５.j

　　

（

　　

－

　

100

財政投融資計画((当
賢覧詔音は。H

　

82

　

3.2

　

a

　

2,｡，
/

　

－

　

j。

言

財政計画

　　

j.7

　

92

　　

9.7

　

100

　　

7.タ

　

jO∂

　　

一

　

如0

財政計画の給与費

　　

j.2

　　

ﾀ2

　　

10.1

　

j02

　　

∂｡7

　

jQ∂

　　　

－

　

j叩

製政計画の投資的経

　

。

　

j.4

　　

ﾀ2

　　　

∂･I

　

ﾀ9

　　　

10.1

　　

jQタ

　　　

ー

　

100

梨肇貧画の普通建設

　　　

＿

　　

∂7

　　　

14.5

　　

ﾀﾀ

　　

14.6

　

114

　　　

－j叩

地方債計画

　

△j.2

　

jQ∂△5.J

　

jOQ△∂｡5

　

舅

　　

－

　

jOひ

（注）地方債計画欄の《

　

》は，特別地方債を含めたものである。また，（

　

）は，公
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位 百万円・％）

　

34

　

年

　

度＜1

　

35

　

年

　

度

　

1

　

36

　　

年

　

（37

　　

年

　

（38

　　

年

　

度

　　

1 419 248　　　1 569 675　　　　1 952 776　　　　2 426 801　　　　2 850 008

　　　

431000

　　　　

482 600　　　　　£05500　　　　　711 400　　　　　864 700

　　

1 334 107　　　1 538 155　　　　1 912 672　　　　2 285 073　　　　2 633 593

　　　

515 009　　　　575 485　　　　　695 678　　　　　817 351　　　　　956 845

　　　

374 468　　　　473 648　　　　　624 720　　　　　794 430　　　　　914 302

　　　

281 417　　　　343 337　　　　　508 749　　　　　636 448　　　　　784 641

　　　　　　　　　　　

《155 500》　《200000》　(245 000》　《315 000），

　　　

110000

　　　　

150000

　　　　　

186 000　　　　　227 500　　　　　295 0001

　　　　　　　　　　　　　　

(350)

　　　

（800）

　　

（1200）

　　

（1500）｜

　

34

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

36

　

年

　

度

　　

37

　

年

　

度

　　

38

　

年

　

度

　

１

回礼撒

ﾚ

甑率|皿増ｓ（撒増減訓皿

し

1減率|皿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

∂.2

　

j22

　　

10.6

　

j35

　　　

24.i　扨∂　　　24.3　加9　　　17.4　2妬

　

2り.7

　

j3∂

　　

12.0

　

巧j

　　　

25.5

　

四3

　　　

17.5

　

227

　　　

21.5

　

27∂

　　

7.∂

　

117

　　

15.3

　

135

　　　

24.3

　

扨7

　　　

jﾀ.5

　

2∽

　　　

15.3

　

230

　　

∂.∂

　

jj∂

　　

11.7

　

j32

　　　

20.9

　

j5ﾀ

　　　

17.5

　

j∂7

　　　

17.1

　

2j∂

　

13.4

　

124

　　

26.5

　

j57

　　　

∂j.タ

　

2Q7

　　　

27.2

　

2∂3

　　　

15.1

　

302

　

15.7

　

j32

　　

22.0

　

扨j

　　　

4∂.2

　

23∂

　　　

25.1

　

2ﾀ∂

　　　

25.3

　

3∂7

　　　　　　　　　

《孔の《j召》（2∂.∂》《j∂∂》《22.5}《2釦丿

　

《2∂,∂》《2ﾀ5）

　

20.0

　

103

　　

3∂.4

　

jむ

　　　

24.0 1　j74　　　22.3　2j3　　　2ﾀ.7　277

有林整備事業債で，公営企業金融公庫から貸し付けるものであって，外書きである。
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その３

　

決 算

第158表

　

主要経済指標および

　

区

　　　

ヨ31

　

年

　

度

　

1

　

32

　

年

　

度

　

1

　

33

　

年

　

度

　

卜1～33年度平均|

国の一般会計歳入

　　　

1 232 51ﾊﾟ　　1 399 858

1　　1

453 747　　1 362 040レ

国の一般会計歳出

1

　　

1 069 205　　1 F87 67ｺ 1 331 562　　　1 196 148

普通会計歳入！

　

1 250 97ﾔ　1 407 888

1　1
504 250　　1 387 439

1

普通会計歳出

　　

1 206 06（　　1 342 528　　1 455 579　　1 334 725

地

　　

方

　　

税

　　　

449 92ﾊﾞ　　527 190　　　543 931　　　507 01ツ

一

　

般

　

財

　

源

1

　　

638 60ﾀﾞ　　759 683　　800 380　　732 88パ

義務的経費1

　　

599 o5乱 652 996　　　　701 784　　　　651 277

　

人

　　

件

　　

費1

　　

477 62い　　561 028

1

551 077　　　　514 910

　

投資的経費i

　　

330 283

1　　398

470

l　　446

405　　　391 719

　

普通建設事業費1

　　

244 641
1　　　306

558

1

343 247　　　　298 149

　

詣と地方との純計規|

　　

1 802 244　　　2 010 793　　　2 209 021　　　2 028 749
i

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〃

　　　　　　　　　　

31年度

　

32年度133年度

　

31～33年度平均l

　

区

　　　　　　

分

　

増減率

　

指数

1

増減率1指数|増減率|指数

　

増減率1指数

１

　

国の一般会計歳入

　　

ﾀ.4

　　

!?j

　　

13.6

　

103

　　

j.∂l

　

joア

　　　

パ

　

j叩

１

　

国の一般会計歳出，

　

5.0

　　

釣

　　

皿丿

　　

卯，比パ

　

in

　　　

－

　

100!

　

普通会計歳入

　

n.3

　

卯

　

12.5

　

102

i　　∂.タl　108　　　－　j卯１

　

普通会計歳出

　　

∂.o

　

卯

　

11.3

　

101

　　

∂.

ﾔ

jo

　　

一

　

扨（

　

地

　　　

方

　　　

税

　　

17.9

　　

∂∂

　　

17.2

　

joﾊﾞ

　　

3.2

　

j07

　　　

－

　

jQリ

　

四-

　　

般

　

財

　

源

　　

２.3

　　

∂3

　　

四.Q

　

104

　

5.4

　

109

　　　

－

　

j卯｜

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　

∂.o

　　

認

　　

∂.Q

　

100

　　

7.5

　

j卵

　　　

一

　

茄

い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

人

　　

件

　　

費

　　　

4.タ

　　

お

　　

∂.0

　

100

　　

∂.∂

　

j07

　　　

－

　

扨01

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　

5.∂

　　

肘

　　

20.6

　

102

　　

12.0

　

114

　　　

－

　

100 I

　

普通建設事業費

　　

Ｈ.∂

　　

∂2

　　

25.3

　

103

　　

12.0

　

115

　　　

－

　

加叫

l霜と地方との純計規

　　

5.8

　　

∂白

　

11.6

　　

∂ﾀ

　　

9.9

　

jOタ

　　　

ー 扨ol
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位 百万円・％）

　　

34

　

年

　

度

　

05年度06

　

年

　

度）7

　

年

　

ｔ08

　

年琵〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--

　　　　

1 597 213　　　1 961 025　　　　2 515 932　　　　2 947 623　　　　3 231 214

　　　　

1 495 040　　　1 743 148　　　　2 063 468　　　　2 556 617　　　　3 044 292

　　　　

1 689 352 2 025 802　　　　2 511 550　　　　2 982 859　　　　3 397 659 1

　　　　

1 623 883　　　1 924 907　　　　2 391 080　　　　2 887 366　　　　3 308 833
1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

610 937　　　　744 236　　　　　906 475　　　　1 056 684　　　　1 212 860

　　　　　

902 710　　　1 091 391　　　　1 353 628　　　　1 574 936　　　　1 829 205

1

　　　　　

767 024　　　　879 153　　　　1 053 701　　　　1 235 519　　　　1 494 53叫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　

601 021　　　　704 586　　　　　832 604　　　　　996 891　　　　1 196 932 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

520 484　　　　640 451　　　　　836 108　　　　1068003　　　　1 159 894 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

37z 874　　　　477 005　　　　　651 281　　　　　867 973　　　　　969 995 1

　　　

2 439 940　　　2 852 031　　　　3 473 001　　　　4238042j　　　4 906 171
1

　　

34

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

36

　　

年

　

度

　　

37

　

年

　

度

　　

38

　　

年

　

・｜

　

皺（回

|

皺率|回

臨

ｓ率|回

し

lｘ率|回

じ

ｓ率）（

　　　

∂.∂

　

117

　　

22.8

　

j44

　　　

2∂.3

　

j∂5

　　　

17.2

　

2妬

　　　　

ﾀ.∂

j

　

237 !

　　　

12.3

　

j25

　　

16.6

　

M∂

　　　

j∂.j

　

j73

　　　

23.タ

　

2j4

　　　

19.1

　

255 I

　　　

12.3

　

j22

　　

j9.タ.μ∂

　　　

24.0

　

j∂j

　　　

j∂.∂

　

2j5

　　　

j∂.タ

　

2j5

1

　　　

11.6

　

j22

　　

j＆5

1　144　　　24.2　j7タ　　　20.8　2扨　　　j4.∂1　2ぜ∂i

　　　

12.3

　

121

　　

2j.∂l

　

召7

　　　

2j.∂

　

j7ﾀ

　　　

16.6

　

20∂

　　　

jj.∂，2jﾀJ

　　　

j2.∂

　

123

　　

20.9 14ﾀ　　　24.0　j∂5　　　扨.3　2j5 妬.ﾔ　2印｜

　　　

∂.3

　

jj∂

　　

jj.∂

l

　

jお

　　

19.9

　

扨2

　　

17.3

　

j叩

　　

2j,叫22ﾀ

　　　

9.j

　　

117

　　

17.2

!

　

137

　　　

18.2

　

妬2

　　　

jﾀ.7

　

jﾀ4

　　　

20　.j

」

232

　　　

拓.∂

　

133

　　

23.0

　

扨4

　　　

3り.5

　

2j3

　　　

27.7

　

273

　　　　

8.6

　

2∂∂

　　　

10.1

　　

727

　　

26.2

　

扨Q

　　　

∂∂.5

　

2j∂

　　　

33.3

　

2沢

　　　

jj.∂

　

325

　　　

10.5

　

j2θ

　　

石.タ

　

皿j

　　　

21.8

　

j72

　　　

22.0

　

2Qﾀ

　　　

j5.∂

　

2j2

_ﾐ〃

　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-･
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その４租税(決算)

第158表

　

主要経済指標および

|

　

区

　　　　　　

分

　

1

　

31

　

年

　

度

　

1

　

32

　

年

　

度

　

1

　

33

　

年

　

度

　

131～33年度平均

Ｉ租

　　　　　　　

税

　　　

1 536 698　　　1 728 965　　　1 734 750　　　1 666 8041

　　

国

　　　　　　

税

　　　

1 086 774　　　1 201 775　　　1 190 818　　　1 159 789

　　

うち法人税

　　　

259 808　　　364 066　　　308 320　　　310 731

　

地

　　

方

　　

税

　　　

449 924　　　527 190　　　543 932　　　507 015

1

　　

道府県税

　　　

185 H6　　230 195　　227 382　　214 231

　　　

jkも法人事業

　　　　

79 197　　　　108 422　　　　97 337　　　　94 985

　　

市町村税

　　　

264 808　　　296 995　　　316 550　　　292 784

1

　　　　　　　　　　　　

31

　

年

　

度

　　

32

　

年

　

度

　　

33

　

年

　

度

　

31～33年度平均

ﾌﾞ

　　

ｿ

ｊ函乖Ｊ

し

回率）

釧

皿率|皿

1

皺（ｎ

トー一－－

｜租

　　　　　　　

税

　　

扨.∂

　　

認

　　

12.5

　

104

　　　

0.∂

　

扨4

　　　

－

　

加0

1

’国

　　　　　

税

　　

妬.0

　

肘

　

jO .∂　j（Ｍ・0.タ　103　　－　j卯
１

　　

うち法人税

　　

35.2

　

8j

　

如.j

　

117

　

・15.3

　

ﾀ∂

　　　

－

　　

j卯

　

地

　　

方

　　

税

　　

17.9

　　

∂∂

　　

17.2

　

j04

　　

3.2

　

扨7

　　　

－

　

100

　　

道

　

府

　

県

　

税

　　

25.9

　　

肪

　　

24.4

　

j9

　

△

　

1､２×　１０６　　　－　j卯

｜

　　　　

うち法人事業

　　

31.1

　　

∂3

　　

お.タ

　

114

　

ム10.2

　

103

　　　

＿ 100

＞税

町

　

村

　

税

　　

13.0

　　

卯

　　

12.2

　

101

　　

∂.∂ jﾊﾟ　　‾　100

_____.一一一一一一一ﾉ〃ミ=¬－=＝=＝＝－＝=ミ
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←皿

　　　　　　　　　　

心皿･¶¶-=一

　

34

　

年

　

（35

　

年

　

（36

　　

年

　

（37

　　

年

　

（38

　　

年

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一

　　　

1 983 309　　　2 545 700　　　　3 134 203　　　　3 447 381　　　　3 944 584

　　　

1 372 372　　　1 801 464　　　　2 227 728　　　　2 390 697　　　　2 731 724

　　　　

390 552　　　　573 353　　　　　714 265　　　　　780 374　　　　　862 914

　　　　

610 937　　　　744 236　　　　　906 475　　　　1 056 684　　　　1 212 860

　　　　

263 862　　　　348 948　　　　　444 178　　　　　522 585　　　　　605 443

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

121 730　　　　173 524　　　　　221 538　　　　　248 185　　　　　277 091

　　　　

347 075　　　　395 288　　　　　462 297　　　　　534 099　　　　　607 417

　

34

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

36

　

年

　

度

　　

37

　　

年
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